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この資料は,日 本 自転車振興会 か ら競輪収益 の一部で あ る

機械 工業振 興資金の 補助 を受 けて昭和54年 度 に実 施 した 「シ

ス テム監査 に関する調査研究」の成果 をと りまとめた もので

あ ります。
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序

ち ・

当協会 では,昭 和49年,情 報化社会の基本的 ルールの1つ として シ ス テ ム監

査 を提唱 し,爾 来,今 日に至 るまで関連各界の協力 を得 て,鋭 意研究に取 り組ん

で きた。

システム監査は,シ ステムの有効利用 と弊害の除去 とを求 めて,客 観的 な立場

で シス テムを総 合的に点 検 ・評価 し,関 係者に助言 ・勧告す ることによ り,シ ス

テムの健全 化 をはか るものである。

本年度 は,シ ステム監査研究委 員会(構 成 別記)を 設置 して,シ ステム監査 実

施のための指 針につ いて調査研究 を依頼 した。同委 員会では,精 力的な活動 を展

開 し,「 シ ステム監査基準(試 案)」 をと りま とめ た。

本調査 に よれば,シ ステム監査への取 り組 みは,民 間企業の場合,27.6%の

実施率 を示 してお り,今 後 ともこの比率は高 くな る傾向にあ る。

この ような状 況に鑑 み,今 回と りまとめ られた 「基準(試 案)」 は,誠 に時宜

を得た もの と存ず る次第 であ る。今後,実 践の場において活用 され,有 効 な情報

処理 シス テムの形成 に寄与す ることを念願 す る ものであ る。

最後 に,本 事業の実施 にあた って,ご 指導 ・ご支援いただいた松田武彦委 員長,

委員各位 をは じめ として,調 査に ご協力頂 いた関連 団体 および企業に対 して心か

ら感謝 し,厚 くお礼 申 し上 げる次第 であ る。

昭和55年3月

財団法人 日本情報処理開発協会

会長 上 野 幸 七
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と りま とめ に あ た って

本 報 告 書 は,シ ス テ ム監 査 に 関 す る調 査 研 究 の 総合 的 な と りま とめ を念 頭 に置

き,研 究 活動 に取 り組 ん だ結 果 で あ る。 これ ま で の研 究 成 果 は,つ ぎの 報 告書 に

収 録 され て い る。

。わ が 国 に お け る シ ス テ ム監 査 の あ り方(50年 度)

。シス テ ム監 査体 制 確 立 へ の道(51年 度)

oシ ス テ ム監 査 の 現状 と問題 点( .52年 度)

。シ ス テ ム監 査 の 実 態 と その推 進(53年 度)

本 年 度 は,ま ず,過 去 の成 果 を踏 ま え,総 合 的 な と りま とめ を行 い,シ ス テ ム

監 査 に 取 り組 む際 の指 導 書 と しての 性 格 を持 た せ た 。

つ ぎに,内 容 に つい て は,総 論 で シ ス テム 監査 の 概 念 を 明確 に し,計 画 ・実施

・報告 の手 続 きを 明 らか に した。 各 論 で は,シ ス テ ム開 発 ・運 用 の チ ェ ック リス

トに つ い て,実 務 に よ り役 立 つ よ うチ ェ ックポ イ ン トを ブ レー ク ダ ウン した 。

さ らに,シ ス テ ム監 査 の 実 態 を把握 す るた め,東 証 一 部 上 場 企 業 に 対 して,わ

が 国 で初 め ての 本 格 的 な シ ス テ ム監査 に関 す る アンケ ー ト調 査 を実 施 した 。

以 上 の よ うな研 究 活動 の結 果 を基 礎 と して,シ ス テ ム監査 へ の道 し るべ と もい

うべ き 「シ ス テム 監査 基 準(試 案)」 を と りま とめ,本 年 度 の委 員会 活 動 を締 め

くく った 。

これ を契 機 と して,シ ス テ ム監 査 推 進体 制 が さ らに 前進 し,各 組 織 体 に お け る

シ ス テ ム監 査 の実 施 が促 進 され る こ と を願 って や ま な い 。

昭和55年3月

シ ス テ ム監 査 研 究 委 員会

委 員長 松 田 武 彦
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システム監 査の実施 に関す る提言

当協 会 は,昭 和49年,情 報 化社 会 の 基盤 整 備 の 一 環 と して シ ス テ ム 監 査 を提

唱 し,以 来,今 日に至 るま で の6年 間,関 連 各界 の 英 知 を結 集 し て シ ス テム監 査

に 関す る調 査 研 究 に取 り組 ん で きた 。

この た び,6年 間の 調 査 研 究 の総 ま とめ と して,「 シ ス テ ム監 査 基 準(試 案)]

を と りま とめ た の を機 会 に,シ ス テ ム監 査 の よ り一 層 の 普 及 ・定 着 をは か り,健

全 な情 報 化社 会 の実現 をは か るた め,経 営 者 お よび 政 府 に 対 して次 の通 り提 言 す

る。

経 営 者 に 対 す る提 言

1.企 業 に お い て コン ピュー タ ・シス テ ムが 重要 な ウエ イ トを 占 め る よ うに な っ

て きて い る今 日,経 営 者 は,シ ス テ ムの 客 観 的 な評 価 を行 うた めに シ ス テ ム監 査

人 を任 命 し,コ ン ピュー タ ・シ ス テ ム の有 効 性 ・信 頼 性 ・安 全 性 等 の 確 保 に 努 め

るべ きで あ る。 した が って,シ ス テ ム 監査 は,継 続 的 に実 施 しな けれ ば な らな い 。

2.今 日,コ ン ピュー タ ・シ ス テ ム に対 す る評 価 基 準 等 の 必 要 性 が 論 じ られ て い

るが,経 営 者 は,低 成 長 下 の 今 こそ,コ ン ピ ュー タ ・シ ス テム に対 す る投 資 の効

率 化 をは か るべ く,シ ス テ ム監 査 の 本 質 を十 分 に 理 解 し,自 ら先 頭 に立 って再 点

検 を行 い 合理 化 を推 進 す べ きで あ る。

3.コ ン ピュー タ ・シ ス テ ムに 対 す る外 部 か らの侵 入 者 に よ る破 壊 行 為 ・地 震 ・

火 災 ・風 水 害 な どに対 す る物 理 的安 全 性 が,十 分 に確 保 され て い るか ど うか 定 期

的 に点 検 す る必要 が あ る。 ま た,事 故 発生 時 に おい て も業 務 が 中 断 しな い よ う何

らか の代 替 策 を講 じて お く必 要 が あ る。
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4..と くに 一 般 市 民 生 活 と深 い か か わ りあ い を もつ コン ピ ュー タ ・シス テ ムに っ

い ては,予 見 され る エ ラー ・犯 罪 等 の可 能 性 を十 分 に 研 究 して,事 前 に これ を予

防 す る た めの 対 策 を施 す 必 要 が あ る。 この 観点 か ら も,シ ス テ ム監 査 の 実施 は 必

要 不 可 欠 で あ る。

政 府 に 対 す る 提 言

1.政 府 お よ び 政 府 関 係 機 関 な ら び に 地 方 公 共 団 体 に お け る コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス

テ ム に つ い て は,有 効 利 用 が な され て い る か ど う か を 評 価 す るた め シ ス テ ム 監 査

体 制 を整 え,継 続 的 に 総 点 検 を 実 施 すべ き で あ る 。

(説 明)シ ステム監査は,民 間企業のみに必要性があるのではなく,コ ンピュータ ・システムを活用す

る全 ての組織体にて実施 されなければならない。 この際,政 府は,合 理化 ・体質改善の一環 と

して,コ ンピュータ・システムを再点検し,無 駄があれば有効に活用するよう指導し,新 たに

コンピュータを適用すべき分野があれば導入をはか り,合 理化 ・体質改善をはかるべく最大の

努力をすべきである。したがって,政 府は,こ れ らの実現をはかるために,む しろ民間企業に

率先 してシステム監査体制を早急に確立すべきである。

2.公 共 的 シ ス テ ム に つ い て は,そ の 社 会 的 影 響 が 大 き い た め,デ メ リ ッ ト対 策

の 観 点 か ら,開 発 過 程 に お い て十 分 な 事 前 評 価 を 行 い,監 査 可 能 な シ ス テ ム を作

り上 げ る よ う シ ス テ ム 監 査 体 制 を 整 備 す べ き で あ る 。

(説 明)各 種の公共的 システムは,そ のプロセスが明確に把握できなければならない。 もし,そ のプロ

セスがブラックボックスであれば,そ のシステムの監査 もブラックボックス部分が制約を受け,

事故発生の原因ともな りかねないし,不 測の事態が発生 した時も速かな原因究明が不可能とな

る。したがって,公 共的 システムについては政府自ら,事 前に十分な手段を講じておく必要が

ある。

3.個 人 情報 に 関 す る情報 処 理 お よ び その デ ー タベ ー ス につ い ては,早 急 に適 切

な シ ス テ ム監査 体 制 を整 え,真 に プ ライバ シー 保 護 を実 現 させ る よ う努 力 すべ き

で あ る 。
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第1部 総 論





第1章 システム監査 の意義

1.1シ ス テム 監 査 提 唱 の背景

わ が 国 企 業 に 汎用 コ ン ピュー タが 導 入 され たの は,昭 和30年 代 で あ るが,昭

和43年3月 末 に は3,546セ ッ トに達 し,昭 和53年6月 末 で は つ い に50,273セ ッ

トの 大 台 を突 破 す るに 至 った 。わ ず か10年 間 に,14倍 強 の増 加 は 真にめ ざ ま し

い もの が あ る。

昭和43年 当時 は,「 訪 米MIS使 節 団 」 の 「MISの 開 発 及 び利 用 に関 す る

提 言 」 が 発 表 され,経 営 者 の シ ス テ ムに 対 す る期 待 が高 ま った年 で あ った 。 多 く

の 経 営 者 が,こ れ か らは コ ン ピ ュー タ時 代 に な る こ と を予 想 し,そ の 必 要 性 を経

営 者 自身 が 認 め,コ ン ピュー タ導 入 が 他 に 優 先 し て認 め られ るよ うに な った 年 と

もい え る。 こ う した経 営者 の 期 待 を背 景 に,コ ン ピュー タ利 用 は,急 速 に 発展 す

るの で あ るが,と くに 昭和48年 の 第 一 次 オ イル シ ョ ック以降 も,ほ ぼ16%以 上

の 高 率 の 増 加 が続 い て い る こ とは,コ ン ピ ュー タに対 す る経 営 者 の 期 待 を顕著 に

示 す と と もに,今 後 の コ ン ピュー タ利用 の一 層 の発 展 を予 測す る重 要 な 手 が か り

とな ろ う。

以 上 の よ うに,こ こ10年 間 に コン ピ ュー タ利 用 は急 速 に進 展 したわ けで あ る

が,一 方 で は,も は や コ ン ピュー タ導 入 前 に 引 きか え す こ とは 不 可 能 な業 務処 理

体 制 が 定 着 して い る こ とに も注 意 す る必 要 が あ ろ う。 こ う した傾 向 は,超LSI

の 開発 に 代 表 され る コ ン ヒ。ユ一 夕技 術 革 新 に 伴 う金 額対 性 能 比 の 向 上,ミ ニ コン

ピ ュー タ あ るい は オ フ ィス ・コン ピ ュー タの 普 及 等 を考 え合 せ る と,将 来 ま す ま ,

す強 ま る と考 え られ る。 しか も,こ うした状 態 は,単 に コ ン ピ ュー タ設 置 台 数 の

増 大 に よ る もの で は な く,利 用 技 術 の 発展 と と もに 利用 分 野 が拡 大 して きた こ と

に よ る もの で あ る。
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企 業 に お い ては,単 純 反復 大 量事 務 処 理 か ら,計 画 ・管理 ・調 整 業 務へ,さ ら

に は 経 営 管 理 分 野へ と利 用 の質 を高 め て い る。 ま た処 理 の 形 態 や シ ス テムの 規 模

に つ い て も,個 別 バ ッチ処 理 か ら,オ ン ライ ン ・リアル タ イ ム処 理 を 中心 に した

総 合 情 報 管 理 シス テムへ と,処 理 の 高度 化 ・複 雑 化 ・大 規模 化 が み られ る。

こ う した 企 業 内部 にお け る コ ン ピュー タ利 用 の 高度 化 は,企 業の 枠 を 越 え て,

一 般 市 民 生 活 に も深 い かか わ り合 い を持 つ に い た った
。 た とえ ば,今 日の 金 融 機

関 で は,コ ン ピュー タが高 度 に利 用 され て お り,一 般 市 民 の 財 産 の 管 理 を直接 コ

ン ピ ュー タが管 理 して い る。 ま た電 気 ・ガス ・水 道 ・電 話 等 々の 公 共 料 金 の計 算

・収 集 に もコ ン ピ ュー タが 使 わ れ て い る 。 さ らに列 車 ・航 空 機 の 座 席 予 約 ・ホ テ

ル の 予 約 等,社 会 の各 分 野 で 広 く コン ピ ュー タが利 用 され てい る。 と くに金 融 機

関 で は,オ ン ライ ン ・リア ル タイ ム ・シ ス テ ムが数 多 く採 用 され てお り,さ らに

キ ャ ッシ ュ ・デ ィス ペ ンサ(現 金 自動 支 払 機)の 普 及 が め ざ ま しい 。 この シ ス テ

ム は,預 金 口座 を開 設 した 顧 客 が キ ャ ッシ ュカー ドを作 成 す る こ とが で き,そ の

カー ドで キ ャ ッシ ュ ・デ ィス ペ ンサ か ら,自 分 で直 接 コ ン ピ ュー タに ア クセ ス し

て 預金 を引 きお ろす こ との で き る方式 で あ る。 この よ うに,顧 客 が 直 接 コ ン ピュ

ー タ と接 触 す るな ど,コ ン ピ ュー タ ・ア クセ ス人 口が 爆 発 的 に増 加 し てい るの で

あ る。

コ ン ピュー タ産 業 分 野 は,将 来 と もきわ め て 高 い成長 可能 性 を もつ もの と予 測

され てい る。産業 構 造 審 議 会 の情 報 産 業 部 会 による昭 和60年 度 の情 報 化 予測 では,

60年 度 末 の コンピュータ設 置 台数10万7,000台,金 額 に して7兆4,674億 円 とな

って い る。 しか も,こ れ に伴 う情 報 処 理 技 術 者 需 要 は,60年 度 末 に,57万8,000人

と見 込 まれ,さ らに オ ンラ イ ン用 端 末装 置 が2兆2,362億 円 と予 測 され て い る。

つ ま り,い い か えれ ば,昭 和60年 度 の わ が 国の コン ピュー タ利 用 状 況 は,①

現 在 の3倍 の コン ピ ュー タが 社会 の 各分 野 で稼 動 し,② その た め の コ ン ピュー タ

要 員,す なわ ち,シ ス テ ム ・エ ン ジニ ア,プ ロ グ ラマ,オ ペ レー タ,キ ーパ ン チ

ャ 等の要 員が 現 在 の3倍 以 上 必 要 とな り,③ オ ン ライ ン ・シス テ ム が増 え,端 末

装 置 が相 当広 範 囲 に 配 置 され,コ ン ピュ ー タ要 員 以外 の 人 で,コ ン ピ ュー タを直
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接 使 う コ ン ピ ュー タ ・ア クセ ス人 口が 膨 大 な数 に な る こ とを予 測 した もの で あ る

とい え よ う。

以 上 の よ うに,企 業 経 営 お よ び社 会生 活 に しめ る将 来 の コ ン ピ ュー タの 役 割 は

きわ め て重要 な もの とな る。 こ うした状 況 の 下 で,コ ン ピュー タ に よ る情 報処 理

シ ス テ ムに何 らか の 障 害 が発 生 し た場 合 は,企 業経 営 に 与 え る影 響 は き わ め て大

き く,社 会生 活 に もか な りの混 乱 が 発生 す る可能 性 の あ る こ とは容 易 に想 像 で き

る こ とで あ る。

予 想 され る障 害 と し ては,シ ス テ ムの 開 発 ・運 用 に お け る誤 り,機 械 の 故 障,

自然 現 象 に よ る災 害,人 為 的破 壊活 動 お よ び コ ン ピ ュー タに 関連 す る犯罪 が あ る。

こ う した 障害 の 発 生 を未 然 に 防 止 し,発 生 し た場 合 には,そ の影 響 を最 少 限 に と

ど め るた めの 措 置 を事 前 に 講 じ る必要 が あ る。

また,予 測 され るよ うに コン ピュー タ設 置 台 数が 増 加 し,シ ス テム要 員が 増 大

す るな ら,シ ス テ ム 関連 費 用 は 企 業 経 営上 無 視 し得 ない 額 に 達 し,投 下 資本 に見

合 う効 果 を挙 げ て い るか点 検 す る必 要 に せ ま られ よ う。

以 上 の よ うに,将 来 に お け る コン ピ ュー タ利用 を 円滑 に 拡 大 発 展 させ るた め に

は,コ ン ピ ュー タ利 用 の効 率 性,信 頼 性 お よ び全 安 性 等 を常 時 点 検 し,こ れ らを

確 保す る機 構 の 確 立 が 必須 で あ る。

われ わ れ が 昭 和49年 以来 「シ ス テ ム監 査 」 を提 唱 し,調 査 研 究 ・普 及 活 動 を

続 け て きたの も以 上 の 問題 意識 に よ る もの で あ る。

本 年 度 の調 査 研 究 で は,昭 和54年5月,東 京 証 券取 引 所 の第 一 部 上 場 企 業 の

シ ス テ ム部 門 を 対 象 に シ ス テ ム監 査 に 関 す る ア ン ケ ー ト調査 を実施 した。 そ

の詳 細 は 後述 す るが,「 シ ス テム 監 査」 とい う言 葉 を知 って い る もの97%,そ

れ を理 解 して い る もの95%,そ の 必 要 性 を認 識 し て い る もの70%,何 らかの 形

で シ ス テ ム監 査 を実施 して い る もの28%で あ った 。 以 上 の こ とか ら,シ ス テ ム

監 査 へ の 理 解 や必 要 性 の認 識 は か な り高 ま り,徐 々に で は あ るが 実 施 され 始 め て

い る こ とが うか が え る。

しか し,シ ス テ ム監 査 の必 要 性 の 認 識 と実 施 との 間 に は,大 きな差 が あ る こ と
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に 注 意 しな けれ ば な らない 。 現 時点 で も,コ ン ピュー タ関 連 業 務 に 対 す る監 査 の

必 要 性 は 十 分 認 め られ なが ら,コ ン ピュー タは難 解 で 監 査技 術 的 に も むつ か しい

との こ とか ら実 施 が 遅 れ てい る とい って もよい。 しか し,コ ン ピュ ー タを使 用 し

た情 報 処 理 シ ス テ ムは,今 後 さ らに 高度 化 ・複 雑 化 ・大 規模 化 して い く と予 測 さ

れ る。 現 時 点 で 監 査 の 観点 か ら何 らか の手 だ てが施 され な け れ ば,将 来 監 査 性 の

低 い 膨大 な シ ス テ ム をか か え 込 む こ とに もな りか ね な い 。

われ わ れ は,上 記 の 観点 を も含 め,問 題 が顕 在 化 す る前 に,シ ス テ ム監査 を 実

施 す るこ とを提 唱 して きた わ け で あ る。

1.2シ ステ ム 監 査 の必 要 性

情 報 化 の進 展 に伴 い,そ の基 盤 整 備 ・情報 処 理 の ル ー ル化 等 の 問題 も出 て き て

お り,情 報 基 本 法 の 制 定 や プ ライバ シ ー保 護法 の 立 法 化 な ど,コ ン ピュー タに よ

る情報 処 理 を め ぐ って各 方 面 で 取 沙 汰 され て い る。

これ らは,政 策 面 か らの 取 扱 い を中 心 とす る もの で あ る。 しか し,シ ス テ ム監

査 は,コ ンピュータ ・ユ ー ザが,み ず か ら適 正 な情報 処 理 を行 うた め に実 施 す る も

の で あ り,以 下 に述べ る よ うに,第 一 義 的 には,企 業 が,企 業 と しての機 能 と社

会 的 責 任 を全 うす る とい う内 部 的 要請 に基 づ い て,企 業 努 力 に よ り実 施 すべ き も

の で あ る。

1.2.1内 部 的 要 請

シ ス テ ム監 査 の必 要 性 は,企 業 の 内部 的 要 請,社 会 的要 請 お よ び その他 の 要請

に分 け られ る。

企 業 の 内 部 的要 請 と して は,ま ず 第1に コン ピュー タの 有 効 利用 の 追求 で あ る。

コン ピ ュー タ その もの の 費用 は高 額 で あ り,シ ス テ ム要 員の 規 模 も大 き く,投 下

され る資 金 に 見 合 う効 果 を 挙 げ て い るか チ ェ ックす る必 要 が あ る。 と くに最 近 で

は,低 成 長 下 の企 業経 営 とい う観点 か ら,ト ップ ・マ ネ ジメ ン ト自身 が コ ン ピュ

ー タ部 門 の 予 算規 模 に 着 目 し,コ ン ピ ュー タ利 用 が採 算 に合 ってい るか 具体 的 に
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把 握 す る こ と を要 求 す るに い た って い る。

第2は,誤 謬 発 生 の 防 止 で あ る。 コ ン ピュー タ利 用 が,個 別 業 務 処 理か ら総 合

情 報処 理 シス テ ム に発 展 す るに した が い,一 つの誤 りの及 ぼす 影 響が 加 速 度 的 に

拡 大 して い る。 ま た,重 要 な業 務 が シ ス テ ム化 され るに伴 って,誤 謬 の影 響 も重

大 な もの とな ってい る。 さらに,業 務の性格に よっては,誤 謬 の影響はテ

を越 え て,多 数 の 顧 客 に ま で影 響 を及 ばす こ とが あ る。

第3は コ ン ピ ュー タ犯 罪 の 防 止 で あ る。部 内者 ・部 外 者 に よ る コ ン ピュー タ犯

罪 の 例 が,と くにア メ リカで は 種 々発 生 してお り,シ ス テ ム監 査 の 重 要 な対 象 と

し て経 営 者 の 関心 も高 い。 わが 国 にお い ては,諸 外 国 と異 る経 営環 境 が あ り,諸

外 国 と一 律 に論 ず るの は早 計 で あ るが,犯 罪 は もと も と例 外 的事 象 で あ り,そ の

防止 策 を十 分 検 討 す る必 要 が あ る。 と くに,コ ン ピュー タに対 す る破 壊 行 為 は,

大 きな損 害 を与 え るだ け で な く,企 業活 動 を麻 痺 させ る こ とに もな りかね ず,そ

の よ うな事 態 が 社 会 的混 乱 を招 く こ と もあ り得 る。

以 上 の よ うな 問題 に対 して,経 営 者 が シ ス テ ム 部 門 に 対 策 を徹 底 さ せ る こ

とは 当然 で あ るが,さ らに客 観 的 な立場 か らの評 価 お よ び チ ェ ック等 を行 うの が

シ ス テ ム監 査 で あ る。

1.2.2社 会 的 要 請

シ ス テ ム監査 を必 要 とす る社 会 的要 請 と して は,プ ライバ シ ニの 保 護 お よび コ

ン ピ ュー タ犯 罪 の 防 止 等 をあげ る こ とが で き る。

プ ライバ シ ーの 保 護 に つ い て は,わ が国 で は 昭 和49年 に,行 政 監 理 委 員会 が

行政 管理 庁 長 官 の 諮 問 を受 けて,行 政 機 関 の コン ピ ュー タ利 用 に 伴 う プ ライバ シ

ー保 護 の あ り方 を検 討 した時,大 き く ク ロー ズ ア ップ され たが,時 期 尚早 で あ る

と して立 法 化 に は い た らなか った 。

この プラ イバ シー 保 護 問題 につ い ては,行 政 面 と民 間企 業 で は処 理 してい る個

人 デー タの 種 類 ・量 ・性 格 が異 り,同 一 に論 ず る こ とは で きな い面 もあ る。 しか

し,民 間 企業 にお い て も個 人 デー タは処 理 され てお り,プ ラ イバ シー の 保護 に配
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慮 が 必 要 で あ る こ とは い うま で もな い。

つ ぎに,コ ン ピ ュー タ利 用 に伴 う誤 謬 や コン ピュー タ犯 罪 等の 影 響 が,単 に企

業 内部 に と どま らず,一 般 市民 に ま で被 害 を及 ぼす 可 能 性 が あ り,社 会 問題 化 す

る要 素 を持 って い る こ とに注 意 しな けれ ばな らな い 。

これ らは,法 的 規制 措 置 な どの 有 無 に関係 な く,企 業 み ず か らが,誤 謬 ・事 故

・犯 罪 等 を未然 に 防止 す る こ とを前 提 に すべ きであ る
。 したが って,シ ス テ ム部

門 自体 が,こ れ らの 諸 問 題 に対 応 策 を講 ず る こ とは 当然 で あ るが,同 時 に,シ ス

テ ム監査 を 実施 して万 全 を期 さな くては な らない 。

1.2.3そ の 他 の 要 請

公認会計士 は,財 務 諸表監査 を実施す るにあた って,会 計処理が コン ピュータ

に よ り行 われ ている場 合,伝 統的な 監査手続 きに重要な影響 をもた らしてい ると

してい る。 これ らの点は,

① 監査の前提条件 であ る内部統 制の態様が変化 してい ること。

② 会計記録の磁気化 な ど記録 その ものの構造の変 化 と,会 計処理の コン ピュ

ー タ化に伴 う監査証跡 が変化 してい ること
。

そこで公認会計士は,監 査の実施 にあた って,ま ず内部統 制の有効性 と信頼性

を単独に評価 し,併 せ て会計処理 システムの信頼 性 を確 認す るために確 証的証拠

に よる実証が重要であ るとしてい る。

内部統制は,も と もと事業体 の経営 管理のために必 要な管理 と手続 きを統制す

る ものであるこ とか ら,そ の整備 の充実 と運用の適切性 については事業体 自身が

維持 しな くては な らない ことであ り,そ のためのチ ェ ック ・システム としての シ

ス テム監査の実施 を公認会計士は強 く期待してい る。
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第2章 システ ム監査の概 念

2.1シ ス テ ム監 査 の 定義

2,1.1定 義

シ ス テム 監査 を定 義 づ け るに あ た って,ま ず 「監 査 」 とい う言 葉 が持 つ意 味 で,

わ れ わ れ に と って きわ め て 重要 な要 素 は二 つ あ る。 ひ とつ は,監 査 人 が監 査 対 象

か ら独 立 した 客 観 的 立場 で な けれ ば な らない こ とで あ り,も うひ とつ は監 査 結 果

を表 明 しな けれ ば な らな い こ とで あ る。 そ して,こ の2つ を満 た さな け れば,厳

密 な意 味 で は 監 査 と して は成 立 しな い 。 した が って,監 査 とい う言 葉 に は,他 の

言 葉 で 表 現 で きない 意 味 が あ る とい えよ う。

シ ス テ ム監 査 の 定 義 につ い て は,過 去 に 当 協会 が昭 和50年2月,つ ぎの よ う

に定 義 した 。

「シス テム監 査 とは,独 立 した 第 三 者 の 立 場 で,コ ン ピュー タ ・シ ス テ ムの 安

全 性 ・信頼 性 ・採 算 性 を チ ェ ック し,① マ ネ ジ メ ン ト面 か らの評 価 お よ び改 善 勧

告,② 悪用 の 防 止,③ 個人 デ ー タの 濫 用 防 止,そ の 他 シ ス テ ムの 健全 化 を はか る

た めの 施 策 をい う。」

昭 和51年 度,シ ス テ ム監 査委 員会 で は,こ の 定 義 に検 討 を加 えた結 果,若 干

の 補 強 ・修 正 をす る必 要 が あ る と認 め られ た。 そ こで,幅 広 く各 面 か ら検 討 を重

ね,つ ぎの よ うに定 義 した 。

システム監査 とは,監 査 対 象 か ら独 立 した 客 観 的 な 立場 で,=1ン ピ ュ一 夕 を中 心

とす る情 報 処理 シ ス テ ム を総 合 的 に点 検 ・評 価 し,関 係 者 に 助言 ・勧 告 す る こ と

を い い,そ の有 効 利 用 の促 進 と弊 害 の除 去 とを 同 時 に追 求 し,シ ステ ム の健 全 化

を はか る もの で あ る。
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以 上 の よ うに シス テム監 査 を定 義 す る と,シ ス テム監 査 の 実施 につ い て,い か

な る組 織 体 や シス テ ム で あ って も避 け て通 る こ との で きな い重 要 な課 題 が 浮 び上

って く る。 以下 に こ う した課 題 につ い て定 義 に そ って論 ず る。

2.1.2総 合 的 ア プ ロ ー チ

定 義 は,「 情 報 処 理 シス テ ム を総 合 的 に点 検 ・評 価 し」 と述 べ て い るが,本 委

員会 は,シ ス テ ム監 査 を特 定 の 目的,特 定 の 立 場 に と らわ れ ず,広 い 視野 で と ら

え,総 合 的 ア プ ロ ーチ を と る必 要 が あ る と考 え る。

す で に第1章 シス テ ム監 査 の必 要 性 で の べ た とお り,コ ン ピ ュー タ を中 心 と し

た 業 務 に対 して,色 々 な角 度 か ら,様 々 な問題 の指 摘 が な され,各 方 面 か らこれ

ら問 題 の解 決 が要 請 され てい る。 しか し,こ れ らの 諸 問 題 は,あ ま りに も種 々雑

多 で あ り,個 々別 々に 解 決 し てい くに は 不合 理 で あ り,経 費 もか さ む とい う こと

に な る。 そ こで,こ れ らの 業 務 をめ ぐる諸 問 題 を広 い 視 野 で と らえ,総 合 的 な ア

プ ロー チ を と る こ とに よ って,合 理 的 に 解決 す る必 要 性 が 出 て きて い る。

従 来,わ が 国 で は,EDP監 査,あ るい はEDP会 計監 査 とい う名 称 で 一 部 の

企 業,会 計 学 者,公 認会 計 士 等 の間 では 研 究 が な され て きた。 これ は,会 計 処理

が コン ピュー タで行 われ て い る場 合 の 会 計 監 査 に つ い て,会 計 記 録 が 見 読 不 可能

と な り,監 査 証跡 が得 られ 難 くな るた め,そ れ を どの よ うに す るか が 中 心 的 課題

で あ った 。

この 点,シ ス テ ム監 査 は,コ ン ピ ュー タ を中 心 と した 業務 を総 合 的,か つ 合理

的 に運 営 して い くため の 助 言 ・勧 告 をす る もの で あ るか ら,そ れ に よ って 問題 を

未然 に防 ぎ,い ろい ろな 観 点 か らの 要 請 に も対 応 で き る よ う監 査 可 能 な シ ス テ ム

を作 りあげ よ う とす る もの で あ る。従 って,シ ス テ ム監 査 にお い て は,会 計 処理

面の 問 題 は 一 つ の 部 分 で あ り,そ の部 分 に対 して公 認会 計 士 の 立 場 か ら問 題 解 決

につ い ての 要 請 が あ る と理 解 した い 。

会 計 が コ ン ピュー タ処 理 され て い る場 合,公 認会 計 士 の 要 請 に こ た え るの は 当

然 の こ とで あ ろ うが,企 業 サ イ ドに と っては,会 計 処 理 面 の み を解 決 し て も,そ
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れ だ け で は何 ら コン ピ ュー タ関 連 業 務 をめ ぐる今 日的課 題 の 解 決 とは な らな い 。

従 って,企 業 と し て は,シ ス テ ム監 査 を実 施 して,コ ン ピ ュー タ関連 業 務 に ま

つ わ る諸 問 題 を総 合 的 ・合理 的に 解 決 し てい く中 で,会 計 処 理 上の 問題 点 も同時

に解 決 して い くとい う立 場 で対 処 す べ きで あ ろ う。

上 に述 べ た 「広 い 視 野 で の把 握 ・総 合 的 な ア プ ロー チ」 は,シ ス テ ム監 査 の 全

体 と し ての と らえ方,全 体 と して の 問 題 解 決 の方 法 を述 べ た もの で あ る。 個 々の

シ ス テ ム監 査 の 実 施 に あ た っては,そ の 目 的,監 査対 象 フ ェー ズ,監 査 対 象 シス

テ ムお よ び監 査 主 体 の 立場 を 明 らか にす る こ とが 重 要 で あ る。

も ち ろん,複 数 の 目 的 を もって,複 数 の 業務 フ ェー ズ ・複 数 の シ ス テム を対 象

と し て監 査 を実 施 す る こ と は あ り得 るわ けで あ るが,そ うした 場 合 を含 め て・ 当

該 組 織 体 の 当該 時 に お け る問 題 点 を明 確 に し,効 率 性 ・信 頼 性 ・安 全 性等 の どの

監 査 を 目 的 とす る もの か,そ の た め には 企 画 ・開発 ・運 用 の いず れ の フ ェー ズ を

選 ぶべ きか,対 象 シ ス テム は何 に す るか 等,明 確 な 目的 意識 を も って選 定 す べ き

で あ る。

こ うす る こ とに よ って,シ ス テ ム監 査 を情 報処 理 シ ス テ ムに 関 連 す る業務 の 問

題 点 の 解 決 とに結 び つ け,真 に 実 効 あ る もの とす る こ とが で き る。 また,監 査主

体 の性 格 に よ って は,お のず か らその 目 的 ・対 象 範 囲 が 異 り・場合 に よ って は限

定 され る こ と もあ り得 よ う。

2.1.3有 効利 用 の 促 進 と弊 害 の 除 去

シ ス テ ム監 査 の 目的 は,コ ン ピ ュー タ ・シス テム の 「有 効 利 用 の 促 進 と弊 害 の

除 去 とを 同時 に追求 し,シ ス テ ムの 健全 化 をは か る もの」 で あ る。 つ ま り,シ ス

テム の 効 率 の追 求,品 質 の 保 障,弊 害 の 除去,以 上3点 を どの よ うな観 点 か ら監

査 す れ ば よい の か とい う問 題 で あ る。 これ を簡 単 に述 べ る と次 の よ うに な ろ う。

① 経 営 層 は,コ ン ピュー タの 有 効 利 用 の 追 求 に 役立 つ よ う生 産 性,採 算 性,適 時

性 等の 観 点 か ら,十 分 な シ ス テ ム監 査 を行 わ しめ る必 要 が あ る。

② シ ス テム の品 質 を高 め,エ ラー,事 故,犯 罪 を防 止 す るた め に,準 拠 性,信 頼



性,安 全 性,機 密 性 等 の 観点 か ら十 分 な監 査 が行 わ れ る必 要 が あ る。

③ コ ン ピ ュー タ をめ ぐ る プ ライ バ シ ー問 題 は,個 人 デー タ処 理 に伴 う基 本 的人 権

の 問題 で あ るだ け に重 視 され てい る。 従 って,個 人 デ ー タ処 理 に 関 しては ,ア

ウ トプ ッ トの 保管,破 棄 に 至 るま で,機 密 性 の 保持 が十 分 であ るか ど うか を監

査 す る必 要 が あ る。

0・ ンピ・一夕有効利用の促進
コ ン ピ ュー タの 有効 利 用 をは か るた め に は,そ の 効 率 を具体 的 に把 握 す る必 要

が あ る。 本 委 員会 で は そ の た め に,効 率 を採 算 性 と生 産 性 に わ け た 。

まず,採 算 性 で あ るが,コ ン ピ ュー タの 導 入 は その 機械 設 備 の 費 用 も多 額 であ

り,シ ス テ ムの 開発 ・維 持 ・運 用 の 要 員 も多 数 に の ぼ る。 す な わ ち,こ う した

多 額 の 資 本 の投 下 に見 合 う効 果 が現 実 に 得 られ るの か 厳 し くチ ェ ックす る必 要 が

あ る。 と くに,コ ン ピュー タ ・シ ス テ ムは,い った ん導 入 され る と,導 入 以前 の

状 態 に も どす こ とが きわ め て 困難 な 状 況 を作 り出 す性 質 を も って い る。 した が っ

て 計画 段 階 で十 分 検 討 す べ き事 項 で あ り,シ ス テムの 企 画 段 階 お よ び開 発 段 階 に

お け る基 本 設 計 レベ ル まで を重 視 して い る。 チ ェ ックの 手 段 と して は,シ ス テ ム

企 画 段 階 に お け る予 算 審 査 の 徹底,シ ス テ ム完 成 時 の 実 現 され た効 果 と予 定 効 果

の 比 較,あ るいは 定 期 的 な 総 費用 対 総 効 果 の 把 握 分 析 等 が考 え られ る。

つ ぎに 生 産 性 で あ るが,こ れ には シ ス テ ム開 発 の 生 産 性 ,シ ス テ ムの 維 持 運 営

の生 産 性,オ 〔 レ ー シ ョンの生 産 性 等,要 員の 生 産 性 と,機 械 設 備 の 規 模 と業務

処 理 量 の 見 合 か らく る機械 設備 の 生 産 性 の2つ が あ る。 これ らは,各 々の生 産性

の具 体 的 測 定 が 要求 され る事項 で あ り,そ れ を評 価 す る基 準 が 必 要 で あ る。 しか

し,一 般 に 通用 す る基 準 は な く,各 企 業 に お い て は,自 社 の 生 産 性 の レベ ル を把

握 す る た め種 々検 討 を行 って い るの が現 状 で あ ろ う。

以 上 の よ うに,採 算 性 ・生 産 性 と も今 後 の 研 究 に待 つ とこ ろが 多 い 。 この よ う

に 考 え て く る と,コ ン ピ ュー タ利 用 に 関 して は,ハ ー ド ・ソフ ト両 面 の技 術 の進

歩 に対 して,マ ネ ジ メ ン ト手 法 が 立 ち遅 れ て い る こと がわ か る。 こ こに,経 費 を

節 減 しな が ら,採 算 性 と生 産 性 の 向上 を め ざす とい う立 場 か らの シ ス テム監 査 が
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鯵 竺:叢↓ご
コン ピ ュー タ ・シ ス テム が 業務 処 理 の 中 核 をなす よ うに な った今 日,シ ス テ ム

設 計 ・プ ロ グ ラ ミン グ ・オペ レー シ ョンの 各 段 階 で発 生 す るエ ラ ーが 及 ぼ す 影 響

は,シ ス テ ムの 性 格 に よ って は組 織 内 に と ど ま らず,社 会 的 に波 及 す る恐 れ が あ

る。

ま た,天 災 あ るい は 故意 ・過 失 に よ る人 為 的 な 事 故 の発 生 は,損 害 が 大 きい と

同 時 に,復 旧 ま で の 業 務 の混 乱 を考 え る と,企 業 の 中枢 神 経 を破 壊 され た に 等 し

い 程 の 損 害 を受 け る こ と もあ り得 る。

さ らに,最 近 で は,シ ス テ ム を め ぐ っての 犯 罪 問題 が話 題 に な る こ とが あ る。

わ が国 で も,磁 気 テ ー プの記 録 を無 断で コ ピー して,競 争 相 手 の 企 業 に 売 った 例

もあ り,企 業 機 密 の 保持 が 問題 と され た。 金 融 機 関 の オ ン ライ ン ・シ ス テ ム をめ

ぐ って は,部 内 者 に よ るキ ャ ッシ ュカ ー ド偽 造 事件 や,部 外 者 に よ る キ ャ ッシ ュ

カー ド盗用 事件 な どが す で に発 生 してい る。 こ うした 事件 の数 は,わ が 国 で は ま

だ さほ ど多 くは な い 。 しか し,事 故 ・犯 罪 は,あ くま で例 外 的 事象 で あ る が,保

険 的 な 防 衛策 が必 要 で あ る。

以上 の よ うな エ ラ ー ・事 故 ・犯 罪 等 を防 止 す るた め に は,セ キ ュ リテ ィが 万 全

で あ るか ど うか を監 査 す るセ キ ュ リテ ィ監 査 が 必 要 と され て い る。

昭和53年6月 に起 き た宮 城県 沖 地 震 は,コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ ム に被 害 を も

た ら した天 災 例 と して貴 重 な 教 訓 を 与 え た 。 ま た最 近 で は,東 海 地 方 に近 い 将 来

大 規 模 な地 震 が 起 る可 能 性 が あ る とす る予 測 や,地 震 予知 対 策 の問 題 と もか らみ

防 災対 策 へ の 関心 が高 ま って い る。

エ ラー ・事 故 ・犯 罪 等 の 防 止対 策 を 講 ず る時,重 要 な こ とは リス ク ・ア ナ リシ

スの 考 え方 で あ る。 リス ク ・ア ナ リシス は,次 の よ うな 手 順 で行 わ れ る。

① 考 え られ る危 険 の 種 類 の 分 析

② 障害 発 生 の 頻 度 の 予 測

③ 発 生 した場 合 の 損 害 の 算定
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④ 保護策の検討 とコス ト計算

⑤ 保護策の有効性の検討

そ して,最 後 に⑥安全水準の決定 と保険付保の水準が決定 され ることにな るが,

ここでは関連各部門の合意 と経営的判断が必要 とな る。

エ ラー ・事 故 ・犯罪に対 す る予防措 置は,非 常に重要な問題 であ るが,危 険発

生の確率の低い所に過 大な対策 を求 めた り,対 策の有効性 を十分見 きわめ ること

な くその実施 を求 めることは,か え ってシステム部 門の円滑 な運用 を さまたげ る

ことになるので,十 分に注 意す る必要 がある。

いずれ に して も,セ キュ リティの問題は,シ ステム監査の重要 な領域 といえる。

また,セ キ ュリテ ィの監査 にあた っては,昭 和52年4月 に通産省が公表 した「電

子計算機 シス テム安全対策基 準」 を参考にす るの も有 効であろ う。

パ

甦 プライバシーの 保護

コ ン ピュー タ ・シ ス テ ム を め ぐ る プ ライバ シ ー問題 は,個 人 デ ー タ処 理 上 の 問

題 で あ り,各 組 織 体 は セ キ ュ リテ ィ上 の セ ー フガー ド,イ ン プ ッ ト ・デ ー タお よ

び ア ウ トプ ッ ト ・デ ー タの 管 理 な ど,プ ラ イバ シ ー を保護 す る措 置 を講 ず る必 要

が あ る。

2.1.4関 係 者 へ の 助 言 ・勧 告

定 義 は,シ ス テ ム監 査 は 情 報 処 理 シ ス テ ム を 「総 合 的 に点 検 ・評 価 し,関 係 者

に 助 言 ・勧 告 す る こ と」 で あ る と してい る。 また,監 査 とい う言 葉 の 意 味 か ら し

て も,監 査 結 果 を表 明す る こ とは欠 か せ な い 要素 で あ る。

この 監査 結 果 の表 明,関 係 者 へ の 助 言 ・勧 告 は,PLAN-DO-CHECK

-ACTIONと い う管 理 サ イ クルの ,CHECK機 能 を有 す る監 査 が 改 善 とい

うACTIONを 喚起 し,よ りよいPLANを もた ら し,情 報処 理 シ ス テ ム関 連

業 務 の 遂行 水 準 ・管 理 水 準 を螺 旋 的 に 高 め て行 く こ とを 目的 に した もの で あ る。

した が って,シ ス テム監 査 を真 に実 効 あ る もの とす るた め不 可 欠 の もの で あ って,

監 査 報 告 制度 は こ う した観 点 に立 って設 定 され るべ きで あ る。

監 査 報 告書 は,内 部 監 査 部 門 にお い て査 閲 を受 け た後,役 員 を ま じえた 監査 報
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告会 を開催 し,口 頭 に よる概要報告 を行 うと ともに,監 査担 当役 員に提出 され る

のが一般 的であ る。

他方,被 監査部 門に対 しては,同 一の監査結果 を通知 して,指 摘 事項 をあき ら

かに し,改 善 を要請 す る。 さらに,重 要事項の場 合には,期 限 を付 して改善計画

を提出 させ,さ らに実施状況 を報告 させ る等,フ ォローア ップの措置 をとる必要

があ る。 これ らは,い ずれ も監査 の結果 を改善に結 びつけ るための手段 であ る。

また,こ うした要改善事項の指摘 を,円 滑に改善行動に結びつけ るためには,監

査終了時点で,被 監査部門の管理者 を集 め講評 を行 う機会 を設 け,具 体 的に改善

すべ き事項につい て説明 し,監 査側の見解 を披歴 してお くことが好 ま しい。

2.2シ ス テム 監 査 の対 象

2.2.1シ ス テ ム の 定 義

定 義 は,シ ス テ ム監 査 は 「コ ン ピ ュー タを中 心 とす る情 報処 理 シ ス テム を総 合

的 に点 検 ・評 価 し」 と述べ てい るが,こ こで は シ ス テ ムの定 義 ・範 囲 を明 らか に

した い 。

シ ス テ ム とは,一 般 的に 相 関 連 す る機 能 の 有 機 的集 合 と定 義 され る。 この 意 味

か ら,こ こで は 企 業 経 営 目的 を達 成 す るた め の コ ン ピ ュー タに 関 連 した機 能 の 有

機 的 集 ま りと定 義 して考 え る こ とに した い 。

ま ず,シ ス テ ム に は"イ ン"と"ア ウ ト"と が あ り,イ ンか らア ウ トに至 る プ

ロセ ス が 自動 的 ・連 続 的に つ らな る構成 体 と して と らえ てみ たい 。

自動 的 ・連 続 的 とい うの は,何 も技 術 的 な 面 に 限 らず,法 律 あ るい は 規定 や ル

ール に よ り構 成 され る人 間 の 介 在 した プ ロセ ス も当然 この 範 疇に 入 る こ とは い う

ま で もな い 。

「 自
イ ン

L連

図1,1

動

続

的「

ア ウ ト

的」

システムの構成
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そ こで,コ ン ピ ュー タ ・シス テ ムの場 合の 構成 体 を考 え て み ると,ハ ー ドウ ェ

ア,ソ フ トウ ェアお よび要 員の 有 機 的結 合 体 系 とい う こ とが で きる。

(1)狭 義 の シス テ ム

上 記 の よ うな 考 え方 に 立 っ て シ ス テム を と らえ る場 合,狭 義 に は コ ン ピュー タ

・シ ス テ ム とい うこ とに な る。 す な わ ち ,イ ン プ ッ トか ら ア ウ トプ ッ トに 至 る情

報 処 理 シ ス テ ムが 該 当 す る。一
イ ン プ ッ ト 処 理 プ ロセ ス ア ウ ト プ ッ ト一

図1.2狭 義 の シ ス テム

狭 義 の シ ス テ ムは,直 接 マ シ ンに イ ン プ ッ トす る段 階 か らア ウ トプ ッ トま で の

プ ロ セ スで あ るか ら,い か に イ ン プ ッ ト ・デー タへ の変 換 が正 確 に行 わ れ よ う と

も,デ ー タ発 生 時 あ るい は イ ン プ ッ ト ・デ ー タへ の 変 換 に 至 るま での 過 程 で ミス

が 生 じてい た と した ら,こ の 場 合 は誤 デ ー タを誤 デ ー タの ま ま で 正 確 に イ ン プ ッ

トした こ とに な る 。 したが って,狭 義 の シ ステ ムが 完全 だ か ら とい って,そ こで

処 理 され てい る業 務 が 正 確 で 信 頼 性 が お け る と即 座 に 断定 す る こ とは で きない 。

② 広 義 の シス テ ム

以 上 の よ うに,各 現 場 で デ ー タが 発 生 し て コ ン ピ ュー タに イ ン プ ッ トされ る ま

での プ ロセ スが 存 在 し,イ ン プ ッ トを正 確 に 行 うた め には デ ー タ発生 現 場 で の 処

理 が きわ めて 重 要 な こ とが わ か る。 われ わ れ は これ を イ ン プ ッ ト ・プ ロセ ス と よ

ぶ こ とにす る。 同様 に ア ウ トプ ッ トにつ い て もプ ロセ スが 存 在 し,こ ・れ を ア ウ ト

プ ッ ト ・プ ロ セス と よぶ こ とに す る。

こ こでは,デ ー タ発 生 か ら ア ウ トプ ッ トの ユ ー ザ にお け る最 終 活 用 お よび保 管

ま た は破 棄 ま で を含 め て,広 義 の シス テ ム と して と らえ る こ とに し た。 したが っ

て,す べ ての 業 務 が コン ピ ュー タ処 理 され てい る場 合,生 産 ・営 業 その 他 の第 一

線 現 場 に お け る業 務 す べ てが 当 人 の 意識 に かか わ らず コ ン ピュー タ との 接 点 を も

ってお り,こ う した接 点 に お け る業 務 は 広義 の シ ステ ムに 含 まれ る。
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現 場(ユ ーザ) シ ス テ ム 部 門 現 場(ユ ーザ)

インプ。トプ ・セス 「一 「 アウトプ。ト プ。セス
デ一夕発 生 インプ ・ ト ァウ トプ 。ト ァウ トプ

。ト

の 最 終 活 用

図1.3広 義 の シ ス テ ム

さ らに 広義 の シス テム は,伝 統 的 な タ テ系 列 ・ヨ コ系 列 の 管 理 の 枠 内 に整 然 と

お さ ま ってい る もの で は な く,逆 に双 方 に 横 断 して存 在 す る活 動体 で あ る とい わ

な けれ ば な らな い 。 この よ うに把 握 しな けれ ば な らな い点 が,従 来 の 業務 処 理 の

場 合 と異 な る一 面 で あ る。

2.2.2シ ス テ ム監 査 対象 業 務

監査 の対 象 とな る シ ス テムの 定 義 ・範 囲 は,上 記 の とお りで あ るが,こ う した

シ ス テム に 関連 した どの よ うな業 務 が 監 査 の 対 象 とな るか を明 確 に し,整 理 しな

けれ ば な らない 。 す なわ ち,コ ン ピ ュー タ を中 心 と した情 報 処 理 シ ス テ ムの企 画

・開 発 ・運 用 の どの フ ェーズ で何 を どの よ うな 視点 か ら監 査 す れ ば よい の か を解

明 す る必 要 があ る。

従 来,監 査 とは業 務 活動 の 結 果 を調 査 して,こ れ に 基 づ く意 見 を表 明 す る もの

で あ り,業 務 の 事 後 評 価 と して の 認 識 が一 般 的で あ った 。 も し監 査 を その よ うな

意 味 で と らえ るな らば,シ ス テ ム監 査 も事 後 段 階 で 行 え ば よ い とい う こ とに な る。

しか しな が ら,コ ン ピ ュー タ ・シス テ ムには 多額 の 投 資 が行 わ れ て い る た め,従

来 の 手 作 業 とは異 な り,事 後 段 階 で 監 査 人が 問 題 点 を指 摘 して,現 行 シ ス テ ムの

変 更 ・改 善 等 を助 言 ・勧 告 して も,そ れ を実行 す るに は あ ま りに も経 済 的 ・時 間

的 に多 大 の 損失 を まね くこ とが あ る。

そ こで,シ ス テ ム監 査 の場 合 に は,企 画 レベ ル ー 開 発 レベ ル ー 稼 動 レベ ル
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の各段 階 で と らえ る必 要 が あ り,そ れ ぞれ の プ ロセ ス が監 査対 象 とな る こ とが望

ま しい と い え るの で あ る。

(1)シ ス テ ム企 画 レベ ル の 諸 問題

シ ス テ ム企 画 レベ ルに お け る 問 題 点 の 受 け と め 方 は,シ ス テ ム部 門 の 総 合

管 理,シ ス テ ム開 発 企 画,お よび シ ス テ ム運用 企 画 と し て と らえ た。

総 合 管 理 は,全 社 的 な立 場で の シ ス テ ム 部 門 の 方 向 づ け 等 を 含 ん だ 部 門 全

体 の 管 理 ・運 営 に 関 す る企 画 と して と らえ た。

シ ス テ ム開 発 企 画 は,開 発 が 要 請 され,具 体 的に 開 発 計 画 を立 案 す る際 の 企 画

を さ して い る。

シ ス テ ム運 用 企 画 は,オ ペ レー シ 。ン段 階 に入 った シ ステ ムの,運 用 体 制 につ

い て の基 本 方 針 の策 定 に関 す る企 画 とい う こ とが で き る。詳 細 に つ い ては,第2

部 第1章 で 述 べ る。

(2)シ ス テ ム 開発 レベ ルの 諸 問 題

シス テ ム 開発 レベ ルの 業務 を監 査 可 能 に す るた め に は,ま ず,シ ス テム開 発 過

程 を標準 化 す る必 要 が あ る。 も し標 準 化 され てい な い とすれ ば,シ ス テム監 査 人

の 関 与 すべ き時 点 が 明確 に 把 握 で きな くな るで あ ろ う。

そ こで,こ こで は,各 フ ェー ズ につ い て監 査 の 観点 か ら検 討 を加 え た 。 そ して,

これ らを もと に して,シ ス テ ム開発 レベ ル にお け るチ ェ ック リス トを作成 した 。

詳 細 につ い ては,第2部 第2章 で詳 細 に述 べ る。

(3)シ ス テ ム稼 動 レベ ルの 諸 問 題

シス テ ムの 稼 動 レベ ル とは,完 成 した シス テ ムが,開 発 部 門 か ら運 用 部 門 に 引

き継 がれ,実 際 に業 務 を処 理 してい る段 階 で あ る。

この段 階 で,プ ロ グ ラム上,あ るい は操 作 上 の エ ラー が発 生 す る と業 務 上 の 混

乱 を招 く し,破 壊 行 為の 対 象 とな り被 害 を受 け る と,業 務 が中 断 し,大 きな損 害

を蒙 るな ど,混 乱 を深 め る こ とに な る。

さ らに,最 近 で は,コ ン ピュー タ犯 罪 が 大 きな 脅 威 とな りつ つ あ り,具 体 的 な

予 防策 の 実 施 が 急 がれ てい る。
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プ ラ イバ シ ーの 侵 害 に つ い て も,や は り稼 動 レベ ル で発 生 す る こ とに な る。

以上 の よ うな こ とか ら,シ ス テ ム稼 動 レベ ル につ い ては,有 効 利用 の追 求 が 行

わ れ る こ とは 当然 の こ とな が ら,弊 害 を発 生 させ ない た めの 監 査 が 重 視 され な け

れ ば な らな い 。 この よ うな 観点 か ら,シ ス テ ム運 用 に お け るチ ェ ック リス トを作

成 した 。詳 細 につ い ては,第2部 第3章 で述 べ る。

2.2.3対 象 業務 ・対 象 シ ス テム の選 定

本委 員会 で は,シ ス テ ム監 査 を 広 い 視 野 で と らえ,総 合 的 に これ を解 決 す る と

い う立場 を とる こ とは す で に述 べ た とお りで あ り,上 記 各 レベ ルの す べ て の 業務,

すべ ての シ ス テ ム は監 査 の 対象 と な る。

しか し,シ ス テ ム化 の 浸 透 した 今 日で は,シ ス テ ムの 種 類 も多 種 多 様 で,現 預

金 出 納 管 理 シス テ ムか ら,最 適 生 産 計 画 シス テム,原 料 配 合LPシ ス テム ・耐 震

構 造 設 計 シ ステ ム 等 々まで,そ の効 率 性 ・信 頼 性 との かか わ り合 い の度 合 も異 り,

犯 罪 ・不正 に対 す る脆 弱 性 も異 る。 ま た,企 画 ・開 発 ・運用 各 段 階 の 業務 も,企

業 の 経 営方 針 にか らま るシ ス テ ム開発 の 長期 基 本戦 略か ら,個 々の ジ ョ ブの オ ペ

レ ー シ 。ンに い た るま で,そ の 性格 は 千 差万 別 で あ る。

し たが って,対 象 業 務 ・対 象 シ ス テ ムの選 定 は,そ の時 々の 監 査 の 目的意 識 ・

問 題 の 所 在 ・監査 主体 の性 格 を明 らか に し て行 う必 要 が あ る。 これ は,監 査 を 真

に 実 効 の あ る もの とす るた め不 可 欠 で あ る と同 時 に,こ う した点 に配 慮 を欠 く時

は,無 用 の 混 乱 を招 く場 合 もあ り得 るの で,と くに この点 を十 分 に注 意 す る必 要

が あ る。

2.3シ ス テム 監 査 の 主 体

2.3.1企 業 内 部 の要 請

す で に第1章 シ ス テム監 査 の 意 義 で述 べ た とお り,シ ス テム監 査C4,民 間 企 業

の 場 合,企 業 の 内 部 的要 請 ・社 会 的要 請 ・公 認 会計 士 等 その他 の要 請 等 々,各 方
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面か ら要請 され てい る ものであ るが,基 本 的にはコ ンピュータの有効利用 や弊害

の除去 を求 めるとい う企業の内部 的な要請の もとに,企 業努力によ り行われ るべ

き ものであ る。

したが って,シ ステム監査 は,民 間企業の場合,第 一 義的には企業の 内部監査

部門の業務 と位置 づけ られ ることに なる。

一方
,公 認会計士 は,独 自の立場か らシステム監査 を要請 してい る。公認会計

士 の行 う会 計監査 は,端 的にいえぱ計算書類が法令や定 款に従 って,適 法に作成

されてい るか どうかについて監査 を行い,意 見 を表明す ることで ある。 そして,

シス テム監 査 との関連 については,会 計が コン ピュー タによ り処理 され てい る場

合に,計 算書 類の作成過程,す なわ ち会計処理 システムに もとつ く処理 過程 につ

いて,監 査証跡が見読不可能 な形に変 ってしま うことが問題点 として指 摘 されて

い る。 したが って,公 認会計 士としては,こ の部分についての信頼性 を確認で き

るよ う望んでい るわけであ る。企業 としては,こ れに対応す る必要性があ るか ら,

内部 監査 部門は会計処理 システムについ ては公認会計 士 との意志疎 通 をはか り,

公認会計 士の意図す るところを十分理解す るよ うに努め,調 整 をはか りなが ら監

査 の実施 にあた ることが望 まれ る。

また,監 査役は,取 締役の職務執行 を監査 す るとい う独 自の機能 を持 つ もの で

あ り,取 締 役の職務執行 を監査す るわけであ るか ら,取 締役が下部機 構に委 譲 し

て行 われてい る職務につい て も,監 査役の監査 の範 ち ゅうに入 ると解 釈す ること

もで きよ う。 これ らの ことか ら,シ ステム監査へ の監査役 のアプローチ としては,

内部監査 部門が行 ったシステム監査の結果 を活用 し,不 足 してい る点 があれば 自

ら行 うとい うのが効果的で あろう。

2.3.2監 査 主体 の 独 立 性 ・客 観 性

シ ス テ ム監 査 は,「 監 査対 象 か ら独 立 した客 観 的立 場 で 」 行 わ れ る必 要 が あ る。

この た め,監 査 の 主 体 は,組 織 的 に 独 立 した位 置 づ け を 与 え られ るべ きで あ って,

こ う した意 味 か ら も,シ ス テ ム監 査 は 内 部 監 査 部 門 の 業務 と位 置 づ け るの が望 ま
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しい。

また,監 査人 個 々人 として も,公 正 ・不偏 な客観的立場 を保持 し,守 秘義務 ・

企業利益追求義務 を守 り,知 識の 向上 ・熟練の体得に努力す る必要があ り,監 査

人の行動基準 としての 「システム監査人倫理綱領」の 制定が望 まれ る。

2,3.3シ ス テ ム監 査 人 の 養成

シ ス テム 監査 を 実効 あ る もの とす るた めに は,運 用 段 階 に お け るス ポ ッ ト的 事

後 監 査 の み な らず,企 画 ・開発 段 階 にお け る事 前 監 査 を常時 行 う必 要 があ る。 し

たが って,コ ン ピ ュー タに 関す る専 門 知 識 を も って常 時 シス テ ムの監 査 に あた る

ス ペ シ ャ リス トと し ての シ ステ ム監 査 人 を養 成 す る こ とが急 務 とな って きてい る。

シス テ ム監 査 人 の 養成 に つ い て は,コ ン ピュー タ専 門 家 を監 査 部 門 に配 置 して

監 査教 育 を施 す 方 法 と,監 査 人 に コ ン ピュー タ教 育 を施 す 方 法 とが 考 え られ る。

一 般 的 に は ,前 者 が比 較 的 よ く採 用 され てい るが,後 者 の 場 合 は 相 当長期 間 の訓

練 が 必 要 に な る と言 わ れ て い る。

今 後,シ ス テ ム監査 人 に 必要 と され る資 質 が 明 確 に され,い か に養 成 して い く

か につ い て,そ の 教 育 の 内 容 と方 法 に つ い ての 研 究 が 進 め られ て い か な けれ ば な

らな い 。

2.3.4過 渡期 に お け る措 置

いず れ に して も,シ ス テ ム監 査 人 の 養 成 に は,教 育 カ リキ ュ ラムの 開発 等,時

間 を必 要 とす るが,す で に シ ス テ ム監 査 を実 施 しな け れ ば な らな い段 階に 到 達 し

て い るシ ス テ ム もあ る。 ス ペ シ ャ リス トと し ての シ ス テ ム監 査 人 の 養成 が 遅 れ て

い る状 態 の 過 渡 期 的 な措 置 と して,監 査 部 門 と コン ピ ュー タ部 門 の 双方 か らな る

プ ロ ジ ェク ト ・チ ー ム を編 成 して,シ ス テ ム監 査 を実 施 す る とい う打 開策 を講 ず

るの もひ とつの 方 法 で あ ろ う。

この こ とは,さ きに定 義 した"監 査 対 象 か ら独 立 した客 観 的 な立 場"と は矛 盾

す る こ とに な る。 しか しな が ら,シ ス テ ム監 査 を早 急 に 実施 しな けれ ば な らな い
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必要性 を重視 すれば,可 能 な部 分か らで よいか ら,早 急に具体 的に実施に うつす

方策 を検討す ることの方が,は るかに有 意義 であろ うと考え られ る。両部門の英

知 を結集 してプロジ ェク ト・チームを編成 す るに して も,シ ステム監査 の長は,

原則 と して監査部 門か ら選 ぶ ことが監査 の性質上望ま しい と思われ る。

また,こ の方法 を とるこ とによ って,各 組織体 に適合 したシステム監査の実施

基準 の策定 に資する とと もに,シ ステム監査人の養成 を容易にす る利点があ ると

考 え られ る。

2.4実 態 に即 した段階 的実施

以 上,シ ス テム監 査 の定 義 に もとつ い て,シ ス テ ム監 査 の概 要 と,と くに留 意 す

べ き問 題 点 に つ い て論 じて きた が,こ れ は あ くまで シス テ ム監 査 の あ るべ き姿 を

示 した もの で,現 実 の シ ス テ ム監 査 の 実 施 が,最 初 か らこ うした あ るべ き姿 で ス

ター トしな け れ ば な らな い とい うこ と を意 味 す る もの で は な い 。 す で に,シ ス テ

ム監 査 人 の あ り方 に つ い ては,チ ー ム ・ア プ ロー チ を提 唱 した とお り,シ ス テ ム

監 査 体 制 が確 立 され てい な い 段 階 で は過 渡 期 的 な措 置 を工 夫 す る必 要 が あ る。

シ ス テ ム監 査 は,シ ステ ム 部 門 の 業務 運 営 の あ るべ き姿 に かか わ る問 題 であ る。

そ して,こ の あ るべ き姿 は,当 該組 織 体 を と りま く環境 条 件 の制 約 を受 け る もの

で あ り,業 務 の性 格 ・シ ス テ ム の規 模 ・技 術 レベ ルあ るい は歴 史 的 発 展 過 程 等 に

よ り異 るの は い うま で もな い こ とで あ る。 この 点,シ ス テ ム監 査 は,各 組 織体 の

実 態 に 即 して実施 され るべ きで あ る 。

本 報 告 書 で述 べ るシ ス テ ム監 査 は,高 度 な シ ステ ム技 術 を有 す る企 業 に も適 合

で き る もの で あ る。 したが って,監 査 の レベ ル も相 当高 く設定 した 。

しか し本 委 員会 は,い か な る規 模,い か な る条 件 下 に あ る組 織 体 に あ って も,

若 干 の 差 異 は あ るに せ よ,基 本 的 な考 え方 と しては 本 報 告書 にの べ た あ るべ き姿

を満 足 させ る方 向 を 目 ざすべ きで あ る と考 え る。 そ うした 意 味 で,本 報告 書 は,

到 達 すべ き一 つ の 目標 を設 定 し た もの で あ る。
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第3章 シ ステ ム監 査 の計 画 ・実 施

3.1シ ス テ ム 監 査 の 準備

3.L1シ ステム監査実施の ための環境整備

ω トップの理解 と要請

すでに内部監査 部門がある場合,あ るいは新たに システム監査 を始 める場 合,

どの よ うな組織上の位置 づけが選択 され るにせ よ,シ ステム監査開始のための環

境条件 としては,第 一 に トップの理解 と要請があげ られ る。

これは,法 律に基づ く強制監査ではな く,企 業の内部的要請 に基づい て行われ

る監査の場合の存立根拠 とな るものであ る。 とくに システム監査 は,新 たな領域

と視野 を もつ ものだ けに,従 来か ら監査が実施 され てきた企 業であ って も,改 め

て トップがシステム監査に何 を要請 してい るか を確認すべ きであろ う。

また,関 連部 門は積極的に トップの理解 を うるよ う自助努力すべ きであるが,

とりわけ内部監査部門は,現 下の コンピュータ環境において,在 来 の監査方法で

は十 分な監査が期待で きな くな りつつ あ るところか ら,自 己の役割 りとして認識

すべ きであ る。

② システム部門の理解 と協力

シ ステム監査 を円滑に実施 し,実 効 あ るもの とす るためには,主 た る被監査部

門であ るシステム部 門関係者の 内部監査 に対 す る正 しい理解 と,そ れに基 づ く協

力が現状では不可 欠であろ う。

近代の内部監査は,過 去の不正 ・誤謬 の発見 ・防止 を主 目的 として,検 視 的な

形で,会 計 の分野のみを対象 に行われていた段 階か ら,管 理諸活動 を対象 に,積

極的に企業利益 の増 進を 目指 し,総 合的な視野の もとに間接管理の機能 を果 す監

査 に脱皮 してきてい る。システム監査 は,こ の よ うな近代 内部監査 を土壌 に成長
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して きた建 設 的 な 監 査 で あ る。

した が って,シ ス テ ム監 査 を実施 す るに先 立 って,内 部 監 査 に つ い て正 しい理

解 を ひ ろ め,不 必 要 な 抵抗 や警 戒が 生 じない よ う努 め るべ きで あ る。

3.1.2シ ス テ ム監 査 人 の 養 成

現 状 に お い て,シ ス テ ム監 査 体 制 確 立 に 成 功 す るか 否 か の 鍵 は,望 ま しい資 質

と必 要 と され る能 力 を具 えた 人 材 の 確 保 に あ る と もい え る。 つ ま り,組 織 ・制 度

と しての シ ス テ ム監 査体 制 を動 か す の は人 で あ って,そ の 養 成 が急 が れ るの で あ

る 。

(1)シ ス テ ム監 査 人 の適 性 と能 力

シ ス テ ム監査 人 と して望 ま しい適 性 は,一 般 の 内部 監 査 人 と しての 資 質 と,コ

ン ピュ ー タの ス ペ シ ャ リス トと しての 資 質 で あ るが,両 者 には,創 造 力 ・分 析 力

・判 断 力 ・責 任 感 の強 さ ・協 調 性 な ど
,共 通 す る点 が 多 い。 なか で も,シ ス テ ム

監 査 で 「シ ス テ ム を広 い 視 野 で と らえ,総 合 的 な ア プ ロ ーチ をす る」 た め には,

コ ン ピ ュー タ ・ス ペ シ ャ リス トと して の 資質 と共 に,ゼ ネ ラ リス トと しての 資 質

が 要 求 され る。

次 に,必 要 とさ れ る能 力 は,以 下 の3つ に要 約 す る こ とが で き る。

① 監 査 に 関 す る知 識

② コン ヒ.ユ一 夕関連 知 識

③ 社 内 の 業務 全 般 に 関す る知 識

まず,監 査 に関 す る能 力 は,通 常 オ ン ・ザ ・ジ ョ ブ ・トレー ニ ン グに よ って育

成 され る。 つ ぎに,コ ン ピ ュー タ関 連 知 識 の範 囲 ・水 準 につ い ては,今 後 検 討 を

要 す る事項 で あ るが,シ ス テ ム部 門 で の 実務 経 験 に よ り裏 打 ち され た知 識 が 望 ま

しい 。

(2)シ ス テ ム監 査 人 の 選 任

シス テ ム監 査 人 を選 任 す る上 で の基 準 とい った もの は な い が,上 記 の よ うな適

性 と能 力 をで きる だけ 多 く具 え,シ ス テ ム監 査 をや ってみ た い とい う意 欲 を もっ
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た人 が適 任 とい え る。

現 在,シ ス テ ム監 査 人 の 果 す 役 割 りが 重要 で あ る とい う認 識 は,わ が 国 に お い

て も徐 々に普 及 しつ つ あ るが,個 々の 企 業 内 で は,監 査 人 側 が マ ネ ジ メ ン トに そ

れ を売 り込 む こ とが 必 要 で あ る。 シス テ ム監 査 の 実 施 段 階 に お い て,監 査 人 が

発 見 した事 項 ・改 善 勧 告 に つ い て も同 様 で あ り,そ の よ うな能 力 が 重 視 され てい

る。

シ ス テ ム監 査 基 準 試 案 で は,「 シ ス テ ム監 査 活 動 が客 観 的 に 行 わ れ る こ と を保

証す るた め,複 数 の シス テ ム監 査 人 を お く こ とが 望 ま しい 」 と あ る。 実施 段 階 で

の個 々の監 査 意 見 の 客 観 性 の 問題 で あ るが,た とえ ば,開 発 レベ ル の監 査 を担 当

した監 査 人 が,同 一 シス テ ムの稼 動 レベ ルの 監 査 を担 当す る こ とは 問題 が あ る と

指 摘 され て い る よ うに,監 査 人の 交 替 が 望 ま しい ケ ー ス も少 な くな い 。

以上,シ ス テ ム監 査 を 企 業 内部 の 組 織 ・制 度 とし て,長 期 的 に 維持 してい くた

め に は,ト ップの シ ス テ ム監 査 人 の 育 成 に対 す る十 分 な 配 慮 が 望 ま れ る とこ ろ で

あ る。

3.1.3シ ス テ ム監 査 人 の 組 織 上 の 位 置 づけ

(1)原 則 的 な位 置 づ け

シ ス テ ム監 査 の定 義 で は,こ の 問 題 に つ い て 「監 査対 象 か ら独 立 した 客 観 的 な

立 場 」 と端 的 に 規定 して い る。

企 業 内部 の 組織 的 な位 置 づ け と,ト ップの シ ステ ム監 査 人 に対 す る支持 ・要 請 の

度 合 い が,シ ス テ ム監 査 の 機 能 す る範 囲 と経 営 管理 上 の有 効 性 に ほぼ 決定 的 な影

響 を与 え る と ころ か ら,そ の 独 立 性 を強 調 して い るの で あ る。

さ らに 定 義 で は,「 コ ン ピ ュー タ を中 心 とす る情報 処 理 シ ス テ ム を総 合 的 に点

検 評 価 」 す る と して,シ ス テ ム監 査 が 機能 す る範 囲 は広 義 の シ ス テ ムで あ り,ま'

た,そ の 機能 は企 業 経 営 全 体 の 立 場 か ら総合 的 な観 点 を もつ もの で あ る こ とを示

した。

つ ぎに,監 査 体 制の 目標 と して は,「 有効 利 用 の促 進 と弊 害 の 除 去 とを 同時 に
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追求 して,シ ステムの健全 化をはか る」 ことをあげ,監 査 目的の方向を示唆 して

い る。

現在,シ ステム監査が企業内で行われ る場合,そ れは通常 内部監査部門の業務

として理 解 され てい るので,こ の問題 は内部監査 の位置 づけと共通す るが,以 上

の システム監査の機能 と,有 効性 ・信頼性 ・安全 性な どの同時追求 とい う高次な

目標 を考 えると,ト ップに直属す る位置づ けが当然であ る。

また,「 客観的 な立場」 とは,監 査対象部門の ライン業務 に従事 して公正 な立

場 を損 うことな く,独 立性 と矛盾す る一切の活動 を排除 して,監 査の価値 を保つ

ための ものである。 ただし,こ の場合,企 画 ・開 発 レベルで行 う監査活動 には抵

触 しない と理解 され てい る。

魎
1 1讃

図1.4金 融 機 関 に お け る例
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(2)過 渡 期 の 対応

昭 和53年 度 報 告書 にお い て,わ が 国 の 金 融機 関 で の シス テ ム監 査 人 の 位 置 づ

け を3形 態 に 分類 した 。 ま た,す で に50年 度 に は過 渡 期 的 な措 置 と して,プ ロ ジ

ェク ト ・チ ー ム に よ るア プ ロ ーチ を提 唱 した 。

これ らの 原則 的 な位 置 付 け と,過 渡 期 の 対応 等 の い くつ かの 形 態 を あげ る と次

の 通 りで あ る。

① 独 立型 一 一 原 則 的 な位 置 づ け と して,内 部 監 査 の 独 立 性 を満 た して い る

もの 。

② 部 門監 査 型 …・一 シ ス テ ム部 門 に所 属 し,ス タ ッフと して監 査機 能 を もつ

もの 。

③ 中 間 型 一 ・… ① と② の 折 衷 型 で,両 部 門 兼 務 とか,特 定 の期 間 シ ス テム部

門 に派 遣 され てい る もの 。

④ チ ー ム ・ア プ ロー チ型 一 …・ 監 査 部 門 ・シ ス テム部 門双 方 か らな る プ ロ ジ

ェ ク ト ・チ ー ム に よ る もの 。

上 述 の② 以下 は,い ず れ も監査 の 独 立 性 を十 分 満足 してい ると はい え な い が,

わ が 国 の それ ぞれ の 企 業 の 実 態 に 沿 っ て考 え られ た もの で あ り,そ の 背景 に は次

の よ うな 実 情 が あ げ られ てい る。

③ トップの支 持 ・要 請 とい うよ りも,む しろ シ ス テ ム部 門 の 自己 防 衛 的 な 必要

性 が あ るた め。

⑤ 開発 レベ ルの 監 査 実施 上 の 問 題 点 を解 消 す る た め。

⑥ シス テ ムの 全 面 更 改 な ど特 殊 な状 況 に対 応 す るた め 。

① シス テ ム監査 人 の 育成 ・確 保 が 当 面 困難 で あ る ため 。

3.2シ ス テム 監査 の領 域

3.2.1内 部監 査 とシ ス テ ム監 査

シ ス テ ム監査 が 必 要 とな った要 因 の うち,監 査 サ イ ドの 問 題 を,50年 度報 告 書
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ム

監 査 担 当

コ ン ビ ュ ー タ

セ

図1.5部 門 監 査 型 の 例

で 次 の よ うに記 述 した 。

「従 来 か ら会 計 監 査,業 務 監査 等の 監 査 業 務 が 行 わ れ て い るが,コ ン ピュー タ

・シ ス テ ム を含 めた シス テ ム監査 を確 立 す る こ とに よ り,総 合 的 か つ 効 率 的 な監

査 が 可 能 に な る と思 わ れ る。

しか し,こ れ らの 監 査 業務 は,個 々の対 策 項 目 ご とに十 分 な体 制 を固 め る こと

が 必 要 で あ るか ら,シ ス テ ム監 査 と して一 つ の概 念 を構 築 す るこ とに つ い て は ま

だ検 討 す べ き問題 点 を多 々含 んで い る と考 え られ る。」

従 来,内 部 監 査 の 領 域 は,各 種 形 態 の 監 査 と して と らえ られ て きた 。会 計 監 査,

業 務 監 査 な どで あ る。 これ に対 して,シ ス テム 監 査 は監 査 対 象 を新 しい 角度 か ら

把 握 し よ うと してい るの で あ って,在 来 の 監 査 と同一 平 面 上 で,そ れ ぞ れの 領 域

を比 較 す る こ とは 困 難 で あ る し,現 段 階 で 解 明 しつ くせ る問題 とは 考 え られ ない 。

しか し,シ ス テ ム監 査 は,従 来 か らの 監 査 の 大半 を包 含 しで,監 査 を総 合 的

か つ 効 率 的 に 実 施 す る意 図 を もつ もの で あ り,コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ ムに依 存 し

て行 わ れ てい る業 務 の 監 査 の 分 野で は,シ ステ ム監 査 を基 礎 監 査 と して 中核 に位
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置 づ け る こ とに よ って それ が 可能 に な る と考 え られ る。

3.22監 査 対 象 シ ス テ ム

第1.6図 に示 す よ うに,監 査対 象 シ ス テ ムは,手 作 業 部分 あ るいは 周 辺 の 現 場 業

務 を含 む広 義 の シ ス テ ムで あ る。

現 場(ユ ーザ)1・ ン ピ。 一 夕部 門 現 場(ユ_ザ)

}

広 義 の シ ス テ ム

狭 義 の シス テ ム

アウトプットの

最 終 活 用

lI
イ ン プ ッ ト ・

デ ー タ発 生 1イ 。プ 。 ト 。ウ防 ト
ア ウ トプ ッ ト ・

プ ロセ ス プ ロセ スl
ll

1

図1.6シ ス テ ム 監 査 の対 象 シ ス テ ム

3.23シ ステ ム監査 の 領域 の把 握

50年 度 に お け る調 査 研究 結 果 と して,「 シ ス テ ム をい ろん な角度 か ら検 討 し

て満 足 を得 られ る状 態 に あ る と仮 定 した場 合 の,そ の 満 た され るべ き基 準 」 を設

定 した 。 それ は,シ ス テ ム の企 画 か ら開 発 ・稼 動 レベ ルに 至 る各 業 務 に つい て適

用 され る基準 と,シ ス テ ム の 品質 を保 証 す る た めの 基 準 で あ って,前 者 を一 般 基

準,後 者 を品質 基 準 と呼ん で い る。

シ ス テ ム監 査 の 領域 を監 査 サ イ ドか ら把 握 す る場 合,そ れ は 同 時 に 内部 統 制 の

領域 で あ っ て,上 記 の 基 準 を骨 格 と して次 図の よ うに と らえ られ る。

(1)一 般 基 準 の 領域

これ は,企 画 レベ ルか ら稼 動 レベ ル まで の 業 務 管 理 に お い て一 般 的 に適 用 され

る基 準 で あ るが,シ ス テ ム開 発 レベ ルお よ び稼動 レベ ル にお い て は,質 の 高 い 管

理 が要 求 され る 。 と くに,そ の 中 で も各 段 階 ご とに,① ドキ ュ メ ンテ ー シ ョン,
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システ ムの チ ェ ック ・

コン トロール機 能

ピ ュ 一 夕

セ ン タ ー の 業 務

図1.7内 部 統 制 面 か ら見 た シス テ ム監 査 の 領域

② 標 準 化,③ ス ケ ジ ュ ー リン グ,④ 承 認 が体 系立 って管 理 され て い る こ とが必 要

であ る。 これ らを監 査 の 観 点 か らな が め る とつ ぎの とお りで あ る。

(a)組 織 ・権 限 ・;シ ス テ ム部 門 の 組 織 上 の独 立性,職 務 権 限 の 分 離 の もとに・

報告制度

(b)標 準

正 当 な 権 限 を もつ 者の 承 認 は 不 可 欠 で あ り,業 務 の重 要 性

に 応 じて承 認 の レベ ルが 決 め られ てい る承 認 制 度 が存 在す

べ きで あ る。重 要 な ス テ ップは,そ の計 画 ない しは結 果 が

必 ず評 価 され,承 認 を うけ な けれ ば な らな い。 事 後 に おい

て も,こ の 承 認 は責 任 の 所 在 を明 確 に す る もの で あ る。

化;開 発 お よび稼 動 レベ ルに お け る標準 化 は,シ ス テ ムの 信 頼

性 や生 産 性 に大 きな影 響 を与 え る もの で あ る。 シ ス テ ム開

発 の各 ス テ ップの 作 業 内 容 が 標 準 化 され な けれ ば,シ ステ

ム開 発 が属 人 的 とな り分 業 す る こ と も困難 が と もな う。 そ

うなれ ば,シ ス テ ムの 質 の 向 上 も望 め ない しオ ペ レー シ ョ

ンの効 率化 もお ぼつ か な い 。

(c)ド キュメンテーション;開 発 お よ び 稼 動 レベ ル に お け る ドキ ュ メ ン テ ー シ ョ ン は,
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シ ス テ ムの 信 頼 性 を証 明 し,か つ,ソ フ トウエ ア開 発 の 生

産 性 に大 きな影 響 を与 え る もの で あ り,社 内規 定 に もとづ

き整 然 と行 わ れ な けれ ばな らな い 。 と くに,開 発 レベ ルに

お け るプ ロセ ス を把 握 で き る こ とが必 要 で あ る。

(d)ス ケジューリング;開 発 お よ び稼 動 レベ ル にお い て,当 初予 定 され た通 りに 作

業 が進 む よ う配 慮 され な けれ ば な らな い 。 もし,当 初 の予

定 通 り作 業 が 進 行 してい な い と きは,原 因 究 明 が要 求 され

るべ きで あ る。 しか も,そ れ らの 遅 れ に よ りタイ ミン グを

失 す る とい うこ とに なれ ば重 大 な 問題 で あ る と認識 しな け

れ ば な らな い 。

シ ス テ ム監 査 で は,各 業 務 の管 理 を次 の観 点 か ら評 価 す るが,そ れ らの 向上 は

同 時 に マ ネ ジ メン トの 目標 で もあ る。

(a)準 拠 性;す べ ての 業 務 活動 は,そ の レベ ル に応 じて ポ リ シ ー ・法 律 ・規定

その 他 の ル ール 等 に準 拠 して行 わ な けれ ばな らな い 。

(b)採 算 性;企 業 は 採 算 の 上 に 成 立 す る。 した が って,採 算 面 か らコ ンピ ュー

タ ・シ ス テ ム を検 討 ・評 価 す る こ とは 最 も基 本 的 な監査 活 動 とい

う ことが で きる。

(c)適 時 性;コ ン ピ ュー タ ・シ ステ ム を開 発 し運用 す るに あ た っては,タ イム

リー で あ る こと を要 求 され る業務 が 非常 に多 い の で1つ の 基 準 と

しな けれ ば な らない 。

(d)生 産 性;ソ フ トウエ アの 開 発,メ ンテ ナ ン ス,オ ペ レー シ ョン等 は,他 の

業務 と比 し,管 理 性 に も困 難 が と もな い,リ ソー スの 無 駄 が 発 生

す る恐 れ が あ る。 した が って,ソ フ トウ ェアの 開 発 や メ ン テ ナ ン

ス,オ ペ レー シ ョンをい か に 効 率 よ く行 うか が 重視 され な けれ ば

な らな い 。

② 品 質 基 準 の 領 域

品 質 基 準 とは,シ ステ ム 自体 の品 質 あ るい は性 能 を保 証 す るた め に必 要 と され
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る基 準 で あ って,ソ フ トウエ ア とハ ー ドウエ アの 体 系 と しての 個 々の シ ステ ム が

備 え るべ き必 須 の機 能 と して次 の3つ が あ げ られ る。

(a)コ ン トロ ール機 能;シ ス テ ム,プ ロ グ ラムに 組 込 まれ て い るチ ェ ック ・コ

ン トロー ル で あ って,組 織 ・手作 業 部 分 の手 順 ・手 続

きを含 む。

(b)安 全 保 護 機 能;ハ ー ドウエ ア を中 心 と した リ ソー スは,過 失 ・事 故 ・

不 正 等 か ら保 全 され な け れ ば な らな い。 い い か え れ ば,

電 磁 的電 子 的 エ ラーの 防 止 ・物 理 的 破 壊 ・悪用 ・エ ラ

ー ・機密 漏 洩 か らの 保 全 とい うこ とに な る
。

(c)プ ラ イバ シー 保 護;個 人 デー タに 関 す る秘 密 保 護 問題 で あ るが,社 会 的 に

機 能 重 大 な 問題 と して認 識 され つ つ あ る折 か ら独 立 分 離 し

た 。

ま た,こ れ らの機 能 の 目標 は次 の 通 りで あ る。

(a)安 全 性;コ ン ピュー タ ・シ ス テ ムの 破 壊 は,そ れ が人 為 的行 為 で あれ 自然

現 象 で あれ,企 業 あ るいは 組 織 に対 して大 きな経 済 的 打 撃 を与 え

る。 しか も,事 故 発 生 時 にお い て も間断 な く業 務 を遂 行 す る こ と

が要 求 され るの で,安 全 性 の 保 障 は きわ め て重 視 され な けれ ば な

らない 。

(b)信 頼 性;業 務 が 正 し く処 理 され るた め に は,と くに ハ ー ドウエ ア,ソ フ ト

ウエ アお よ び オペ レ ー シ ョンの 信 頼 性 が 保 障 され な け れ ば な らな

い 。

(c)機 密 性;個 人 デ ー タ を処 理 す る際 の機 密 性 の 保 障 は 今 後 さ らに 重 視 され る

よ うに な る。 ま た,情 報 処 理 を依 託 す る企 業 に と って は 企 業機 密

が 保 障 され な け れ ば な らな い 。

(3)シ ス テ ム監査 の対 象 業務

シ ス テ ム監査 の 対 象 業務 の すべ て は,前 述 一 般 基準 の 領域 中 に あ る。一 方,品

質 基 準 の 領 域 は,こ れ ら各業 務 の監 査 実施 にお い て,常 時共 通 して存 在 す る と考
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え られ る。

① シ ステ ム企画 業務

長 期 的,全 社 的 な立 場 か ら

シ ス テ ム を どの よ うに構 築 し,

か つ,運 営 して い くか に つ い

て基 本 的 な方 針 ・計 画 が 固 め

られ る段 階 が 企 画 レベ ル とい

え よ う。 そ し て,シ ス テ ム開

発段 階,稼 動 段 階 で それ ぞれ

方 針 ・計 画 が十 分 に徹 底 され

て い き,具 体 的 に実 現 され て

い く こ とに な る。

以 上 は,シ ス テ ム監 査 の領

システム ・

プ ログラムの

チェック ・

トローヲレ機 能

プライバシ_

保 護 機 能

図1.8適 用 基 準 か ら見 た

シ ス テ ム監査 の領 域

域 と しては 品 質 基準 の 分 野 で あ って,総 合 管 理 計 画 ・開発 企 画 ・運 用 企 画 と して

と らえ られ る。

総 合 管 理計 画 は,全 社 的 な立場 で の コ ン ビ子一 夕 ・シ ス テ ムの 方 向 づ け 等 を含

ん だ 長期 計 画 で あ る。

開 発 企 画 は,開 発 され る シス テ ム の 具体 的 な企 画 で あ る。

運 用 企 画 は,オ ペ レー シ ・ン段 階 に入 った シ ス テ ムの 運用 体 制 に つ い ての 基 本

方 針 の 策 定 に関 す る企 画 で あ る。

一 般 基 準 の 分 野 で は ,コ ン ピ ュー タ部 門 の 組 織 計 画 ・資金 計 画 ・要 員計 画 ・調

査 研 究 ・運用 制度 が あ げ られ る。

② シス テ ム開 発 レベ ル

開発 レベ ル の監 査 の 実 施 が どの程 度 まで可 能 か,そ の 成 果 が どれ だ け 確 保 で き

るか は,開 発 過 程 の 標 準 化 の レベ ル と密接 に関 係 してい る。

シス テ ム監 査 人 が,開 発 過 程 で 関 与 す る時 期 を判 断 す るに も,標 準 化 に よ り,

フ ェー ズが 設定 され て い る と,各 フ ェー ズで の 作 業結 果 を監 査 す る ことが 可能 と
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な るの で あ る。

③ シ ス テ ム稼 動 レベ ル

稼 動 レベ ル は,デ ー タ処 理 の プ ロセ ス と しては イ ン プ ッ ト ・プ ロセ ス,オ ペ レ

ー シ ョン
,ア ウ トプ ッ ト ・プ ロセ スで あ る。 シ ス テ ム監 査の 対象 業 務 と して は,

コ ン ピュ ー タ ・セ ン ター の業 務 と現 場 の 業 務 と して把 握 で き る。つ ま り,入 出力

プ ロセ スは,セ ン タ ー業務 と現 場 の 業 務 に わ た って存 在 し てい る もの と して と ら

えて い る。

表1.1シ ス テ ム監 査 の 対 象 業 務

3.3シ ステム監査 規程

システ ム監査体 制を制度化す るにあた っては,実 施上の基準 と実施 内容 を明確

にす るた め,シ ステム監査規程 を作成す る。 これは,シ ステム監査人 自身 を律 す

る規程 であ るとと もに,そ れによ ってシステム部門 その他 関係者の理解 と協力 を

求め るた めの ものであ り,重 視すべ きであ る。 しか し,シ ステム監査 とい う新た

な領域 を もつ監査 を開始す るにあた っては,そ れ ぞれの企業の実情 に沿 って,実

施 内容等 の詳細 な規程 を作成 する ことは困難iな面 もあ り,実 施過程 で整備 され て

い く部分 が残 ること もあ りえよう。

システム監査規程の構成 とか規定の方法 は,通 常 の内部監査規程 と変 わ るとこ

ろはな く,ま たシステム監査人が内部監査部門に位置 づけ られ てい るときは内部 ●

監査規程 と一体 の もの となるのが通常 と思われ る。

内部監査規程 の項 目を例示すれ ば次の通 りであ る。

〈総則〉

監査規程の 目的 ・適 用,監 査の定義 ・目的 ・方針,監 査計画,実 施,監 査方法,
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監 査 報 告,監 査 人 の 権 限 と遵 守 事 項 等 。

〈 細 則 〉

実 施 項 目 ・手続 きを部 門 別 あ るい は 機 能 別(イ ン プ ッ ト ・プ ロセ ス,ア ウ トプ

ッ ト ・プ ロセ ス 等)に 記 述 。

以 上 の うち,シ ス テ ム監 査 につ い て配 慮 す べ き こ とは次 の 通 りで あ る。

① シ ス テ ム監査 の対 象 シ ステ ムの 変 化 あ るい は技 術 的 な進 歩 を考 慮 し,方 針 ・監

査 の 方 法 な どに つい て は,変 化 に 対応 し易 い 規定 の仕 方 が 望 ま しい。

② 監 査 プ ロ グ ラム の利 用 等,シ ステ ム監 査 独特 の手 法 に対 応 す る規 定 。

③ 継 続 監査 を行 うべ きケ ー ス も少 くな い と思 わ れ る。

④ 開 発 業務 監 査報 告 は,文 書 に よ る ものの ほ か,口 頭 報 告 の 併用 等 弾 力 的 な方

法 を考 慮 すべ きで あ る。

⑤ 監 査 員の調 査 ・点 検 等 の 監 査 実 施 上 の 作 業 権 限 につ い て は,重 要 フ ァイ ルの

取 扱 い,マ シ ン ・ル ー ムへ の 入 出 な どの 点 で 配 慮 を要 す る。

3.4シ ステ ム監 査 計 画

3.4.1監 査計 画 の意 義

最 近 の コ ン ピュー タ利 用 の 発展 の結 果,シ ス テ ム監 査 の対 象 業 務 ・対 象部 門 は

相 当 広 範囲 に及 ぶ ケ ー スが 多 い 。 た とえ ば金 融 機 関 の場 合,対 象 は ほ とん ど全 業

務 ・全 店 舗 で あ るの が通 常 とな っ てい る。 この よ うな環 境 で行 わ れ る シス テ ム監

査 の 場 合 は,一 般 基 準 の 全 領 域 を短 期 間 で一 巡 で き る こ とは む しろ稀 で あ ろ う。

本 委 員会 で は,シ ス テ ム監 査 の 対 象 業務 を,企 画 一 開 発 一 稼 動 の 一 つの 流

れ と して把握 し,各 業 務 を順 次 監 査 す るケ ー ス を典 型 的 な 実施 計 画 とし て きた が,

この 場 合,シ ス テ ム の規 模 に よ っては 数年 に わ た る こ と もあ り う る。

監 査 規 程 の ほか 監 査 計 画 が必 要 と され るの は,特 定 期 間 とか部 門 等 につ い て行

われ る監 査 に つ い て,方 針 ・重 点 項 目 ・手 続 き ・手 法 の選 択 等 を 具体 的 に 計 画 し,
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システム監査 を有効かつ能率的に実施す るためであ る。

3.4.2監 査 計 画 の 分 類 と内 容

監 査 計 画 に は,「 基 本 計 画(年 度 計 画)」 と 「個 別 計 画 」 が あ り,監 査 の 実 情

に よ っ て併用 あ る いは いず れ か1種 類 が作 成 され てい る。

① 基 本計 画 ・…一 年 間 あ るい は会 計 年 度 単 位 の 基 本 計 画 で あ って,方 針 ・

重 点 項 目 ・対象 部 門 等が 決 定 され る。

② 個 別計 画 一 一 月 単 位 あ るい は部 門 単 位 な どにつ い ての具 体 的 な計 画 で,

日程 ・担 当 者 ・監 査 範 囲 ・手 続 き な どで あ る。

シス テ ム監 査 で は,企 画 ・開発 ・稼 動 の各 レベ ルや 対 象 シス テ ム に よ って 環 境

が 異 な り,1テ ー マ ご との 実 施 期 間 も長 期 に あ た る こ とが 多 い 。 したが って,監

査 対 象 で あ るシ ス テ ム を総 合 的 に 監 査す る た めに は,基 本 計 画 が一 層 重 視 され る

べ きで あ ろ う。本 委 員会 が 行 った ケ ー ス ス タ デ ィで は,基 本 計画 を対 象 シス テ ム

別 に,開 発 レベ ル では フ ェー ズ ご とに,稼 動 レベ ルで は 会 計年 度 ご とに立 案 して

い る事 例 がみ られ た。

監査計 画は,通 常文書化 して,ト ップの承認 と担 当者への指示 を明確 にす る。

3.4.3.シ ステム監査計画の作成

監査計 画は,シ ステム監査人の位置づけあるいは監査規程 を前提 として立 案 さ

れ るので,そ の 制約 を うける面 も少な くない。 また,シ ステム部 門 自身の管理水

準に よって も大 きな影響 を うける。

位置づけ との 関連 では,「 部門監査型」 の場合,シ ステム監査人 が所属す る部

門の長の管理 スパ ンによ り監査領域に制限が生 じる。監査項 目によ って継続監査

を行 うか どうかを判断す る場合に も,位 置 づけあ るいは対象部門 の管理水準 との

関連が問題 となろ う。

監査計 画において,監 査対象 ・監査項 目の選択につい ての方針 は,ト ップの要
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シ ス テ ム 部 門 長

「

シ ス テ ム監 査 人 開 発 部 門 運 用 部 門
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↓
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プログラム登録

手 続 の 監 査

喝

承㌻ 〉 '

仕 様 書
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コ ンパ イ ル ・リス ト

テ ス ト結 果 確 認 書

ジ ョブ フローチ ャー ト
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引 継 書 /稼一

人 助)

図1.9開 発 レベ ルの 継 続 監 査 の 例
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請に基づ くのが本筋であるが,実 態は内部監査部門で立案 し担当役 員の承認 を求

め るケ ース も多い と思 われ る。

選択にあた って,一 般的に考慮すべ き点は次 の通 りである。

① 対象 システム ・対象業務 と予定監 査項 目の重要度 ・危険度 。た とえば,品

質基準 の領域 には該当す る ものが多い と考え られ る。

② 監査実施 時期 の適時性 ・経済性。企画 ・開発 レベ ルの監査 自体が,監 査の

適 時性あ るいは監査実施 コス トに対 す る経済的効果 をたかめ るためであるが,企

画 ・開発 フ ェーズ内での関与すべ き時点 の判定 は実施計画上重要 であ る。

③ システム監査人の監査能 力。監査 人の人数 と監査対象の量,ま た監査人の

質 的な能 力,内 部監査部門内外か ら得 られ る補助人 員を勘案 して計画す る必 要が

あ る。

同一監査対象 につい て,前 回の監査調書 ・監査報告書がある場合は,そ れ に よ

って重要項 目 ・問題点 ・所要 日数等,多 くの情報 を入手可能であ る。初 回の場合

は,実 施計画に先立 って対象 システム ・対象業務に関す る情報 を収集 し,事 前準

備 ・研究期間 を設 ける必要 があろ う。

3.5シ ス テ ム 監査 の実 施

3.5.1シ ス テ ム監 査 の着 眼点

50年 度 委 員会 で は,品 質 基 準 ・一 般 基 準 の 目標 ・チ ェ ック ポ イ ン トと,各 対

象 業 務 との 関 連 を重 要度 に よ って ラ ン ク を付 した 次 の表 を設 定 した 。

この 表 は,シ ステ ム監 査 の 計 画 ・実 施 ・報 告 の 各 フ ェー ズで 利用 可 能 で あ る。

3.5.2シ ステ ム企画 監 査

企 画 レベ ルは,新 シス テ ムの 導 入 段 階 で あ り,全 社 的 な立場 か ら,コ ン ピ ュー

タの 導 入 あ るい は 適用 業 務 シ ス テ ム開 発 に 関 す る基 本方 針 が確 立 され る時 期 で あ

る。
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表1.2シ ス テ ム監 査 の 着 眼 点

◎ 最 も重要な項目

〇 二重マルに次 ぎ重要な項 目

システム監査の内容

対象業 務の範囲

チ ェ ッ ク ポ イ ン ト シ ス テ ム 監 査 の 実 施 基 準 関係者の参加

フ ァンク シ・ン マ ネ ジ メ ン ト 一 般 基 準 品 質 基 準
トップ ユーザ

コン ト

ロール

セキ ュ

リテ ィ

プラ イ

バシ ー

組 織㌧
権 限
報 告
標準化

ドキュメ
ンテーシ

冒ン

スケ ジ

ュー リ
ング
離 採算性 適時性繊 挫 信頼性灘

企
画
レ
ベ
ル

経 営 方 針
'o ◎ ◎

F

◎

組 織 計 画 o

1

◎ o

要 員 計 画 o

1

◎ O

調 査 研 究 o o o o

評 価 計 画 o o ◎ ◎ ◎ o

開
発
レ
ベ
ル

予 備 設 計 ◎ o ◎ ◎ O o O

基 本 設 計 O O O O o O ○ O O o ◎

詳 細 設 計 ◎ ◎ o ◎ ◎ O o o ◎ ◎ o

プ ロ グ ラ ミ ン グ ◎ o o ◎ o ○
1

o ◎ ◎ ◎

シ ス テ ム ・ テ ス ト ○ ◎ ○ o ◎

稼
動
レ
ベ

ル

入 力

プロセス

現 場 処 理 ◎ ◎ O O ρ ◎

セ ンタ ー 処 理 ◎ o ○ o O o o ◎

オペレー

シ ョ ン

マシン・オペレーシ・ン o ◎ o o o o O o O O ◎ o

ラ イ ブ ラ リ ○ ◎ O o o ◎ O O

9。改 出 力 管 理 ◎ ○ o o o o ◎

つ ま り,導 入 ・開 発 の 目的 ・適 用 業 務 ・期 待 され る効 果,稼 動 の 時 期 等 が 検討

され,シ ステ ムの 目標 が 明確 に され る。 一方,シ ス テ ム部 門 全 体 をい か に 運営 し

てい くか の 問題 も この レベ ルで 計 画 され,シ ステ ム部 門 の組 織 計 画 ・要 員管 理 ・

調 査 研 究 ・運 用 制度 な どの 管 理 体 制 が 整 備 され る。

以 上 の 企 画 業務 を監 査 の観 点 か らみ る と,こ の レベ ルで確 立 した基 本 方 針 が 開

発 レベ ル で十 分 に 徹 底 され,稼 動 レベ ル で具 現 す る状 況 を トレー ス して評 価 す る

シ ス テ ム監 査 の 大 きな 流 れ の 出発 点 とな る。

こ こで,と くに重 要 な こ とは,開 発 を要請 され る シス テ ムが,当 該 企業 の ポ リ

シー に 合致 す る もの で あ るか ど うか を,経 営方 針 ・長 期 経 営 計 画 等 との 関係 に お

い て十 分 検 討 し,効 率 性 ・信 頼 性 ・安 全 性 等 の 各側 面 か ら,そ の シ ス テ ムが稼 動

時 に お い て達成 すべ き定 量 化 した 目標 が た て られ る こ とで あ る。

また,そ の 目標 が達 成 で きるか 否 か は,シ ス テ ム部 門全 体 の管 理 体 制 に 依 存 し

てい るの で あ って,な か で も評 価 制 度 は 重 要 で あ る。

シ ス テ ム監 査 人 の 立場 か らは,企 画 レベ ルに お い て側 面 か ら助 言 す る ことが コ

ン ピ ュー タ部 門へ の 援助 とな る し,企 画 レベ ル を十 分 把 握 して い る こ とが,シ ス
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テ ム開 発 レベ ル での 監 査 を よ り効 果 的 に 行 うた めの 基 礎 とな る。

同 時 に企 画 ・開 発 レベ ルで シス テ ム監 査 人 が参 画 す る ことに よ り,稼 動 レベ ル

の 監 査 が よ りス ム ー ズに 有 効 に行 え る し,ま た,問 題 点 を発 見 す る こ とが容 易 に

な るで あ ろ う。 複 雑 な シス テ ム は,稼 動 レベ ルで 初 め て監 査 す る こ とは シ ス テ ム

の 理 解 を著 し く困 難 に す る。

この 企 画 レベ ルで シス テ ム監 査 人 が 関 与 す る方 法 と し ては,ト ップ層 を も含 め

た委 員会 に シス テム監 査 人 の 立 場 か ら参 画 し検 討 す る方 式 が妥 当 で あ ろ うと考 え

られ る。 た だ し,一 定 の 標 準 化 され た方 式 が確 立 され てい るわ け では な く,ま た,

そ の 必 要 性 もな い と思 われ る 。 それ ぞれ の 組 織体 で,実 質 的 に う ま くい く よ うに

配慮 して,独 自の方 式 を考 え るべ きで あ る。

委 員会 方 式 を と る場 合,委 員会 自体 を多 面 的 に活 用 で きる よ う工 夫 す る こ と も

必要 で あ る。 た とえ ば,シ ス テ ム開 発 ・稼 動 レベ ル で 実施 され た シ ステ ム監 査の

結 果 を,こ の 委 員会 にか け て検討 す るの も1つ の方 法 で あ ろ う。 この よ うに す る

こ とに よ り,シ ス テ ム監 査 の 結 果 を検 討 し て,コ ン ピュー タ部 門 の 位置 づ け や業

務 改 善 の あ り方 ヘ フ ィー ドバ ック させ る こ とが で きよ う。

3,5.3シ ス テ ム 開 発 監 査

(1)開 発 業 務 監 査 の 目的

企 画 レベ ル で設 定 され た シ ス テ ムの 品 質 面 に 関す る方 針 は,こ の レベ ル で具 体

的 な シ ス テム の機 能 と して設 計 され,同 時 に マネ ジ メ ン ト面 の 方 針 は開 発 過 程 の

管 理 ・統 制 機 能 と して シ ス テ ムの 信 頼 性 ・安全 性 ・効 率性 等 の 向 上 に寄 与す る こ

と と な る。

開 発 業 務 監 査 を実 施 す る主 な 目的 は 次 の 通 りで あ る。

① 品 質基 準 の確 保

「シス テ ム ・プ ログ ラムの チ ェ ック ・コ ン トロー ル機能 」 ・ 「安 全 保 護 機

能 」 ・ 「プ ライバ シ ー 保護 機能 」 とい う品質 基 準 の 諸 機能 の 有効 性 を評 価 し,

それ らが 確 実 に シ ス テ ム に組 込 まれ,稼 動 後 も維 持 され る よ うにす るた め。
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② トラ ブルの 防 止

一 般 基 準 の領 域 の 管 理 統 制 が ,予 備設 計 か らシステム ・テス ト・移 行 に至 る開 発

プ ロセ ス を通 して十 分 に 行 われ る こ とに よ って,稼 動 後 の トラ ブル の 防止 が可 能

とな る。

③ ス ケ ジ ュール と コス トの 管理 の 向上

② フ ェー ズ化 と監査 の 方法

前 記 シ ス テ ム監査 の 対象 業 務 で は,開 発 業 務 を5つ の フ ェー ズ に分 けた 。

第1フ ェ ー ズ

第2フ ェ ー ズ

第3フ ェー ズ

第4フ ェー ズ

第5フ ェー ズ

こ こ で は,

予 備 設 計

基 本 設 計

詳 細 設 計

プ ロ グ ラ ミン グ

シ ス テ ム ・テ ス ト

この5つ の フ ェー ズ を大 フ ェー ズ と して,さ らに 各 フ ェー ズeと に

ブ レー クダ ウ ン し,26の 小 フ ェー ズに細 分化 した 。 この 小 フ ェー ズは,シ ス テ ム

開 発段 階 の 業務 の 流 れ を順 に 追 って,段 階分 け に よ り標 準 化 した もの で あ る。 そ

して,フ ェー ズの 切 れ 目は,次 の フ ェー ズ と業 務 内容 が 明 瞭 に一 線 を画 す 時 点 で

と らえ た もの で あ る。

た だ し,フ ェー ズ化 をは か るに つ い て も,開 発 しよ う とす る シス テ ムの 規 模 や

性質 等 に よ って フ ェー ズの 切 り方 が異 な る こと は む しろ当然 で あ ろ う。 そ こで,

こ こで の フ ェー ズ化 に つ い て の基 本 方 針 は,大 規 模 な シス テ ム開発 に十 分 活 用 で

き る フ ェー ズ とし て,26の 小 フ ェー ズ を求 め た もの で あ り,逆 に小 規模 な シ ステ

ム開 発 につ い ては,5段 階 の大 フ ェー ズの み で も十 分 に 管理 す る こ とが で きる と

い う レベ ル を示 した もの で あ る。

この よ うな フ ェー ズ 化 を はか る必 要 性 に つ い ては,ま ず,シ ス テ ム開 発 段 階 を

監 査 す る際 に,あ らか じめ開 発 の プ ロセ スが あ る程 度 標 準 化 され てい な けれ ば,

シス テ ム監 査 人 の 関 与 すべ きポ イ ン トが 明確 に求 め られ な い か らで あ る。 つ ぎに,

フ ェー ズ化 が な され て おれ ば,シ ス テ ム監 査人 が必 要 性 を認 め る フ ェーズ に つい
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て,そ の 終 了 時 点 で,そ の フ ェー ズ の成 果物 を監 査 し て助 言 す る等 が 可能 た な る

か らで あ る。

また,シ ス テ ム監 査 人 は,そ れ ぞれ の フ ェー ズの 終 了 時 点 で 必 ず監 査 す る必 要

は な く,む し ろ開発 段 階 の全 体 的 な監 査 計 画 を立 て る時 点 で,必 要性 が認 め られ

る フ ェー ズ を選 定 すべ きで あ ろ う。 この よ うな こ とか ら,こ こで は小 フ ェー ズ を

26と 数 多 く し,シ ス テ ム監 査 人 が 関 与 時 点 を選 び や す くす るた め に細 分 化 をは

か った 。

シス テ ム開 発 段 階 の フ ェー ズ化 が す で に行 われ,シ ス テ ム開 発 マ ニ ュア ル等が

整 備 され てい るよ うな企 業 にお い ては,シ ス テ ム監 査 人 は その フ ェー ズに従 い,

監 査 が 必 要 と認 め られ る フ ェー ズに つ い て,そ の フ ェー ズの 終 了 時 点 で 点 検 ・評

価 等 を行 い,助 言 や 意 思 表 示 を行 うとい う こ とに な る。

い ず れ にせ よ,シ ス テ ム開 発 段 階 の フ ェー ズ化 をは か るこ とは,基 本 的 に は監

査 の ため に 行 うとい う よ り,コ ン ピュー タ部 門 自体 で シ ス テ ム開発 を管理 しや す

く,開 発 業務 を合 理 的 に 標 準 的 に行 う こ とに その 第一 義 的 な 目的 が あ る。 した が

って,シ ス テ ム監 査 人 の 関 与 が あ ろ う となか ろ う と,コ ン ピ ュー タ部 門 の マ ネ ジ

メ ン トは,フ ェー ズ の 終 了 時 点 で十 分 な点 検 ・評 価 を行 わ な けれ ば な らない こ と

は い うま で もな い 。 ま た,シ.ス テ ム監 査 人 は,コ ン ピ ュー タ部 門 の マ ネ ジ メ ン ト

が これ らの 管理 を十 分 に 行 うよ うに仕 向 け る こ とが 重 要 で あ る。

い ず れ に し て も,各 フ ェー ズ ご との 作 業 結 果 は,コ ン ピ ュー タ部 門 に と って 管

理 の ポイ ン トで あ る と同 時 に,シ ス テ ム監 査人 に と って も監 査上 の重 要 な ポイ ン

トとな る。

表1.3'大 フ ェー ズ を基 準 と した 作 業結 果

大 フ ェ ー ズ 作業結果

1.予 備 設計 予備設計書

皿.基 本 設 計 基本設計書

皿.詳 細 設計 詳細設計書

W.プ ロ グ ラ ミン グ プ ロ グ ラム

V.シ ス テ ム ・ テ ス ト テ ス ト結 果
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表1.4小 フ ェー ズ を基 準 と した作 業 結 果

大 フ ェー ズ 小 フ ェ ー ズ 作 業 結 果

1.予 備 設 計 1.問 題 分 析 問題分析結果

2現 状分析 現状調査結果

3予 備設計

現行業務処 理 フロー
.

業務量対人員調査結果

環境条件調査結果

新 システムの概要

新 システムの概 略図

新業務概 略処理 フロー

コン ピュー タ ・システムの 概 略 フロー

新業務量対人員一覧表

4代 替案の作成 代替案

5.採 算 検 討 採算検討結果

6.選 択 と決 定 予備設計書

皿.基 本 設計 7予 備設計の見直 し 予備設計の見直し結果

&基 本システムの設計 シ ス テ ムの概 要

シ ス テム の概 略 図

業 務 処 理 フ ロー

コン ピ ュー タ ・シ ステ ム ・フ ロー

インプット(ア ウ トプット)資 料 一 覧

インプット(アウトプット)資料項 目一覧

フ ァイル一 覧

コ ー ド表

事故お よび障害対策一 覧

9開 発 実施,移 行措置 開 発 ス ケ ジ ュー ル

移行引継計画
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1α プログラム ・テス ト計 プログラムの検証計画

11.採 算 検 討

システムの検証計画

採算表

12決 定 基本設計書

皿.詳 細設計

・

1a基 本設計の見直 し 基本設計の見直し結果

14.コ ン ピュータ ・システム

詳 細 設 計

シ ス テ ムの特 徴

ジ ョ ブ ・ ス テ ッ プ ・ フ ロ ー

15プ ロ グ ラム設 計 プ ロ グ ラム一 覧表

プログラム作成計画表

プログラム関連分析表

プロ グラム仕様書

コ ー ド一 覧 表

メ ッ セ ー ジ一 覧 表

フ ァイ ル一 覧 表

フ ァイ ル項 目 内訳 表

1/O詳 細設計

16移 行手順 移行詳細手順

業務取扱要領

教育計画

1τ テ ス ト計 画 テ ス ト ・デ ー タ作 成 仕 様 書

テ ス ト ・デ ー ター 覧 表

テス ト計画書

1&決 定 詳細設計書

W.プ ロ グラ

ミング

19.概 要記 述 プ ロ グ ラム の概 要

プ ロ グ ラ ム履歴 書

2α フ ロ ー 作 成 ゼ ネ ラ ル ・フ ロ ー

デ ィ テ ー ル ・ フ ロ ー
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コ ン トロ ー ル ー 覧 表

メ ッセ ー ジ一 覧 表

2Lコ ー デ ィ ン グ プ ロ グ ラム

2aプ ロ グ ラ ム ・テ ス ト プ ロ グ ラム ・テ ス ト結 果報 告

23.オ ペレーション ・ガイ ド

作 成

オ ペ レ ー シ ョ ン ・ガ イ ド ブ ッ ク

V.シ ス テ ム
・テ ス ト,

移 行

24.シ ス テ ム ・ テ ス ト システ ムの検証結果

25.登 録 プ ロ グ ラム登 録

26移 行 プログラム受渡 し確認書

また,シ ス テ ム の 保守(メ ンテ ナ ンス)に つ い て も,開 発 と同 様 に 重視 され な

け れ ばな らない 。基 本 的 に は 開発 の ス テ ップ を応 用 す る こ とに な るが,シ ス テ ム

の 改 訂 ・変 更 に つい ての ル ー ル化 が必 要 で あ る。 したが って,こ こで は,開 発 レ

ベ ルの6番 目の大 フ ェー ズ と し て保守 を 追加 す る必 要 性 が あ る。

(3)監 査 証 跡 の確 保

デ ー タの発 生 か ら最 終 結 果 まで の過 程,ま た は,結 果 か ら発 生 まで の過 程 を た

ど る こ とが で き る手掛 りが 経 営 管理 の 立場 か ら必 要 な場 合 が 数 多 く存在 す る 。 と

くに,デ ー タ処 理 の 内容 が 外 部 の 関係 先 との取 引記 録 で あ った 場 合,監 査 証 跡の

保 存 に関 し慎 重 な 配慮 が 必 要 とな って く る。 コ ン ピ ュー タ ・シ ス テム の場 合,記

録 形 態 が 磁 気 化 す る こ と もあ って,証 跡 を残 す こ とに は特 別 の 配 慮 が 必要 で あ る。

ま た,経 営管理 上 は,あ る時 点 まで は 証 跡 を残 す必 要 が あ った もの で も,そ の後

の 時 日の 経 過 と共 に必 要 性 が な くな る場 合 が あ る。

しか し,外 部 の調 査(税 務当 局 等)や 外 部 監査 人 は,こ の 証 跡 を必要 とす る場

合 もあ る。 この 場 合 に あ って も,③ 文 書 形 態 で残 す のか,⑬ マ イ ク ロ フ ィル ム化

す るの か,◎ 文書 形 態 以外 の 他 の 方 法 で 立 証 す るな どが 考 え られ るが,挙 証能 力

に つ い て十 分 で あ るか ど うか 検 討 が 必 要 で あ ろ う。 これ らの こ と を考 え た場 合,

次 の こ とにつ い て考慮 す る必 要 が あ る と思 わ れ る。"
SnhEあ)r2zt
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⑧ 必要な監査 証跡の決定

⑤ 記録の確実 な保存方法

⑥ 代替的に証明す る方法

しか しなが ら,監 査証跡の保存の度 合に よ っては,シ ステムの効率性に著 しい

マイ ナスの影響を与 え るこ とに なるので,開 発 され るシステムの監査性 を効率性

との 関連において確保す るこ とは,開 発 レベ ルでのシステム監査の重要なテーマ

であ る。

3.5.4シ ス テ ム運 用 監 査

シ ス テ ム運 用 監 査 は,新 シ ス テ ムが 企 画 され,開 発 され た後,日 常 業務 を処 理

す る段 階 の 監査 で あ る。

この 段 階 で は,業 務 活 動 に よ り発生 した 情報 の現 場 処 理 の 後,コ ン ピ ュー タへ

の入 力,ラ イ ブ ラ リの 更新 処 理 等 が 行 わ れ,帳 票 ・資 料 類 が 出 力 され る。第2部

第3章 で は,こ の プ ロセ ス を次 の6つ に 分 類 して,そ れ ぞれ の 分 野 の監 査 につ い

て記 述 し,一 般 的 に利 用 可 能 なチ ェ ック リス トが掲 げ られ てい るが,こ こでは シ

ス テ ム 監 査 の対 象 業務 で あ る 「コ ン ピ ュー タ ・セ ンタ ーの 業務 」 ・ 「現 場 の 業 務 」

と して 大 き く把 握 す るこ とに した い 。

表1.5稼 動 レベ ル の範 囲

稼
動
レ
ベ

ル

対象業務 デ ー タ処 理 の プ ロセ ス

現 場 業 務

(適 用 業 務)

■

入 力 プ ロ セ ス

現 場 処 理

セ ン タ ー 処 理

,

オ ペ レ ー シ ョ ン

マ シ ン ・ オ ペ レ ー シ ョ ン

コ ン ピ ュ ー タ ・

セ ン タ ー 業 務

ラ イ ブ ラ リ
1

出 力 プ ロ セ ス 出 力 管 理
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(1)コ ン ピ ュー タ ・セ ン ター業 務 監 査

コン ピ ュー タ ・セ ン ター 業務 監 査 の 主 要 な 目的は,企 画 ・開発 レベ ル に おい て

設 定 され た 管 理 統 制 をめ ぐって,そ の遵 守 状 況,ま た それ らが 真 に 妥 当 な もの で

あ ったか,セ ン タ ー運 用 の効 率性 等 に つ い て 評価 し,改 善 す る こ とに あ る。

企 画 レベ ルで 設 定 され た基 本 方 針,す な わ ち,一 般 基 準 の 領 域 で あ る組 織 計 画

・運 用 制 度 等 と品 質 基 準 の諸 機 能 に は,コ ン ピ ュー タ ・セ ン ター の運 用 に関 す る

もの が含 まれ てお り,開 発 レベ ル を通 して具 体 化 され,こ こで 実 際 に適 用 され る

の で あ る。

セ ン ター業 務 監 査 の 項 目 と して は,次 の よ うな例 が あ げ られ る。

・セ ン ター建 物 ・マ シ ン室 の 管理

・ラ イ ブ ラ リの 施 設 と手 続 きの 再 吟 味

・入 出 力 デ ー タの 管 理 状 況

・マ シ ン ・オ ペ レー シ ョン管 理

・ハ ー ドウエ ア管 理

この 分 野 の デー タ処 理 に関 す る十 分 な 管 理 統 制 が行 わ れ,か つ 維 持 され る こ と

は,シ ス テ ム全 般 の 信頼 性 ・安 全 性 等 に 対 す る影 響 が大 きい とこ ろか ら,企 画 ・

開 発 レベ ルの 監 査 で 検討 され た 事 項 で あ って も再 吟 味 し,あ るい は 定 例 的 に 繰 り

返 し実 施 すべ き項 目が 多 い 。

② 現 場 業 務 の 監 査

ここ で監 査 の 対 象 とな る業務 は,コ ン ピ ュー タ導 入 に よ る合理 化 の 対 象 で あ り,

あ るい は開 発 を要 請 され た シス テ ムの 対 象 業 務 で あ って,そ の性 格 と コ ン ピ ュー

タ化の 範 囲 に よ る差 異 は あ るが,い わ ば適 用 業 務 の 業務 監 査 と しての 意 味 を も っ

てい る。

現場 で発 生 す る原 始 デ ー タの処 理,イ ン プ ッ ト ・プ ロ セ ス,ア ウ トプ ッ ト ・プ

ロセ ス とその 最 終 活 用 に関 す る手 順 ・手 続 きは,主 と し て開 発 レベ ルで確 立 され

る品質 基 準 の領 域 に 含 まれ てい る。

現 場 業務 に お け る規 定 ・マ ニ ュア ル等 に も とつ く的 確 な処 理 と,組 織 ・権 限制

一47一



度 の 適 切 な 運 営 を確 保 す る こ とは,稼 動 後 の 基 本 的 な 監査 の テ ー マで あ ろ う。

また,ア ウ トプ ッ トの 最 終 活用 を め ぐ る問 題 で は,シ ステ ム が作 り出 す情 報 の

正 確 性 とか,利 用 状 況 だ け で な く,マ ネ ジ メ ン トの 要求 を真 に満 足 させ て い るか

ど うか の レベ ル ま で,監 査 の 目的 を高 め るべ きで あ る。

この 分 野 の 監 査手 法 と して は,在 来 の 内部 監 査 の 手法 と共 通 す る場 合 が多 いが,

シ ステ ム監 査 で は,監 査 ソ フ トウエ ア等の 監 査 テ クニ ックの 利 用 を研 究 し,監 査

業務 の効 率 と精 度 の 向 上 を 目指 す 必 要 が あ る。
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第4章 システム監査 の報告

シス テ ム監 査 が 終 了 す る と,シ ス テ ム監 査 人 は 印 象 の 鮮 明 な う ちに,そ の 監 査

結 果 を報 告 様 式 に 基 き と りま とめ,企 業 内の 報 告 ル ー トに したが って,最 終 的 に

シ ステ ム監 査 報 告 書 を最 高経 営 者 に提 出す る。 一方,被 監査 部 門 に 対 して も,監

査結 果 を通知 して指 摘 事 項 を 明確 に し,改 善 を行 わ せ る。 シ ス テ ム監 査 人 は,さ

らに その 改 善 実施 状 況 を フ ォロ ー ア ップ して,最 終 的 に不 備 事 項 を解 消 す るよ う

に努 力 しな け れ ば な らな い。

4.1監 査 結 果

4.1.1監 査結 果 とその 活 用

シ ス テ ム監 査 の 目的 か らい っ て,監 査 が 単 に検 察 的 な もの で あ った り,専 ら事

故 を摘発 す る こ との み を 目的 と した りす る もの では ない 。 シ ステ ム監 査 の 最 終 目

的 は,監 査 を実 施 す る こ とに よ って得 られ た監 査 結 果 を活用 す る こ とに よ り,企

業 内の シス テ ム開 発 部 門 と シ ステ ム運 用 部 門 に お け る シ ステ ム管理 体 制 を よ り強

化 す る と と もに,そ の 生 産 性 を向 上 させ,ひ い ては 企 業 経 営全 般 に わ た るシ ス テ

ムの 健全 化 をは か る こ とに あ る。

監 査結 果 をい くつ か の 観 点 か ら分 類 し,問 題 点 を あ げ てみ る と次の 通 りで あ る。

① 監 査結 果 が 直 ちに 活用 に 結 び つ くわ け では ない 。

監 査結 果 の 中 よ り活用 項 目 を選 択 しな けれ ば な らない 。 また選 び 出 され た 項 目

を活用 す るか しな い か は,シ ステ ム監 査 人 では な く,経 営 者 お よび被 監 査 部 門 の

問 題 で あ る。 もち ろん,シ ステ ム監 査 人 が関 与 す る こ とが 好 ま しい場 合 もあ るが,

シ ステ ム監 査 人 は 本来 実行 に あ た る立 場 に は ない 。

② 監査 結 果 に は 明確 に計 数 で表 わ され る もの もあ るが,傾 向 と して把 握 され る
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に と 癬まる もの,断 定す るまでには至 らないが疑 しい と思 われ るものがある。シ

ステム監査人は,公 正な る態度 を もって行動 しなければ な らないか ら,計 数化で

きるもの は当然計数的に と らえ,計 数化 で きかね る もの につい て も事実に忠実に

記録 し,疑 わ しい ものは被監査部門 とよ く話合 って解 明に努 め,な おかつ疑わ し

けれ ば文書 にて回答 を求 める等,客 観的に事実 を把握 して,監 査結果 として得 ら

れた ものが正 しく活用 に役立つ よ う整 えておかなけれ ばな らない。

③ 監査結 果の中 には,設 備 または コン ピュー タ機 器類 の新設 ・増設 ・更新に関

す る もの,従 業員の増 員または特殊能 力のあ る者の配置 要望等,予 算措置の裏づ

けや人事異動 を伴 うものがあ る。

この よ うな監査結果 を導 き出す ことがで きるシステム監査人 は,シ ステム部門

にお ける開発 ・運用両面の キャ リア も十分 あ り,か つ経営全般にわた る見識 もあ

る人 で こそな しうるこ とで あるが,シ ステム監査人の独善 と誤解 され ることのな

いよ う関係所管部 に十分理解 を求め てお く必要があ る。 なぜ な ら,大 企業ではシ

ステム部門 の基本的 な設備投資や人材の配分は,シ ステム開発お よび運用部門以

外の部 門において総 合的に企画 してい るのが通常 だか らで ある。一方,中 小企業

においては,そ こまで所管 業務が分権化 していないか ら,シ ステム監査人か らこ

の ような資源の配分 に関す る監査結果が報告 された場 合には,最 高経営者の対応

が迅速にな され る好ま しい傾向が み られ る。反 面,シ ステム監査人の監査結果の

とりまとめ方いかんが,企 業経営 の進 め方に極めて強 く影響す ることにな るので,

システム監査人は システム監査報 告書 を作成す るにあた り,こ の点 を十分に 自覚

していなければ な らな い。

4.1.2監 査 調 書 の 意 義 と利 用 目的

監査調書 とは,次 の もの をい う。

① システ ム監査 の実 施過程 におい て,シ ステム監査人 または同補助者によ って

作成 され る資料。

②被監査部門か ら提出 させたすべ ての監査資料の うち,監 査終 了時に正式 にシ
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ステム監査部門において保存す る資料 。

監査結果 は,最 終的に企業内で定 め られた様式 に したが って記録 され,シ ステ

ム監査報 告書の形 をとることにな るが,シ ステム監査報告書 に と りま とめ られ る

前 に,監 査 を行 ったチ ェック項 目につい て具体的に監査結 果を記 録 してお く必要

があ る。この記録は監 査入 側の メモ とい う意味 もあ るが,監 査終 了時に被監査部

門へ具体的,個 別的な指 摘事項 を連絡す る役 目を果す ものであ る。

この よ うに監査調書 は,シ ステム監査報告書の中に とり入れ られ る事実の説明

基礎 として必要であ り,ま たシステム監査報告書に記載 されなか った補足資料 と

して も利用 され る。

さらに監査調書 には,次 の2つ の機能があ ると考え られ る。

①監査時現在におけ る機能

システム監査人 は,個 々の監査調書 を活用す ることによ って監査活動 を管理す

ることが可能で,全 体 の監査 にお ける各部分の監査 を相互に調整す るのに役立つ。

また同時に,そ れはシステム監査報告書作成 の資料 を提供 し,各 種の分析資料や

計表 と組合せ てシステム監査報告書 を能率的に作成す ることがで きる。

②歴史的記録物 としての機能

システム開発部 門やシステ ム運用部門の監査 は,定 期 的な監査 として実施 され

ることが多い。 この よ うな場 合,シ ステム監査人は,歴 史的な監査記録 を保持 し

ておか なければな らない。監査調書が整備保存 されておれば,こ れ を後 日見 るこ

とによ って過去において どのよ うな範 囲を対象 として,い か な る監査手法に よっ

て監査が実施 されたか,過 日どの よ うな指摘がな されたか等を調べ た り,ま た例

えばオペレーシ ョン ・ミスが何件 あ ったか等計 数的な記 録を知 ることが可能であ

り,そ れに よ って次 回の監査計画 を容易に設定 す ることがで きる。 とくに,シ ス

テム監査人 を中心 とす るシステム監査 チームの メンバーが変 った場 合には,前 回

監査資料が大いに役立 つ ことになる。 また前回指摘事項 が改善 されたか否かにつ

いて,次 回の監査 で フォロー ア ップす る場合に も利用 で き,こ れ らの理 由で監査

調書の整備保存が重要 な ことにな る。
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4.1.3監 査 調 書 の 作 成

監査調書は,シ ステム監査 を行 う者 自身 の単な る備忘録ではない。他の監査人

に,ま た被監査部門の人 々に も読んで理解 で きるよ うに作成 されなければな らな

い。 この点に留意 して作成 しない と,監 査結 果の活用や次回監査 の際の歴史的記

録物 として利用 に あた っては役に立 たない ことになる。

監査調書作 成原 則 としては,次 の諸点が あげ られ る。

③同一 規格用 紙の使用

⑮各葉に番号 を付 し索引をつける。

⑥被監査部 門の表示

⑧各葉に表題 をつけ る

⑥監査 日付(ま たは期間)の 表示

(Dシ ステム監査人の認 印

⑧監査担 当者の認 印

また監査調書作成上の注意事項 としては,次 の よ うな諸点があ る。

①調書への文字記入は,努 めて癖のない書 き方 で,適 当に線 ・欄 ・スペースの

一定化 とか,切 り目をつ ける等工夫 をす ること。

② 調書の標準化は,監 査経験 を増 すにつれ て,監 査対 象(た とえば,保 存 デー

タの監査,プ ログラムの管理状況の監査 等)に 応 じて拡大 してい くこと。

③調書には,指 摘事項の補完欄 を設欄 して,フ ォローア ップに活用す ること。

④ コン ピュータ用 語は,明 確に使 い分 けて記述す ること。

システム監査は,シ ステ ムを監査対象 とす る ものであ るか ら,当 然 コン ピュー

タ技術用 語 を使 って記述 がな され ることにな る。監査調 書の場 合には,後 述 す る

システム監査報告書 と異な り,調 書 を読 む人が コン ピュータ関係の基礎的知識 を

習得 してい る人 々と限定 してよい と考 え られ るので,中 途半端 に拉術用 語を差 し

控 える気持 で記述 す ることは好ま しくない と考え る。 もちろん,今 日の コン ピュ

ータは,メ ー カが異 なれば用 語 も変 ってくるし,.コ ン ピュー タ世代が進 めば新 し
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い用 語 も出現 して くる。要は監査調書 を作成 す る時点 で,企 業 内の システ ム部門

に定 着 ・使用 されてい る用 語 を正 しく選 択 して記述 し,必 要 な場合 は注記 を加え,

読む人 に誤解 を与 えることがない よう配慮す ることが必要 である。

システム監査調書の記録事 例 をあげ ると次 の通 りである。

(記 録 事 例)

プ ロ グラ ム修 正 申請 書 に よ り承 認 を受 け な い で プ ロ グ ラ ム修正 が な され た もの

が あ る。(ま た は 多 い 。)

プ ログ ラ ム名 ・番号

本事例は,シ ステム開発基準 を定 めてい る企業において,「 プログ ラムを修正

す る場合には,プ ログラム修正 申請書 を経伺 して,開 発部門の長の承認 を受けて

か ら修正作業 をしなければな らない」 とい う内部規定 に反 してい ることを指 摘 し

た ものであ る。 この指摘の該 当件数が多 く,か つ他の類似の指摘事項 との組合せ

いかんに よ っては,プ ログ ラマの権限理 解不十 分または軽視,プ ログラマに対 す

る業務処理 手順不徹底,教 育指導の不十 分等の警告が導 き出 され てくる。

4.2シ ステ ム 監 査 報告 書

4.2.1シ ス テ ム監 査 報 告 書 の 意 義

シ ス テム監 査 報 告 書 は,シ ス テ ム監 査 人 に よ って と りま とめ られ た 監査 結 果 の

報 告 書 で あ り,原 則 と して シ ス テ ム監 査 部 門 の 長の 承 認 を受 け て最 高 経営 者 に提

出 され る文書 で あ る。 し たが っ て報 告 書 提 出先 へ の コ ミュニ ケ ー シ ョンの 手 段 で

あ る こ とに本 来 の 意 義 が あ るか ら,シ ス テ ム監 査 報 告 書 は 内容 も形 式 も この 本 来

の 目的 に適 合 した もの で な けれ ば な らず,内 容 が シ ス テ ム監 査 対 象 の実 態 を忠 実

に 表 現 した もの で あ る こ と,文 章 は 読 む人 の 立 場 を考 え て魅 力 的 か つ簡 明 で あ る

こ とが必 要 で あ る。
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また,シ ステム監査報告書 は,一 種のテ クニカル ・レポー トであ るか ら,技 術

的側面の記述 を完全 に避け て通れば,全 く意 味のない報告書 となる。 しか し,正

確性 を尊重す るあま り,技 術用語の頻 出す る文章 とな っては読 む人(最 高経営者)

に黙殺 され て しま う。 したが って,シ ステム監査報告書の作成は,勘 定 の適正や

財産の保全状態 を監査 す る他 の内部 監査 とは別に,と くに表現上 の工夫がなされ

な ければ な らない。

システム監査報告書 の もついま1つ の意義 としては,歴 史的記 録があげ られ る。

定期的 システム監査の実施にあた っては,過 年度の監査報告書 を見て注意深 くこ

れ を検討 し監査対 象の過去におけ る状 況を知 り,今 後の監査計 画の立案 に大いに

役 立たせ ることがで きる。

4.2,2シ ステム監査報告書 の分類

システム監査報 告書 は,監 査の種 類 ・範 囲 ・目的 ・提出先等に よ り報告書の内

容,形 式 に特色が生 じて くる。

(1)報 告書の性質によ る分類

(a)通常 または定期監査報告書

システ ム開発部門 ・システ ム運用 部門を,た とえば,年1回 定期 に監査 を実施

す る場合の監査報告書 で,内 容は当該組織全般で行われてい る活動 を総合的に と

らえ,シ ステム部門の管理体 制に ポイン トをおいた報告書 とな る。

(b)特別(特 命)監 査報告書

定期監査が,全 般 的 ・総合的な と らえ方 に重点 をお くのに対 し,特 別監査は ポ

イ ン トをしぼ った監査項 目(た とえば データの保管状況監査 ・特定の システム開

発段階の監査等),定 期監査で省 略 した監査項 目,ま たは最高経営者か ら特命 を

受けた監査項 目を対象 とした システ ム監査報告書で,個 別的かつ専 門的 な内容 と

な る。

② 提出先 による分類

(a)最高経営者 ・役 員会 等に対す る報告書
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業務上の細かい点は除かれ,全 般 的な事項 につい て概括 な報告書 とな る。

(b)特定の部門の責任者 に対 し,そ の関係事項についての報 告書

(c)監査法人 ・公 認会計士 に対 す る報告書

(d)監査部門の長 に対 す る報告書

正規 の監査報告 書ではないが,監 査担 当者が システム監査 人に提 出す る限 られ

た範囲の報告書,ま た システム監査人 が監査部門の長に対 し正規 の監査報告書 の

作成前 に提出す る速報等が該当す る。 これ らは生の ままの報告であ り,す べ て率

直 に如才 とか外交的配慮 を抜 きに して作成す る。

4.2.3シ ステム監査報告書 の構成

システム監査報告書は,原 則 として最高経営者に提出 され るものであ り,か つ

関係管理部門に回覧 され,次 回以降の監査の歴史的記録物 として数年 間は保存 さ

れ るべ き重要文書 であ る。 したが って,一 見 してそれが監査報告書 であ るとわか

るよ うに配慮 し,使 用 の用 紙は上質 な もの を用い,監 査報告書の文字 を印刷 して

お くことは もちろん,表 紙には,次 の事項 を記入 し,押 印欄 をあ らか じめ刷 入 し

てお くことが必要で ある。

①提 出先(会 長 ・社長 ・事務 ・常務 ・監査役)

② 回覧先(管 理 部門の名称)

③ 監査対象部門

④ 監査実施期間

⑤ 監査報告 日 ・監査報告番号

⑥ 監査部門の長

⑦ システム監査人

⑧ 監査補助者

システム監査報告書の一般的 な構成は,次 のよ うな形式 となる。

① 表紙(正 本 ・写 ・被監査部門通知用)
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②総括所見

③ 項 目別概評

④ 附表

なお,シ ステム監査報告書 の提 出先 ・回覧先の閲覧が終了 した ら,正 本は重要

保存文書 として監査 部門において保管す る。写は,次 回以降の監査の参考資料 と

して利用 す るため,閲 覧可能 な扱 いに してお く。いま1部 は,被 監査部門に対す

る通知用 として 使用 す る。

次 にシステム監査報 告書 の構成事例 をあげてお く。 このケースは,大 規模なシ

ステム開発部門 またはシステム運用部門 を監査対象 として,あ らか じめ用意 され

た監査 マニ ュアルの もとに,多 数の監査補助者 を引率 したシステム監査人 が定期

的監査 を実施 した場 合の システム監査報 告書 の構成事例 であ る。

〔シ ス テ ム監 査 報 告 書 の 構 成 事 例 〕

① 総 括 所 見

シ ス テ ム監 査 チ ー ムの長(シ ステ ム監 査 人)が,最 高経 営者 に対 して監 査報 告

の 総 括 的 な所 見 を記 述 す る部 分 で あ る。 この 部 分 に は,今 回監 査 の 目的,被 監査

部 門 の 構成 ・規 模 ・業務 概 要 な らび に管 理 体 制 の良 否,改 善 のた めの 総 合 的 な勧

告 が 折 りこま れ る。

② コ ン ピュー タ処 理 概 評

被 監査 部 門 の 業 務 処 理 遂 行 状 況 を,大 項 目の レベ ル で と らえ た概 評 を記 述 す る

部 分 で あ る。 大 項 目 を仕 事 の 種 類,た とえ ば,

③ イ ン プ ッ ト ・ア ウ トプ ッ ト ・コン トロー ル

◎ キ イー ・エ ン トリー(ま た はパ ンチ)

◎ コ ン ピ ュー タ ・オ ペ レー シ ョン

⑥ デ ー タ保 管

◎ プ ロ グラ ム保 管

⑥ プ ログ ラ ム作 成
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、

等 と して と らえ る こ と もで き る し,評 定 を担 当 係 別 に行 うとす れ ば,仕 事 の 担 当

係,た とえ ば,

③ チ ェ ック係

⑤ パ ンチ 係

⑥ オペ レー シ ョン係

⑥ ラ イ ブ ラ リ係

等 と して と らえ る こ と もで き る。

③ コ ン ピ ュー タ管理 概 評

被 監査 部 門 の コン ピ ュー タ管 理 状 況 を,大 項 目の レベ ルで と らえ た概 評 を記 述

す る部 分 で あ る。 大 項 目 と して は,次 の よ うな 項 目が あげ られ る。

③組 織 の基 本 方 針 と その 徹底 状 況

⑮ 組 織 の構 成,人 員 配 分,レ イ ア ウ ト

⑥ 権 限 規定 の整 備 と運 用(内 部 統 制)

⑥ 教 育 指 導(プ ログ ラマ,オ ペ レー タ等 の 養 成 を含 む)

⑥ 事 故 防 止(プ ログ ラム ・ミス,オ ペ レ ー シ ョン ・ミ.ス,デ ー タ管 理 ミス等 の

防止 対 策)

① 業務 能 率(作 業 の 標準 化 等)

⑧勤 務 管 理(交 替 制 勤務 等)

⑮設 備 の 管 理

Φ セキ ュ リテ ィ

⑦ 自己 検査 の 実 施 状 況

以 上① ～ ③ は必 ず 最 高 経 営 者 に 報 告 す る部 分 で あ る。

④ 指 摘 事項 連 絡 表

一 般 的 に は ,監 査 調 書 に該 当す る もの とい え る。 した が って,シ ス テ ム監 査 報

告 書 の中 に は 含 ま れ な い が,便 宜 上 こ こで 述 べ てお く。

シ ステ ム監 査 を実施 す るに先 立 って,あ らか じめ 準 備 され た チ ェ ックポ イ ン ト

を基 準 に して,監 査 を実施 した結 果 につ い て,改 善 を求 め たい 具体 的 な事 項 を記
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述 す るいわば監査の詳細 な報告部分にあ た る。 ここに記載 されてい る事項は,細

目にわた る要改善事項 で,現 場の担 当者 まで徹底すべ き ものであ るか ら,技 術用

語 を使 って明確に表現 し,意 味の暖 味な言葉 は決 して使用 しない 。

また,事 後 に被監査部門 に不満 を起 こさせ ないよ う,監 査人側の考 えを十分に

説 明 し先方 の理解 を深 めてお く。なお,早 期 に改善に と りかかれ るよ う写 をその

時点 で交付 す る。

⑤ 附表

附表 として次のよ うな資料 を作成す る。

③職 員構成状 況表

◎業務量一 覧表

業務 別デー タ量,保 管 磁気 テープ本数,コ ン ピュー タ使用時 間数,プ ログラ

ム本数 等

◎ レイアウ ト

機械室,事 務室

@次 回監査参考 メモ

次 回監査 を別の監査人 が担当 した場合に役立つ項 目を記録 してお く。

現物検査の抽 出区画 ・本数,監 査所要時間,監 査室 ・監査人数の適否ほか。

4.2.4シ ステム監査報告書 の作成上の注意事項

(1)一 般 的注意事項

監査報 告書 の作成 にあた って,一 般的に注意 され るべ きことに次 のよ うな もの

が ある。

⑧ 重要性

監 査報 告書 には,重 要 な事項を とりあげ,無 価値 な ものは排除 す ること。

⑥ 簡潔性

報告内容 の表現 は,簡 潔で要領よ くまとめ,被 監査部門の心理状態 を考え て,

いたず らに刺 激的な言 葉 を使用 しないこと。
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⑥正確性

監査調査 と照合 して内容 が正確 であ ること。

⑥適時性

監査報告書は迅速に作成 す ること。

監査人 の立場 として も,印 象 の鮮 かな時 に作成すれば,迫 力のあ る信頼性の高

い報告書 が書 けるわ けであ り,被 監査部門 に とっては,忘 れた頃に監査結果の通

知 を受 けて も改善の意欲は冷えて しま う。

(2)システム監査報告書の特殊性

最高経営者は,従 来か ら実施 され て きた会計監査 ・業務監査等の一般 的な内部

監査の報 告書には接触の経験 が深 く,報 告書上 に使用 され る用 語に も慣れてお り,

したが って理解度 を懸念す る必要 はない。 しか しなが ら,シ ステム監査報告書 と

な ると,ほ んの一 部の人 を除けば,ま つな じみが薄い とあ らか じめ考 えておい た

方 がよい。

この よ うな立場に あ る人は,

㊨何 を システム監査報告書 に期待 してい るのか。

◎システム監査報告書 を読んで どんな反応 を起 しやすいのか。

この2つ の点 をよ く考えておかなけれ ばな らない。 とくに この読み手は,そ の

報 告に基 いて対策 を講ず る最高権限者 であ るか ら,彼 等が一度 決断を下せば,た

ちどころに経営活動 に影響 を及ぼす ことにな るので ある。

まず,シ ステム監査報告書に期待 す ることは,非 常に簡単明瞭な ことだけ期待

してい ると考 えてよい。すなわ ち 「現状 で他の企業 に遅れ をとっていないか?」,

「現在 の管理体制下で隠れた事故や不正 が発生 していないか?」,「 近い将来事故

や不正 が発生す るお それはないか?」,「 今改善すべ きことは何か?」 とい うこ

とであ る。

つ ぎに,シ ステム監査報告書 を読んで どん な反応 を起 し易 いか とい うことであ

るが,こ れは極端 な反応 を起 し易い と念頭 においた方が よく,最 高経営者の心理

は無 関心 と極端 な警戒心の間 を大 きく振幅 す る傾向があ る ものであ る。
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この よ うに現段階 では,シ ステム監査報告書はまだ特殊 な専門的報告の性格 を

脱 しきれないので,シ ステム監査人は次の点に留意 して報告書 を記述す る必要が

あ る。

まず,シ ステム監査人は,技 術用語 を自分本位に無造作に使い過 ぎては な らな

いo

しか しな が ら,コ ン ピ ュー タ用 語 を全 然 使 わ な い で シス テ ム監 査 報 告 書 を記述

す る こ とは不 可能 で あ るか ら,十 分 基 礎 的 な説 明 も加 え て分 り易 くし てお く こ と

が肝 要 で あ る。 ま た,適 切 ない い方 を常 に工 夫 して,考 案 し てお く気持 を持 ち続

け る こ と も大 切 で あ る。

い ま1つ は,シ ス テ ム監 査 報 告 書 に は 最 高 経 営 者 が期 待 し てい る疑 問 点 に 答 え

る よ うに 記述 す る こ とであ る。 と くに事 故 ・不 正 の発 生 に関 す る懸念 は,時 と し

て 彼 等 の脳 裏 に走 って い る筈 で あ る 。海 外 の 事 故 ・不 正 につ い て は,日 本 の ジ ャ

ー ナ リズ ムで も大 き く取 りあ げ られ て い るの で ,彼 等 に極 端 な 警 戒 心 を起 させ る

こ との な い よ う シス テ ム監 査 人 は 適 切 に企 業 内 の発 生 の 実 状 と見 込 み に つ い て述

べ てお く必 要 が あ る。

また,シ ス テム監 査 報 告書 の記 載 に と どめず,説 明会 の 席 上 で も,こ れ らの 面

に 努 め て触 れ て,シ ス テ ム監 査 全 般 に 関 す る最 高 経 営 者の 関 心 を深 め る よ う シス

テ ム監 査 人 は 努 力 しな け れ ば な らない 。

4.3報 告 体 制

4,3.1被 監 査部 門 との話 合 い と監 査 結 果 の 内示

シス テ ム監 査 人 お よ び シ ス テ ム監 査 補 助 者 は,監 査 報 告書 を作成 す るに 先 立 ち,

被 監 査 部 門 の 関係 者 と発 見 事項 な り勧 告 事 項 な りに つ い て十 分 話 合 って,関 係者

の 意 見 を徴 し,実 状 を さ らに 明確 に す るこ とが 極 め て好 ま しい こ とで あ る。

シ ス テ ム監 査 は,あ くま で も当 該企 業 にお け る シ ステ ムの 有 効 利用 と弊 害 の除

去 とを同 時 に 追求 し,シ ス テ ム の信 頼 性 を高 め,か つ シス テ ムの 健 全 化 をは か る
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ことを 目的 としてお り,シ ステム監査人は被監査部門 と同様企業 に奉仕 してい る

立場 にあ って,決 して検察的な摘発的な態度 をとるべ きでは ない。監査報告 を実

態に即 した適切妥 当な もの とし,シ ステ ム監査 人の一方的主観 を排す る上か らも,

監査結果 について被監査部門に内示 して関係 者 との十 分な討議が な され るべ きで

あ る。

この よ うな話 合いを一般企業におい ては,意 見 交換会 とか講評会等 と呼んでい

るが,次 のよ うなメ リッ トがあ ると考 え られ る。

①話 合いを機会 に,直 ちに改善活動 に とりかか りうる。 この ことは,シ ステム

監査の本来の 目的 に合致す るところであ る。

②話 合いの結果,シ ステム監査 報告書の中 に,改 善対策や改善実施期 間 を示す

ことが可能 とな る。

③ この話 合いが行われ ることによ って,シ ステム監査人の思い違いや独 善的な

判断 が是正 され,不 適当または実態に即 しない勧告が監査報告書 か ら除去 さ

れ る。

④ この話 合いの結果,シ ステム監査人 と被監査部門 との不一致 または対立 とい

う関係では な く,論 争点 として明確化す ることがで きる。

⑤監査事項につ いて話合いを行 うことは,監 査に関す る誤解 を除 き,そ の理解

を深 め,監 査す る もの と監査 を受 ける もの との間 に好ま しい人間関係 をつ く

り出す。 システム部門においては,プ ライ ドを持 って働い てい る従 業員が多

く,彼 等の 自尊心 を尊重す るこ とも職場内の士気の向上か らい って大切 なこ

とで ある。

⑥ システム監査 人が,た とえいかに有能であ って も,長 期間現場 において専問

的に働い てい る人 と同様 な能力 と経験 を持つ ことは不可能であ る。 この話合

い を機会に,シ ス テム監査人が被監査部門の仕事に さ らに理解 を深 め,新 た

な監査手法の開 発の手掛 りをつか むこと も可能 とな る。

もしも,こ の話合いの結 果,見 解 を異にす る問題 が出 てきた場 合には,シ ステム

監査人は 自己の信ず るところを もっていたず らに説 き伏せよ うとせず,そ の点 を
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システム監査報告書に記 載 し,最 終 的な決定 は最高経営者にゆだね るのがよい。

4.3.2説 明会 の開催

被監査部門 との話合い後,シ ステム監査 人は,シ ステ ム監査報告書の草案 を作

成す る。

次 いで監査担当の役 員,管 理部門の関係 者を含 めて説明会 を開催 し,シ ステム

監査人か ら口頭に よる概要報告 を行 って関係者の意見 を聴取 す る。

4.3.3シ ステム監査報告書 の提出

システム監査人は,説 明会にお ける検討結果を加 えて,シ ステム監査報告書 を

完成 す る。

システ ム監 査 報告書 は,シ ステム監査部門の長の承 認を得 て最高経営者に提 出

す る。

一 方,シ ステム監査 報告書の写 を被監査部門の長 に交付 す る。

4.4フ ォ ロー ア ップ体制

監査 によ って導かれ た結論や改善のための勧告が,シ ステム監査 報告書の単な

る記載事項 に とどま り,シ ス テム監査人の 自己満足に終 っては システム監査 を実

施 した意 味が全 くな くなる。 システム監査人は,適 正 な監査 を行 って要改善事項

を指 摘す るとと もに,さ らに進 んで指摘事項の改善状況 を フォローア ップす るこ

とがいま1つ の重要 な役 目で あ る。

早急に改善を要 す る重要事項 の場 合には,期 限を付 して改善計画 を提出 させ,

さらに実施状 況を報 告 させ る措置 を とることが必要であ る。

またこの ように回答 を義務 づけないまで も,指 摘事項については,監 査結果の

内示 として被監査 部門に交付 した監査調書の写の指摘事項補完欄 を利用 して,補

完状 況や今後の対策 を記入 させ,消 込み管理 を行わせ るよ う指示 してお く。
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この補完記録は,次 回監査の際に システ ム監査人が点検 を行 って改善実施状 況

を確認す る。 もし,改 善がな され ていない場合,不 十分な点が見受 け られ た場 合

等 には,そ の理 由の適否 を検討 し,理 由によ っては再度勧告 して是正 に努め させ

る。

また,シ ステム監査人は,次 回監 査時に限 らず,日 常あ らゆ る機会 を通 して被

監査部門 に接触 し,改 善の進捗状況 を随時把握 して,と くに未実行 あ るいは進捗

の遅延 してい る事項に関 しては根気 よ く実施の勧奨 を行 う配慮 も必要 であ る。

フォローア ップ体 制が堅持 され ていない と,監 査結果の有効 な活用が十分 に図

れ ない ことにな り,シ ステム監査の最終 目的を充足で きかね るので,シ ステム監

査部門 と被監査部門は協力 して フォロー アップ体制の定着 に努 力 しなければな ら

ない。
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第2部 各 論





第1章 システム企画監査

シ ス テ ムの 企 画 レベ ル は,全 社 的 な 立場 か ら,コ ン ピュ ー タ部 門 を どの よ うに

位 置 づ け るか,ま た,コ ン ピ ュ ー タ部 門 全 体 を いか に 管 理 ・運 営 して い くか とい

う問題 とし て と らえ るべ きで あ る。 従 って,企 画 レベ ルは,コ ン ピ ュー タ活用 の

Σドリシ ー を確 立 し,具 体 的 な 個 々 の業 務 に対 して意 思 決定 をす る段 階 とい うこ と

が で き る。

この 企 画 レベ ル を監 査 とい う観 点 か ら眺 め て み る と,主 要 な任 務 と して は,コ

ン ピ ュー タ部 門 の 「総 合 管 理 」,な らび に 「シ ス テ ム開 発 の 企 画」,「 シ ス テ ム

運 用 の企 画 」 とい う点 で あ ろ う。

い い か えれ ば,全 社 的 な立 場 か ら コ ン ピ ュー タ部 門 を どの よ うな 姿 に育 成 し,

か つ,運 営 してい くか に つ い て基 本 方 針 が 固 め られ る段 階 が 企 画 レ ベ ル とい えよ

う。 そ して,個 別業 務 に つ い て は,シ ス テ ム 開発 段 階,稼 動 段 階 で それ ぞ れ方 針

が十 分 に徹 底 され て い き,具 体 的 に業 務 上 具 現 され て い くこ とに な る。

以 上 の よ うな こ とか ら,シ ス テ ム 監 査 人 が,シ ス テ ム企 画 レベ ル の業 務 で 十分

に確 認 して お く必 要 の あ る もの を拾 い あげ,そ れ が 先 きに あ げ た 「総 合 管 理」,

「シス テ ム開 発企 画 」,「 シス テ ム運 用 企 画 」 の どの範 ち ゅ うに属 す るか を関連

づ け る と,つ ぎの 表2.1の よ うに な る。

この よ うな把 握 の しか た は,本 委員 会 が シス テム監 査 の 対 象 業 務 を,企 画 一開

発 一稼 動 の3段 階 に 区分 し,そ れ を1つ の 流 れ と して 受 け とめ て い るか らで あ る。

従 って,こ こで は,ジ ス テ ム監 査人 の 立場 か ら,企 画 レベ ル の業 務 を具 体 的 に

と ら え る場 合 の,1っ の考 え方 を示 した もの で あ る。

いず れ に して も,シ ス テム監 査 人 の立 場 か らは,企 画 レベ ル に お い て側 面 か ら

助 言等 す る こ とが コ ン ピュー タ部 門 へ の援 助 とな る し,企 画 レベ ル を十分 把 握 し

てい る こ とが,シ ス テム 開発 レベ ル で の 監 査 を よ り効 果 的 に行 うた め の基 礎 とな
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るで あ ろ う。

表2.1シ ス テ ム企 画 レ ベ ル

企 画 業 務 総合管理 開発企画 運用企画

経営方針 ① 長期計画 ○
■

○ ○

② 短期計画 ○ ○ ○

組織計画 ① 組 織

.

○

② 職務権限

.

○

③ 報告制度

.

○

要員管理 ① 教 育 ○

② スキル管理 ○

③ 適正要員の把握 ○

④ 健康管理 ○

調査研究 ① 技術調査

■

○ ○ ○

② 評価制度

1

0
.

○ ○

③ 稼動状況調査 ○ ○

④ パ フ ォー マ ンス調 査

.

○ ○ ○

運用制度 ① シ ス テ ム開 発 ・運用 O
I

○ ○

② 文書化 ○

③ 標準化 ○

同 時 に企 画 ・開 発 レベ ル で シス テム 監 査人 が参 画 す る こ とに よ り,稼 動 レベ ル

の 監 査 が よ りス ム ー ズに 有 効 に 行 え る し,ま た,不 備 な点 を発 見 す る こ とが 容 易

に な る で あ ろ う。 複雑 な シ ス テ ムで は,稼 動 レベ ル で初 あ て監 査 す る こ とは シ ス

テ ムの 理 解 を著 し く困難 に す るで あ ろ う。

この 企 画 レベ ル で シ ス テ ム監 査 人 が 関 与 す る方 法 と して は,ト ップ層 を も含 め

た 委 員 会 に シ ス テ ム監 査 人 の立場 か ら参 画 し検 討 す る方 式 が 妥 当で あ ろ う と考 え

られ る。 た だ し,一 定 の 標 準 化 され た 方 式 が確 立 され て い るわ けで はな く,ま た,
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そ の 必要 性 もない と思 わ れ る。 それ ぞれ の組 織体 で,実 質 的 に うま くい くよ うに

配 慮 して,独 自の 方式 を考 え るべ きで あ ろ う。

委 員 会 方 式 を と る場 合,委 員 会 自体 を多 面 的 に活 用 で き るよ う工 夫 ず る こ と も

必要 で あ る。 例 えば,シ ス テム 開 発 ・稼 動 レベ ル で実 施 され た シス テ ム監 査 の結

果 を,こ の委 員 会 にか け て検 討 す るの も1つ の 方法 で あ ろ う。 この よ うに す る こ

とに よ り,シ ス テ ム監 査 の結 果 を検討 して,コ ン ピ ュー タ部 門 の位 置 づ け や業 務

改善 の あ り方 ヘ フ ィー ドバ ック させ る こ とが で き よ う。

1.1経 営 方 針

コンピュータ業務 に関す る長期計画 および短期 計画が,経 営方針 を受 けて,将

来の方 向,経 済環 境への対応等 を も含 めて検討 され,そ の方針 が立案 され ている

ことが必要であ る。

と くに,長 期 計画については,対 コンピュー タ関連投資が重視 されねばな らな

い し,そ の場合,投 資に対す る効果が計数的に把握 され てい ることが必要であ る。

短期 計画については,シ ステム開発 ・稼動 レベルを有効に運営 していくための,具 体的

な詳細 計画でなけれ ばな らない。 また,双 方 と もコス ト面か らの評価が十分 にな

されてい ることが必要で ある。

この ような ことか ら,こ の段階 におけ るシステム監査人 の着眼点 は,計 画が経

営方針に準拠 しているか どうか,採 算性が十分に検討 されてい るか どうか等が き

わめて重視 され る事項 となろ う。

1.2組 織 計 画

コン ピ ュー タ部 門 の組 織 は,当 初,従 来 か ら存 在 す る人 事部 門,経 理 部 門,あ

るいは 企画 部 門 等 の 下 部機 構 と して 出発 した組 織 体 が 多 く見受 け られ た。 しか し,

そ の後,コ ン ピ ュー タに よ る業 務処 理 の範 囲 が拡 大 し,そ れ とと もに コ ン ビュー
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タ部門 も独立 したひ とつ の部門 を形成す るよ うにな り今 日に至 ってい る。 この よ

うに ・ コ ン ピ ュー タ部 門 は,そ れ ぞれ の組 織 体 ご とに ・異 な った背 景 を も って発

展 して き た もので あ り,現 状 に おい て,運 営 の仕 方 な どが,そ れ ぞれ 異 な った と

して も,そ れ は む し ろ当然 の こ とで あ ろ う。

しか し・ シス テ ム監 査 の観 点 か らは,ど の よ うな組 織 形 態 を と ろ うと も配 慮 さ

れ な けれ ば な らな い 事 項 が い くつ か あ る。 そ れ は,組 織 上 の独 立 性 で あ り,職 務

権 限 の 分 離 で あ り,ト ップ ・マ ネ ジ メ ン トに対 す る報 告 制度 の確 立 な どで あ る。

まず,組 織 上 の独 立 性 に つ い ては,コ ン ピ ュー タ部 門 の予 算 規 模 が 相 対 的 に大

き くな り・ かつ ・業 務 処 理 の 中 枢 とな って い る以 上,エ ラー や コ ン ピ ュー タ犯 罪

防 止 の た めに も,コ ン ピ ュー タ利用 の コス ト対 効 果 を十 分 に把 握 す る ため に も,

独 立 した組 織 で あ る こ とが必 要 と され て い る。 これ らの こ とか ら,コ ンピ ュー タ

部門 の他 部門 か らの分 離独 立 の度 合 は,シ ス テ ム監 査 人 の 関心 事 の 一つ で あ る。

つ ぎに,職 務 権 限 の分 離 に つ い て は,業 務 の合 理 的 運 営 な らびに犯 罪 防 止 の た

め,コ ン ピ ュー タ部 門 の規 模等 に もよ るが,最 小 限 度 の分 離 は必 要 で あ る。 例 え

ば,コ ン ピ ュー タ部門 の 各 業 務 が 明確 に記 述 され,兼 務 につ いて も,そ の 組 織 に

応 じた 制限 が加 え られ て い る こ とな ど も必要 で あ る。

また,報 告 制度 の確 立 に つ い ては,コ ン ピ ュー タ部 門 の業 務 が 重要 に なれ ば な

る ほ ど,ト ップ ・マ ネ ジ メ ン トは コン ピ ュー タ部門 の 業務 を把 握 して お く必要 が

あ る。 そ して,こ の よ うな 立場 か ら報告 制度 を確 立 し,ト ップ ・マ ネ ジメ ン トへ

の 報告 をル ー ル化 し,常 に適 正 な報 告 が な され るよ う努 力 す べ きで あ る。

1.3要 員 管 理

コ ン ピ ュー タ部 門 の要 員 管 理 と して は,ま ず,ス キ ル(技 能)の 管 理 が行 われ

な けれ ば な らな い。 これ に よ り,要 員 の 過不 足 が容 易 に把 握 で き る よ うに な り,

業務 量 に 対 す る適 正 要 員 数 が明 確 に つ か め る こ とに もな る。

つ ぎに,健 康 管 理 もき わ め て重 要 視 され る事 柄 で あ る。 定 期 的 な健康 診断 は 必
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ず受 け させ るよ うに して健康状態 を把 握 して お く必要 があ るし,超 過勤務 の状態

な ど も把握 してお く必要があ る。

同時に,職 場環境 で改善 すべ き点,あ るい は,災 害発生時 にそなえ人命 尊重の

立場 か らと られ るべ き措置等,や や もすれば コ ンピュータ保護中心 に片寄 りが ち

な環境 づ くりに も検討 の余地が あろ う。

また,コ ンピュー タ部門 の要員管理 としては,教 育が と くに重視 され なけれ ば

な らない。すなわ ち,要 員 の質的向上 が業務 の質的向上に直接結 びつ くわけで あ

るか ら,高 度の技 術的知 識を必要 とす るコン ピュータ業務 に従事 する者 には,体

系 づけ られ た教育計画にそ った教育訓練が実施 され ることが望 ま しい。

内容的 には,技 能 習得教育 は もとよ り,新 人教 育や管理 者教 育な ども重要であ

る。最近で は,コ ンピュー タ担 当者に よる犯罪等 の発生 か ら,職 業倫理教育の必

要性 も叫 ばれ るよ うにな って きてお り,今 後の課題のひ とつであ ろう。

1.4調 査研 究 および評価 計画

ハ ー ドウ エ ア,ソ フ トウエ ア等 の 新 しい技 術 に関 す る調 査研 究 は,コ ン ピ ュー

タ技 術 者 が 最 も興 味 を示 す と ころで あ り,現 行 シ ス テム が 発展 の可 能 性 を も って

い る限 り必要 な こ とで あ る。 しか し,組 織 体 全 体 の立場 か らは,経 済 環 境 を考 慮

に 入 れ て,単 に技 術 的 な性 能 評 価 のみ に は し らず,よ り採 算 の 合 う方 法 の 追求 と

い う立場 を忘 れ て は な らな い。

現 段 階 で 調 査 研 究 とい う立 場 か ら最 も重要 な課 題 は,評 価 制 度 の 確 立 とパ フ ォ

ー マ ンス の測 定 で あ る とい えよ う。 これ が コ ン ピ ュー タ有 効利 用 の基 礎 資料 とな

り得 る もの で あ る。

コ ン ピュー タ利用 が 有 効 で あ るか ど うか は,投 資 額 に対 す る効 果 を採 算 面 か ら

測 定 す る こ と とい って も過言 で はな い 。 そ の た め に は,パ フ ォー マ ン ス を測 定 し

て,基 準 あ るい は計 画 と比 較 検 討 す るの が1つ の方 法 で あ る。 パ フ ォー マ ン スを

何 で 測定 す るか とい う問題 は,現 段 階 で は それ ぞれ の組 織 体 ご とに 決 め,評 価 制
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度 を確 立 して い か な けれ ば 実 際 的 で は な い。

この 評 価 制度 とパ フ ォー マ ン スの 測 定 は,互 に深 く関連 す る もので あ り,評 価

制度 を度 外 視 してパ フ ォー マ ンス の 測 定 方法 を策定 して も効 果 は うす い。 可 能 な

こ とか ら,ま ず 評価 制度 を確 立 し,そ の 制度 の もとにパ フ ォー マ ンス の 測 定 方 法

を考 え るべ きで あ ろ う と思 われ る。

1.5運 用 制 度

シス テ ム開 発 お よ び稼 動 に関 す る運 用 制 度 の 確 立 は,コ ン ピ ュー タ部 門 の コン

トロー ル 」二必 要 不 可 欠 で あ る。 なぜ な ら,こ れ が な けれ ば,業 務 の 組 織 化,効 率

化,お よ び生 産 性 向 上 を評 定 で きな い か らで あ る。

各 組 織 体 の 規 模,技 術 レベ ル,あ るい は 適用 業 務 の相 違 等 に よ り,そ の コ ン ピ

ュー タ部 門 が 異 な る形 態 を と った と して も,共 通 す る必 要 最 小 限 の運 用 制度 は規

定 化 され て い か な け れ ば な らな い 。 そ して,企 画 レベ ル の中 で は,こ の運 用 制度

が 最 も具 体 的 な ル ー ル とい うこ とが で き よ う。

1.5.1シ ス テ ム 開 発 お よ び稼 動

新 シ ス テ ムの 開 発,現 行 シ ス テ ム の改 善,あ るい は運用 に関 して は,そ の提 案

者,手 続,方 法,採 否 の 検 討 部 署 な どが 定 め られ て い る こ とが 必 要 で あ る。 そ し

て,広 く関係 者 に提案 を求 め,そ の 採 否 理 由に つ いて 納得 が 得 られ る よ うに して,

シ ス テ ム の質 的 向 上 をは か る よ うに 心 が け なけ れ ば な らな い。

開 発 実 施 が決 定 した シ ス テ ム につ い て は,各 開発 フ ェーズ ご との検 討 内 容,お

よ び各 フ ェーズ に対応 す る担 当組 織,担 当 者 の 資格,業 務 責 任 者,関 係 者 の 関 与

の 仕 方 な どが 定 め られ な け れ ば な らな い 。

と くに,シ ス テ ム開発 作 業 は進 捗 管 理 が難 しい もの で あ る か ら,経 営 の要 求 に

合 致 す る よ う タ イ ム リーに,効 果 的 な運 営 を行 うよ うに しな けれ ば な らな い。 そ

の た め に は,作 業 進 捗 管理 の ル ー ル が必 要 で あ る。
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この シ ス テ ム開発 お よ び稼 動 段 階 に お け る運 用 制度 につ い て,シ ス テム 監 査 上

の 主 な着 眼 点 はっ ぎの よ うな もの で あ ろ う。

。 問 題 提 起 の方 法,手 続,検 討 部 署,採 否 決 定 の 権限 者 等 につ い て明 確 に され

て い る こ と。

。 開 発 段 階 の フ ェー ズ化,お よ び各 フ ェー ズ毎 の 手 続 が 明確 に ル ー ル化 され て

い る こ と。

。 開発 担 当組 織,各 フ ェー ズ毎 の担 当者 の 職 務,責 任 の 範 囲,お よ び承 認 者 が

明 確 に な ってい る こ と。

。 進 捗 管 理 の た めの ル ー ル 化 が は か られ て い る こ と。

oオ ペ レー シ ョ ンの ル ー ル 化 が は か られ て い る こ と。

1.5.2文 書 化

文書 化 の必 要 性 は,シ ス テ ム開 発 の プ ロセ スお よ びそ の結 果 等 を,統 一 的 な様

式 に よ り記 録 し,関 係 者 相 互 間 の 正確 な理 解 を得 る こ とに あ る とい って よ い。

そ の た め に は,文 書化 の 様式,記 入 要 領,保 管,メ ンテ ナ ンスの ル ー ル な どを

細 目に わ た って定 め,か つ,作 成 文 書 は ス テ ップ毎 に責 任 者 の承 認 を得 る よ う定

め る必要 が あ る。

と くに,シ ステ ム 開発 業 務 の 文書 化 は,組 織 的 かつ 効率 的 な作業 に 役 立 ち,属

人 化 の 弊害 を排 除 す るた め の 内部 コ ン トロー ル と して必 須 の もの で あ る。 事 後 に

おい て,シ ス テ ム開発 の プ ロセ ス を明確 に把 握 す る際 の記 録 と して 重 要 で あ り,

監 査 証 跡 と して も必 要 で あ る。

文 書 化 に 関 して,シ ス テ ム監 査 上 の 主 な着 眼 点 はつ ぎの よ うな もの で あ ろ う。

。 文書 化 に 関 す る ル ー ルが 定 め られ て い る こ と。

。 シス テ ム 開発 段 階 につ い ては,各 フ ェー ス毎 に作 成 す べ き文書 の 様 式 が定 め

られ て い る こ と。

。 各 文書 様式 の 記入 要 領 が統 一 して定 め られ てい る こ と。

。 文 書 の 保 管 に つ いて は,定 め られ た保 管 責 任 者 の もとに 整備 して保 管 され,
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み だ りに持 ち出 され な い よ うに な って い る こ と。

。 文書 化 後 に お け る シス テ ムの 変 更 ・修 正 な どは ,必 ず文 書 上 の修 正 が行 われ

て い る こ と。

1.5.3標 準 化

標 準化 は,シ ス テム 開 発 な らびに稼 動 の プ ロセ ス を,可 能 なか ぎ り均質 化 す る

た め に,一 定 の作 業 基 準 を 設定 し,作 業 を効率 よ く行 い,品 質 の 向 上 をは か るた

め に必 要 で あ る とい って もよ い。

この た め に は,シ ス テム 設計,プ ログ ラ ミング,オ ペ レー シ ョン等 に お け る作

業 基 準 を標 準 化 ル ール と して設 定 し,担 当 者 の教 育 を徹 底 させ,統 一 的 な ル ー ル

を遵 守 させ る よ うに努 め な けれ ば な らな い。

な お,標 準 化 の ル ー ル は,ハ ー ドウ ェ アお よ び ソ フ トウ ェアの技 術進 歩 に対 応

して変 更 され るべ き性 格 の もの で あ り,固 定 的 観 念 で 取扱 って は な らな い。

標 準 化 に 関 す る シス テ ム監 査 上 の 主 な 着眼 点 はつ ぎの よ うな もので あ ろ う。

。 作 業 効 率 の 向 上 を め ざ す観 点 か ら ,シ ス テ ム開 発 段 階 に 関 して は,各 フ ェー

ズ毎 に標 準 化 ル ー ルが 定 め られ て い る こ と。

。 標 準 化 ル ー ル は,常 時 見 直 し され,適 切 な 改 善,変 更 が 加 え られ てい る こ と。
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第2章 システム開発監査

シス テム 開発 レベ ル に お け る監 査 は,い わ ば シ ス テ ムに 対 す る事前 の手 立 て と

い え る重要 な役 割 を も って い る。 な ぜ な ら,稼 動 段 階 に入 った シス テム を監 査 し

て問 題 点 を指摘 し,現 行 シス テ ム の改 善 ・変 更 等 を助 言 ・勧 告 して も,そ れ を実

行 す るに は あ ま りに も経 済 的 ・時 間 的 な損 失 が大 きい。 従 づて,基 本 的 な 面 に関

して は,シ ス テ ム開 発 段 階 で,シ ス テ ム監 査 人 の 関 与 に よ り,問 題 を解 決 す る必

要 が あ る。

この よ うな観 点 か ら,シ ス テム 監 査 人 が,シ ス テ ムの 開発 過 程 に お い て,ど の

時 点で,い か な る内容 の監 査 を行 えば よい か に つ い て検 討 した。 そ の結 果,シ ス

テ ム開発 監 査 を実 現 させ るた めに は,ま ず,シ ス テ ムの 開 発過 程 が標 準 化 され て

い る こ と。 つ ぎに,標 準化 され た 開発 過 程 の 各 段 階 か ら出 て くる作 業 結 果 を監 査

す る こ と に よ り,シ ス テ ム開発 段 階 の監 査 が 十 分 に行 える とい う結論 を得 た 。

2.1フ ェ ー ズ化 ア プ ロ ー チ

シ ス テ ム 開 発 レ ベ ル に つ い て は,昭 和50年 度,つ ぎ の よ うに 開 発 業 務 を5っ

の フ ェ ー ズ(段 階)に 分 け た 。

第1フ ェ ー ズ 予 備 設 計

第2フ ェ ー ズ 基 本 設 計

第3フ ェ ー ズ 詳 細 設 計

第4フ ェ ー ズ プ ロ グ ラ ミ ン グ

第5フ ェ ー ズ シ ス テ ム ・テ ス ト

51年 度 は,こ の5つ の フ ェー ズ を 大 フ ェー ズ と し て,さ らに 各 フ ェ ー ズ ご とに

ブ レ ー ク ダ ウ ン し,26の 小 フ ェー ズ に 細 分 化 し た 。 こ の 小 フ ェ・一 ズ は,シ ス テ
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ム 開 発 段 階 の業 務 の流 れ を順 に 追 って,段 階 分 け に よ り標 準 化 した もの で あ る
。

そ して,フ ェー ズ の 切 れ 目は ・ 次 の フ ェー ズ と業務 内容 が 明 瞭 に 一 線 を画 す時 点

で と ら えた もの で あ る。

た だ し・ フ ェー ズ化 を は か るに つ い て も,開 発 しよ う とす るシ ス テ ム の規 模 や

性 質 等 に よ って フ ェー ズ の 切 り方 が異 な る こ とは む しろ 当然 で あ ろ う。 そ こで,

こ こで の フ ェー ズ化 につ い て の 基 本 方 針 は,大 規 模 な シ ス テ ム開 発 に十 分 活用 で

き る フ ェー ズ と して,26の 小 フ ェー ズ を求 め た もので あ り,逆 に小 規 模 な シ ス

テ ム開 発 に つ い て は,5段 階 の 大 フ ェー ズ の み で も十分 に 管 理 す る こ とが で き る

とい うレ ベ ル を示 した もの であ る。

この よ うな フ ェー ズ化 をは か る必 要 性 につ い ては,ま ず,シ ス テ ム開 発 段 階 を

監 査す る際 に,あ らか じめ開発 の プ ロセ スが あ る程 度標 準 化 され て いな けれ ば,シ

ス テ ム監 査 人 の 関 与 す べ きポ イ ン トが 明 確 に求 め られ な い か らで あ る。 つ ぎに,

フ ェー ズ化 が な され て お れ ば,シ ス テ ム監 査 人 が必 要 性 を認 め る フ ェーズ に っ い

て,そ の終 了時 点 で,そ の フ ェー ズ の成 果 物 を監 査 して助 言 す る等 が可 能 に な る

か らで あ る。

ま た,シ ス テム 監 査 人 は,そ れ ぞれ の フ ェー ズの終 了時 点 で必 ず監 査 す る必 要

は な く,む しろ 開 発段 階 の 全 体 的 な監 査 計 画 を立 て る時 点 で,必 要 性 が 認 め られ

る フ ェーズ を選 定 す べ きで あ ろ う。 この よ うな こ とか ら,こ こで は 小 フ ェー ズ を

26と 数 多 くし,シ ス テ ム監 査 人 が 関与 時 点 を選 び や す くす るた め に細 分 化 を は

か った 。

シ ス テ ム開発 段 階 の フェーズ化 がす で に行 われ,シ ス テ ム 開発 マニ ュ アル等 が 整

備 され て い るよ うな 企業 に おい て は,シ ス テ ム監 査 人 は そ の フ ェーズ に従 い,監

査 が 必要 と認 め られ る フ ェー ズ につ い て,そ の フ ェー ズ の終 了時 点 で 点検 ・評価

等 を 行 い,助 言 や 意 思 表示 を行 う とい うこ とに な る。

い ず れ に せ よ,シ ス テ ム開 発 段 階 の フ ェー ズ 化 を は か る こ とは,基 本 的 には 監

査 の た め に 行 うとい う よ り,コ ン ピ ュー タ部門 自体 で シス テ ム開発 を管理 しや す

く,開 発業 務 を 合 理 的 に標 準 的 に行 うこ とに そ の第 一 義 的 な 目的 が あ る。 従 って,
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シ ス テ ム監 査 人 の 関 与 が あ ろ うとな か ろ う と,コ ン ピ ュー タ部 門 の マ ネ ジ メ ン ト

は フ ェー ズの 終 了 時 点 で 十 分 な 点 検 ・評価 を行 わ な けれ ば な らな い こ とは い うま

で もな い。 また,シ ス テ ム監 査 人 は,コ ン ピ ュー タ部 門 の マ ネ ジ メ ン トが これ ら

の 管理 を十 分 に 行 うよ うに仕 向 け る こ とが 重 要 で あ る。

いず れ に して も,各 フ ェー ズ ご との 作 業結 果 は,コ ン ピュー タ部 門 に と って管

理 の ポ イ ン トで あ る と同時 に,シ ス テ ム監 査 人 に と って も監 査 上 の 重要 な ポ イ ン

トとな る。 以下 ・大 フ ェー ズ と小 フ ェー ズ に分 け て,そ れ ぞ れ の 作 業 結 果 を と

りま と め る と 表2.2,表2.3の よ うに な る 。

表2.2大 フ ェーズ を基 準 と した 作業 結 果

大 フ ェ ー ズ 作業結果

1.予 備設計 予備設計書

∬.基 本設計 基本設計書

皿.詳 細設計 詳細設計書

]V.プ ロ グ ラ ミング プ ログ ラ ム

V.シ ス テ ム ・テ ス ト テ ス ト結 果

表2.3小 フ ェー ズを基 準 と した作 業結 果

大 フ ェー ズ 小 フ ェ ー ズ 作 業 結 果

1.予 備設計 1.問 題分析 問題分析結果

2現 状分析 現状調査結果

現行業務処理 フロー

業務量対人員調査結果

3予 備設計 環境条件調査結果

新 システムの概要

新 システムの概略図

新業務概略処理 フロー
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大 フ ェー ズ 小 フ ェ ー ズ 作 業 結 果

コ ン ピ ュー タ ・シス テム の 概 略 フ ロー

新業務量対人員一覧表

4代 替案の作成 代替案

5.採 算検討 採算検討結果

6.選 択 と決定 予備設計書

皿.基 本設計 7予 備設計の見直し 予備設計の見直し結果

&基 本システムの設計 シ ス テ ムの 概要

シス テム の概 略 図

業 務 処理 フ ロー

コ ン ピ ュ ー タ ・ シ ス テ ム ・ フ ロ ー

インプット(ア ウトプット)資 料 一 覧

インプット(ア ウトプット)資 料項 目一覧

フ ァイ ル 一 覧

コ ー ド表

事故お よび障害対策 一覧

9.開 発実 施,移 行 計画 開 発 ス ケ ジ ュ ー ル

移行引継計画

10.プ ログラム ・テス ト計 画 プ ログ ラ ムの検 証 計 画

シス テムの検 証計画

11.採 算検討 採算表

12.決 定 基本設計書

皿.詳 細 設計 13.基 本 設 計 の 見 直 し 基本設計の見直 し結果

14.コ ンピュータ ・システム

詳細 設 計

シ ス テ ムの 特 徴

ジ ョ ブ ・ ス テ ッ プ ・ フ ロ ー

15.プ ロ グ ラ ム 設 計 プ ログ ラ ム一 覧 表
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大 フ ェー ズ 小 フ ェ ー ズ 作 業 結 果

シ

プログラム作成 計画表

プログ ラム関連分 析表

プ ログ ラム仕 様書

コ ー ド一 覧 表

メ ッ セ ー ジ 一 覧 表

フ ァイ ル 一 覧 表

フ ァイ ル項 目内訳 表

1/0詳 細 設計

16.移 行 手 順 移行詳細手順

業務取扱要領

教育計画

17.テ ス ト計 画 テ ス ト ・デ ー タ作 成 仕 様 書

テ ス ト ・デ ー タ ー 覧 表

テ ス ト計 画 書

18.決 定 詳細設計書

W.プ ロ グ ラ

ミン グ

19.概 要 記述 プ ログ ラ ムの概 要

プ ログ ラ ム履 歴 書

2α フ ロ ー 作 成 ゼ ネ ラ ル ・ フ ロ ー

デ ィ テ ー ル ・ フ ロ ー

コ ン トロ ー ル ー 覧 表

メ ッセ ー ジ 一 覧 表

21.コ ー デ ィ ン グ プ ロ グ ラ ム

22プ ロ グ ラム ・テ ス ト プ ログ ラム ・テス ト結 果 報告

23,オ ペ レーション ・ガイ ド

作 成

オペ レ ー シ ョン ・ガ イ ドブ ック

」
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大 フ ィーズ 小 フ ェ ー ズ 作 業 結 果

V.シ ス テ ム
・テ ス ト

,

移 行

24シ ス テ ム ・テ ス ト シス テムの検証結果

25登 録 プ ログ ラム登 録

26移 行 プ ログラム受渡 し確認書

また,シ ス テ ム の保 守(メ ン テ ナ ンス)に っ い て も,開 発 と同 様 に重 視 され な

け れ ば な らな い。 基本 的 に は 開 発 の ステ ップ を応 用 す る こ とに な るが,シ ス テム

の 改 訂 ・変 更 に つ い て の ル ・一ル 化 が 必要 で あ る。 従 って,こ こで は,開 発 レベ ル

の6番 目の 大 フ ェー ズ と して保 守 を 追加 す る こ と と した 。

2.2予 備 設 計 段 階

シス テ ム設 計 を す るに あ た り,提 起 され た問 題 の分 析 を行 い,シ ス テム の 目的

と必要 性 を明 確 に し,代 替 案 ま で を含 め て,最 終 的 に予 備 設 計書 を作成 す るまで

の プ ロセ スで あ る。 この段 階 に お け る小 フ ェー ズ につ い て説 明 す る とつ ぎの とお

りで あ る。

2.2.1問 題 分 析

提 起 され た 問 題 の分 析,あ る いは す で に分 析 され た結 果 の 再 検 討 を行 い,シ ス

テ ム の 目的 を よ り明確 に しな けれ ば な らな い 。 そ して,コ ン ピ ュー タ部門 の マ ネ

ジメ ン トのた め に も,シ ス テ ム監 査 の た め に も,問 題 分 析 書 とし て と りま とめ る

こ とが望 ま しい。

2.2.2現 状 分析

現 状 分 析 を行 い,現 行 の業 務 処 理 の流 れ が どの よ うに な ってい るか,ま た,業

務 量 対 人員 量 が どの よ うに な って い るか等 の分 析 を行 い,明 確 にす る必要 が あ る。

そ して,ど の よ うに調 査 ・分 析 が 行 われ た か を,項 目別 に一 覧 で き る よ うに表 に
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と りま とめ る こ とが望 ま しい。

2.2.3予 備 設 計

新 シ ステ ム を設 計 す る う えで,各 種 の前 提 条 件 や制 約 条件(法 令 に よ る規 制,

労 働 環 境,マ シ ン構 成 等)に つ き調 査 ・分 析 す る。 そ して,新 シス テ ム の範 囲 を

確 定 す るた め,目 的,業 務 の範 囲,他 シ ス テ ム との イ ンタ フ ェー ス,シ ス テ ム ・

ラ イ フ等,新 シス テ ム の概 要 を 明確 にす る。

っ ぎに,新 シ ス テ ム の基 本 構 想 を概 略 と し て流 れ 図 で 示 し,そ の 中 で,手 作 業

の 部分 につ い て も概 略 を流 れ 図 で 示 す。 コ ン ピ ュー タ処 理 面 にっ い て も,概 略 処

理 方 法,お よ び ジ ョブ ・ス テ ップ別 の概 略 の 流 れ 図 を作 成 す る。

さ らに,新 シ ステ ム の もとに お け る業 務 量 お よ び所 要 人員 を組 織 別 に 計 上 す る。

以 上 の 内容 を含 ん だ ものが,予 備 設 計 段 階 で の 中 心 と な る部 分 で あ る。

2.2.4代 書案 の作 成

新 シ ステ ム の構 想 は,ユ ーザ の ニ ーズ,お よ び採算 の 観 点等 か ら複 数 の案 を作

成 し,ト ップや ユ ー ザが 自 らの ニ ーズ を基 準 と して選 択 で き る よ うに す る こ とが

望 ま しい。 従 って,こ れ らの 案 につ い ては,ト ップや ユ ー ザ が比 較 検 討 で き るよ

うな形 式 で と りま とめ,開 発 側 で 案 と して採 用 した理 由 を明確 に して お く こ とが

必 要 で あ る。

2.2.5採 算 検 討

新 シ ス テ ム を開発 し実際 に運用 した場 合 の,イ ニ シ ャル ・コ ス トと ラ ン ニ ング

コ ス トと を計上 し,採 算 面 か らの 評価 が 下せ る よ うな 形 で検 討 結 果 を明確 に し

な けれ ば な らな い。

2.2.6選 択 と 決 定

予 備 設 計 段 階 で の,以 上 の 業 務 が 終 了 す る と,ト ップや ユ ーザ を含 め て,最 終
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的 に開 発 すべ き シス テ ム を選 択 し,承 認 を得 る こ とに な る。 承 認 が 得 られ た ら,

次 の ス テ ップで あ る基 本 設 計 段 階へ 進 む ゴ ー ・サ イ ンが 出 た わけ で あ るか ら,以

後,基 本 設 計 の フ ェー ズ に 入 り,業 務 が 始 ま る こ とに な る。

2.2.7シ ス テ ム 監 査 上 の チ ェ ック ポイ ン ト

予 備 設 計 を完 了 し承 認 す る こ とは,そ れ 以 降 の シ ステ ム設 計 ・移 行 ・稼 動 に至

る一連 の 作業 を開 始 させ る こ とに な る。 この 段 階 で の 承 認 は,シ ス テ ム開 発 の 流

れ の 中 に おい て,と くに 重要 な意 味 を もつ 。

従 って,決 定 す るた め の判 断 の根 拠 とな る デ ー タお よ び その分 析 が 十分 で あ る

か 。 すな わ ら,現 状 業 務 の ど こに問 題 が あ るの か,新 シ ス テ ムは,そ れ を解 決 し

か つ 実 行 で きる もの で あ るか 。各 種 代 替 案 を比 較 した うえで,効 果 お よ び採 算 検

討 が 正 し く行 わ れ てい る か。 トップまた は それ に代 わ る権 限 者 の承 認 を得 て い る

か等 が,予 備 設 計 段 階 に おけ る きわ め て基 本 的 な,か つ,重 要 な チ ェ ックポ イ ン

トとい う こ とに な る。

2.3基 本 設 計 段 階

基 本 設 計段 階 は,予 備 設 計 書 で 評価 ・承 認 され た シ ス テ ムの概 要 に も とづ き,

分 析 の 不 足 を 補 い,基 本 的要 件 を さ らに 明確 に す る。 そ して,ユ ーザ側 の意 見 ・

要 求 を最 終 的 に調 整 した うえで,シ ス テ ムの 基 本 を設 計 す る プ ロセ スで あ る。 こ

の フ ェー ズ で シ ステ ム の基 本 的 骨 格 が 固 め られ,つ ぎの 詳細 設計 フ ェー ズで は,

これ を もとに シ ステ ム の組 み 立 て が行 わ れ る こ とに な る。

これ らの こ と か ら,こ の 段 階 は,シ ス テ ム の基 本 的 要 件 を最終 的 に決 定 す るわ

け で あ り,シ ス テ ム開 発 の全 プ ロセ スの 中 で もと くに重 要 な部 分 で あ る。 この段

階 に お け る小 フ ェー ズ に つ い て説 明 す る とつ ぎの とお りで あ る。
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2.3.1予 備設計 の見直 し

基本 システムの設計 を行 うにあた り,予 備設計書 で一応 まとめ られた各作業項

目を見直 し,問 題点が ないか否か を再検討 し,手 直 しを要す る部分 につい て修正

をはか る。

2.3.2基 本 シ ステ ム の設 計

まず,基 本 設 計 を行 うた め の要 件,す なわ ちシ ス テ ム の 目的,業 務 の範 囲,拡

張 性,シ ス テ ム ・ラ イ フ,使 用 機 器,設 備,言 語,他 シス テ ム との 関連 に つ い て

再 確認 す る。

つ ぎに,シ ス テム の基 本構 造 を設 計 す るが,業 務 面 お よ び コ ン ピ ュー タ処 理 面

の双 方 に つ い て,作 業 単位 あ るい は機 能 単 位 に流 れ図 を作 成 す る。 ま た,シ ス テ

ム の入 出 力,フ ァイ ル,コ ー ド等 の要 件 を決 定 し,そ れ らと プ ロセ ス との 間 の相

互 関連 を明 確 に す る 。

さ らに,運 用 段 階 で 考 え られ る全 て の エ ラー,不 正,例 外 事 項 を想 定 し,こ れ

らの防 止,チ ェ ックの た め の各種 手 段,す な わ ち手 作 業 段 階 で の サ イ ト ・チ ェ ッ

クを は じめ,ト ー タル ・チ ェ ック,メ カ ニ カ ル ・チ ェ ック,論 理 チ ェ ックな どを

検 討 して シ ス テ ム 内に組 込 む 。 そ して,事 故,障 害 等 発 生 の場 合 に 備 えて,障 害

の 度合 に応 じた対 策 を立 てて お く必要 が あ る 。

2.3.3開 発 実 施,移 行 計 画

詳 細 設 計 段 階 以 降 の 開 発作 業,プ ログ ラ ミ ング,シ ス テム ・テ ス ト等 の 開発 ス

ケ ジ ュー ル,旧 シ ス テ ム よ り新 シス テ ムへ の作業 切替 手 順,ユ ーザ お よ び オペ レ

ー シ ョン部 門 の教 育 計 画 な ど,関 連 部門 との調 整 を計 りつ つ,タ イ ミン グ を考 慮

してス ケ ジ ュー ル を立 て,作 業 の進捗 管 理 を行 い,ス ム ー ズ な移 行 に そ な え る。
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2.3.4プ ログ ラ ム ・テ ス ト計 画

これ 以 後 の プ ロ グ ラ ム ・テ ス ト,シ ス テ ム ・テ ス トの段 階 で,基 本 設計 の要 件

に 合 致 し,信 頼 性 の確 認 を行 うた め に プ ログ ラ ムお よび シス テム の検 証 を行 うが,

そ の た め に必 要 な テ ス ト項 目,テ ス ト ・デ ー タ,テ ス トの 方法 をあ らか じめ決 め

て お く。

2.3.5採 算検討

前段 階で行 った採算見積 を今一度,基 本設計段階 で確定 した具体 的条件 の下で

再検討 し,シ ステム ・ライフに わたる長期 間の詳細 な採算 を算出 す る。

2.3.6決 定

基 本 シ ス テ ム設 計 の 文書 化 が 整 い,基 本要 件 が 明確 に な り,採 算 再 検 討 の結 果,

問 題 が な い こ とを確 認 した ら,開 発 部 門,ユ ーザ 部門 の 責任 者 の承 諾 を得 る。

な お,予 備 設 計 段 階 で 決定 され た シ ス テ ムに つ い て,大 きな修 正 が あ る場 合 に

は,そ れ を明 らか に して トップの 承 認 を得 て お く必 要 が あ る。

2.3.7シ ス テ ム監 査 上 の チ ェ ックポ イ ン ト

基 本 設 計 は,ト ップの 承認 を得 た予 備 設 計 の シ ス テム概 要 をベ ー ス に設 計 され

る もの で あ るか ら,予 備 設 計 との 間 に矛 盾 が な いか を確 か め る。 大 幅 な変 更 を伴

う場 合 は,変 更事 項 に つ いて ト ップの承 認 の 有 無 を確 認 す る必要 が あ る。

ま た,基 本 設 計 の要 件,範 囲 が 明確 に な り,問 題 が 解 決 され て い るか。 シス テ

ムの 中 に,ミ ス,不 正,例 外 事 項 の チ ェック・システ ムが 十 分 に組 込 まれ て い るか。

設 計 上 で,標 準 化 に つ い て の 配 慮 が な され て い る か。 文 書 化 はな され て い るか。

な どが チ ェ ックポ イ ン トとな る。
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2.4詳 細 設 計 段 階

前 段 階 で 承 認 され た 基 本 設 計 書 に もとづ き,コ ンピ ュー タ処 理 に 関 す る詳 細 な

設計 を行 う。 すな わ ち,プ ログ ラマが 引 継 い で プ ログ ラ ミン グで き る程 度 に細 分

化 した マ シ ン処 理 プ ロセ ス の詳 細 設 計,お よ び入 出 力,フ ァイル,コ ー ド等 の詳

細 設 計 を行 う。

また,こ の段 階 で,移 行 の手 順 をか た め る と と もに,ユ ーザ 側 の業 務 処 理 に関

す る具 体 的 な手順,要 領 を作 成 す る。 この段 階 の小 フ ェー ズ につ い て 説 明 す る と

つ ぎの とお りで あ る。

2.4.1基 本設計 の見直 し

詳細 設計に着手 す るに際 して,基 本設計を見直 し,詳 細 設計 を行 ううえにおい

ての問題点の有無 を確 かめ,あ らか じめ解決 をはか ってお く。

2.4.2コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ ム詳 細 設 計

基 本 設 計 で概 略 を決 め た 機能 の細 分 化 をは か り,各 々の機 能 を確 定 す る。 そ し

て,プ ログ ラム作 成 の 基 本 とな る ジ 。ブ ・ステ ップ単 位 の流 れ 図(ジ ョブ ・ス テ

ッ プ ・フロ ー)を 作成 す る。

2.4.3 .プ ログ ラム設 計

前 項 の ジ ョブ ・ス テ ップ ・フロー で細 分 化 した機 能 に も とづ き,プ ログ ラム設

計 仕様 を定 め,そ の中 で 個 々 の プロ グ ラ ム毎 の機 能,コ ン トロー ル の条 件,お よ

び プ ログ ラム 間 の相 互 関連 を 明 らかに して文 書 化 を十分 に 整 え る。 そ して,プ ロ

グ ラ ミ ン グ,並 び に 以 後 の メ.ン テ ナ ン ス が 容 易 に な る よ うに 考 慮 し て お く。

ま た,こ の 段 階 で,イ ン プ ッ ト,ア ウ トプ ッ ト,フ ァ イ ル,コ ー ド,メ ッセ ー

ジ等 の 詳 細 設 計 を し て 確 定 す る 。
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2.4.4移 行 手 順

シ ステ ム を円滑 に移 行 させ るた め,関 連 部 門 も含 め た細 目 に わ た る移 行 手1頂 を

作 成 す る 。

ユ ー ザ部 門,運 用 部門 の 要員 に 対 し,と くに教 育 を要 す る場 合 は教 育 計 画 を た

て る。

また,ユ ー ザ部 門 の 業 務 処理 に用 い られ る取 扱 要 領 を作 成 し,と くに,ミ ス防

止 に っ い て の注 意 事 項 は具体 的 に細 か く定 め て お く こ とが 必 要 で あ る。

2.4.5テ ス ト計 画

シ ス テ ム を構成 す る個 々の プ ログ ラム ・ユ ニ ッ トの 機 能,効 率,耐 久 性 の検 証

に必 要 な テ ス ト ・デ ー タの作 成 仕 様 書,デ ー タ ー覧 表 等 を作 成 し,テ ス ト計 画 を

準 備 す る。

2.4.6決 定

以 上 の 文 書 化 を終 え,運 用 部 門,ユ ーザ 部 門 の意 見 を聴 取 し,移 行,運 用 の可

能 性 を み きわ め た う えで 承 認 され る。

2.4.7シ ス テ ム 監 査上 の チ ェ ックポ イ ン ト

こ の 段 階 で は,標 準 化 ル ー ルに 従 って,プ ログ ラム の仕 様 設 計 が な され て い る

か。 文書 化 に あ た って,以 降 の プ ロ グ ラ ミング お よ び その メ ン テ ナ ンスが 十 分 考

慮 され て い る か 。 プ ロ グ ラ ム,オ ペ レ ー シ ョ ン ・シ ス テ ム 上 の ミス,不 正 防 止 の

た めの 各 種 コ ン ト ロー ル が組 み込 まれ てい るか。 テ ス ト計 画 は 十分 か。 運 用 時 の

業 務 取 扱 要 領等 が 整 備 され,ミ ス防 止 が は か られ て い るか 等 が チ ェ ックポ イ ン ト

とな る。
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2.5プ ロ グ ラ ミン グ

詳 細 設 計 書 に もとつ い て個 々の プ ログ ラ ミング を行 う。 あ らか じめ どの よ うな

論 理 構 成 にす るか を決 め,具 体 的 に デ ィテ ー ル ・フ ロー チ ャー トを作 成 して コ ー

デ ィングを行い,ア セ ンブルまたは コンパ イル・ デ バ ッ グ・ ユ ニ ッ ト ・テ ス ト・統 合

テ ス トを経 て プ ログ ラ ム を完 成 す る。

作業 は,こ の段 階 よ りシ ス テ ム ・アナ リス トか らプ ロ グ ラマ に引 き継 が れ,個

々 の プ ロ グ ラ ム毎 に担 当者 が 決 め られ て推 進 され る。 小 フ ェー ズ につ い て はつ ぎ

の 通 りで あ る。

2.5.1概 要 記 述

プ ログ ラム ご とに,そ の処 理 内容,言 語,記 憶 容 量,作 業 時 間,機 能,制 約 条

件,イ ンプ ッ ト,ア ウ トプ ッ ト概 要 につ き文 書 化 す る。

2.5.2フ ロー 作 成

詳細 設 計 で確 定 した 個 別 プ ログ ラ ム ご とに,プ ロ グ ラ ミングの 準 備 を し,フ ロ

ー を作 成 す る。 す なわ ち,ゼ ネ ラル ・フ ロー で プ ロセ スの 概 略 を固 め,デ ィテー

ル ・フ ローで 機能 単 位 の詳 細 な 流 れ 図 を示 し,プ ロ グ ラム の コー デ ィン グが で き

る形 に す る。 この 中 で,プ ログ ラ ム中 に用 い る各 種 コ ン トロー ル の 内容 を 明確 に

してお くこ とが必 要 で あ る。

2.5.3コ ー デ ィング

前述 デ ィテ ー ル ・フ ロー を用 い て,そ れ に 忠 実 に プ ロ グ ラム の コ ーデ ィング を

行 い,机 上 チ ェ ック を経 た う えで,コ ン ピ ュー タ に よ る ア セ ン ブ ルあ るい は コ ン

パ イル を行 う。
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2.5.4プ ログ ラム ・テ ス ト

プ ロ グ ラ ム ・リス トに よ り,コ ー デ ィ ング ・ミスの修 正(デ バ ッグ)を 行 う。

っ ぎに,詳 細 設 計 段 階 で立 案 し た テ ス ト計 画,テ ス ト ・デ ー タ仕 様 に もとつ い て

プ ロ グ ラム ・ユニ ッ ト ・テ ス ト,統 合 テ ス トを実 施 す る。 そ して,十 分 に信 頼 性

を確 認 した う えで,そ の テ ス ト結果 を文書 化 し てお く。

2.5.5オ ペ レー シ ョン ・ガ イ ド作 成'

この 段 階 で は,シ ス テ ム稼 動 後 の コ ン ピ ュー タ ・オペ レー タ,な らび に デ ー タ

チ ェ ッカー用 の 取扱 手 順 書 を作 成 す る。

これ に機 械 操 作,デ ー タ処 理 上の 手順,例 外 処 理 方法,事 故 発 生 の場 合 め措 置,

ミス防 止 の た め の 諸注 意等 を もれ な く記 載 して正 確 な運 用 を はか る。

2.5.6シ ス テ ム監 査 上 の チ ェ ック ポ イ ン ト

プ ログ ラ ム の 内容 を正確 に把 握 し得 るよ う文 書化 が行 われ,稼 動 後 の メ ン テナ

ン ス が適 切,容 易 に行 え るよ うに な って い るか 。 プ ログ ラム作成 上 に お い て ,標

準 化 が 考慮 され て い るか。 プ ログ ラ ミング の進 捗 管 理 は適 切 か 。 プ ロ グ ラ ムは 適

当 な 大 き さに 分 割 し,別 々の プ ログ ラマ に割 当 て られ る等,生 産 効 率,安 全 上 の

配慮 が払 わ れ て い るか。 テ ス トは 計 画通 り十 分 に 正 し く行 わ れ て い るか等 が主 な

チ ェ ックポ イ ン トとな る。

ま た,こ の段 階 で オ ペ レー シ ョン ・ガ イ ドが作 られ て い るか。 そ の場 合,内 容

的 に は 十分 に オペ レー シ ョ ン上の ミス防 止 に役 立 っ よ うにな って い るか等 もチ ェ

ックポ イ ン トとな る。

2.6シ ス テ ム ・テ ス ト,移 行

基 本設計で定 め られた条件 を,で きあが った シス テムが十分 に満 た してい るか
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を検 証 の 上,シ ス テ ム,プ ロ グ ラム を登 録 して,プ ログ ラ ム を運 用 部 門 に 引 渡 し,

詳 細 設 計 の移 行手 順 に 従 って シ ス テム の本 番 移 行 を行 う。 各 小 フ ェー ズに つ いて

は 以下 の通 りで あ る。

2.6.1シ ス テム ・テ ス ト

で きあ が った シス テ ムが,基 本 設計 の条 件 に 合致 し・機 能 を満 た し,耐 久 性 が

あ るか。 また,例 外 事 項 も十 分 に カバ ー して い るか等 に つ い て ・ アナ リス トに よ

り検証 され,シ ス テム の信 頼 性 の最 終 確 認 が な され る。

2.6.2登 録

シ ス テ ム ・テス トを終 え,文 書 化,標 準 化 が 果 た され て い る こ と を確 認 ・検 証

の 上,正 式 に 本番 使 用 可 能 の シ ス テム と して登 録 す る。 ま た ピ これ の プ ロ グ ラム

もそれ ぞれ に 登 録 す る。

2.6.3移 行

シス テ ム登 録 後,開 発 部 門 よ り運 用 部 門 に対 し,プ ロ グ ラム お よ び オペ レー シ

ョン ・ガ イ ドの引渡 しを行 う。 詳細 設計 で 立案 した移 行 計 画 に も とづ き,シ ス テ

ム の移 行 に入 る。 移 行 に際 して は,万 一,ト ラ ブル発 生 の場 合 に そ な え・ そ の措

置,シ ス テ ム修 正等 に つ い て 記録,報 告 を行 う。 と くに ・ シ ス テム の 修 正 を要 す

る場 合 は承 認 を得 るよ うに して お く。

2.6.4シ ス テ ム 監査 上 の チ ェ ックポ イ ン ト

シス テ ム の信 頼 性 は,そ の シ ス テム ・テ ス トが完 全 で あ るか否 か にか か って い

る。状 況 に よ り,シ ス テム ・テ ス トの 条件,方 法,結 果 の 確 認 ・ あ るい は立 ち合

い な どが 重 要 にな って くる。

ま た,シ ス テ ム登 録,プ ログ ラム 引渡 しが 正 し く行 われ,移 行 が ス ム ー ズ に行

われ て い るか等 もチ ェ ックポ イ ン トと な る。
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2.7シ ス テムの保守

新 規 シス テ ム開 発 時 の ル ー ル と同 様,完 成 シ ス テム の改 訂 ・変 更 に つ いて も,

十分 な管 理 体 制,ル ー ル の もとに 実 施 され,シ ス テ ム の信 頼 性 の 低 下 を防 が な け

れ ば な らな い 。

また,現 行稼 動 シ ス テ ム の 設 計 書,プ ロ グ ラム ・リス ト等,文 書 の保 存管 理 が

万 全 で あ り,シ ス テ ム 障害 発 生 の場 合 の対 策,フ ォ ロー ア ップ体 制 につ い て も十

分 な注 意 が 払 わ れ ね ば な らな い。

2.7.1シ ス テ ム 変 更

シス テ ムの 新 規 開 発 と同 じ く,変 更理 由,変 更 個 所,変 更 に よ る影 響,テ ス ト

検 証 結 果 等 が 記 録 され,承 認 され な け れ ば な らな い。

2.7.2プ ログ ラム 変 更

部分 的 な プ ログ ラムの 修 正 で あ って も,前 項 シ ス テ ム変 更 の 手 続 同 様 に,記 録

承 認 が な けれ ば な らな い 。

2.7.3文 書 管 理

現 行 稼 動 中 の シ ステ ムの 設 計書,プ ログ ラム ・リス ト等 の 文書 は,常 に最 新 の

状 態 に メ ンテ ナ ンス され た うえで,整 然 と保 管 管 理 され て お り,か つ 運用 部 門 で

稼 動 中 の プ ログ ラム 内容 と一致 してい る必 要 が あ る。

開 発 され た シ ス テ ム は,相 当 な 人力,資 金 を投 下 した結 果 の資 産 で あ り,そ の

文書 の 保 管 は き わ め て 重要 な 業 務 で あ る。

文書 保 管 ・管 理 の 責 任 者 を定 め,厳 重 に管 理 を行 い,不 用 意 な紛 失,散 逸,変

更,持 出 し,不 正 使用 等 が な い よ うに しな けれ ばな らな い。
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2.7.4シ ス テ ム 障 害

システム稼動 開始後 も,障 害は常に各種原 因に よ り発生す る恐れ があ る。 シス

テムに起因す る障害については,全 て記録 の上,再 発防止 の措置 を と り,シ ステ

ムの品質向上に反映 するよ う努 めねばな らない。

2.8チ ェ ッ ク リス トの 作 成

これ まで 述 べ て きた こ とを と りま とめ ・つ ぎに示 す とお りシ ステ ム 開発 段 階 に

お け るチ ェ ック リス トを作 成 した 。

この チ ェ ック リス トで い う監 査 の ポ イ ン トは,当 然,コ ン ピ ュー タ部門 に お け

る管 理 上 の 重要 な ポ イ ン トで あ る。 従 って,こ の チ ェ ック リス トは,見 方 を変 え

れ ば,コ ン ピ ュー タ部 門 の業 務 運 営方 式 の あ るべ き姿 を示 した もの と もい う こ と

が で きよ う。 しか し,業 務 運 営 方 式 は;組 織 体 を と りま く環境 条 件 に制 約 を受 け

る もの で あ り,シ ス テ ム の規 模,技 術 の レベ ル,機 能 等 に よ り異 な るこ とは い う

まで もな い こ とで あ る。

これ らの こ と を念 頭 に おい て,こ の チ ェ ック リス トは,大 規 模 の シス テ ムに 対

処 で き る 内容 の もの を想 定 した もので あ る。

本 委 員 会 は,い かな る規 模,い か な る条件 下 に あ る と して も・ コ ン ピュ ー タ部

門 にお いて は,若 干 の差 異 が あ るにせ よ,チ ェ ック リス トで 示 した監 査 の ポ イ ン

トを満 足 させ る方 向 に 進 むべ きで あ る と考 えて い る。 そ の よ うな意 味 で ・ この チ

ェ ック リス トは1つ の 目標 を設定 した もの で あ る。

従 って,こ の チ ェ ック リス トの 活用 の 仕 方 に つ い て は,各 組 織 体 が独 自に シ ス

テ ム監 査 チ ェ ック リス ト,シ ス テ ム監 査 質 門 書 等 を作 成 す る際 に,十 分 に 参 考 と

す べ き性 格 の もの とい えよ う。

さ らに,こ こで 述 べ た考 え方 は,チ ェ ッ ク リス ト作 成 の 方針 の みで はな く・ む

しろ,本 報 告 書 全体 を通 じて の 一貫 した考 え方 で もあ る。
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1シ ス テ ム開 発 チ ・ ・ク リス ト

シ ス テ ム 開 発 業 務

大 フ ェ ー ズ 小 フ ェ ー ズ 作 業 作成文書(監 査対象)
シ ス テ ム 監 査 上 の ポ イ ン ト

1.予 備 設 計 1.問 題 分析 現在の問題点の洗い出 し 問題分析結果 1.シ ステ ム分 析の要員 は適格者 である か。(業

務,コ ン ピ ュ ー タ経 験 と知 識,リ ー ダ ー シ ッ プ

があ ること。)

2.分 析 に あた って,エ ン ドユーザの協 力体制が

出来 てい るか。

'
3.ト ップの方針,又 は システムの目的が 明確 と

な ってい るか。

2.現 状 分析 1.現 状 の実 態把握 現状分析結果 1.コ ン ピュー タ部門の プラン とユー ザの期待 は

2.機 械の必要性の検討 現行業務処理 フロー
一致 しているか

。

3.経 済的妥当性の検討 業務量対人員量把握 2.ユ ー ザは システ ム内容 を理解 してい るか。

3.実 現 の可能 性は あるか。

① 前提 が整 ってい るか。

② 現在の作業の標準化がな されているか。

③ 技術的,制 度的,組 織的,法 制的に実現可

能 か。

4.長 期 的な考慮が な されているか。

5.実 態 が十分把握 で きるか。

3.予 備 設計 1.シ ス テム機能 の概 要作成 環境条件調査結果 1.各 種の前提条件や制約条件(法 令による規制,

2.ハ ー ドウェア構成 の概 要作 成 新 システムの概要 労働環境,マ シ ン構成等)が 明確化 され てい る

3.業 務 システ ムの概 要作成 新 システムの概要 図 か 。

4.組 織,要 員計 画の概 要作 成 新業務の概略処理フロー ① 機械室の確保

5.開 発主要計画の概要作成 コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ ム ② 電源,空 調等の確保

6.環 境設備の概要作成 の概略 フロー ③ 作業設備の確保



1
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7.予 算 の概算見積 り 新業務量対人員一覧表 ・ 連絡 が円滑に行な われ るようにな ってい

る か 。(電 話,イ ン タ ホ ー ン等)

● コ ピ ー,フ ァ ッ ク ス等 の 確 保 。

・ 開発用に一時的に必要な設備の確保(デ

バック用機器,移 行時に必要な機器等)

・ 要員のための設備(仮 眠室,会 議室)等

の確保。

2.シ ス テムの適用範 囲が 明確 に規定 されてい る

か 。

3.ト ッ プ マ ネ ー ジ メ ン ト又 は エ ン ドユ ー ザ の 承

認 を得 てい るか。

4.新 分 野又 は新技術 を要す るソ フ トウェアの開

発の考 慮は され てい るか 。

5.他 シ ステム との関連が明確 に され ているか。

6.各 機 器の機能分担 は明確 化 されてい るか。

7.現 状 システム との 互換 性について考 慮 されて

い る か 。

4.代 替 案の作 複数のシステムの比較検討 代替案 1.類 似 シ ステ ムの調査お よび流用可能 か どうか

成 検討 したか 。

2.効 率,汎 用性,経 済 性,信 頼 性,実 用性,互

換 性,拡 張 性等 の比較 をしたか。

5.採 算 検討 1.投 資効果の分 析 採算検討結果 1.効 果 分析がな され たか。

2.採 算 性の検討 ① 費 用

・ 開発費用

・ 運用費用

② 効 果

・ 省 力 化
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・ 経費節減

・ 時間節減

・ サー ビス内容

・ 宣伝効果

・ 教育効果

6.選 択 と決定 予備設計書の作成 予備設計書 採用 された案 は,コ ンピュー タ部門 のみでな く,

ユーザを中心 とした関連部門の承認を もって決定

し た か 。

正.基 本 設計 1.予 備 設計の 基本設計を行 うにあたり予備設計 予備設計の見直し結果 基本設計を行うにあたり,予 備設計上間題がない

見直 し の見直 し か 。

2.基 本 シ ス テ 1.シ ステム機能 の作成 システムの概 要 1.予 備 設 計 と矛 盾 してい ないか 。

ムの設計 2.プ ロ グラム言語 の決 定 システム概 略図 2.作 業 標準,ド キ ュメ ン ト標準 は出来 てい るか

3.デ ー タ収集 と配信方法の検討 業務処理 フロー 3.シ ス テ ム分析 の結果,シ ステム内容及 び要求

4.フ ァイル構 造の検討 コ ン ビ。ユ ー タ ・ シ ス テ ム 仕様は全員に徹底されているか。

5.基 本設計基準の決定 ・フ ロ ー 4.シ ス テムの入 出力仕様の検討 は された か。

6.ハ ー ドウ ェ ア仕 様 の 検 討 イ ンプ ッ ト(ア ウ トプ ッ ト) ① データの発生又 は配布場所

7.運 用 仕 様の検 討 資料一覧 ② デー タの作 成者,又 は利用 者

8.ド キ ュ メ ン テ ー シ ョ ン の 作 成 イ ンプ ッ ト(ア ウ トプ ッ ト) ③ データの精度

管理手法の検討 資料項目一覧 ④ エ ラーの検 出 とチ ェ ック方法

9.安 全 対策 の検討 フ ァ イ ル 一 覧 ⑤ デー タの種類 と量

10.性 能 に対 す る基準 の検討 コ ー ド表 ⑥ データの発生間隔 と発生時間

11.障 害 対策の検討 事故および障害対策一覧 ⑦ デー タ長 ・必要 文字 数

12.相 互 牽 制機能 の検討 ⑧ ハー ドコピーの必 要性

⑨ データの機密性

⑩ デー タの送付 ・伝送手段 とタイ ミング

⑪ 入出力 に かけ られる コス ト

⑫ マ シ ン イ ン タ フ ェー ス
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5.シ ステム機能 の検討 はされたか。

① コ ンピュータ処理 と人間 の作業

② 各機能 とタ イ ミング

③ ハー ドウエアの機 能 分担

④ 設計,開 発.導 入,保 守の難易度

⑤ 拡張性,信 頼性

6.シ ス テム性能 について検討 されたか。(シ ステ

ムラィフも含 む)

① タ ー ン ア ラ ウ ン ド タ イ ム と,ス ル ー プ ッ ト

② コ ン ピ ュ ー タ の 能 力,チ ャ ン ネ ル 負 荷,メ

モ リ量,回 線負荷,端 末 負荷,オ ペ レー タ能

力

7.信 頼 性 の検討 は されたか。

① 予備の機器及び切 り替え方法

② ダウンの許容時間限界 とその対応策

③ リカバ リの範囲

④ フ ェイル ソフ ト機 能範 囲

8.進 捗 報告制度 は定 め られ たか。

① 報告の種類.

② 誰が,誰 に,ど の よ うな タイ ミングで行 う

か 。

③ フ ォーム シー トの作成

9.資 料 の管理 方法 は定 め られたか

① 査閲,承 認の体制

② 登録採番の方法

③ 機密資料の取扱い基準

/
s
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④ 資料の索引方法

10.レ ビ ューの制 度 化は され たか。

① いつ,ど の ようにす るか

② レ ビ ュ ー 回 数,レ ベ ル

③ 参加者の範囲

3.開 発 実施移 1.作 業 分担 の決定 開発 スケ ジ ュール 1.開 発 スケ ジュールは充 分検討 され たか。

行計画 2,実 施 計画 の決 定
`

移行引継計画 ① 対 象 システムの範囲,規 模,難 易度

3.移 行方法 と移行計画の決定 ② エ ン ドユーザの希 望 スケ ジ ュー ル

③ 開発者の能力及び要員数

④ 投入可能な予算

⑤ 利用可能なマシン設備

2.要 員 計 画は充 分検討 されたか。

① マ スター プランに合 った要員計 画

② 教育訓練期間の考慮

③ マネジメ ン トやサ ポー ト要員の考慮

④ 要員の能力,経 験等による作業分担

3.進 捗 管理 の手段 は確立 され てい るか 。

① 定期的の会議

② 進捗状態の表示手段の確立

4.作 業 管理 の手段 は確立 され ているか。

① 仕様凍結の時期

② 作業の責任範囲の明確化

③ 実績把握手段の確立

5.移 行 方針,移 行方法 の検討は な され たか 。

① 移行の難易度

② 移 行方法(ポ イン ト切 替,機 能別切替,地

域別切替)

、
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③ 移行の準備

④ 移行体制(エ ン ドユー ザの協力体制)

⑤ 移行にかけられる費用

4.プ ロ グ ラ ム 1.プ ロ グラ ム検証 の計画 プログラム の検 証計画 1.テ ス ト計画 は充 分検討 されたか

・テ ス ト計 画 2.シ ステム検証 の計 画 シス テムの検証計 画 ① テ ス トス ケ ジ ュ ー ル

② テス ト体制 と役割

③ テ ス トデー タは プロ グラムの信頼性,機 能

を充分 に確 か め得 る もの。

④ テス ト内容

・ 基本機能

・ 端末機能

・ 処理能力

・ 過負荷 テ ス ト

・ 連続耐久 テ ス ト

・ 運用 テス ト

5.採 算検 討 1.投 資効 果の決定 採算表 基本設計 を行 った上で,そ の効果投資採算の再検

2.採 算 性の検討 討が な されてい るか 。

6.決 定 基本設計書の作成 基本設計書 1.ユ ー ザの要求 が満 た されてい るか 。

2.ユ ー ザ の 承 認 が あ る か 。

3.シ ス テ ム の 要 件,範 囲,拡 張 性,シ ス テ ム ・

ライフ機器 構成,フ ロー,開 発実 施基準等 が明

確 であ り,実 行可能 であ ることが承認 され てい

るか 。

皿.詳 細 設計 1.基 本 設計 の 詳細設計にあた り,基 本設計の見 基本設計見直 しの結果 基本設計の見直 しの上,問 題点の解決がはか られ

見直し 直し て い るか 。,

2.コ ン ビ ュ ー 基本設計で概略 を決めた機能の細 システムの特徴 1.シ ス テムの特徴が 明確 に されてい るか。

タ ・シ ス テ ム 分化 をはか り,各 々の機能 を確定 ジ ョ ブ ・ス テ ッ プ ・フ ロ ー 2.ジ ョ ブ ・ス テ ップ フ ロー 上,不 正 エ ラー 防 止,

t
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詳細設計 す る。 プログラム作成 の基本 とな 機密保持 の ための コン トロー ル機 能が組込 まれ

る事項を全て検討する。 てい るか 。

3.テ ス ト進 捗管理 と発生 バ ッグ管理,処 置追跡

の方法 が明確 化 されてい るか。

4.仕 様 書等 の変更,更 新手 続 きは明 らかか。

5.各 種 ネー ミングルールは定 め られ たか。

3.プ ロ グ ラ ム 1.プ ロ グラム仕 様の決定 プロ グラム一覧表 1.製 造 スケ ジュー ル と分担 は明確 にな ってい る

設計 2.プ ロ グ ラ ム 設 計 プログラム作成計画表 か 。

3.プ ロ グ ラ ム ・モ ジ ュ ー ル 化 の プログラム関連分析表 2.プ ロ グ ラ ム 間 の イ ン タ フ ェ ー ス が 明 確 に な っ

決定 プロ グラム仕様書 て い る か 。

4.フ ァイ ル 設 計 コー ド一覧表 3.使 用 言語 は統 一 され てい るか。

5.コ ー ド設 計 メ ッ セ ー ジ 一 覧 表 4.プ ロ グラムの標準 化,ル ール化 は されて いる

6.入 出力帳票の 設計 フ ァイル一覧 表 か 。

7.プ ロ グラム作成 の計画 ファイル項 目内訳表 5.処 理 ロ ジ ッ ク の パ タ ー ン 化 は な さ れ て い る か 。

イ ン プ ッ ト/ア ウ ト プ ッ 6.マ シン タイムの使 用方法は標準 化 され てい る

ト詳細設計 か 。

4.移 行 手順 1.移 行詳細手順の作成 移行詳細手順 1.移 行 スケ ジュー ル と移 行に必要な準備作業 の

2.ユ ー ザ部門の業務取扱 要領 の 業務取扱要領 項 目は出来上 ったか。

作成 教育計画 2.移 行 体制 と責 任者 は明確 とな って い るか。

3.ユ ー ザ部 門,運 用部門に対す 3.ユ ー ザ取扱要 領に各種 ミス,不 正防止 策が 盛

る教育計画の作成 込 まれ ているか。

4.関 係 者に対 し,新 システムの説明教育 トレー

ニング等 の計画 はあ るか。

5.操 作 手順 に対す る教 育訓 練は あるか。

5.テ ス ト計 画 1.プ ロ グ ラ ム ・ユ ニ ッ トの 機 能 テスト・データ作成仕 様書 1.テ ス トデ ー タ は 妥 当 で あ る か 。

効率,耐 久性の検証に必要なテ テ ス ト ・デ ー タ ー覧 表 2.テ ス ト方法 と結果 の確 認方法 が検討 され てい

ス ト ・デー タの作成仕 様書の作 テス ト計 画書 る か 。
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成 3.テ ス ト結果,問 題 点,原 因 と解 決方法に関す

2.テ ス トの 計 画 るルー ル化がな されているか。

4.運 用 アニ アルの評価 が計画 されてい るか。

6.決 定 詳細設計書 標準 化,文 書 化 ルールに したがい,プ ログラ ミン

グが 出来る ようにな って いるか。

Wプ ログラ ミ 1.概 要記述 プロ グラム ごとに,そ の処理内容, プ ロ グラムの概要 プロ グラムの内容が正確 に把握で きるか。

ング 言語,制 約条件,入 出力概要の作

成

プロ グラム履歴書

2.フ ロ ー 作 成 1.ゼ ネ ラ ル ・フ ロー の 作 成 ゼ ネ ラ ル ・フ ロ ー 1.ぬ け の な い 処 理 フ ロ ー と な っ て い る か 。

2.デ ィ テ ー ル ・フ ロ ー の 作 成 デ ィ テ ー ル ・ フ ロ ー 2.プ ロ グラム開発方法 の選択は十分 されたか。

3.プ ログラ ム中 に用 いる各種 コ コ ン ト ロ ー ル ー 覧 表 (ボ トム ア ッ プ,ト ッ プ ダ ウ ン方 式 等)

ントロー ルの内容 を明確 化す る メ ツ セ ー ジ ー覧 表

4.メ ッ セ ー ジ の 確 立

3.コ ー ディ ング コー デ ィ ン グ プ ロ グ ラ ム プ ログラム作成 上標準化 ルールが守 られ てい るか。

① プ ログラ ムの構 成

② モジ ュールの大 きさ

③ モ ジ ュ ー ル 間 の イ ン タ フ ェ ー ス

④ コーデ ィングのための標 準化

・ 高水準言語の使用

・ 言語仕様の制約

・ コー デ ィ ン グ構 成

・ 表記 法

● ネ ー ミ ン グ

4.プ ロ グ ラ ム 1.テ ス ト ・デ ー タ の 準 備 プ ロ グ ラ ム ・テ ス ト結 果 1.ユ ニ ッ ト テ ス ト,総 合 テ ス トは 計 画 に も とづ

・テ ス ト 2.テ ス ト結果の検 査,承 認 報告 き,充 分 に な さ れ,か つ テ ス ト ・デ ー タ は 要 件

3.テ ス ト計 画 ・ を満 た しているか。

2.テ ス トデー タはプロ グラマ以外の者で確 認 さ
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れ てい るか。

3.テ ス トデー タの記録 が あるか。

4.詳 細 設計 の仕様 と一致 してい るか 。

5.オ ペ レ ー シ 1.操 作手順 書の作成 オ ペ レ ー シ ョ ン ・ガ イ ド 1.オ ペ レ ー シ ョ ン上 の ミ ス,不 正 防 止 に つ い て

ヨ ン ・ガ イ ド 2.例 外 処理方法,事 故発生時 の 配慮 され て いるか。

作成 措 置,ミ ス防止のための諸注意 2.オ ペ レー シ ョンの標準化が な され てい るか。

の検討

V.シ ス テ ム ・ 1.シ ス テ ム ・ 1.基 本設計の機能の検証 シス テムの検 証結果 1.機 能 が満 足 されて い るか確認 が出来たか。

テ ス ト ・移 行 テ ス ト 2.信 頼 性の検証 2.性 能 が満足 されてい るか。

3.操 作 面の検証 3.信 頼 性が満足 されてい るか。'

4.運 用 性が満足 されてい るか 。

5.エ ン ドユー ザ,運 用者 の反応はど うか 。

6.応 答 時間は予定 どう りか。

7.ス ル ー プ ッ トは 予 定 ど う りか 。

8.端 末 オペ レー タ処理量 は予定 どう りか。

9.検 証 結果 の承 認がな されたか 。

2.登 録 最終確認の上プログラムを登録 プ ログラム登 録台 帳 ルー ル化 され た登録法 で登 録 され ているか。

3.移 行 1.プ ロ グラムの運用部門への引 プロ グラム受 渡 し確認書 1.プ ロ グ ラ ム の オ ペ レ ー シ ョン 部 門 へ の 引 渡 し

渡 しを行 う。 は,オ ペ レ ー シ ョ ン ガ イ ド ・プ ロ グ ラ ム 説 明 書

2.オ ペ レー シ ョ ン ・ガ イ ド運 用 とともに責 任者 の承認が なされてい るか 。

部門への引渡 しを行 う。 2.シ ステム移 行に際 して発生 した トラブルお よ

3.プ ロ グ ラ ム お よ び ドキ ュメ ン びその措置 は,記 録 され,シ ス テムの修正 を要

トの管理方法を確立 して運用部 す る場 合は責任者の承認がなされているか。

門に 引継 ぐ。 3.予 算 と実績の確認をし差異の承認がなされた

か 。

VI.シ ス テ ム の 1.シ ス テ ム の 1.シ ス テムの変更手 続 きを確立 システム変更依頼書 現行 システムの変更 は,ト ップまたは責任者 の承

保守 変更 し実行 す る。 認の もとに,シ ステム開発 の手続 に準 じて行 われ
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ているか。

2.プ ロ グ ラ ム 2.プ ロ グラムの変更手 続 きを確 プ ログラム変更依頼 書 1.プ ロ グラムの修正は責任者の承認の もとに行

の変更 立 し実行 す る。 われ,そ の記録が あるか。

2.プ ロ グラム修正の テス トは充分行われ,テ ス

トデー タの記録が あ るか 。

3.文 書 管理 文書保管,管 理の手続 きを確立 し シス テ ム ・ラ イ ブ ラ リ 1.現 行 稼動中の システムに関 する全 ての設計書,

実 行す る。 プログラム登 録台帳 およびプロ グラム関係書類が保存 され てい るか 。

2.運 用 部門 で稼動,管 理中 のプ ログ ラムが,プ

ログラム登録台帳 と一致 してい るか。

3.文 書 の保管責任者 が完全 な管理 を してい るか。

4.シ ス テ ム 障 障害管理の手続 きを確立し実行す 障害報告書 シス テム運営上発生 した トラブルは,そ の都 度記

害 る 。 録 され,責 任者承認の もとに,再 発防止 の措 置が

と られ ているか。

一
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第3章 システ ム運用監査

シス テ ム稼動 レベ ルの 監 査 は,新 シ ス テ ムが 企 画 され,開 発 され た後,日 常 業

務 を処 理 す る,シ ス テ ムの運 用 段 階 の 監 査で あ る。 従 って,規 定,マ ニ ュア ル等

に もとつ く的 確 な 処 理 と,重 要 事 項 の 責任 者 に よ る承 認で,エ ラー,犯 罪 等 の 防

止 を期 す と と もに,処 理 方式 の改 善 な ど シ ス テ ムの効 率 化 を はか るた めの 評 価 を

す る こ とが 重要 で あ る。

この段 階で は,業 務 活 動 に よ り発 生 した情 報 を現 場 で 処 理 し,帳 票が 作 成 され,

この帳 票 を コ ンピ ュー タ入 力 デ ー タに変 換 後,コ ン ピュ ー タへ の 入 力,ラ イ ブ ラ

リの 更新 処 理 が 行 わ れ,帳 票 ・資 料 類 が 出 力 され る。

こ こで は,こ の 稼 動状 態 を6分 野 に 大分 類 し,そ れ ぞれ を細 分 化 して検 討 を加

え た。

3.1入 力 プ ロ セ ス

3.1.1現 場 処 理

各組 織体 で 行 わ れ る業務 活動 は,各 種 の 情 報 を発生 させ る。 この 情報 の処 理 に

は,端 末機 を操 作 し て通 信 回 線 に よ りコ ン ピ ュー タに 入 力 し,直 ち に処 理 した 上

で,現 場 に帳 票 が 出 力 され るオ ン ラ イ ン ・シス テ ム と,会 計 機 類 また は 手 作 業で

現 場処 理 を行 い,同 時 に コ ン ピ ュー タ入 力 帳 票 を作 成 す る オ フ ラ イ ン ・シス テ ム

とが あ る。

いず れ の シス テ ムの 場 合で あ って も,現 場 部 門 は,コ ン ピ ュー タへ の 入 力 デ ー

タ発生 の起 点で あ り,誤 処 理 は 出力 帳 票,資 料 の 誤 りに 直結 す る可能 性 が 高 く,

ま た,コ ン ピ ュー タ犯 罪 が最 も発 生 しやす い部 分 で もあ る。

こ の部門 に おけ る監 査 上 の チ ェ ックポ イ ン トと しては,正 確 な 処 理 をは か るた
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めの規定,手 続,マ ニ ュアルが作成 され,整 備 され ているか ど うかが 重視され よ

う。.また,不 正 取引の発生 を防止す るた め,業 務処理の要所 は責任者 の承認 を得

るご とは 当然 として,責 任者 の権限 も重要度に応 じて明確 に限定 され る必要 があ

ろ う。

3.1.2入 力 処理

オ ン ライ ン ・シス テ ムは,端 末 機 を操 作 して コ ン ピ ュー タに デー タを直 接 入 力

す るが,オ フ ラ イ ン ・シス テムで は,現 場 で 作 成 した 帳 票 をパ ンチ ・カ ー ド,紙

テ ー プ,磁 気 テ ー プ等 に 入 力 デー タ と して変 換 の うえ,コ ン ビュー タへ 入 力 す るc

この 入 力 処 理 を 監査 す る際 の チ ェ ッ クポ イ ン トと しては,オ ン ラ イ ンの 場 合,

伝 送中 の デ ー タ 化 け,デ ー タ洩 れ チ ェ ックが,群 系 数 チ ェ ック,通 信 番 号,r日

の ハ ッシ ュ ・ トー タル等 で 照 合 され,シ ス テ ム運 用 の 安 定 性 が確 保 され てい る こ

と を確 認 す る こ とな どが あげ られ る。 ま た,オ フ ライ ン ・シス テ ムで は,正 確 な

入 力 デ ー タへ の変 換,お よ び コ ン ピ ュー タ入 力 を行 うた めの帳 票 授 受 の 記 録 と,

帳 票 よ り変 換 した 入 力用 デ ー タを,人 手 を替 え て再 調 査 す るため の措 置 が 必要 に

応 じて出 て く るで あ ろ う。

3.2オ ペ レ ー シ ョン

3.2.1マ シ ン ・オペ レー シ ョン

シ ステ ム全 体 が 安 定 し て運用 され るた め に は,シ ス テ ムの 中核 に 位置 づ け られ

る コ ン ピ ュー タの オペ レー シ ・ ンが,誤 りな く的 確 に 遂 行 され る こ とが絶 対 条 件

とな る。 と くに,オ ンラ イ ン ・シス テ ムで は,オ ペ レー シ ョン上 の 誤 りが シス テ

ムの 停 止 を きた す し,現 場で の 業務 活動 に大 きな 障害 とな るこ とが 考 え られ る。

ま た,オ フ ラ イ ン ・シ ス テ ムの オペ レ ー シ ョ ンの 場 合 に も,誤 帳 票 を 出力 す るこ

とに な り,訂 正 の た めの 再 処 理 で は,費 用,時 間,要 員の ロスが 大 きい もの とな

る。
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マ シ ン ・オペ レ ー シ ョンに お け る監 査 上 の チ ェ ックポ イ ン トは,オ ン ラ イ ン ・

シス テ ムの 場 合 の チ ェ ッ クの 妥 当 性,オ フ ラ イ ン ・シス テ ムに お け る場 合 の オ ペ

レー シ ョ ン手順 の 明確 化,オ ペ レー シ ・ ン ・フ ロー,指 示 書 の 整 備 に よ る誤 り防

止 策 等 を確 認 す る こ と,お よび 十分 検 討 され た ス ケ ジ ュー ルに よ る効 率 的 な コ ン

ピ ュー タの 活用 状 況 等 を調査 す る必 要 が あ ろ う。 ま た,エ ラー,犯 罪 防 止 の た め

に,直 接 担 当要 員 に よ る オペ レ ー シ ョン,お よび 重要 事項 に関 す る責 任 者 の 承 認

も監 査 の対 象 と して 重 視 され るべ きで あ ろ う。

3.2.2ラ イ ブ ラ リ

コ ン ピ ュー タ化 以前 は,業 務 活動 の 記録 と して台 帳 が 作 成 され,こ の 台帳 に よ

り業 務 の 管理 が 行 わ れ て いた 。

コ ン ピ ュー タ導 入 以 降,こ の台帳 は ラ イ ブ ラ リと して外 部 記憶 装置 に 収 録 され,

記 録 の 更新,業 務 管理 帳 票 ・資料 類 の作 成が コ ンピ ュー タで 行 わ れ るよ うに な っ

た 。 従 って,ラ イ ブ ラ リの 管 理 は,台 帳 の取 扱 い と同様,厳 重 に 行 わ れ て お り,

責 任 者 の 承 認 の うえ,指 示 者 に よ って払 出,格 納 が 行 われ て い る。 また,事 故 発

生 に対 処 して,バ ック ア ップ体 制 を確 立 す るの も当然 の こ ととな っ て い る。

ラ イ ブ ラ リ監 査 に お け るチ ェ ックポ イ ン トと しては,事 故 お よび 犯 罪 の 発生 を

防 止す るた めに,処 理 手 順,取 扱方 法 を 明確 化 し,マ ニ ュ アル を設 定 す る と と も

に,取 扱 担 当者 の 限 定,お よ び ラ イ ブ ラ リへ の搬 出 入 の 際,責 任 者 の承 認 が 行 わ

れ て い るこ とを確 認 す る必要 が あ ろ う。

ま た,ラ イ ブ ラ リに 収 録 され てい る記録 は,業 務 の機 密 に属 す る もの が 多 く,

機 密 保持 の 点 か ら も取扱 の 限 定 が必 要 で あ り,そ の廃 棄 に あ た って も,内 容 消 去

等 の 手順 が ル ー ル 化 され て い るこ とが 必要 で あ ろ う。
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3.3出 力 プ ロ セ ス

3.3.1帳 票 管 理

コ ンピュータ処理 は,多 種 多量 の帳 票を必要 とし,そ の結果 を正確に出力 して

完 了す ることにな る。

この出力用帳票は,連 続 した用紙の特殊印刷で あ り,シ ス テムの円滑な運用 の

た めには,適 正在庫の管理,お よび,あ らかじめ社印等が 印刷 され てい る重要印

刷物 の管理が 重要 にな る。

帳票の管理状 態 を監査す る際の チ ェ ックポ イン トと しては,適 正な在庫の確保,

お よび冗費の節 減 をはか るために,印 刷見積 りか ら帳 票の搬 出入に至 るまでの手

順が明確に され,責 任者の承認が得 られてい ることを確認 す る必要 があろ う。 同

時に,重 要印刷物 の流出に伴 う事故防止策が と られてい るか どうか も調査の対象

とすべ きであ ろ う。 また,在 庫管理が的確に行 われ,在 庫不足が発生 していない

か ど うか を確認 す ること も必要で あろ う。

3.3.2出 力 管 理

コ ン ピ ュー タで 出 力 した帳 票 は,オ ペ レー シ ョン 上の 誤 り,お よび エ ラー修 正

指 示 に よ る特殊 処理 等 を調 査 の うえ,複 写 印 刷帳 票 の カー ボ ン分 離 をは じ め とす

る発 送 準 備 の 処理 を行 った後,関 係 部 門へ 配 布 され る。

オペ レー シ ・ ン ーヒの 誤 りに よ る再 処 理 に あ た って,誤 処 理 に よ る出 力帳 票 の う

ち,機 密 漏 洩 の 恐 れ が あ る 重要 帳 票 は,焼 却等 で 完全 に廃 棄 され る こ とに な る。

また,環 境 の 変 化,あ るいは 活 動 方 針 の 変 更 に よ って不 必要 とな る帳 票,資 料

等 が 発生 す るの で,定 期 的 に 調 査 し,シ ス テ ム運 用 の合 理 化 を は か る必 要 が あ る。

出力 管 理 の 監 査 」二の チ ェ ックポ イツ トと して は,出 力帳 票の 処 理 の 明 確 化 と,

処 理 の 正確 性 を確 認 す るこ と と と もに,機 密 の漏 洩 を 防止 す るた め,取 扱 い に注

意 を要 す る帳 票が 焼 却 等 で 完 全 に廃 棄 され てい るか ど うか を確 認 す る必 要 性が あ
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ろ う。

な お,出 力帳票の活用状 況の調査を行 い,不 要帳 票の出力 を廃止す る等,合 理

化を検討す ること も重要で あ る。

3.4外 注 管 理

3.4.1委 託 処 理

コ ン ピュー タに よ る処 理 業 務 が 非常 に 少 な い場 合 等 は,他 社 へ の委 託 処 理 が 有

効 とされ る場 合 が 多 い。 この場 合 は,機 器 の み を一 定 時 間借 り切 る オ ー プ ン方 式

と,入 力 デ ー タ を引 渡 して オペ レ ー シ ョン等 を全 て 委託 す る ク ロー ズ ド方式 とが

あ る。

オ ー プ ン方 式 に よ る委 託 は,自 社 コ ン ピ ュー タ使 用 とほ とん ど同様で あ るが,

ク ロー ズ ド方 式 の委 託 は 機 密 保 持 や 安 定 運用 に 万 全 を期 す必 要 が あ る。

他社 へ の委 託 は,委 託 先 の 信用,技 術 レベ ル,財 務 的 安 定性 等 を 十 分 に調 査 し,

責 任 者 の 承 認 を 得 て決 定 す る。 な お,重 要 業 務 に つ い ては,コ ンピ ュー タ保 険加

入状 況 等 もチ ェ ッ クす る必要 が あ ろ う。

委 託 先 決 定 後 は,諸 条 件 を明 記 した 契 約 書 を必 ず交 してお くこ とが 必 要で あ る。

委 託先 との 間 の 入 力用 帳 票,お よ び コ ン ピ ュー タ処 理 に よ る出力 帳 票の 授 受 は,

帳 簿 で 正 確 に行 い,出 力帳 票 は直 ちに 内容 の 誤 りが な い か ど うか ・正 当 性 を チ ェ

ック し なけ れ ば な らな い 。

委 託 処 理 を監 査 す る際 の チ ェ ッ クポ イ ン トと しては,委 託 先 の事 前 調 査,委 託

契 約 書 の作 成 状 況,委 託 条 件 の 妥 当性 等 を確 認 す る必要 が あ ろ う。 ま た,正 確 な

処理 を確 認 す るた め に,入 出 力帳 票の 授 受 記録 と,引 渡 しを受 けた 出 力帳 票 の チ

ェ ッグ状 態 を調 査 す る必要 もあ る。 な お,機 密 性 が 高 い業 務 に つ い ては,外 部 へ

の委 託 業 務 と して適 当で あ るか ど うか を検 討 す る こ と も重 要 で あ る。
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3.4.2受 託 処 理

オペ レ ー シ ・ンの 受託 処 理 は,受 託 を専 業 と しな い 場 合で も,コ ン ピ ュー タの

有 効 活 用 をは か る うえ か ら効 果 的 な 場 合 が あ る。

受 託 処 理 の 決 定 は,業 務 の 内容,処 理 期 間,機 密 性,損 害 発 生 の 影 響 等 を検 討 ,

責 任 者 の 承 認 を得 た うえ で,受 託 条 件 を 明記 した 契約 書 が 交 され る。 また ,損 害

の 発生 に対 処 し,コ ン ピ ュー タ保 険 の 加 入 を検 討 す る必 要 が あ る。

受 託 業 務 の 実 行 は,ス ケ ジ ュー ルの 協議 か ら始 ま り,入 力 帳 票受 入,コ ン ピュ

ー タ処 理
,出 力 帳 票 の引 渡 しの 手順 で 進 捗 す る。 こ の段 階 で,帳 票 の授 受 は 明 確

に 記 録 し,責 任 者 の 承 認 を得 てお く必 要 が あ る。 料 金 は ,正 確 に 記 録 した オペ レ

ー シ ョ ン時 間 に 基 づ き
,所 定 の 使用 料 を算 出 の うえ 請求 す る。

受 託 処 理 の監 査 上 の チ ェ ッ クポ イ ン トは,契 約 の 妥 当性 と,条 件が 明 記 さ れた

契 約 書 と,契 約 条 件 の 妥 当性 とを確 認 す る こ とに あ ろ う。 また,ト ラ ブルの 発生

が 生 じや す い入 出 力 帳 票授 受 の 記 録 と,責 任者 の 承 認 と を照 合 す る必 要 もあ ろ う。

コ ン ビ。ユ一 夕使用 料 の 算 出 に つ い て は,ル ー ル に従 って 正 確 に 実施 され
,請 求,

入 金 処 理 が 的 確 に 行 わ れ て い るか ど うか を確 認 す る必 要 が あ る。 万一,事 故 が 発

生 した 場 合 の こ とを考 え,コ ン ピ ュー タ保 険加 入 の検 討 も調 査 す る必 要 が あ ろ う。

3.4.3プ ロ グ ラ ム 外 注

プ ロ グ ラ ム開 発に あた り,外 部 の ソ フ トウエ ア会社 へ 委 託 す る場 合 は ,オ ペ レ

ー シ ョンの 委 託 に準 じて外 注 先 の 信用 度
,技 術,企 業 の安 定 性 等 を十分 調査 ・検

討 の うえ決 定 し,プ ログ ラムの 保 守 条 件 を含 めて 委 託契 約 書 を作 成 す る必 要 が あ

ろ う。

プ ログ ラ ム外 注 は,責 任 者 が 確 認 の うえ 承 認 した プ ログ ラム仕 様 書 で 行'い ,外

注 先 で の 開 発状 況 の コ ン トロ ール を適宜 行 う。

完 成 した プ ロ グ ラ ムは,受 入れ テ ス トを 十分 実 施 した後,引 渡 しを受 け るが,

こ の テ ス ト状 況 は 記 録 と して保 存 して お く必 要 が あ る。
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プ ロ グ ラム外 注 を 監査 す るにあ た っての チ ェ ッ クポ イ ン トは,品 質 の 確 保,継

続 的 な安 定 運用 をは か るた め,外 注先 の 信用 度,安 定 度 等 を 調査 ・検 討 の うえ,

契 約 書 が 手落 ちな く作 成 され,契 約 条 件 も妥 当で あ るこ とを 確認 す る必 要 が あ る。

と くに,プ ロ グラ ムの 保 守体 制の 条 件 が 的 確 で あ る こ とを確 認 す る こ とが 必要 で

あ る。

ま た,委 託 中 の プ ログ ラム開 発 の進 捗 状 況 と,完 成 プ ロ グ ラムの 受 入 時 テ ス ト

の 記録,お よ び責 任 者 の 承 認 を確 認 す る こ と も必 要 で あ ろ う。

3.4.4オ ペ レー シ ョン委 託

コ ンピ ュ ー タの進 歩 に伴 い,オ ペ レ ー シ ョ ンの 単 純 化 と,異 常 処 理 の 複 雑 化が

同時 に 発生 し,オ ペ レ ー タ教 育の 重要 性 とモ ラー ル高揚 策 の 必要 性 が生 じ,外 部

の フ ァシ リテ ィ ・マ ネ ジ メ ン ト会 社 等 の 活 用 も,場 合 に よ って は きわ め て有 効 な

手 段 とな っ て きた。

コ ン ピ ュー タの運 用 は,安 定 的 か つ 効 率 的 な オペ レー シ ・ンをは か る必 要 が あ

り,オ ペ レ ー シ ョンを引 受 け る企 業 の技 術 レ ベル,教 育状 況,安 定 性 等 を調 査,

検 討 の うえ諸 条 件 を決 定 し,契 約 書 を 交 す。

受 入れ るオ ペ レ ー タに つ い ては,履 歴 書 の 提 出,個 人 面接 等 で 事 前 に調 査 す る

必 要 が あ る。

受 入 れ に あ た っては,先 方 の管 理 責 任 者 を明 確 に す る とと もに,オ ペ レ ー タの

業 務 内容 お よび 行動 範 囲 を明確 に し徹 底 して おか な けれ ば な らな い。

オ ペ レ ー タ受 入 れ に 関 しての監 査 上 の チ ェ ックポ イ ン トは,正 確 な オペ レ ー シ

ョンを確 保 す る た め に,当 該 企業 の安 定 性,オ ペ レー タ教 育等 に対 す る調 査 状 況

を検 討 し,個 々 の オ ペ レー タ につ いて も,面 接 等 に よ る確 認 や,技 術 レ ベ ルの 事

前 調 査 を行 って い るか ど うか等 を確 認 す る必要 が あ ろ う。

また,オ ペ レ ー タの受 入 に あた って,管 理 責任 者 を伴 った 請 負契 約 に な って い

る こ との確 認 を行 い,オ ペ レ ータの 役 割,行 動範 囲 の 限 定 化等,ル ー ルの 妥 当性

を確 認 す る こ とが 必 要で あ ろ う。
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3.5セ キ ュ リ テ ィ

3.5.1全 般 管 理

社 会環 境 の変 化 と と もに,破 壊 行為 等 の恐 れが ます ます 増 大 して い るが
,コ ン

ピ ュー タは 全 体 シス テ ムの中 核 で あ り
,円 滑 で,か つ 効 率 的 な 運 用 をは か るた め,

小 事 故で あ っ て も軽 視 は で きず,可 能 な 限 り事 故 防止 策 を検 討 し実 施 す る必 要 が

あ る。

また,安 全対 策 は,常 時 問 題 点 を検 討 し,改 善 を行 う必 要 が あ り,セ キ ュ リテ

ィ責 任者 の 設 置 と,セ キ ュ リテ ィ ・チ ェ ック リス トに よ る確 認 ,お よび 見 直 しを

行 う こ と等 が 必 要 で あ る。

な お,事 故 に 備 え て,コ ン ピ ュー タ保 険の 加 入 につ き検 討 を してお くこ と も必

要 で あ る。

セ キ ュ リテ ィに 関 す る全 般 管理 の 監査 上の チ ェ ッ クポ イ ン トと し ては
,セ キ ュ

リテ ィ責 任者 が 設 置 され て い るか,チ ェ ック リス トが 作 成 され
,適 時 に セ キ ュ リ

テ ィ ・チ ェ ッ クが 行 わ れ て い るか 等 を確 認 す る必要 が あ ろ う。 ま た,チ ェ ッ ク リ

ス トの 見 直 し状 況 ,お よ び コ ン ビ。ユ一 夕保 険加 入 の是 非 の 検 討状 況 等 も調査 の対

象 とな ろ う。

3.5.2建 物 ・マ シ ン 空 管 理

セ キ ュ リテ ィ上の 基 本 的要 件 の1つ は ,建 物 へ の 入 出 館 管理 で あ る。

コ ン ヒ。ユ 一夕 を 設置 して い る建物 へ の入 出館 は
,入 館,出 館 の都 度 チ ェ ック し,

訪 問者 お よ び搬 入 物 の 入 館 を管 理 す る と と もに,在 館者 を常 時 把 握 してお くこ と

が 必 要 で あ る。 また,建 物 は 地 震 ,火 災 等 を十分 に 配慮 して設 計 し,防 火 壁,消

火 設 備 を完 備 す る と と もに,必 要 に応 じて 電 源設 備 の バ ッ クア ップ等 ,シ ス テ ム

の 重要 度 に 見 合 った対 策 を た て る必要 が あ る。

マ シ ン室へ の 入室 は,あ らか じ め,入 室 範 囲 者 を 限定 し,そ の 他の 入 室 を排 除
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す る。 マ シ ン室 内 に は,室 内管 理 責 任 者 を定 め,常 時 駐 在 す る必 要 が あ る。 また,

マ シ ン室 内の 消 火 に つ い て は,コ ン ピ ュー タに 影 響 を及 ぼ さな い よ うに配 慮 しな

け れ ば な らな い。

非 常 事態 発 生 時 の 最 低 限の 処 理 は,ラ イ ブ ラ リ庫 閉鎖,電 源 切 断 等 に つ き明確

化 し,建 物,マ シ ン室 の 避 難 経路 と と もに全 員 に周 知,徹 底 す る必 要 が あ る。

建 物,マ シ ン室 管 理 の 監 査 上 の チ ェ ックポ イ ン トは,入 館,入 室 等 の ル ール 化

と,責 任者 が 明 確 に され,十 分 に チ ェ ック して い るか ど うか を確 認 す る こ とにな

ろ う。

建 物,マ シ ン室 の 消火 方 法 につ いて は,コ ン ピュ ー タに 影 響 を及 ぼ さな い よ う

+分 に検 討 し,ま た,非 常 事 態 発生 時 の 避難 経 路 の 明 確 化 等が 行 わ れ て い るか ど

うか を確 認 す るこ とが 必要 で あ る。

3.5.3ハ ー ドウ エ ア管 理

シス テ ム運用 の 中核 で あ る コ ンピ ュー タは,無 事 故状 態 が 最 も望 ま し く,オ ン

ラ イ ン ・シ ステ ムで は,事 故 の発 生 が 第 一 線 の 業 務 活動 の 停 止 を意 味す るこ とに

もな る。

ハ ー ドウエ アで 最 も重要 な こ とは ,定 期 保 守,臨 時 保 守 と も万 全 を期 し,事 故

が 発 生 した場 合 は,正 確 な 記 録 と,直 ちに修 復 す る体 制が と られ て い る こ とが 必

要 で あ る。 ま た,一 定 期 間 に 発生 した 事 故 を分 析の うえ,的 確 な 事 故 の 予 防 策 が

た て られ る必 要 が あ る。

ハ ー ドウエ ア管 理 の 監 査 上の チ ェ ックポ イ ン トと して は ,定 期 保 守 の状 況,お

よび事 故 発 生 時 の 臨時 保 守 状 況 が 記録 さ れ,責 任 者 の 承 認 が あ るか ど うか を確 認

す る と と もに,事 故 の 分 析,対 策の 状 況 を調 査 す る必 要 が あ る。

3.5.4ソ フ トウエ ア 管理

ソフ トウエ アは,メ ー カ提供 の ソ フ トウエ ア と,新 規 シス テ ムの 開 発 に よ り開

発 部 門 よ り運 用 部 門 へ 引 継が れ るプ ロ グ ラ ムに分 れ る。
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ソフ トウエアの取扱 いは,明 確 にルール化を行 い,事 故 発生時 の修復 体制 を確

立 し,登 録 削除,お よび事故 によ る修復 を正確に記録す る必要 があ る。

ソフ トウエア管理 の監査 上の チ ェックポ イ ン トは,事 故 や犯罪の発生 を防止す

るための ルール化され た管理体 制が あ るか どうか を確 認 し,ソ フ トウエアの改 ざ

ん等が不可能な状 態で保 全 されて いるか どうか を調査 す る必要 があ る。

また,事 故につ いては,発 生時 の保守体制 と,事 故状 態の記録を確認 し,事 故

の解決状況 およびその予防対策 につ き検討す るこ とが必要で あ ろ う。

なお,ラ イブラ リを直接修正す るプ ログラムについては,そ の使用が責任者 の

承認 を得 てい るか どうかを確認す ることが必要 にな る。

3.5.5デ ー タ管 理

入 力 デ ータ,出 力 用 帳 票,ラ イ ブ ラ リ等 の 管理 に つ いて は,そ れ ぞれ の 項 目で

説 明 した ので,こ こで は述 べ な い 。

3.6人 事 管 理

3.6.1人 事 管 理

業務 処理 の 正確 性,効 率性 の 維持 向 上 をは か る た め には,個 々の要 員 に 明確 な

目標 を設 定 し,動 機 づ け を行 うこ とに よ り,全 体 の モ ラー ル を高 め る こ とが 必 要

で あ る。 そ して,処 理 手続 の マ ニ ュア ル化,内 部 牽 制 制 度 の 完 備 に よ る事務 の整

備,誤 謬,犯 罪 等 の 防 止 と相 模 って,完 壁な 業 務 処 理 の 遂 行 が 行 われ る こ とにな

ろ う。

この た め に は,方 針 等 が 徹 底 され るた め の コ ミュ ニケ ー シ 。ンの 手 段 として,

会議 等 が 有効 に 運用 され,必 要 情 報 が 洩 れ な く伝 達 され る こ とが必 要で あ る。 さ

らに,担 当者 の 意 向 を常 に十 分 に把 握 し迅速 な 施 策 をた てな け れば な らな い とい

え る。

コ ン ピ ュー タ運用 に は,特 殊 勤務 形 態 等 も多 くな るので,そ の管 理 には 十 分 に

一110一



注意 す る必要が あ る。

特殊 勤務 の うち,オ ペ レーシ ョンについて交替 制を採用 す る場合は,労 働組 合

や従業員 代表 との間で 問題解決 をはか り,協 定 を結ばなければな らない。

オペ レー シ ョンの正確性は,教 育に よって補 われ る面 も多 く,基 礎教 育,上 級

教育 を充実 させ,十 分に実施す ることが必要で ある。

人事管理面につ いての監査上のチ ェックポ イ ン トは,安 定的な運用 を期す ため

に,交 替制 に関 しての労働組合や従業員 代表 との協定 内容が守 られてい るか どう

か を確認す るとと もに,教 育の実施状 況 とその実施 ルールを確認す る必要が あ る。

3.6.2健 康管 理

コ ン ピ ュー タ運用 は,深 夜,騒 音,低 温 下 で の 作 業 等,特 殊 な 環 境で 行 わ れ る

業 務 も多 く,健 康 管 理 につ い て は留 意 しな けれ ば な らな い 。

キ ー パ ンチ ャーの 腱 症 炎 な どの 職 業 病 に 関 して は,十 分 な 管 理 を行 い,異 常 が

発 見 され た と きは 直 ち に対 策 が と られ る体 制 と な って い る こ とが 必要 で あ る。

健 康 管 理 に つ い ての 監 査 面 か らの チ ェ ックポ イ ン トと して は,健 康 診 断 の 実 施

状 況 の十 分 な確 認 と,事 故 発生 時 の 対 策,お よ び その ル ー ル を十分 に確 認 し,職

場 環 境 の改 善状 況 を調 査 す る こ とが あ げ られ よ う。

3.7チ ェ ッ ク リス トの 作 成

　
以 上述 べ て きた シス テ ム運 用 監査 に つ い て,つ ぎの とお りチ ェ ック リス トを作

成 した 。

シス テ ム監 査 の 実 施 は,対 象業 務,コ ン ピ ュー タ規 模 等 に 則 して 的確 に行 わ れ

る必 要 が あ る。 い いか え る と,監 査 対 象 に合 致 した チ ェ ック リス トそ の 他 を作 成

し,そ れ に 基 づ い て監 査 を実 施 す る とい う こ とにな る。 その よ うな 意 味で,こ の

チ ェ ッ ク リス トは,各 組 織 体 ご とに シス テ ム監査 を実 施 して い く うえで の 目標 を

設定 した もので あ る。
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シ ス テ ム 運 用 チ ェ ッ ク リ ス ト

(1)入 力 プ ロ セ ス ・チ ェ ッ ク リス ト

現 場 処 理
シ ス テ ム 監 査 ヒ の ポ イ ン ト

業 務 管 理 体 制 業 務 内 容

1.標 準 化 および規定 ① 業務処理方式の策定,改 善部署の明確化。 1.マ ニ ュアル類(含 諸 規定)の 策 定,改 善部暑,令 達 手段 が

② 業務処理 方式令達 手段 の統 一・一化 。 オー ソライズされ,責 任体制 が明確 化 され ているか。

③ 業務処理方式の基準化。 2.重 要 な処理 方式,手 続 き,記 入 要領 等は マニ ュアル として

④ 帳 票様式 および記入要領 の統 ・'化。 整備 されてい るか。

シ 3.処 理 方式等 の変更 に際 しては,速 かに マニュアルが修正 さ

れているか 。

2.内 部牽 制制度 ① 誤謬,不ll三 防1ヒのため,組 織機能 が分離独 立 され, 1.誤 謬,不 正 が防 止され ているか,ま た発 生 した場 合 は,直

イ∫効な相 互牽制が おこな われる。 ちに発 見で きる体 制に なってい るか 。

② 電 要な業務処理 については,ダ ブル ・チ ェ ックが 2.承 認 は,業 務 内容 の重要性 にと もな って実施 され,最 終 承

お こなわれ る。 認の レベル も妥 当であるか 。

③ 管理者に よる承認が完全 にお こなわれる。

3.業 務 処理 ① 業務処理 マニ ュアルにしたがい処理 されてい る。 1.マ ニ ュアル通 り的確 に処理 され てい るか 。

② 所定の帳票 を使用 し,作 成者,チ ェック81当 者, 2.責 任 者の承認は必ず受 けてい るか 。

帳簿記帳者が押印またはサインしたうえで責任者の 3.記 録 につ いては,記 録簿 を作成 し管理 しているか。

承認 を得 る。 4.帳 票il}1類の照 合結果 の記録 は保存 されて いるか 。

③ 例外 処理 にっい ては,理 由,処 理内容 を記録 し, 5.帳 票 書類 は,内 容別 に明確 な保存年限 を定 め,規 定通 りに,

責任 者の承 認 を得 る。 かつ良好な状態で保存:されているか:

④ 帳票 、1}類は適宜集,il'照合 す る。

⑤ 帳票iq類 は規定 に もとづ き保存 す る。

4.物 品 管理 ① 重要川紙類 はLI↓任 者が 管理 し,残 存川 紙 を受 渡簿 1.管 理 の状態 は十分 か。

と適宜照合 する。
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② 市要物品は帳節を作成 し,菅Fl山 住者を設出 して

厳 重な管Fl!を お こな う。

5.機 器 処理 ① 重要機器 は管理責任者 を設 置 し,オ ペ レータを特 1.機 器 の保有:状態 は十分 か。

(オ ンライ ン端末 退 する。 2.オ 〔 レ一 夕鍵,テ ラ ー鍵 等 の 管 理 は 十 分 か 。

機,会 計機等) ② 機器の操作鍵の使川状況を常に明確{こ把握する。 3.機 器 類操作 に誤謬,あ るいは不ll三な オペ レー シ ョンが発生

③ 機器 操作記録(ジ ャーナル)は 責任者が管理 し, しない よう,責 任 者が機器操作記録 をチ ェ ック してい るか 。

記録内容を調査する。 4重 要 な取引は責任者鍵 で操作 される ようにな ってい るか。

④ 重要な取引 きは,責 任 者が1直接 おこな う。 5.機 器操 作記録の保イ∫:期間,お よび保存状態 は十分 か。

⑤ 機器操 作記録 は保W:年 限 を定 め,一 一定 期IU保W:す 6.機 器 操作に誤謬,不lliが 発生 しない よう,帳 票類 との突合

る 。 せが完全 にお こなわれ,責 任 者が確認 しているか 。

⑥ 帳票類 と機器操作内容は,処 理件数,処 理金額等 7.重 要 機器の保守 契約 は完全 か。

で照合確 認す る。 8.保 守 状況お よび`ll故 状 況の記録 とその保存 は 一卜分 か。

⑦ オンラインの場合 は,帳 票類 とコンピ ュータ集計 9.機 器 の`1`故状 況 は適宜 分析 され,事 故 の未然防 止に役立 て

結果および現物が照合される。 られ てい るか 。

⑧ 重要機器は定期的に保守 され,ま た事故発生時は

直 ちに修復 され,か つ記録 してお く。

⑨ 機器 に・]1故が発生 した場合 の連絡 ルー トを明確 に

し て お く 。 ノ

入 力 処 理

業 務 管 理 体 制 業 務 内 容
シ ス テ ム 監 査 の ポ イ ン ト

1.帳 票 類 の授受 ① 授受票(ま たは授受簿)に より授受 され内容を確 1.入 力 川帳票 の授受 を明確 に し,誤 謬,不 正の発生 が防ILさ

認 する。 れ ているか 。

② 伝送 に よりデ ータ収集 する場合 は,原 始帳票 を確 ① 入力用帳票の授受についての手続 き(入 力川 データの授

謁 する。 受方法,返 還のための受付簿の設置等)が 定め られている

③ 原始帳票は保存年限を定め保存する 。 か 。
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② 授受票には次の事項が明記 されてい るか。

⑦ 年 月 日

④ 作業名(入 力 データ名)

◎ 入力用帳票の番号

㊤ 入力用帳票の枚数

㊥ データの数

◎ 発行者名 ・所属

③ 授受票の内容およびその実施状況について定期 または不

定期に照査が行われているか。
'

④ 社外 より入力用帳票を受理する場合,次 の事項が定めら

れ てい るか。

⑦ 入力 データの範囲

④ チ ェ ックの内容

◎ トラブル発生時の連絡手続き

◎ 責任の所在

2.帳 票類授受の事故 ① 帳票類が郵送時等に紛失 した場合の再作成方式を 1.デ ータ収集時 の事故 に対 し,郵 送,テ レタイプ伝送,オ ン

対策 確立 してお く。 ライン伝送等,そ れ ぞれに対応策が定 め られ てい るか 。

② 郵送が事情により遅延した場合の対策をたててお

く 。

③ テレタイプお よび オンライン伝送の場合,回 線の

不安定 に よるデ ータ化け対策 をたて てお く。

④ テ レタイプお よび オンライン伝送に際 し,回 線が

長期 ダウン した場 合の対策をた ててお く。

3.入 力 データの処理 ① 帳 票 を入力 データに変換 す る際,デ ータ量の照合 1.帳 票 を入力 データに変換 する際の チ ェック方式 は十分か 。

を お こ な う 。 ① 入力帳票 の金 額 または数量 につ いて,パ.ッ チ合計 による

② 入力 データ作成は検孔機等 で正確性の再確認をお 照合 が行 われてい るか 。
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こ な う 。 ② 重 要 項 目 の ハ ッ シ ュ ・ ト ー タ ル を 算 出 し,コ ン ピ ュ ー タ

③ 入力 データ作成 時の誤謬 は,内 容,原 因,解 決 策 で チ ェックが行 われ ているか 。

が正確 に記録 され る。 2.入 力 データ作成 時の誤謬 の解決 と,そ の記録 は十分か 。

④ 入力 データは授受票 に よ りオペ レータに渡 される。 ① 入力 データ作成 記録 簿 によ りベ リフ ァイが行われ たか否

⑤ 授受票は規定の年限の間保存 される。 かを確 認す ることがで きるか 。

② インプッ ト媒体(カ ー ド,磁 気 テープ,磁 気 デ ィスク等)

が作 成 される場 合,す べてについて ベ リフ ァイしているか。

③ パ ンチ ・ミスの記録 はあるか 。また分析が行われ ている

か 。

④ 穿孔指 示書 の フ ァイルは完備 しているか 。

⑤OCR,OMRに よ る入力の場合,紛 失 ・破損 ・読取 り

不能分の復元手続 きが明確に定められているか。
.

⑥ 入 力 データにつ いて,プ ログラムによ り次の よ うなチ ェ

ックが行 われ ているか 。

⑦ データの欠如,重 複 および連続番号

④ 必要項目の脱落,桁 ずれの有無

◎ 文字または数字の正当性,正 負の判別

◎ 年月 日の正当性,コ ー ド番号の正当性

㊥ 金額,数 量等の桁数の正当性

⑳ パ ッ チ 合 計,ハ ッ シ ュ ・ トー タ ル,カ ー ド枚 数 等 に よ

る ト ー タ ル ・ チ ェ ッ ク

㊥ マ ス タ ー ・フ ァ イ ル との 突 合 せ

⑦ 入力 データはア ウ ト・プッ トか ら遡及 して確認 で きる よ

う に な っ て い る か 。

1 3.入 力 データの保存期間 について定 め られ ているか。
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(2)オ ペ レ ー シ ョ ン ・チ ェ ッ ク リス ト

マ シ ン ・ オ ペ レ ー シ ョ ン

シ ス テ ム 監 査 上 の ポ イ ン ト

業 務 管 理体 制 業 務 内 容

1.オ ペ レ ー シ ョ ン の ① オ ペ レ』一 シ ・ ン準 備 作 業 マ ニ ュ ア ル に よ り,オ ペ 1.オ ペ レー シ ョン準 備作業手順 は,オ ペ レーシ ョン準備作業

標準化 レーシ ョン準備作業手順 が明確 に定 め られ る。 マニ ュアル によ り標 準化 され てい るか 。

② オ 〔 レ ー シ ョ ン ・マ ニ ュ ア ル に よ り,オ ペ レ ー シ ① オペ レーシ ョン準備 作業 マニ ュアルには次 の事 項が定 め

ヨン手順 が明確 に定 め られる。 られ てい るか 。

③ オ ペ レ ー シ ・ ン は,オ ペ レ ー シ ・ ン指 示 書 に よ り ⑦ オペ レーシ ョン指示書準備

お こなわれ る。 ④ オペ レーシ ョン流れ図準備

④ オペ レーシ ョンの流れ図が完備 され ている。 ◎ マシ ン ・スケ ジ ュール表準備

⑤ 業務別にコンソールによる応答処理が明確に記述 2.オ ペ レ ー シ ョ ン 手 順 は,オ ペ レ ー シ ョ ン ・マ ニ ュ ア ル に よ

されてい る。 り標準 化 されてい るか。

⑥ エラー出力 とその処理 は,明 瞭に規定 され る。 ① オペ レーシ ョン指 示書 には次 の事項 が記述 され ているか。
・

⑦ 業務各

④ ジ ョブ名

◎ 使用 す るフ ァイル名

◎ 出力用帳票名

㊧ プリン トポジ ションに関 する事項

◎ 処理 に関 するコメ ン ト(例 外処理,エ ラー処理 に関す

る もの を含 む)

㊥ 磁気ファイルの外部 ラベルに関する事項

② データの チ ェック事項

㊧ プログラム担 当者所属 ・氏名

3.オ ペ レータ と業務 管理者の責任体制 が明確 に され ているか。



⊥
ミ
1

2.マ シ ン ・ ス ケ ジ ュ ① マシ ン ・スケ ジュールは所定 の方法 で作成 されて 1.マ シ ン ・ス ケ ジ ュ ー ル は,マ ニ ュ ア ル に 基 き作 成 さ れ て い

一 ル
●

い る 。 る か 。

② マ シ ン ・ス ケ ジ ュ ール は,申 込 書 に よ り 申 し込 む 。 2.マ シ ン ・スケジ ュールは,責 任者の承認 を得 た うえで決定

③ ス ケ ジ ュ ー ル は マ シ ン 別,パ ー チ ィ シ ・ ン別 の 割 され てい るか 。

当 て基準が ある。 3.マ シ ン ・ス ケ ジ ュ ー ル の 予 定 ・実 績 が す べ て 記 録 さ れ,一

④ マ シ ン ・ス ケ ジ ュ ー ル は,関 係 者 に よ る ス ケ ジ ュ 定期間保存 され る よう定 め られ ているか。

一ル会議 で十分検討 され る。 4.リ ラ ン等に よる再 スケ ジュー リングについては所定 の手続

⑤ マシン ・スケジ ュールは,責 任 者 に より承認 され きを経 た うえ,責 任者の承認 を得 て決定 されてい るか 。

た うえで決定す る。

3.オ ペ レ ー シ ョ ン管 ① オペ レーションはマニ ュアル通 りに実施す る。 1.オ ペ レ ー シ ョ ン ・マ ニ ュ ア ル が 設 定 さ れ,定 期 的 に 見 直 さ

理 ② 時間帯別 にオペ レー タと責任者 を割付 ける。 れてい るか。

③ オペ レーションは オペ レーション指示書通 りにお 2.オ 〔 レ一夕 と責任者 は,オ ペ レーシ ョン時間帯別 に明確 に

こ な う 。 取決 め られているか。

④ オペ レーシ ョンは専任 オペ レータで実行 するが, 3.交 替制勤務の場合,交 替時の業務引継 ぎについて手続 きが

やむを得 ず オペ レータ以外 の者 がオペ レーシ ョンす 定 め られてい るか 。

るときは,そ の範 囲 を限定 し,責 任者 の承 認を得 る。 4.業 務 引継 ぎは責任者 の立 会いの もとに行 われてい るか 。

⑤ オ ペ レ ー シ ョ ン は マ シ ン ・ス ケ ジ ュ ー ル 通 りに 実 5.オ ペ レ ー シ ョ ン は,ス ケ ジ ュ ー ル 通 りに 実 施 さ れ,例 外 事

施 す る。 項は記録のうえ責任者の承認を得ているか。

⑥ マ シ ン ・ス ケ ジ ュ ール と オ ペ レ ー シ ョ ン実 績 を対 6.オ ペ レ ー シ ョ ン は,オ ペ レ ー シ ョ ン指 示 書 に よ り正 確 に 実

比 照合す る。 行 されて いるか。

⑦ 未実行 の オペ レーシ ョンは,原 因,対 処 方法 を記 7.コ ン ソール ・ログ情報 記録は責任 者の チェ ックを受 け,一

録 し,責 任 者の承 認 を得 る。 定 期間保存 す るよ う定 め られ ているか。

⑧ 予定 外 にオペ レー ションす る場 合 は,そ の理 由 を 8.処 理状況が連続記録用紙に記録される場合,連 続用紙の一

記録 し,責 任者の承認を得た後 に実施 す る。 部の欠如が容易に判明する措置が とられているか。
`

⑨ オ 〔 レ ー シ ョ ン 実 績 は,マ シ ン ・ ト ラ ブ ル と と も 9.処 理状況が磁気媒体に記録される場合,一 定期間保存する

に正確に記録 し,定 め られた期間保存 す る。 よ う定 め られ ているか。
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io.マ シ ン使用 計画 と実績時間 との差 は分析 され,そ の原因 に

ついて責任者 に報告す るよ う定 め られてい るか 。

11.オ ペ レーシ ョン上発生 したすべての障 害 について記録 され

責任者 に報告 す るよ う定 め られ ているか 。

12.オ ペ レーシ ョン誤 りの防止 と訂正処理 が行 える体制が整 え

られてい るか。

13.コ ン ソールに よ り,プ ログ ラム,デ ータに介入 できる場合,

すべ ての操作記録 が保 存 され,責 任者 によるチ ェ ックが行 わ

れ ているか。また,次 の措 置が とられ てい るか。

① コン ソール ・タイプライタ使用 の場合,連 続記録用 紙の

一部 に欠如 があ ることが容易 に判明す る措置
。

② 磁 気媒体 に記録 され る場合,内 容の チ ェックが で きる措

置 。

14.オ ペ レー'ション事故 につい て,次 の事項に関す る発生原因

の究 明 と誤 り防止策が たて られ てい るか 。

① オペ レー シ ョン準備作業 上の誤 り

② オペ レー ション指示書 の指示誤 り

③ オ ペ レー ション操作の誤 り

ラ イ ブ ラ リ

シ ス テ ム 監 査 上 の ポ イ ン ト

業 務 管 理 体 制 業 務 内 容

1.管 理 方式 の規定 ① ライブラ リの取扱 い管理 は,マ ニュアル によ りお Lラ イ ブ ラ リ管 理 は,ラ イ ブ ラ リ ・マ ニ ュ ア ル に よ り行 わ れ

こなわれ る。 ているか 。

② ライブラ リ庫 への出入は,ラ イブラ リ搬出入票で 2.ラ イ プラり取扱 者は ラ イブラ リア ンに限定 され,責 任者 が

管理 す る。 定 め られてい るか。

③ ライブラ リ庫 の出入 は ライブラリアンに限定 され, 3.ラ イ ブラリの取扱 いは完全に記録 され てい るか。
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管理責任者を設置 してある。
ず4

4.ラ イ ブラ リ庫 への出入 は ライブ ラリア ンに限定 され,ラ イ

ブラリ搬 出入票 に より管理 されてい るか。

2.ラ イ ブ ラ リの 管 理 ① ライ ブラリは重要分,一 般分,予 備分 に分類 の う 1.ラ イ ブラ リの保管状態 は,磁 気 テープ ・ライブラ リ管理規

え,レ ベルに応 じて管理 される。 定,磁 気 ディスク ・ライブラ リ管理規定に よ りそれぞれ保管

② ライ ブラリに事故が発生 した場合 のバ ックア ップ されてい るか。

体制 を とってお く。 2.ラ イ ブラ リの事故発生時 に備 え,バ ックア ップ体制 が 十分

③ ライブラ リ上内容を的確 に表 示す る。 とられ ているか 。

④ ライ ブラ リは・ ライブラ リ管理簿で常時管理 され, 3.ラ イ ブラ リ管理簿 とライ ブラ リ在庫 とは,定 期 または不定

一定時期に責任者が在庫の確認をおこなう。 期 に照査 の うえ,責 任者 のチ ェックを受 けてい るか。

⑤ ライブ ラリは業務 ごとに保存期間 を定 め保管する。 4.ラ イ ブラリの内容 お よび取扱規定 に次 の事項が定 め られて

⑥ ライ ブラ リに発生 した事故 は記録 の うえ,責 任者 い る か 。

の承認を得て復元する。 ① ライブラ リ名

⑦ ライブラ リを廃棄 する場 合,内 容 を消 去の うえ, ② 作成年月日

調査済の特定業者へ引渡す。 ③ 保存期間

⑧ ライブラリ廃棄は,そ の理由を記録 し責任者の承 ④ 保管棚番号

認 を とる。 ⑤ 作成者

⑥ 特定の重要 ライブラリの表示

5.ラ イ ブラリへ の登録 ・ライブラリの廃棄 について,所 定 の

手続 きを経たうえ,責 任者の承認を得て行 うよう定め られて

い る か 。

6.ラ イ ブラ リの廃 棄は,内 容 の消去処理 を行 ってい るか 。

7.ラ イ ブラ リの事故記録が整 備 され,原 因の究明 と対策が た

て られ ているか 。
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(3)プ ロ セ ス ・チ ェ ック リ ス ト

帳 票 管 理

業務 管理 体 制 業 務 内 容
シ ス テ ム 監 査 上 の ポ イ ン ト

1.標 準 化 と規定 ① 出力用帳票取扱 マニ ュアルによ り処理 す る。 1.出 力 用帳票管理 は,出 力用帳票 マニ ュアル によ り行 われて

② 出力用帳票は,重 要用紙 と一般用紙に分類 し,そ い る か 。

れ それの レベルに応 じて管理す る。

2.帳 票 管理 ① 帳票の発注は,正 式の依頼書により責任者の承認 1.帳 票の発注は所定の手続 きにより責任者の承認を得ている

を得 て実施す る。 か 。

② 発注先は,見 積 り費用,納 期等 を検討のうえ決定 2.発 注 先の決定 は正当 な評価 の うえでお こなわれてい るか 。

す る 。 3過 剰在庫 ・不足在庫の発生を防止するため,常 に最適在庫

③ 納入帳票は品質,数 量を確認後,帳 票庫へ格納す 量を確保するよう在庫管理が行われているか。

る 。 4.入 出庫 の記録 が行 われ てい るか 。

④ 帳票庫へ帳票を入出庫す る場合は,所 定の指示書 5.担 当 者 と責任 者は明確 に定 め られ てい るか。

で お こ な う。

⑤ 各帳票は帳票管理簿で管理 し,適 正在庫量 を常に

確保 してお く。

⑥ 在庫帳票は適宜棚卸 して,責 任者が在庫を確認す

る 。
s

⑦ 帳票管理担当者,お よび責任者を明確に定めてお

く 。

3.重 要用紙 管理 ① 用紙紛失が発生 しないよう厳重な管理をおこなう。 L重 要 用紙 の取 扱 いについて,次 の事項 が定 め られて いるか。

② 不要用紙が発生 した場合は,部 数を記録 し,責 任 ① 通 し番号制の採用

者の承 認 を得 た後,焼 却(ま たは カ ッテ ィング)を ② 施錠できる場所への保管

お こ な う。

w
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出 力 管 理
シ ス テ ム 監 査 上 の ポ イ ン ト

業 務 管 理 体 制 業 務 内 容

1.マ ニ ュ ア ル 化 ① 出力帳票 は マニ ュアルに もとづ き処理 され る。 1.出 力 帳票処理 は,出 力帳票 マ ニュアル によ り行 われて いる

② 出力帳票 は,業 務処理分,プ ログ ラマ用,管 理者 か 。

用,廃 棄 分に区分 され処理 され る。

2.出 力 帳票 処理 の管 ① 出力帳 票は,オ ペ レータか ら処理担 当者へ授 受票 1.出 力 帳票の授 受 は,授 受票 によ りオペ レータか ら処理担当

理 によ り受渡 され る。 者 に受渡 されてい るか。

② 処理担当者は,出 力帳票 を業務別に分類 し㌧オペ 2.出 力 帳票の数量が正 しいか どうかを確認 しているか。

レ ー シ ョ ン誤 り等 を チ ェ ッ ク す る 。 3.出 力 帳票の製品検査基準 はあるか 。

③ 処理担当者はエラー出力を照合 し,緊 急修正分は 4.エ ラー出力 の うち,緊 急修 正を要す る処理 について定 め ら

所定 の手順 を とる。 れてい るか。

④ 処理担当者は発送事前処理をおこなう。

3重 要 出力帳票 の管
!

① 重要出力帳票は管理者自身,あ るいは管理者が立 1.重 要 帳票(と くに機密 情報)の 処理 については,必 要に応

理 合いの もとで処理 す る。 じ,管 理者 自身,あ るいは管理者 立会いの もとで処 理 され て

② オペ レー シ・ン誤 りで発生 した重 要出力帳 票は記 い る か 。

録 し,責 任 者が確 認の うえ焼却(ま た はカ ッテ ィン 2.重 要 帳票(と くに機密情報)の 廃棄処理 につい ては,記 録

グ)す る 。 し,必 要 に応 じ,管 理者立会 いの もとで焼 却(ま たはカ ッテ
・

イ ン グ)さ れ て い る か 。

4.出 力 帳票の配布 ① 出力帳票は授受票で明確に受渡 しがおこなわれる。 1.出 力 帳票の配付手続 きは定 め られ てい るか。

② 出力帳票の活用状況を定期的に調査 し,不 要出力 2.出 力 帳票の配付 は,授 受票 に より行 われているか。

の削減 をはかる。 3.出 力 帳票 の配付記録 について,次 の事項 が明示 されてい る

か 。

① 出力帳票の名称

② 出力帳票の作成年月日

③ コ ピー数

④ 配布先
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⑤ 受渡し年月日

⑥ 受領者印

4.社 外 受渡 しの出力 にっ いて,次 の事項 が定 め られ ているか。

① 出力 受渡しに関する協定

② 事故発生時の当事者間の協議機関の設置

5.異 常 処理対策 ① 出力帳票 が,オ ペ レーシ ョン誤 り等 で使 用不能の 1.緊 急 を要 する帳 票の配送,についてバ ックア ップ手段が たて

ときの対策 をたてる 。 られ てい るか。

② 出力帳票が多量 の ときは,チ ェ ックポイン トを設 2.緊 急 を要す る帳 票に,デ ータ誤 りが発生 して デー タ修 正を

け,途 中 で正常処理 を確認 する。 要する場合の処理方法があるか。この場合,責 任者の承認を

③ 緊急出力帳票がデータ誤 りで使用不能のときは,
.

得て行 われ てい るか。

責任者 承認の もとに データ修 正の ルールを定 めてお

く 。

④ 緊急出力帳票が,郵 送の遅れ等 で現場送達が遅延

す る場合 の対策 をた てて お く。

(4)外 注 管理 チ1ッ ク リス ト

委 託 処 理

業 務 管 理 体 制 業 務 内 容
シ ス テ ム 監 査 上 の ポ イ ン ト

1.委 託 会社の決定 ① 建物,機 械室 への入出館,入 室 管理 は,自 社 セ ン 1.コ ン ピュータ処理 の委託 は継 続 しておこなわれる可能性 が

ターと同 じく完備 されている。 強 く,自 社処理同様 に セキュ リテ ィ面 を完備す る必要 があ り,

② コンピュータ,周 辺機器の能力 は,業 務 増加 に も その面の調査 は十分 にお こなわれ てい る。
十

対応 し得 る余力 を もっている 。 2.経 営状 況が安定的 な企業 か。

③ 事故発 生時の バ ックア ップが用意 されてい る。 3委 託者の要求を充す技術水準を有する企業か。

④ データ授受の ルール化が確立 してい る。 4組 合活動 によるス トライキが発生 した場合,委 託者の業務 .

⑤ オ ペ レ ー シ ョ ン 手 順 が マ ニ ュ ア ル 化 し て い る 。 に支障 が生 じない よ うバ ックア ップ体制 が とられてい るか 。
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⑥ 要員教育,人 事管理が十分である。 5.事 故 発生 に備 え十分 の保険 に加 入 してい るか 。

⑦ 他社 よりの受託は継続的である。

⑧ 資産,負 債は良好で売上,収 益状況 も安定 してお

り,堅 実 な経営 を してい る。

⑨ 事故発 生時の損 害保険,コ ンピュータ保険 加入額

も十分 であ る。

2.業 務 委託契約 ① 業務委託は責任者の承認を得たうえで,正 式契約 1.業 務委託契約は,責 任者の承認を得たうえで契約書が作成

書が交 され る。 され てい るか 。

② 業務委託契約書には,必 要項目が全て明記 され代 2.業 務委託契約書は次の事項を含む必要項目が全て明記され

表者が調印する。 て い る か 。

③ 当方担当者,責 任者,お よび委託先の担当者,責 ⑦ 委託業務の内容および範囲 ◎ 損害賠償

任 者を明確に してお く。 ④ 委託業務の実施 ㊧ 資料管理

◎ 緊急の処置 ◎ 機密保持

㊤ 委託業務時間 ㊥ 契約の有効期間

㊧ 委託料の支払い ◎ 契約の解除

㊥ 権利業務譲渡の禁止

㊥ 権利の帰属

3.委 託 業務の管理 ① 入力帳票 ・出力帳票の日を決定 し,責 任者の承認 1.営 業 活動に効果的 なデータ処理が お こなわれてい るか。

を 得 て マ シ ン ・ス ケ ジ ュ ー ル を 申 込 む 。 2.入 力 帳票 と出力帳票の授受は正確 にお こなわれてい るか。

② 入力帳票の枚数,金 額を確認 し,責 任者の承認を 3.出 力 帳票の正確性 は確認 され ているか。

得て授受簿で受渡す。

③ 出力帳票を授受簿で受取る。
シ

④ 出力帳票 は,あ らか じめ設定 してあるチ ェックポ

イン トで内容の正 当性 を確認 する。

⑤ 出力帳票の受取 り確認終了を記録 し,責 任者の承

認 を得 る。
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4.委 託 費用の支払, ① コンピュータ費用 は,業 務 対象別に記録 した ロギ 1.委 託 会社 請求の費用の妥 当性 は よ く調査 されてい るか。

ン グ ・デ ー タ で 算 出 す る 。 2.委 託会社請求費用は,責 任者の承認を得て支払われている

② 委託会社が 申出た ロギング ・データに よる費用 を か 。

標準処理 時間 と対比 し,妥 当性 をチ ェックす る。

③ 委託会社請求費用を再調査 し,責 任者の承認を得

た後支払 う。

5.事 故 対策 ① 委託会社 の コンピュータは複数 設置 され,パ ック 1.委 託 会社 で トラブルが発 生 した場合,バ ックア ップ体制が

ア ップ体制 は十分 。 とられ ているか。

② 委託会社 は同業他社 とバ ックアップ協定を締結 し 2.重 要情報の処理体制 と,双 方の責任者が明確に定められて

ている ことが望 ま しい。 い る か 。

③ 委託会社の外 に,同 規模の外部 コンピ ュータ ・セ

ンター と協 調体 制 を とることが望 ま しい。

④ 委託会社 では,機 密漏洩対策が とられている。

⑤ 機密情報の処理,出 力には責任者が立合 っている。

受 託 処 理
シ ス テ ム 管 査 上 の ポ イ ン ト

業 務 管理 体 制 業 務 内 容

1.受 託 の決定 ① 受託業務 の範 囲,コ ン ピュータの単位当 り使用料 1.受 託 条件,料 金 体系 がマニ ュアル化 されてい るか。

等の受託条件が規定 されている。 2.受 託 処理 上,ま たは費用分担上,問 題 が生 じない よ う,委

② 委託 者(会 社)の コンピュータ活 用状 況は良 好である。 託者(会社)の 調査は十分か。

③ 委託 者(会社)の 資産,負 債は良好で,売 上,収 益

状況 も安 定 してい る。

④ 委託内容が受託条件に合致 している。

⑤ 委託内容を記録 し,責 任者の承認を得 る。

2.受 託 契約の締結 ① 受託契約書には,必 要項目が全て明記 される。 1.受 託契約は責任者の承認を得たうえで契約書が作成されて

② 受託契約書に代表者が調印する。 い る か 。
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③ 当方担当者,責 任者,お よび先方担当者,責 任者

を明確 に してお く。

2.契 約 書 には必要項 目が全 て明記 され ているか。

3.契 約 条項 に とくに不利 な条件 はないか。

3.受 託 業務 の実行

〔ク ローズ処理 〕

① 委託者 よ り提出 を受 けた スケジ ュールを調整 の う

え,正 式 スケ ジュールを連絡 する。

② 入力帳票 を予定 日に授受簿 によ り受取 り,枚 数 を

確認 する。

③ 自社処理要領 に準 じて入力 デー タの作成,オ ペ レ

ー シ ョンを行 い帳票 を出力す る
。

④ 出力帳票 は発送準備処理後,授 受簿 で委託会社へ

引渡す 。

⑤ 委託 者(会 社)で 出力帳票の確 認 を受 けた後,連 絡

を受 ける。

1.入 力 帳票 と出力帳票 の受渡 しは正確 にお こなわれているか。

2.マ シ ン ・オペ レー ション,ラ イブラリ管理(ま たは授受)

等 が記録 され,所 定の期間良好 に保存 されてい るか。

〉

4.オ ー プン受託 の実

行

① 責任者 が同伴 した オペ レータが処理 す る。

② 委託 会社 派遣要員 の所属氏名 一覧表 に よ り,入 館

入室 の チェ ックをす る。

③ 委託 者(会 社)派 遣 要員 の活動範囲 を,あ らか じめ

限定 してお く。

1.委 託 者(会 社)の 責任 者,オ ペ レータの氏名 を完全 に把握 し

てい るか 。

2.セ キ ュ リテ ィ確保 の ため,委 託 者(会 社)の 派遣要員 の活動

範囲 を限 定 してい るか 。

5.費 用 の請求 ① コン ピュータの ロギ ング ・データよ り受託 オペ レ

ー ション分の使 用時間を抽 出 し,費 用 を算 出す る。

② 費用 は再度調査の うえ,責 任者 の承認を得て委託

会社へ請求す る。

1.受 託 費用 は正確 に計算 され,責 任 者の承認 を得 た うえで請

求 してい るか。

6.事 故 防止対策 ① 受託業務 のレベルに応 じ,発 生する損害を推定 し

て対策をたてる。

② 事故発生に関する委託会社の責任分担分は,あ ら

かじめ免責事項 として明確に契約 してお く。

③ 十分な損害保険,コ ンピュータ保険に加入 し,損

害発生の負担を軽減する。

一 －AA

1.事 故 に よる損害が莫大 になるよ うな危険な業務の受託 を し

てい ない か。

2.損 害 保険,コ ンピュータ保険 は十分 か。
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プ ロ グ ラ ム 外 注

シ ス テ ム 管 査 上 の ポ イ ン ト
業 勤 管 理 体 制 業 務 内 容

1.外 注 会社の決定 ① 他社 よりの受託状況は良好 で問題が発生 していな Lプ ロ グラムの外 注 にあた り,委 託 会社 は信頼が おけるか。

い 。 2.プ ロ グラムの誤 り訂正,修 正 は速 かに実施で きる体制 にあ

② 社内教育,人 事管理は十分である。 る か 。

③ 経営状態は良好で安定 している。 3.そ の他委託処理 「委託会社の決定 」の項参照。

④ プログラム開発水準,メ ンテナ ンス体制は良好 で

あ る 。

2.委 託 契約 の締結 ① 委託業務内容 を明確化する。 1.プ ロ グラムの委託は内容 が明確化 され責任者 の承認 を得 て

② 開発期間 と費用,お よびその支払方法 を取 り決め い る か 。

る 。 2.プ ロ グラムの誤 り訂 正,修 正 に関 する取 り決 めと,費 用 負

③ プログ ラムの修 正,プ ログ ラム誤 りの訂正 につ き 担 を明確 に してい るか 。

取 り決 める。 3.契 約 書 は必要項 目を明記 し,代 表 者の調印 があるか。

④ 取 り決め事項は責任者の承認を得た後,契 約書を 4.委 託 業務契約書 については,委 託処理 一2「業務委託契約 」

作成 し,代 表 者が調印す る。 の項 を参照。

⑤ 当方担当者,責 任者,お よび先方担当者,責 任者 5.委 託 会社 との連絡 ル ー トは確 立 してい るか 。

1を 決 め明確 にしてお く。

3外 注の実行1① プログラム仕様書を作成し,責 任者の承認を得る。 1.プ ロ グラム,仕 様書 は十分検討 して作成 されて いるか。
'

② プログラム仕様書を委託会社へ交付 し,先 方担当 2.委 託 会社 での プ ログ ラム開発体制,テ ス ト状 況 は十分 か。

者に要点を説明する。 3.プ ロ グラム内の定 数 エリア等,プ ログラマが独 自の判断 で

③ プログラム開発状況 を定 期的に調査す る。
一

作成 した定数部分は必要なものに限 られているか。

④ プログラムの受入 れにあた り,テ ス ト・データを 4.プ ロ グラム受入 れの テス トは十分 か。

チ ェ ックし,テ ス ト不 十分 な仕様につ き再 テス トを

要求 す る。

F

⑤ プログ ラムの定数 エ リア等,プ ログ ラマが独 自で

設定 した部分 につ き説明 を受 け る。
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⑥ プログラム仕様書 に もとづ き,完 成 プ ログ ラムの

受入 テス トをお こな う。

⑦ プ ログラム受入 テ ス ト完了 を記録 し,責 任者の確

認を得て正式引継 ぎを受ける。

4.プ ロ グ ラ ム 保 守 ① プログラム委託契約に含めて明確化する。 1.プ ロ グラム保守 のル ールは明確 に されてい るか。

② 一定期間内 に発生 したプログラ ミング誤 りの修正

は無料 である。

③ プログラム仕様の変更をともなう修正方法を取 り

決 める。

オ ペ レ ー シ ョ ン 委 託,
シ ス テ ム 監 査 上 の ポ イ ン ト

業務 管理 体 制 業 務 内 容

1.オ ペ レ ー シ ョ ン委 ① プログラム外注会社の決定に準 じて調査決定する。 1.プ ロ グ ラ ム 外 注 に 準 じ る 。

託先の決定

2.業 務委託契約の締 ① 業務委託内容を明確にする。 1.オ ペ レータの派遣 は,業 務 の委 託契約 に もとつ くもの であ

結 ② 契約期間,要 員数,費 用等を取 り決め,責 任者の り,し たが って,委 託業務 の内容 が明確 にな ってい るか 。

承認 を得 る。 2.契 約 の内容 は責任 者の承認を得 てい るか 。

③ 契約書を作成 し,代 表者が調印する。 3.業 務 委託契約 については,委 託処理 一2「 業務委託契約 」

④ 当方担当者,責 任者,お よび先方担当者,責 任者 の項 を参照 。

・ を決定 し明確 にす る。

3.オ ペ レ ー タ の 受 入 ① 委託会社 よりオペ レータ として派遣 される要員名 1.派 遣 要員 の人事管理,健 康 管理 をお こな う担当者が設置 さ

簿 を提 出 させる。
、

れてい るか。

② 派遣要員に管理責任者が含まれていることを確認 2.機 密 保持,安 全性 確保 のための信頼 性 は十分か 。

す る 。 3.派 遣 要員 に機能遂行 のための十分な教 育 を してい るか。

③ 派遣要員は各個人にっき十分調査する。

④ 派遣要員に社内取決め事項を説明 し厳守 させる。



⑤ 派遣要員にコンピュータ運用方式 と担当業務を説

明す る。

4.そ の 他 ① 派遣要員 と定期的に会議を開催 し,意 見の交換, 1.派 遣 要員 の モラール ・ア ップをはか るため,必 要情報 を的

意思 の疎 通 をはか る。 確 になが し,問 題 点の摘出 をはか ってい るか 。

② 派遣要員 と社員間で親睦会を開 く等の融和をはか 2.派 遣 要員 と自社 関係者の親睦 をはか って いるか。

る 。

'

(5)セ キ ュ リテ ィ ・チ ェ ッ ク リス ト

⊥
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全 般 管 理
シ ス テ ム 監 査 上 の ポ イ ン ト

業 務 管 理 体 制 業 務 内 容

1.規 定 化 ① 災害対策責任者が設置 されている。 1.災 害 対策,機 密 漏洩 防止策が マニ ュアル化 され てい るか 。

② 災害時の指揮系統が明確にされ,か つ弾力的に運 2.セ キ ュリデ ィ対 策は随時見直 されてい るか。

用 で きる ようになっている。

③ 災害発生時を想定 した訓練をおこなう。、

④ 非常時要員 と,そ の通勤手段を確保する。
'

2.災 害 対策 ① 災害対策責任者が設置 されている。 1.災 害 対策責任 者 は明確 にな ってい るか。

② 災害時の指揮系統が明確にされ,か つ弾力的に運 2.災 害時の情報令達機能は十分か。

用 で きるよ うにな っている。 3.災 害 時 に も最低の機能 は確保 されてい るか 。

③ 災害発生時を想定 した訓練をおこなう。 4.災 害 発生 に備 え,定 期的に訓 練 を行 ってい るか。

④ 非常時要員 と,そ の通勤手段を確保 する。

3.機 密費科取扱 ① 機密資料取扱 いの責任者を設ける。 1.機 密資料取扱 い責任者は明確か。

② 機密の レベルに より取扱 者に制限 を設 け る。 2.機 密資料は重要度に応 じて取扱者を限定 し,厳 重な管理を

③ 機密資料の保存は,一 般文書 と区分けし厳重にお お こな ってい るか 。

こ な う 。 3.機 密 資料 の保存 ・廃棄処置 は完全 か。

④ 機密資料の廃棄 は焼却(ま たはカッティング)す る。
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建 物 ・ マ シ ン 室 管 理

業務 管 理 体 制 業 務 内 容
シ ス テ ム 監 査 上 の ポ イ ン ト

1.建 物 管理 ① コンヒ。ユータ設置建物 への入館 を十分 チ ェック し 1.破 壊 行為,妨 害 工作等 の防止 をはか るため,入 館 チ ェック

無関係者の入館を阻止する。 をおこない,常 時在館者 を把握 してい るか。

② 建物内の在館者 を常時把握 しておく。 2.建 物 管理 の責任者が設置 され ているか。

③ 入館者の手荷物,機 器類等の搬入物は十分 にチェ 3.対 震,対 火の設備 は十分 か。

ッ ク す る 。 4.非 常 時態発生 時の情報 伝達 手段,対 処方法 は マニ ュアル化

④ 建物管理の責任者が設けてある。 されてい るか。

⑤ 建物運用 マニュアルを作成 し,非 常事態発生時の 5.防 災 関連 設備 の保 守は十分 か。

連絡方法,情 報伝達手段等を定めておく。

⑥ 建物は必要に応 じ対震構造 とする。

⑦ 火災対策 として,防 火扉,煙 感知器,消 火機器等

を設置 し,退 避通路 を設 ける。

⑧ 防災関連設備の定期的保守を十分におこなう。 金

2.マ シ ン室 管 理 ① マ シ ン室 へ の 入 室 は,オ ペ レ ー タ,ラ イ プ ラ リ ァ 1.コ ン ピュータの安全確保 のため,マ シン室 の入室 は責任 者

ン,責 任者の承認 した者に限定す る。 の承認 した者 に限定 され,入 室 のチ ェ ック も十分 におこなわ

② マ シン室への入室 は十分 チェ ックす る。 れ てい るか。

③ マシン室には責任者が常駐 し,室 内の運用を管理 2.マ シ ン室の運用管理 は,常 駐 している責任者 がお こな って

す る 。 い る か 。

④ マ シン室の消火 は,コ ン ピュータに影響 を及 ぼ さ 3.火 災 に際 しての消火 は,で きる限 りコンピュータに影響 を

ない よ う検討す る。 与 えない よ う検討 されて いるか 。

⑤ 災害発生時の避難通路は十分設けられている。 4.事 故 発生時には安全 に避難 できるよ うにな ってい るか。
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ソ フ ト ウ ェ ア 管 理

業 務 管 理 体 制 業 務 内 容
シ ス テ 監 査 上 の

1.管 理 規定 ① ソフ トウェアの受入,登 録,保 全 の マニ ュアルが 1.ソ フ トウ ェ ア は コ ン ピ ュ ー タ 処 理 の 中 枢 で あ り,誤 謬,不

策定 される。 正防止の ため,厳 重な取扱 いマニ ュアルが作成 され ているか。

② ソフ トウェア管理 の責任者が 設け られ る 。 2.ソ フ トウェア管理 の責任者 は明確化 され てい るか。

2.ソ フ ト ウ ェ ア の 受 ① 開 発 部 門 ま た は コ ン ピ ュ ー タ ・メ ー カ か ら,プ ロ 1.プ ロ グラムは開発 部門 と運用管理部門 が明確 に区分 され て

入 と管理 グラム明細 とオペ レーシ ョン手順書 を添 付 したプロ
.

い る か 。

グ ラム を受領 し,責 任者 が確 認す る。 2.プ ロ グラムの引継 ぎは正確 に行 われ,直 ちに登 録簿 に記載

② プログラムは直 ちに管理 担当者 に引渡 され,帳 票 し,責 任 者の承認 を得 ているか。

に登録 の うえ厳重 に管理 され る 。 3.使 用 したプログ ラムは,オ ペ レーシ ・ン実績 によ り常時把

③ プロ グラムは必 要 に応 じて オペ レー タが使用 する。 撰 してい るか 。

④ プログラム使用 実績 は,オ ペ レーシ ョン実績 とし 4.重 要 プ ログラムは,不 正使用 の防 止,機 密 の厳守の ため厳

て記 録す る。 重な管理が検討 されてい るか。
.

⑤ 重要 プログラムは一般 プログラム と別 に管理簿 を 5.重 要 プログラムの取 扱 いは記録 のうえ,責 任者の承認 を得 て

作成 し,使 用の都度記録 し,責 任者の承 認を得 る。 い る か 。

⑥ 登録 ソフ トウェアは,一 定時期 に登録簿 と照合 し 6.保 有 プ ログラムは登録簿 と適宜照 合 し,責 任者の確 認を得

責任者が確認する。 てい るか 。

3.修 正 と廃棄 ① プ ログラム修正 のための払 出 しは,登 録簿 に明記 1.プ ロ グラムを修 正す るための払出 しは記録 の うえ,責 任者

のうえ責任者の承認を得 る。 の承認 を得 てい るか。

② プログラムの修正 は開発部門 でお こな う。 2.プ ロ グラムは運用 部門では修 正 しないよ うな体制 にな って

③ 修正後のプログラムは,新 規登録に準 じて受入れ い る か 。

、 ら れ る 。 3.修 正 後 の プログラムは正確に再登録 されてい るか 。

④ 不要 プログラムは記録の うえ,責 任者の承認を得 4.不 要 プログラムは記録 され,責 任 者 の承認 を得 た後,内 容

て払出 す。 が解読 で きない よ うな状態 で廃 棄 されてい るか。

⑤ 不要 プログラムの廃棄 は,磁 気 デ ィス ク,磁 気 テ

一プの場合 は完全に消去 し,パ ンチ カー ド,紙 テー
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プの場合 は焼却(ま たは カッテ ィング)す る 。

4.そ の 他 ① オペ レーシ ・ン誤 りで他 の ライブラリを破壊 した 1.』 メ ー カ提 供 プ ロ グ ラ ム,ユ ー ザ ・プ ロ グ ラ ム で 他 の ラ イ ブ

り,内 容 を更新 しないよ う検討 され てい るか 。 ラ リ内容 の更新,破 壊 が行 われない よ うチ ェックされて いる

②RJE,TSS運 用 の場合,第 三者 ファイルへの か 。

更新修正等が完全に防御されているか。

ハ ー ド ウ エ ア 管 理

業 務 管理 体 制 業 務 内 容
シ ス テ ム 監 査 上 の ポ イ ン ト

1.災 害対 策 ① コ ンピュータの対震対策が,床 下固定方式等 で十 L災 害発生のレベルに応 じ,十 分に検討 されたうえで対策が

分検討 されている。 たて られ ているか。

② コ ンピュータの無人運転 中 も定 期的に巡 回 し,事 2.災 害 発生時の最低限の処理 はマニ ュアル化 され ているか。

故による発火等を事前に防止する。 3.災 害 が発生 した場合,直 ちに復 旧で きる ようライ ブラリの

③ コンピ ュータ運用 中の災害にっ き,ラ イブラ リ庫 分散管理,外 部 セ ンターの調査等が おこな われ てい るか 。

の閉鎖 等,最 少必要 限度 の オペ レーシ ョンを規定 し 4.災 害 の規模が大 き く,復 旧に長時間 を要す る場合 に備 えて,

て お く。 現場 手作業処理 の マニ ュアル化が で きてい るか 。

④ 災害の発生に対処 じて,他 センター利用の可能性

を検討 してお く。

⑤ 災害 の発生 に対処 して,ラ イブラリのバ ックア ッ

プをはかる。

⑥ オ ンライン ・システムの長期停 止 に対処 して,災

害時 の事務処理 マニ ュアル と非常用帳票 を用意する。
←
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2.コ ン ピ ュ ー タ の 保 ① 定期保守は確実に実行 され,記 録 として報告を受 1.保 守 状況 は定期,臨 時保守 とも十分で,か っ明確 に記録 さ

守 け て い る 。 れてい るか。

寸 ② 事故発生時の保守は直 ちにおこなわれ, ,記録され 2.事 故 の記録 は適宜分析 の うえ,的 確 な対策 がたて られてい

報告 を受 ける。 』 る か 。'

③ オンライン等,大 型 システムには保 守員が常駐 する。



④ 事故記録は適宜分析され,責 任者が確認のうえ的
・

確 な対 策 をたて る。

デ ー タ 管 理
シ ス テ ム 監 査 上 の ポ イ ン ト

業務 管 理体 制 業 務 内 容

1.入 力 デ ータ管理 入力処理参照 同 左

2.出 力 用帳票の管理 帳票管理参照 同 左

3.出 力 帳票の管理 出力管理参照 同 左

4.ラ イブ ラ リ内容 の

管理

ライブラリ参照

ソフ トウェア管理参照

同 左

い6)
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人 事 管 理 チ ェック リス ト

人 事 お よ び 健 康 管 理

業 務 管 理 体 制 業 務 内 容

シ ス テ ム 監 査 上 の イ ン

1.人 事 管理 ① 交替制勤務の場合は,特 殊勤務協定が締結 され, 1.交 替制を採用する場合は,勤 務条件等につ き労働組合 と協

勤務条件が明確にされている。 定が結ばれているか。

② 機能別に勤務態様が異なるが,人 事考課は的確に 2.交 替 時の引継 ル ールは確立 され てい るか 。

お こ な う 。 3.コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン は 十 分 か 。

③ 交替時の業務引継 ぎの規定化をはかる。 4.教 育 は十分 にお こなわれ てい るか 。

④ 定期的会議等により情報は的確に伝達される。

⑤ 定期的な個人面接等により問題点の発掘をおこな

い,顕 在 化す る前 に順次 解決 す る。

⑥ 通信 教育,外 部講習等 に よ りレベル アップ をはか

る 。



2.健 康 管理 ① オペ レータ,キ ーパ ンチ ャ等 の健康診断 は,一 般 1.健 康 診断 は もれな く,診 断 の範 囲 も十分 か 。

の診断の外 に視力,聴 力,腱 症 炎等,疲 労調査 も加 2、 環境整備 は十分 にお こなわれてい るか 。

え る 。

② 労働環境 を適度な照明,騒 音の防止,室 内温湿度

の調整等 に よ り整 備す る。

③ 機器 レイアウトを十分検討し,最 少の行動範囲の

動線 とす る。

⊥
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第4章 システム監査 の手 法

4.1シ ス テ ム監 査 手 法 の意 義

シス テ ム監 査 の 実 施 に あ た っては,監 査 対 象 業 務,シ ステ ムの規 模,お よ びバ

ッチ処 理,オ ン ライ ン処 理 等 の 処理 形 態 を十 分 考 慮 した 上 で,監 査 手 順 な らびに

使 用 す る手 法 等 を選 択 す べ きで あ る。 監 査 手 法 に つ い て は,そ の効 用 な らび に限

界 を十 分 認 識 の 上,使 用 に あ た らな け れ ば な らな い こ とは,本 報告 書 「シ ス テ ム

監 査 基 準(試 案)」 で 明 らか に し てい る とお りで あ る。 さ らに,監 査 手 法 の 選 択

に あ た って は,監 査 主 体(シ ステ ム監 査 人)の 側 の組 織 的 位置 づ け,リ ソー ス,

能 力,経 験 に 規 定 され る面 も大 で あ る。

シ ス テ ム監 査 の 手 法 とは,監 査 実 施 に 際 し設 定 され た 監 査事 項(チ ェ ック ポ イ

ン ト)に 即 して,監 査 人 が シ ステ ム を点 検 ・評 価 す るた め の方 法 に他 な らな い 。

シ ス テ ム監 査 は,シ ス テ ムの企 画,開 発,運 用 等の すべ て を対 象 と してお り,し

たが って,ユ ーザ 部 門 で の デー タ発 生 か ら,シ ス テ ム部 門 に お け る狭 義 の シ ステ

ム を経 て,ユ ーザ 部 門 で の ア ウ トプ ッ トの 最終 活用 に至 るま での 広 義 の シ ステ ム

を対象 とす る ものであ る。各 々の具体 的な監査 上の ポイ ン トは,各 論第1章 ～第

3章 で 詳 細 に 示 され てい る。 した が って,監 査 手 法 の選 択 は,前 三 章 に 示 され た

よ うな各 ポ イ ン トを チ ェ ックす るた め の方 法 の選 択 で あ るとい う こ とに な る。

シ ス テ ム監 査手 法 に つ い て は,主 に アメ リ カにお い て開 発 され た 手 法 の 紹 介 が,

当 委 員会 の 従 来 の 報 告書 を は じめ とす る諸 文 献 に よ りな され てい る。 それ らは,

コ ン ピ ュー タ を利 用 した監 査 の た めの 広い 意 味 での ソ フ トウエ ア技 術 の 説 明 に ス

ペ ー スの 多 くが さか れ て い る。 しか し,監 査 手 法 を上 述 の よ うに 担 えた う えで,

監査 上 の 諸 ポ イ ン トを具 体 的 に検 討 す れ ば,質 問 書,諸 々の ドキ ュメ ン トの精 査,

面接 調 査,現 場 調 査 等,い わ ば伝 統 的 な 内部 監 査 の 手 法 とい うべ き もの に よ らな
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けれ ば な らず,ま た それ に よ り十 分監 査 目的 を達 成 し う る分 野 が 極 め て 大 きい こ

と に気 づ くは ず で あ る。 した が って,シ ス テ ム監 査 とは,文 献 に よ り招 介 され て

い る よ うな コン ピュ ー タ を使 用 した監 査 手 法 を実 施 す る こ とだ とい うわ け で は な

く,ま た それ らの 手 法 を実施 しな けれ ば シ ス テ ム監 査 た り得 ない とい うわ け で も

ない 。

さ らに,監 査 手 法 と して上 げ られ る もの に は,シ ステ ムの 効 率,効 用 性,モ ニ

タ リン グ,ド キ ュメ ンテ ー シ ョンを容 易 に す るた め,開 発 され た ユ ーテ ィリテ ィ

・プ ロ グ ラム(た とえ ば,SMF,オ ー トマ チ ック ・フ ロー チ ャ ー テ ィン グな ど)

を監 査 目的 に利 用 し よ うとす る もの が あ る。 これ らは,シ ス テ ム部 門 の セ ル フ ・

コ ン トロー ルの た めの 技 法 と して有 効 に活 用 で きる もの で あ る。 した が って,監

査 人 と して は,開 発 段 階 で これ らの手 法 の た めの ル ーチ ン,プ ログ ラ ム をセ ル フ

・コ ン トロー ル手 段 と して シス テ ムに組 入 れ る こと を求 め ,運 用 段 階 で は シ ステ

ム部 門 に よ るセ ル フ ・コン トロー ル の実 施 状 況 を監 査 す る とい う形 に す る こ と も

可 能 で あ る。 これ ら も,広 い 意 味 で の監 査 手 法 の 選 択 とい'う こ とが で き よ う。 も

ち ろん,監 査 の独 立 性 の 観 点 か らは,監 査 人 は これ らの セ ル フ ・コン トロー ル に

つ い て 監 査 す る独 自 の手 段 を持 た な け れ ば な らない が,そ れ は必 らず し も監 査 人

が全 て の コ ン トロー ル機 能 を 自 ら追 試 しな け れ ば な らない とい うこ と では な い 。

4.2手 法 ・技 法 ・ツ ー ル

監 査 手 法 に 関 連 し て,技 法 ・ツー ル等 の 言 葉 が用 い られ る こ とが 多 い 。 これ ら

は,互 換 的 に使 用 され る こ と もあ り,厳 格 な 区 別 をす る ことは 困難 で,ま た その

必 要 もない 。 一 般 的 に は,た とえ ば,汎 用 監 査 ソフ トウエ ア ・パ ッケ ー ジは,そ

れ 自体 を即 物 的 に 把 えた場 合 に は ツー ルで あ り,そ れ を使 用 す る とい う面か ら把

え た場 合 に は技 法 で あ り,さ らに技 法 を監 査 目的 との 関係 に おい て把 握 した場 合

に は手 法 で あ るとい うこ とが で きよ う。 す な わ ち,ツ ー ルは 即物 的 ・受動 的概 念

で,技 法 は能 動 的 概 念,手 法 は 目的 的概 念(し たが って,代 替 可能 性 を内容 とす
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る)で あ る とい え る。

4.3監 査 手 法 の 分 類

シス テ ム監 査手 法 の 分類 に は,い ろ い ろ な考 え方 が あ り定 説 とい え る もの は な

い 。以前 か ら コ ン ピュー タ周 辺 監 査,コ ン ピ ュー タ処 理 過 程 監 査,コ ン ピ ュー タ

活 用 監 査 と分 け た り,手 作 業 に よ る監 査,コ ン ピ ュー タ周 辺 監 査,コ ン ピュー タ

処 理 過 程 監 査,オ ン ライ ン ・シ ス テ ム監 査 と分 けた り され てい る。 これ らの 分 類

は,ど ち らか とい え ば会 計 監 査 的 視 点 か らの 考 え方 で あ り,シ ステ ム とい うよ り

は コ ン ピ ュー タ と監 査 の関 わ りに 重 点 を置 く考 え方 とい うこ とが で き る。

シ ス テ ム監 査 の 段 階 と しては,ま ず コ ン ピ ュー タ ・シス テ ム を ブ ラ ック ボ ック

ス的 に取 扱 う段 階(こ れ は シ ステ ム監 査不 在 の 段 階 で あ る)か ら,シ ス テ ム に立

入 って,質 問 書 ・文 書 ・記 録 の 監査,面 接 調 査,現 場 調 査 等 に よ りシ ス テ ム監 査

を行 う段 階,さ らに その 上 に 監 査 人 が コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ ムか ら何 らか の ア ウ

トプ ッ トを取 り出 し て監 査 に 利用 す る段 階 が あ る。前 述 した よ うに 監 査 手 法 と し

て,と くに 論 じ られ て きた の は,主 に この 第3の 段 階 に お け る諸 技 法 で あ るが,

これ らを その 機能 面 か ら見 る と次 の よ うに な る。

① シ ス テ ムの テ ス トを主 とす る もの

① テ ス ト ・デー タ法

①ITF法

⑪ 平 行 シ ミュ レー シ ・ン法

② コ ン ピュー タ ・プ ロ グ ラム ・ロジ ックの 分析,デ ー タ処 理 過 程 の 捕捉 を主 と

す る もの

① 平 行 シ ミュ レー シ 。ン法'

① ス ナ ップシ ョ ッ ト法

⑩ トレー ス法

③ 現 行 プ ロ グ ラムの 検証 を主 とす る もの
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① オ ー トマ チ ック ・フ ロー チ ャ ーテ ィング法

① ボ ン デ ィ ッ ド ・プ ロ グ ラム 法

⑩ コー ド比 較法

④ コン ピ ュー タ設 備 の オ ペ レー シ 。ン状 況 の 捕捉 を主 とす る もの

① ジ ・ブ ・アカ ウ ンテ ィン グ ・デ ー タ分 析 法

⑤ 監 査 目的上 意 味 の あ る デー タ を,処 理 中 の デー タ,あ るい は フ ァイ ルか ら抽

出 し処 理 す る こと を主 とす る もの

① 監 査 モ ジ ュー ル法

① 監 査 ソ フ トウエ ア法

4.4シ ス テム 監 査 の 諸手 法

4.4.1質 問 書

質 問 書 は,シ ス テ ム監 査 にお い て着 眼 す べ き全 分野 を対 象 とす る こ とが で き,

と くに シ ステ ム監 査 を新 た に 導 入 ・実 施 し よ う とす る際 に は不 可 欠 の方 法 とい え

よ う。 質 問書 は,す で にい くつ か の もの が 発表 され てお り,シ ス テ ム監 査 に お け

るチ ェ ック ポイ ン トが 網 羅 的 に示 され てい るの で,そ れ 自体 が監 査 人 に と っての

ガイ ドとな り,組 織 の 実 情 に 合 わ せ て これ を利 用 すれ ば極 め て容 易 に質 問 書 に よ

る監 査 に着 手 す る こ とが で き る。

質 問書 に対 す る回 答 が ネ ガテ ィ ッ ブな もの で あれ ば,直 ちに改 善 策 の 検 討 へ 進

む こ とが で きる し,ポ ジテ ィブな場 合 に は,必 要 に 応 じて さ らに 実 地 に これ を検

証 す る とい うこ とに な る。 質 問書 は,シ ス テ ム監 査 が す で に実 施 され てい る組 織

体 に あ って も,依 然 と して有 効 な監 査 手 法 で あ る。

質 問 書 に お・い て 注意 すべ きこ とは,質 問 書 に掲 げ られ た以 外 の 項 目 を見 落 して

い な い か,シ ステ ム の変 更 に対 応 し得 てい るか とい う点 であ る。 ま た質 問 が ,単

純 な イ エ ス ・ノー の 回答 を求 め る形 式 の み の 場 合 に は,シ ステ ム の十 分 な把 握 が

で き ない の で,記 述 式 の 回答 を求 め る質 問 を加 え るな どの 工 夫 が 必要 で あ る。
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4.4.2ド キ ュ メ ン ト調 査

シ ステ ム 監 査 に お い て も,文 書 ・記 録 の 閲読 な どに よ る監査 の 基 本 的 重 要 性 は

変 らず,監 査作 業 の 大 きな比 重 を 占 め る もの で あ る。

ドキ ュ メ ン トに よ る監査 は,シ ス テ ム ・ドキ ュメ ン テー シ ョンが十 分 な され,

メ ン テ ナ ン ス され てい るか の チ ェッ ク,ド キ ュ メ ン ト上十 分 な コ ン トロー ルが シ

ス テ ムに組 込 まれ てい るか の 検討,運 用 実施 状 況 の 記 録 の 検査,さ らに プ ロ グラ

ム ・ ドキ ュ メ ン ト,原 始伝 票 の精 査 に も及 び得 る。

ドキ ュ メ ン トに よ る監 査 は,手 作 業 に よ る監 査 の 主 な もの で あ るが,コ ン ピ ュ

ー タ に よ り処 理 され る情 報 量 ・対 象 業 務 が 拡 大 し,さ らに デー タが電 磁 化 され 見

読可 能 な範 囲 が ます ます 限 定 化 され て く る と,量 的 ・質 的 に これ の み で は監 査 目

的 が十 分 達 成 で きな くな って くる。 そ こで,コ ン ピ ュー タ ・シス テ ムの 情 報処 理

機 能 を監 査 に 利 用 した り,コ ン ピ ュー タ処 理 過 程 を 直 接 コン ピュ ー タ を用 い て監

査 す るこ とが 次 第 に必 要 に な って く るの で あ る。

4.4.3面 接 調 査,現 場 調 査 な ど

監 査 に お い て は,現 場 に 出 か け,担 当者 と合い,現 場 を観 察 す る こ との 重 要 性

は 極 めて大 で あ る。担 当者 との 公式 ・非 公 式 の 面 接 に よ り,監 査 人 は,シ ステ ム

に つ い て理 解 を 深 め,方 針,規 定 等 の 満 足 状 態,遵 守 状 況 を直 接 的 に 看取 す る こ

とが で き る。

また,施 設 の物 理 的 セ キ ュ リテ ィの 監 査 は,現 場 で の 実地 調 査 な しで は 満 足 す

べ き結 果 は得 られ な い 。

4.4.41TF(ミ ニ ・ カ ン パ ニ ー)

(1)ITFと テ ス ト ・デ ー タ

ITFは,IntegratedTestFacilityの 略 で あ り,ミ ニ ・カ ン パ ニ ー と も

呼 ば れ て い る 。 シ ス テ ム 中 に 架 空 の 部 門(ミ ニ ・カ ン パ ニ ー)の フ ァ イ ル を 設 け
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この 架 空部 門 用 の 架 空 の テ ス ト ・デ ー タ を実際 の デ ー タ と一 緒 に稼 動 中 の シ ステ

ム に流 し・ その結 果 を予 め手 作 業 に よ って得 られ た正 しい 結 果 と を照 合 し
,シ ス

テ ム を テ ス トしよ う とす る もの で あ る。

架 空 デ ー タを用 い て シ ス テ ム を テ ス トす る方 法 と しては,従 来 か らテ ス ト ・デ

ー タ(テ ス ト ・デ ック)が あ るが
,運 用段 階 にあ る シ ステ ム の テ ス トと しては,

テ ス ト ・デ ー タの 設 計 ・メ ンテ ナ ンス が 困難 で あ る,ま た,実 際 の オ ペ レー シ ョ

ン時 では な く,別 に テ ス トの た め の コ ン ピ ュー タ時 間 を要 し ,し か もその 際 テ ス

トされ る プ ログ ラム が,実 際の プ ログ ラム と異 る もの に取 替 え られ て い れ ば ,テ

ス トは無 意 味 に な るな ど,あ ま り優 れ た 方法 とはい え ない と され てい る
。

ITFは,こ の テ ス ト ・デー タの 発展 形 態 と考 え てよ く,テ ス トに特 別 の 時 間

を要 さず,シ ス テ ム稼 動 中 に 本番 プ ロ グ ラム を テス トで き るの で,と くに オ ン ラ

イ ン ・シ ス テ ムの監 査 に有 効 な手 法 と され てい る。

(2)利 用 例

製 造 会 社 の請 求 書 発 行(billing)シ ス テ ムを例 に とる と,監 査 の た め架 空 の デ

ィー ラー が 設 け、られ,そ の 架 空 デ ィー ラー に対 す る郵 便物 の 配達 先(私 書 箱 な ど)

も定 め て お く。監 査 人 は,実 際 に 営 業 部 門 に注 文 を行 って,発 注 デ ー タ を イ ン プ

ッ トす る。処 理 され た デー タは 受 注 書 ・請 求 書 等 の形 とな って郵 送 され,監 査 人

は それ を見 て,伝 票 類 作成 の完 全 さ,正 確 さ,読 み やす さ ,迅 速 さ を検 査 す る。

この 例 にお い て は,監 査 人 が 別 段 の 架 空 デ ィー ラ ー用 銀 行 口 座 を設 け て
,そ

こか ら払 込 み を実 際 に してみ る,在 庫 切 れ の 商 品 を発 注 す る,価 格 改訂 の時 を選

ん で 発 注 す る,わ ざ と支 払 い を引 き延 ば す,請 求 額 とは 別 の 金額 を送 金 す る,な ど

の 方 法 に よ りシ ス テ ム 内の コ ン トロー ル の機 能 をチ ェ ックす る こ とが で きる。

つ ぎに,給 与 シ ス テ ム を例 に と る と,会 社 内 に架 空 の 課 を設 け ,架 空 の 職員 に

つ い て の給 与 処 理 の ア ウ トプ ッ トを検 査 す る 。 ア メ リカの よ うに給 与 を小 切手 の

形 式 で支 給 す る場 合 に は,小 切 手 の プ リン トア ウ トま で行 う。

そ の他ITFは,ど の よ うな ア プ リケ ー シ ョンに も適 用 で き るが,ア メ リカの

経 験 では,注 文 書発 行 ・ 売 掛,買{卦,在 庫,給 与 シ ス テ ム等 に適 用 され良 好 な成
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果 を収 め て い る とい わ れ て い る。

この よ うに,ITFは,狭 義 の コ ン ピュ ー タ ・シ ス テ ム 内の デー タ処理 の テ ス

トだ けで な く,ユ ー ザ部 門 で の 作 業処 理 を含 め た 広 義 の シ ステ ム を テ ス トす るこ

とや,関 連 シ ス テ ムの テ ス トへ と拡 大 し てゆ く こ とが で きる。 しか し,こ の こと

は,シ ス テ ムの イ ン ター フ ェー イ ス を どの よ うに設 定 し,架 空 デ ー タが実 際 の 業

務 や 記 録 を混 乱 させ な い よ うにす るに は ど うす るか,と い う重 要 な 問題 を提 起 す

る。

(3)架 空 デ ー タの分 離 ・除去

以上 か ら明 らか な とお り,ITFを 使 用 す る場 合 には,架 空 デ ー タが 実 際 の デ

ー タ と同 時 並行 的 に処 理 され るの で
,ど こか の 段 階 で 架 空 デー タ を分 離 ・除去 し

な けれ ば な らな い 。

^こ れ に は
,テ ス ト ・デ ー タ分 を コ ン ピュー タ ・シ ス テ ム の ア ウ トプ ッ トと して

は その ま ま 集 計 し,そ の 後,反 対 記 帳 に よ って補 正 をす る方 法 。 ま た,コ ン ピュ

ー タ ・シス テ ム内 でITF用 デ ー タ を識 別 させ
,実 際 デ ー タの 集 計 に 至 る以 前 に

除 去 して しま う方 法 とが あ る。前 者 の 場 合 には,会 社 の正 規 の記 録 にい ったん架 空

デ ー タが記 載 され る とい う問 題 が あ り,後 者 の 場 合 に は,シ ス テ ムの 手 直 しを要

す る と共 に,分 離 ・除 去 以 後 の プ ロ セ スに つ い て は テス トが で きな い とい う問 題

が あ る。

さ らに,独 立 的 ア プ リ ケ ー シ ョンで あ れ ば,こ の 問題 の解 決 は比 較 的 容 易 で あ

るが,複 数 の ア プ リケ ー シ ョンが関 連 して い る場 合,架 空 デ ー タが 他 の シ ス テム

の 正 確 性 を乱 す こ との な い よ うと くに細 心 の 注 意 が 必 要 で あ る。

した が って,ITFを 導 入 す る に際 して は,新 しい シ ス テ ムの 開発 段 階 か ら組

込 ん で お く こ とが 望 ま しい こ とは い うまで もな い が,稼 動 中 の シ ス テム に 適 用 す

る場 合 を も含 め,シ ス テ ム部 門,ユ ー ザ部 門(と くに 経 理 部 門),さ らに他 監 査

等 との 綿 密 な協 議 ・合意 が 不 可 欠 で あ ろ う。

(4)ITFの 導 入 ・実 施

ITFの ア イ デ ア 自体 は,極 め て 明快 な もの で あ り,そ の 実行 もテ ス ト ・デ ー

一141一



タ準 備 に と くに時 間 が か か る とい う もの で もな い 。 しか し,実 際 に シ ステ ム に導

入 す るに は,前 述 の とお り慎 重 な プ ラン ニ ン グ と協議 が必 要 で あ る。ITFの 導

入 ・実施 に つ い て は,次 の よ う な ス テ ップが考 え られ る。

①ITF導 入 につ い ての マ ネ ジ メ ン トの 承認

② 対 象 シ ス テ ムの 選 択

ITF法 の 成 功 の た め に は,ま ず この方 法 の 効 果 が あ が りそ うな シ ステ ム を

選 択 す べ きで あ る。監 査 人 は,対 象 シ ステ ムの処 理 手 順 を十 分 把 握 しな けれ

ば な らない 。 これは,次 の 架 空 データの分 離 ・除去 方 針 を決 定 す るス テ ップの

た め に も重要 で あ る。(な お,シ ス テ ムの処 理 手 順 を把 握 す るた め に ,ト レ

ー ス 法 ,オ ー トマ チ ック ・フ ロ ーチ ャー テ ィン グ法 な どの技 法 を利 用 す る こ

とが考 え られ る)。

③ 架 空 デ ー タ分 離 ・除 去 方法 の決 定'

シ ス テ ム に手 を加 えて デ ー タ の分 離 ・除去 を行 う方 法 を採 用 す る場 合 は ,こ

の 段 階 で 実 際 に シス テ ム変 更 が 行 わ れ な けれ ば な らない 。 また,記 録の 事 後

的 修 正 に よ る万 法 を採 用 す る場 合 に は,修 正 の時 期,頻 度,さ らに ユ ー ザ部

門 との 調 整手 段 を確 定 しな けれ ば な らな い 。 た とえ ば,前 述 の 請求 書 発 行 シ

ス テ ム の 場 合,商 品 の 性 質 に よ って は ,架 空 の 注 文 通 り出荷 ま で行 うとい う

こ とが考 え られ るが,そ れ が不 適 当 な場 合,出 荷 指示 書 ま で を プ リン ト ・ア

ウ トし,出 荷 前 の 段 階 で 出荷 済 み の 処 理 を行 うな どの手 順 を決定 しな け れ ば

な らない 。

④ 架 空 部 門 の 設定

⑤ テ ス トの 実 行(架 空 デ ー タの イ ン プ ッ ト)

テ ス ト ・デー タは,実 際 の トラ ンザ ク シ ョン と同 様 の デ ータ を イ ン プ ッ トす

るの で あ るか ら,特 別 の 時 間,手 間 を要 しな いが,監 査 目標 に合 致 す る よ う

に す るた め に は,注 意 深 い 分 析 と選 択 が必 要 で あ る。

⑥ 結 果 の点 検

(5)ITFの 限界
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IFTは,以 上 の とお り架 空 デー タの コ ン トロー ル を確 保 す るた め に,大 きな

努 力 と時 間 を必 要 とす る。 頻 繁 に変 更 が行 わ れ るシ ス テ ム の場 合 に は,困 難 は さ

らに 大 き くな る。 また,他 の 入 力 デ ー タや マ ス ター ・フ ァイ ルの 正 確 さにつ い て

は,直 接 検 証 で きない 。

ITF導 入 に と っての 阻 害 要 素 は,や は り架 空 デー タに よ る撹 乱 に対 す る懸 念

で あ る と思 わ れ る。 しか しなが ら,ITFは,複 雑 な オ ン ラ イ ン ・シス テ ム に と

って極 め て有 効 な監 査 手 法 で あ り,今 後 大 い に 利 用 され るの で は な い か と予 想 さ

れ る方法 で あ る。

4.4.5平 行 シ ミュ レー シ ョン

前 述 のITFが,稼 動 シ ス テ ム に テ ス ト ・デ ー タ を流 す 方 法 で あ るの に 対 して,

平行 シ ミュレー シ ョンは,シ ステ ム 中 の監 査 目的 上 必 要 とす る プ ロ グ ラム に つ い

て,監 査 人 が 別 の シ ミ ュレー シ ョン ・プ ログ ラム を用 意 し,そ れ に 実 際 の デー タ

を イ ンプ ッ トし結果 を比 較 す る方 法 で あ る。

この方 法 は,テ ス ト ・デー タの設 計 ・維 持 が不 要 で あ り,稼 動 シ ステ ム と全 く

分 離 して実 行 で き,金 融 機 関 の利 息計 算,自 動 在 庫,不 良 債 権 償 却 シ ステ ムな ど

の 事 故 防止 等 に 適 してい る。

欠 点 と しては,シ ミュ レー シ ョン ・プ ロ グ ラム の開 発 に 時 間 と費 用 が か か る こ

とで あ るが,こ の 点 は汎 用 監 査 ソフ トウエ ア ・パ ッケ ー ジの利 用 に よ り短 縮 す る

こ とが 可能 で あ る。

4.4.6ス ナ ップ ・シ ョッ ト,ト シ ング

ス ナ ップシ ョ ッ トは,シ ス テ ム に この た め の ルー チ ンを組 み込 み,特 別 の コー ド

(タ グ)を 付 した デ ー タが 各 ス テ,ップ を通 過 す る際,そ の 時 の コ ン ピュー タの 主

記 憶 装置 の 内容 を ア ウ トプ ッ トと して書 出 させ る方 法 で あ る。 プ ロセ ス中 で,デ

ー タが 次 々 と変 形 加 工 され て行 く場 合,そ の 時 々の処 理 状 態 を確 認 で き るの で,

監 査 証 跡の確 保 が で き,デ バ ッグの た めの 方 法 とし て も有 効性 を発 揮 す る。 しか
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し,こ の 方 法 の活 用 に は,高 度 の 知 識 を要 し,メ モ リ占有 量 の 増 大,コ ン ピュー

タ ・パ フ ォー マ ンスの 低 下 な どの 欠 点 が あ る6し た が っ て,監 査 モジ ュール やI

TFの 方 が,同 じ監 査 目的 を達 成 で き,し か も時 間 的 に も有 利 な方 法 であ る とい

わ れ てい る。

トレー シングは,選 択 されたあ る トランザ クシ ョンにつ い て実 施 され た プロ グ ラム

の 全 ての ス テ ー トメ ン トの リス トを得 て,プ ロ グ ラム の ロジ ック を分 析 す る方 法

で あ る。 しか し,こ の 方 法 は,監 査 手 法 として は ス ナ ップシ ョ ッ トと同様 の 欠 点

が あ り,継 続 的 監 査 の た め の ツー ル と してふ さわ しい とは い え ない 。

以 上 の 二 手 法 は,シ ス テ ム の検 収 テ ス トや限 定 され た詳 細 な 監 査 目的 に と っ て

有 効 な手 段 で あ るが,そ の利 用 範 囲 は 自ち 限 られ た もの で あ る とい って よい。

4.4.7オ ー ト マ チ ッ ク ・ フ ロ ー チ ャ ー テ ィ ン グ,ボ ン デ ィ ッ ド ・ プ ロ グ ラ ム,

コ ー ド 比 較

オ ー トマチ ック ・フ ロー チ ャー テ ィン グは,現 行 プ ロ グ ラ ムか ら フ ローチ ャー

トを 自動 的 に プ リ ン ト ・ア ウ トし,シ ス テム ・ドキ ュメ ン ト中 の フ ローチ ャー ト

と比 較 す る方 法 。 ボ ンデ ィ ッ ド ・プ ロ グ ラムは,現 行 プ ロ グ ラム とオ リジ ナル ・

プ ログ ラ ム を比較 し,加 除訂 正 され た ステ ー トメ ン トの 明 細 や件 数 トー タ ル を取

る方 法 。 コー ド比 較 は,高 レベ ル言 語 に よ る コー ドを現行 コ ンパ イ ラ と監 査 用 コ

ンパ イ ラに か け て,2つ の オ ブジ ェク ト ・コー ドを比 較 す る方 法 で あ る。 い ずれ

も,現 行 プ ロ グ ラム と ドキ ュメ ン テ ー シ ョンの 間 に喰 い 違 い が な いか の 検 証 に利

用 され る。 これ らの方 法 の た めに は,各 メ ー カや ソ フ トウエ ア会 社 か ら発 売 され

てい る プ ロ グ ラム を利 用す るこ とが で き る。

4.4.8ジ ョ ブ ・ア カ ウ ン テ ィ ン グ ・デ ー タ分 析

こ れ は,シ ス テ ム 部 門 の パ フ ォ ー マ ン ス測 定 や,ユ ー ザ ご と の コ ン ピ ュー タ使

用 経 費 測 定 の た め に 開 発 され た プ ロ グ ラ ム を,監 査 の た め に 利 用 す る 方 法 で あ る。

た と え ば,SMF(SystemManagementFacilities)は,ユ ー ザ 名,ジ ョ ブ 名,

一144一



CPU使 用 時 間,デ ー タ ・セ ッ ト名,デ ー タ ・セ ッ トご との デ ー タ量 等 の 情報 が

得 られ るの で,監 査 人 は コン ピュ ー タ施設 の リ ソー スの 使 用状 況 の詳 細 が 把握 で

き,効 率 性 の 検 討,プ ロ グ ラ ムや デ ー タへ の ア クセ ス に 関 す る規定 の 遵守 状 況 の

監 査 が で き る。

このSMFに お け る制約 は,SMFデ ー タは被 監 査 部 門か ら提 供 され る もの で

あ り,量 も膨 大 で あ る こ とか ら,監 査 人 の側 に デ ー タ処 理 とSMFに つ い ての 高

度 の 知 識 を要 す る こ とで あ る。

4.4,9監 査 モ ジ ュ ー ル

監査 モ ジ ュー ル は,シ ス テ ム 内に 組 込 まれ てい て,監 査 人 の指 定 した 抽 出条 件

に 合致 した デ ー タが,シ ス テ ム を通 過 す る際 これ を抽 出 す る プ ロ グ ラム で あ る。

この監 査 モ ジ ュー ルは,ス イ ッチ に よ って オ ン/オ フの 切 替 え を した り,抽 出

条 件 を変 更 す る こ と も可 能 で あ る。

監 査 人 は,抽 出 され た 監 査 用 フ ァイル に よ り,異 常 な トラ ンザ クシ ョンを補 促

し監 査 に 利 用 す る こ とが で き る。

監 査 モ ジ ュー ルは,余 分 な コ ン ピ ュー タ時 間 を ほ とん ど必 要 とせ ず,通 常 の コ

ン ピ ュー タ処 理 の 中 で継 続 的 監査 を実施 で き,エ ラー ・不 正 な どは 直 ちに 発 見 で

きる。 また,オ ン ラ イ ン ・シ ステ ム に も適 用可 能 で あ る こ とか ら,極 め て有効 な

監 査 ツール で あ る。

監 査 モ ジ ュー ル の抽 出条 件 は,こ れ を あ ま り限 定 す る と継 続 的 監 査 の 目的 を達

し得 ない こ とに な るの で,相 当 に包 括 的 な もの で あ る こ とが 必 要 で あ る(た とえ

ば,全 ての 修 正 支 払 トラン ザ クシ ョ ンと い うよ うに)。 これ に よ り,監 査上 有 意

な デ ー タが もれ な く捕 え られ るこ とに な るが,他 方 モ ジ ュー ルは 弾 力 性 を欠 き,

監 査 フ ァイ ルが 膨 大 な もの と な りが ちで あ る。

監査 人 に は,コ ン ピ ュー タ と対 象 シ ス テ ムの双 方 に つ い て の十 分 な知 識 ・理 解

が 要求 され る。 さ らに,既 存 の シ ス テ ムに これ を組 入 れ る こ とは,極 め て複 雑 な

作 業 とな り,新 規 シ ステ ム に つ い て も開発 コス ト ・時 間 に 負担 とな る こ とは避 け
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られ な い 。 また,頻 繁 に変 更 を受 け るシ ス テ ムの場 合 の メ ンテ ナ ン ス も多 くの 時

間 と費 用 を要 す る。

4.4.10汎 用 監 査 ソ フ トウ エア

(1)汎 用 監 査 ソフ トウエ アの機 能

汎 用 監 査 ソフ トウ エ アは,コ ン ピュー タ ・シ ステ ムの フ ァイ ルか ら,監 査 人の

指 定 した基 準 に 従 って デー タを 抽 出 し,計 算 等 を行 い,レ ポー トを ア ウ トプ ッ ト

し,シ ス テ ム を監 査 で きる よ うに す る プ ロ グ ラム群 で あ る。 した が って,前 項 の

監 査 モ ジ ュー ルの よ うに,シ ス テ ム を継 続 的 ・自動 的 に 監 査 し フ ァイ ル を作成 す

る もの で は な い。

汎 用 監 査 ソ フ トウエ アは,パ ッケ ー ジ と して アメ リカ を中 心 に か な り開 発 され

て い るが,ほ ぼ い ず れ もデ ー タ ・フ ァイ ルか らの デ ー タ の抽 出,デ ー タの 各 種 演

算 と 検算,別 フ ァイ ル との比 較,統 計 処理(サ ン プ リ ング,度 数 分 布表 の作 成 な

ど),レ ポ ー トの 作成,さ らに平 行 シ ミュレ ー シ ョン,シ ス テ ム ・ロ ジ ックの テ

ス トな どの 機 能 を有 す る もの もあ る。

これ らの ソ フ トウエ ア ・パ ッケ ー ジは,利 用 度 も高 く,歴 史 もあ り,高 度 の柔

軟 性 を備 え てお り,プ ログ ラ ミン グ言 語 もハ イ レベ ルで 書 かれ るの で,監 査人 は

そ れ ほ ど高度 の 技 術 的 知 識 が な く て も,シ ス テ ム部 門 に 依 存 す る こと な く監 査 手

法 を実行 す る こ とが で き る。 シ ス テ ムの変 更 に対 して も対 応 が容 易 で あ り,1つ

の パ ッケ ー ジで 多 くの ア プ リケ ー シ ョン ・シ ス テ ム を監 査 し うる等 の優 れ た 特 長

が あ る。

(2)他の 監 査 手 法 との 結 合

以 上 の よ うな 汎 用 監 査 ソ フ トウエ アの 機能 を,他 の監 査 手 法 と結 び つ け る こ と

に よ って活 用 す る とい う方 法 が あ る。

た とえ ば,監 査 モ ジ ュー ルは,前 述 の よ うに継 続 的 監 査 の た めの 優 れ た方 法 で

あ るが,モ ジ ュー ル に よ り提 供 され るデ ー タは 膨 大 な もの とな る傾 向 が あ る。 そ

こで,監 査 フ ァイ ル に対 して汎 用 監 査 ソ フ トウエ アを組 合 わ せ る と,監 査 人 は,
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その 時 の 監査 目的 に即 した形 で 監査 用 の デ ー タ を分 析,検 討 す る こ とが 可 能 とな

る。 この方 法 は,一 般 に監 査 ソフ トウエ アが 対 象 フ ァイル の性 格,フ ァイル更 新

の タ イ ム ・サ イ ク ルの 制 約 を受 け る点 を考 え る と,双 方 の長 所 を活 か した方 法 で

あ る とい う こ とが で きる。

この よ うな活 用 法 は,SMFに つ い て も同 じ よ うに 用 い る こ とが で き,コ ン ピ

ュー タ施 設 の 監 査 に効 果 を発 揮 す る。

(3)監査 ソ フ トウエ ア ・パ ッケ ー ジの選 択

監 査 用 ソ フ トウ エ ア は,自 社 で開 発 す る こ と も不 可 能 で は ない が,一 般 的 に は

汎 用 パ ッケ ー ジ を購 入 す るほ うが現 実 的 で あ る。 パ ッケ ー ジ選 択 の 基 準 は,他 の

場 合 と特 に変 わ ってい るわ け で は な い 。 す な わ ち,使 用 目的 へ の 合 致,柔 軟 性,

使 用 の容 易 性,機 能 の 豊 富 性(こ れ は使 用 目的 と価 格 との 関 連で 考 慮 すべ きで あ

る),サ ポ ー トの 程度,コ ス トと利 益 の 対 比 等 で あ る。
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ア ン ケ ー ト 調 査 結 果

1.ア ンケ ー ト調査

当協 会で は,わ が 国 コ ン ピ ュー タ ・ユ ー ザ にお け る シ ステ ム監 査 の 普 及 状 況,

な らび にそ の 内容 を知 るた め,昭 和54年5月,東 京 証 券 取引 所 の第 一部 上 場 企

業 を対 象 に,シ ス テ ム監査 に関 す る ア ンケ ー ト調 査 を実 施 した 。

1.1調 査 の 概 要

本調 査 は,わ が 国 にお い て初 め て実 施 す る本 格 的 な シ ス テム監 査 に関 す る ア ン

ケ ー ト調査 で あ り,概 要 は つ ぎ の とお りで あ る。

1.1.1調 査 目的

わが 国 コ ン ピ ュ ー タ ・ユ ーザ にお け る シ ス テ ム監査 の 実態 を把 握 す る こ とを 目

的 と した。

1.1.2調 査 対 象

東京 証券 取 引 所 の 第 一部 上 場 企業,938社 の コ ンピ ュー タ部 門(被 監 査 部 門)

を対 象 と した。

1.1.3調 査方 法

ア ン ケ ー ト調 査 票 を 郵送 し,記 入 の 後,返 送 し て も らった。 方 法 は 選 択 方 式 と

記 述 方 式 を併 用 した。
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1.1.4調 査 時期

昭 和54年4月1日 現 在 を調査 時点 と し,5月20日 に調 査 票 を郵 送 し,6月30

日 にて 回収 を締 切 った。

1.1.5調 査 項 目

質 問項 目は,① シ ス テム 監査 に対 す る コ ン ピ ュー タ部 門の 意 識,② シス テ ム監

査 を受 けた こ とが あ る か ど うか,③ あ る場 合 には どの よ うな内 容で あ った か,な

ど を中心 に っ ぎの とお りで あ る。

⑤ ユ ーザ 概 況 業種,資 本 金,売 上 高,経 常 利 益,従 業 員数,内 部 監 査部 門

の 有 無

⑥ シ ステ ム概 況 コ ン ピュ ー タ を導 入 して か らの経 過 年 数,シ ス テ ムの 規 模,

シス テ ムの モ ー ド

◎ シ ステ ム監査 に関 す る意 識 シ ステ ム監 査 とい う言 葉 を知 って い るか,内

容 を知 ってい るか,必 要性 を認 め るか

③ シ ステ ム監査 を受 け た こ とが あ る か ど うか

⑤ シ ス テム監 査 の 主体,型,観 点

① シス テ ム監 査 の 内容 シ ステ ム開発 につ い て,シ ス テ ム運用 に っ い て,セ

キ ュ リテ ィにっ い て,監 査 技 法 に っ い て,外 注 管 理 につ い て

1.1.6回 収状況

⑤ 発 送 数

⑤ 回 収 数

◎ 無 効 票

④ 集 計 対 象

⑤ 有効 回答率

938

420

7

413

440%
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1.2回 答 企業 の分 布

今 回 の調 査 は,す で に 述 べ た よ うに,東 証第 一部 上 場 企業,29業 種938社 を

対 象 に 実 施 した もの で あ り,27業 種413社 か ら回答 を 得 る こ とが で きた。

1.21業 種 別

今 回調 査 の 回答 率 は44.0%で あ る が,業 種 別 に見 て 回答 率 が 高 いの は,石 油 ・

石 炭 製品 の9社 中8社 回答(8&9%),電 気 ・ガ スの14社 中12社 回答(85.7%),

金 融 の76社 中50社 回答(65.8%),そ の 他 製 造 業 の20社 中12社 回答(60.O%)

な どで あ る。 一 方,回 答 が ま った く得 られ な か った業 種 は,鉱 業 お よ び通 信 の2

業 種 で あ る。(第3.1表)

第3.1表 業 種 別 ・回 収状 況

業 種 発 送 数
有 効
回 答 数

回 答 率 業 種 発 送 数
有 効
回 答 数

回 答 率

水 産 ・農 林 ・6 2 33.3 輸 送 用 機 器 44 20 45.5

鉱 業 6 0 0 精 密 機 器 16 6 37.5

建 設 77 34 44.2 そ の 他 製 造 20 12 60.0

食 料 品 49 20 408 商 業 85 38 44.7

繊 維 41 21 51.2 金 融 76 50 65.8

パ ル プ ・紙 17 7 41.2 証 券 9 4 444

化 学 105 42 400 保 険 13 4 30.8

石油 ・石炭製品 9 8 889 不 動 産 13 1 7.7

ゴ ム 製 品 8 1 125 陸 運 23 10 435

ガラス・土石製品 30 13 43.3 海 運 ・空 輸 18 6 33.3

鉄 鋼 35 16 45.7 倉庫 ・運輸関連 9 4 44.4

非 鉄 金 属 22 7 31.8 通 信 3 0 0

金 属 製 品 16 8 500 電 気 ・ガ ス 14 12 85.7

機 械 70 23 329 サ ー ビ ス 18 4 22.2,

電 気 製 品 86 40 46.5 合 計 938 413 440
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1.2.2資 本 金 別

資 本 金別 に は,50億 円未 満 の 企業 が203社(49.3%)で 約 半数 を 占 めてい る。

50億 円 ～100億 円未 満 は95社(23.1%)で あ り,し たが って,資 本 金100億 円

未 満 の 企業 が72.4%を 占 め て い る。(第3.2表)

第3.2表 資本 金 別 ・回答 企業 分 布

資 本 金 区 分 回 答 数 %

50億 円未満 203 49.3

50億 円 ～100億 円未満 95 23.1

100億 円～500億 円未満 86 20.9

500億 円 ～1000億 円未満 17 41

1000億 円以上 12 29

合 計 413 100

1.2.3売 上 高 別

売 上 高 別 に は,100億 円 ～500億 円 未 満 が136社(32.9%),1,000億 円 ～5,000

億 円 未 満 が124社(30.O%)で あ り,こ の 両 者 で 全 体 の60%を 超 え る。(第.3.3

表)

第3.3表 売 上 高 別 ・回 答 企 業 分 布

売 上 高 区 分 回 答 数 %

100億 円 未満 8 1.9

100億 円 ～500億 円未満 136 32.9

500億 円 ～1000億 円未満 69 16.7

1000億 円 ～5000億 円未満 124

.

300

5000億 円 ～1兆 円 未満 35 &5

1兆 円以上 39 9.4

無 記 入 2 05

合 計 413 100
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1.2.4経 常利 益別

経 常 利 益 別 には,10億 円 ～50億 円未 満 の 企 業 が153社(37.0%)で 最 も多 い。

これ を1億 円 ～50億 円 未満 と巾 を広 げ て み る と,231社(55.9%)と な り過 半数

を超 え る。(第3.4表)

第3.4表 経 常 利 益 別 ・回答 企業 分 布

経常利益区分 回 答 数 %

欠'損 28 6.8

1億 円未満 14 34

1億 円 ～10億 円未満 78 1&9

10億 円 ～50億 円未満 153 370

50億 円 ～100億 円未満 58 14.0

100億 円 ～500億 円未満 55 133

500億 円 以 上 11 2.7

無 記 入 16 3.9

合 計 413 100

1.2.5従 業 員 数 別

従業員数 別には,1,000人 ～5,000人 未 満 の 企業 が239社(57.9%)で 過 半 数 を 超 え

て い る 。5,000人 ～10,000人 が66社(16.0%),500人 ～1,000人 未 満 が51社(13.8

%)で あ る か ら,し た が って,500人 ～10,000人 未 満 と い う 巾 を と る と80%を 超

え る。(第3.5表)

第3.5表 従 業 員 数 別 ・回 答 企 業 分 布

従 業 員 数 区 分 回 答 数 %

100人 ～500人 未満 8 1.9

500人 ～1ρ00人 未満 51 138

1ρ00人 ～5000人 未満 239 57.9

5000人 ～10000人 未満 66 160

10000人 ～50000人 未満 39 9.4

50000人 以上 4 1.0

合 計 413 100
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1.2.6回 答 者 の 役 職

回 答 者 の役 職 は,常 務 取 締 役 か ら一 般 職 まで多 岐 に わ た って い る 。 その 申 で,

最 も多 い の が課 長 の110人(26.6%)で あ る。 つ ぎ に,部 長 ・室 長 が72人(1Z4%)

で ・ これ に部 長 代理 ・副部 長 ・次長 を加 え る と101人(24.5%)と な る。以上,課

長 か ら部 長 まで を合計 す る と211人(51.1%)と な り過 半数 を超 え る。

逆 の 見方 をす れ ば,一 般 職(役 職無 記 入の 総数)は107人(25.9%)で あ り,し

た が って,残 りの74.1%は 何 らか の肩 書 きが付 い て い る入 とい うこ とにな る。

1.2.7内 部 監査 部 門 の 有 無

回答 企業413社 に つ い て,内 部監 査部 門 の 有無 を見 る と,設 置 され てい る企 業

が220社(53.3%),残 り193社(46.7%)に は 内部監 査部 門 が 設置 され てい な い。

1.3シ ス テ ムの 概 要

今 回 の調 査 は,シ ス テ ム監 査 に関 す る 調 査 で あ る か ら,自 ら コ ン ピ ュー タ ・

シ ステ ムを保 有す る 企業 が 対 象 で あ る 。 回答 企業 の保 有す る コ ン ピ ュ ータ ・シ ス

テ ムの概 要 は つ ぎの とお りで あ る。

L3.1規 模 別

コ ン ピュ ータ ・シ ス テ ムの 規 模 は つ ぎの とお りと した。

⑤ 超 小 型 買 取 り価 格500万 円 ～1,000万 円 未 満,月 額 レン タル11万 円 ～

22万 円未 満

⑤ 小 型 買 取 り価 格1,000万 円～4000万 円 未満,月 額 レン タ ル22万 円 ～

88万 円 未満

◎ 中 型 買 取 り価格4,000万 円 ～2億5,000万 円未 満,月 額 レ ンタ ル88万 円

～555万 円未 満

⑧ 大 型 買 取 り価 格2億5,000万 円 ～15億 円 未 満,月 額 レ ン タル555万 円
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～3 ,333万 円 未満

⑤ 超 大 型 買 取 り価格15億 円 以上,月 額 レン タル3,333万 円以 上

この 調 査 で は,大 型 が176社(42.・6%),中 型 が157社(3&0%)で あ り,大 型 ・

中 型 で 全 体 の80%を 超 えて い る。(第3.6表)

第3.6表 シス テ ム規模 別 ・回答 企 業 分布

システム規模区分 回 答 数 %

超 小 型 0 0

小 型 13 3.1

中 型 157 3&0

大 型 176 42.6

超 大 型 67 16.2

合 計 413 100

1.3.2経 過年 数 別

コ ン ピ ュー タ を導 入 してか らの経 過 年 数 は,①5年 未満,②5年 ～10年 未 満,

③10年 ～15年 未 満,④15年 ～20年 未 満,⑤20年 以上,の5つ に 区分 した。

10年 ～15年 未 満 が189社(45.9%),5年 ～10年 未満が106社(25.7%)で あ り,

経 過年 数別 で は5年 ～15年 が 全体 の70%を 超 えて い る。(第3.7表)

第3.7表 経 過 年 数 別 ・回答 企 業 分 布

経過年数区分 回 答 数 %

5年 未満 26 63

5年 ～10年 未 満 106 25.7

10年 ～15年 未 満 189 458

15年 ～20年 未 満 67 162

20年 以 上 25 61

合 計 413 100
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1.3.3シ ス テ ム ・ モ ー ド

コ ン ピ ュー タ ・シス テ ム の モ ー ドは,オ ン ライ ンと バ ッチ に 区 分 し た。 本 調 査

で は,一 部 オ ンラ イ ン ・シ ス テ ムを採 用 して い る場 合 は オ ン ライ ン と して 集 計 し

た 。(第3,8表)

第3.8表 モ ー ド別 ・回答 企 業分 布

モ ー ド 区 分 回 答 数

1

%

オ ン ラ イ ン 232 56.2

パ ッ チ 181 438

合 計 413 100

1.3.4規 模 ・モ ー ド ・経 過 年 数 の 関 連

シス テム規 模 別 ・モ ー ド別 の経 過年 数 を第3 .9表 に,モ ー ド別,内 部 監 査 部 門

有 無 別 の シ ステ ム規 模 を第3.10表 に掲 げ る。

第3.9表 規 模別 ・モ ー ド別 ・経 過年 数

経過年数

区分
5年 未満

5年 以上

～10年 末満

10年 以上

～15年 未満

15年 以 上

～20年 未満
20年 以上 計

規

模

別

超 大 型 0 5(7.5) 16(23.9) 33(49.3) 13(194) 67(100)

大 型 3(1.7) 34(19.3) 100(568) 29(16.5) 10(5.7) 176(100)

中 型 14(8.9) 63(40.1) 73(46.5) 5(3.2) 2(1.3) 157(100)

小 型 9(69.2) 4(308) 0 0 0 13(100)

モ ー ド

別

超 小 型 0 0 0 0 0 0

オ ン ラ イ ン 6(26) 40(IZ2) 113(48.7) 52(224) 21(9.1) 232(100)

バ ッ チ 20(11.0) 66(36.5) 76(42.0) 15(&3) 4(22) 181(100)

合 計 26(6.3) 106(25.7) 189(45.8) 67(16.2) 25(6.1) 413(100)
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第3.10表 モ ー ド別 ・内部 監 査 部 門 有無 別 ・シ ス テ ム規 模

規 模

区 分
超 大 型 大 型 中 型 小 型 超 小 型 計

モ ー ド別

オ ン ライ ン 64(27.6) 125(53.9) 43(1&5) 0 0 232(100)

バ ッ チ 3(L7) 51(28.2) 114(63① 13(7.2) 0

.

181(100)

内部監査

部門有無別

有 46(20.9) 99(45,0) 70(31.8) 5(2.3) 0

1

220(100)

無 21(10.9) 77(39.9) 87(45.1) 8(4.1) 0

.

193(100)

合 計 67(16.2) 176(42β) 157(3&0) 13(3.1) 0 413(100)

2.調 査 の結 果

質 問22項 目 につ い て,以 下 に 述 べ る とお りの結 果 が 得 られ た。

2.1シ ス テ ム監 査 と い う言 葉 の 定 着 度

回答 企業413社 の コ ン ピ ュー タ部 門 の 大 多数 にあ た る400社(96.9%)が,「 シ

ス テム監査 」とい う言 葉 を知 って い る と答 え て い る。 これ を,コ ン ピュ ー タ導 入

経 過 年 数 別 に見 る と,5年 未 満で は 「知 って い る 」の が92,3%で あ るが,20年

以上 に な る と100%知 ってい る。 い ず れ に して も,「 シ ス テ ム監査 」とい う言 葉

自体 は,す で に コ ン ピ ュー タ部 門 にお い て定 着 して い る と解 釈 で き る。(第3.1図)

5年 未満 知 っている923% ,r
知 らない

、

5年 以上 ～

10年 未満
962%

10年 以 上～

15年 未 満
974%

15年 以 上～

20年 未満
970%

、

3.8%

2.6%

、
、

20年 以上 1000%

3.0%

第3.1図 経 果 年 数 別 ・「シ ス テ ム監 査 」とい う言 葉 の 認識 度
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2.2シ ス テ ム監 査 につ い て の理 解度

シ ス テ ム監 査 の 内容 につ い ては,「 良 く知 ってい る 」の が117社(2&3%) ,

「だ い た い知 って い る 」の が275社(66.6%),「 知 らない 』のが21社(5 .1%),

とな って い る。 「良 く知 っ て い る」 と 「だ い たい知 って い る 」を あ わせ る と94.9

%に 達 してお り,シ ス テ ム監 査 の 内容 が,コ ン ピ ュー タ ・ユ ーザ にお い て ほ ぼ理

解 され て い る とい え よ う。

2.2.1経 過 年 数 別

コ ン ピ ュ ータ を導 入 して5年 未 満 の ユ ーザで は,「 良 く知 っ てい る 」の が154

%,「 だ い た い知 って い る」 の が76.9%で あ る か,経 過年 数 が長 くな るに つ れ て

「良 く知 って い る」 ユ ーザが 多 くな る。 経 過 年 数15～20年 未 満で は 「良 く知 って

い る」 の が46.3%と 高 くな り,さ らに経 過 年 数20年 以 上で は 「良 く知 っている」

が 過 半数 を 超 え る。(第3.2図)

5年未満
良 く知
っている
15.4%

だ い た い 知 っ て い る%

76.9%7 .7

、

、 、

5年 以 上～

10年 未 満
179%75.5%%

6.6

、 、

、 、
、
、 、

10年 以 上～

15年 未 満 2615% 6&8%
%

48
一 、
、 、 、
、 、 ＼

、 、

15年 以 上～

20年 未 満
46.3% 5α7%

、
、

、'
、

20年 以 上 52.0% 44.0%

1

知 らない

30%

4.0%

第3.2図 経 過 年 数 別 ・シ ス テ ム監 査 理 解 度

2.2.2シ ス テ ム規 模 別

小型 ユ ーザで は,「 良 く知 って い る」 の が7.7%に す ぎな い が,超 大型 にな ると
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「良 く知 って い る」 が過 半数 を 超 えて い る。 す なわ ち,シ ス テ ムの 規 模 が 大 き く

なれ ば な るほ ど,シ ス テ ム監 査 に対 す る理 解 が 深 ま ってい る とい う傾 向 が 出 て い

る。(第3.3図)

'

小 型
%

77

良 く知っている
だ い た い知 ってい る92.3%

、,、,、'、、'
＼'

中 型 17.2% 77.1%知 ら な い %

57
、
、
、
、 、 、
、

大 型 30.1% 64.2% %

5.7
.、
-、
、 ⇔

」

、

、

超 大 型 53.7% 43.3%
3.0%

第3.3図 シス テ ム規 模 別 ・シ ス テ ム監 査 理 解 度

2.2.3シ ス テ ム ・モ ー ド別

オ ン ラ イ ン ・ユ ー ザ で は,「 良 く知 っ て い る 」 の が39.2%,「 だ い た い 知 っ て い

る 」 の が58.2%で あ る 。 一 方,バ ッ チ ・ユ ー ザ で は,「 良 く知 っ て い る 」 の は

14.4%で,「 だ い た い 知 って い る 」 の が77.3%に な る 。 ま た,「 知 ら な い 」 比 率

は,オ ン ラ イ ン が2.6%に 対 し て,バ ッチ で は8.3%で あ る。 こ れ らの こ とか ら・

シ ス テ ム監 査 の 内 容 に つ い て の 理 解 度 は,オ ン ラ イ ン ・ユ ー ザ の 方 が バ ッ チ ・ユ

・一一ザ よ り も高 い と い え る
。(第3。4図)

オ ン ラ イ ン
良 く知 ってい る

39.2%

だ い たい知 ってい る

58.2%

,'!

知 らない

2.6%

!

ノ

バ ッ チ 14.4% 7Z3% 8.3〔 ※

図3.4図 モ ー ド別 ・シ ス テム監 査 理 解 度

一159一



2.2.4内 部 監 査 部 門 有 無 別

内部 監査 部 門 を設置 し てい るユ ーザで は,「 良 く知 って い る」 の が34.5%,設

置 して い ない ユ ーザの 場 合 は21.2%で あ り,内 部 監査 部 門 を設置 して い るユ ーザ

の 方 が理 解 度 が 高 い こ とが わ か る。(第3.5図 ・)

有
良 く知 ってい る

34.5%

だい たい知 ってい る

61.4%

"
,'

,"
r

無 21.2% 72.5%

知 らない

4.1%

6.2%

第3.5図 内部監査部 門有 無別 ・シス テム監 査理解 度

以 上 の べ て きた こ とか ら,シ ス テム監 査 の 内容 に つ い て の理 解 度は,コ ン ピュ ー

タを 導入 してか らの経 過 年 数 が長 けれ ば 長 い ほ ど,シ ス テムの規 模が 大 きけ れ ば

大 き い ほ ど良 く理 解 し てい る。 ま た,バ ッチ ・ユ ーザ よ リオ ン ライ ン ・ユ ーザ の

方 が,内 部 監査 部 門 が 設 置 され て い ない ユ ーザ よ り設 置 され て い るユ ーザ の 方 が

シス テ ム監査 を よ り良 く理解 して い る と結 論 づ け る こ とが で き よ う。

2.3シ ス テ ム 監 査 の必 要性 の認 識

シス テ ム監 査 の 必 要性 を 認 め るか ど うか と い う質 問 は,本 来,ト ップ ・マ ネ ジ

メ ン トや監 査 部 門 等 に対 す る質 問で あ るべ きで,監 査 を受 け る立 場 にあ る コ ン ピ

ュ ータ部 門へ の 質 問 と して は 疑 問 が残 る ところで あ ろ う。 ま た別 の 観 点 か らは,

内部 監 査 の必 要 性 が認 め られ る限 り,シ ス テ ム監査 は 当然 必 要 とい う こ とが で き

よ う。

しか し,こ こでは,被 監査 部 門 で あ る コ ン ピュ ー タ部 門の シ ス テ ム監査 に対 す

る意 識 を さ ぐる た め に設 定 した質 問 で あ る。 その 結 果 は,シ ス テ ム監 査の 必 要 性

を 「認 め る」 ユ ーザが288社(69.7%),「 認めない」が18社(4.40/・),「 わ か ら
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な い 」 が107社(25.9%)で あ る。

必 要 性 を 認 める理 由 は,ほ とん どが シ ス テムの 信頼 性,安 全 性,効 率 性 等 を客

観 的 な 立 場 で 点検 ・評 価 す る必 要 が あ る とす る もの で あ る。

必要 性 を 認 め ない 理 由 と して は,シ ス テ ムの 規 模 が 小 さい か ら,内 部 監 査 を実

施 して い ない か ら,メ リッ トが 期 待 で きな いか ら,コ ン ピ ュー タ部 門 自身 で 必要

な こ とを や って い るか ら,基 準 の 確 立 が困 難 だ か ら等 々,ユ ーザ ご とに理 由 は ま

らま ちで あ る。 しか し,こ れ らの 意 見 の 中 に も,将 来 は 必 要 にな る こ とを認 め て

い るユ ーザ もあ る。

2.3.1経 過 年 数 別

コ ン ピ ュー タを 導入 して5年 未 満 の ユ ーザ で は,「 認 め る」 が53.8%,「 認 め

ない 」 が3.8%,「 わ か らな い 」が42.3%と な って い る。 そ して 経 過 年 数 が 長 く

な るに つ れ て 認 め る とい う比 率 が高 く.な り,経 過 年 数20年 以上 では,「 認 める 」

が84%,「 認 め ない 」 は ゼ ロ,「 わ か らな い 」が16%と な って い る。(第3.6図)

認 めない3.8%

5年 未満
認め る

53.8%

わか らない

42.3%

、 、
、 、
、 、 、
、 ＼

5年 以上 ～

10年 未満
61.3% 8.5《 ※ 30.2%

、 、
、 、 、

、
、 ＼

、

10年 以上～

15年 未満
72.5%

26%
24.9%

、 、

、

、 、 、 、

15年 以上 ～

20年 未満
76.1% 4.5 19.4%

、
、
、＼
'、

20年 以 上 84.0% 16.0%

第3.6図 経 過 年数 別 ・シ ス テ ム監 査 の 必要 性
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2.3.2シ ス テ ム規 模 別

小 型 ユ ー ザで は,シ ス テム監 査 の 必要 性 を 「認 め る」の が61.5%,「 認め ない 」

が7.7%,「 わ か らな い 」が30.8%と な ってい る が,超 × 型 ユ ー ザに な る と,「 認

め る」 が83.6%,「 認 めな い 」は わず か に1.5%,「 わ か らな い 」が14,9%と な

って い る。

す な わ ら,シ ス テ ムの 規 模 が 大 き くなれ ば な るほ ど,シ ス テ ム監 査 の 必 要 性 を

感 じて い る とい える。(第3.7図)

小 型
認 めない認 める61

.5% %

7.7

わ か らない

3α8%
'
"
'

中 型 599% %

8.3
31.8%

、 、 、
、 、 、
、 、 、

、 、

大 型 73.9%
1.7%

24.4%

、ぐ
"、、こ

ミ＼

超 大 型 83.6%1
.4%

14.9%

第3.7図 シ ステ ム規 模 別 ・シス テム監査 の必 要 性

2.3.3シ ス テ ム ・モ ー ド別

オ ン ライ ン ・ユ ー ザで は,シ ステ ム監 査 の 必要 性 を 「認 め る」 の が73.7%,「 認

めな い 」が4.7%,「 わか らな い」 が21.6%と な っ てい る。 パ ッチ ・ユ ーザで は,

「認 め る 」の が64.6%,「 認 めな い 」が3.9%,「 わ か らない 」が31.5%と な っ

て い る。

この 数 字 か らわ か る よ うに,オ ン ライ ン ・ユ ーザ の方 が バ ッチ ・ユ ーザ よ り,

「認 め る」の比 率 が約10%高 く,そ の 分 「わ か らない 」の 比率 が 約10%低 い。

す な わ ち,シ ス テ ム監査 の 内 容 が わ か る よ うに な れ ば な る ほ ど・ シ ス テ ム監 査 の

必要 性 を認 める よ うにな る傾 向 が あ る よ うに思 われ る。(第3,8図)

一一162一



認 めない

%わ か らない

4.721.6%

パ ッ チ 64.6%
%

ag
31.5%

第3.8図 モ ー ド別 ・シス テ ム監 査 の必 要 性

2.3.4内 部 監 査 部 門 有 無 別

内部 監 査 部 門 を設 置 して い る ユ ーザ で は,シ ス テム監 査 の 必 要 性 を 「認 め る」

の が745%で,設 置 し て い ない ユ ー ザでは64.2%で あ り,設 置 して い る場 合 の 方

が約10%高 くな ってい る。

しか し,こ こで 注 目す べ き点は,内 部 監 査 部 門 を設 置 し てい な い ユ ーザの コン

ピュ ー タ部 門 で,64.2%が シ ス テ ム監 査 の 必要 性 を認 めて い る こ とで あろ う。 し

か も,必 要 性 を認 め な いの は6.7%に しかす ぎな い。(第3.9図)

認めない

わか らない

23.2%

ノ

無 64.2% %

67
29.0%

第3.9図 内 部監 査 部 門有 無 別 ・シ ステ ム監 査 の 必 要 性

2.4シ ステ ム監 査 の 実 施

今 回 の 調 査 に 回答 した413社 の コ ン ピ ュ ー タ部 門の うら,シ ス テム監 査 を受 け

た こ とが あ る のは114社(27.6%)で あ り,あ との299社(724%)は シス テ ム監

査 を受 け た こ とが な い と回答 して い る。

これ に つ い ては,当 協 会 が 昭和53年11月 に実施 した コ ン ピュ ー タ利 用 状 況調

査 にお い て,ま った ぐ同 じ質 問 を し てい るの で 比 較 して みた い。
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。今 回調 査 実施27 .6%非 実施72.4%

・前 回調 査 実施15 .0%非 実施85.0%

今 回調 査 と前 回調 査 とで は,母 集 団 が異 るの で 直接 比 較 す る には 問 題 が あ るが,

シ ス テム監 査 の 実施 率 と して は 今 回調 査 の 方 が12.6%高 い。

この よ うな結 果 が 出 た1つ の 理 由 と しては,今 回調 査 の 対 象 が東 証第 一部 上 場

企 業 とい う大 企 業中 心 で あ る こ とを 考 慮 しな けれ ば な らな い。 た だ し,前 回調 査

で は,回 答数1,304事 業 体 の うち,シ ス テ ム監 査 人 を置 い て い るの が11事 業体 に

す ぎな かっ たの に対 し,今 回は 回答数413社 の うち,16社 が シ ス テ ム監 査 人 を

置 い て い る。 この 点 を考 える と,わ ず か に この 半 年 間 の推 移 を見 ただ けで も,シ

ス テ ム監査 は,民 間企 業 を中 心 と した もので は あ るが,着 実 に定 着 す る傾 向 にあ

る とい える の で は あ る ま い か。

2.4.1業 種 別

シス テ ム監 査 を受 け た こ と が あ る ユ ーザ の 多 い業種 は,金 融 機 関 で あ る。 回答

50社 の う ち,35社(70%)が システム監 査 を受 け た こ とが あ る と 回答 して い る。

(第3.11表)

第3.11表 業種 別 ・シ ス テム監 査 実 施率

口答項目

業種
あ る な い 計 × あ る な い

' 計

水 産 ・農 林 0 2(100.0) 2(100) 輸 送 用 機 器 4(200) 16(80.0) 20(100)

鉱 業 0 0 0 精 密 機 器 1(16.7) 5(83.3) 6(100)

建 設 7(20.6) 27(79.4)
.

34(100) そ の 他 製 造 2(16.7) 10(83.3) 12(100)

食 料 品 5(25.0) 15(75.0) 20(100) 商 業 6(15.8) 32(84.2) 38(100)

繊 維 7(33.3) 14(667)
1

21(100) 金 融 35(70.0) 15(30.0) 50(100)

パ ル プ ・ 紙 1(14.3) 6(857)
1

7(100) 証 券 0 4(100.0) 4(100)

化 学 8(19.0) 34(81.0) 42(100) 保 険 0 4(100.0) 4(100)

石油 ・石炭製品 2(250) 6(75.0)
1

8(100) 不 動 産 0 1(1⑩0) 1(100)

ゴ ム 製 品 0 1(100.0) 1(100) 陸 運 5(50.0) 5(50.0) 10(100)

ガラス・土石製品 2(15.4) 11(84.6) 13(100) 海 運 ・空 運 2(33.3) 4(66.7) 6(100)

鉄 鋼 4(25.0) 12(75.0) 16(100) 倉庫 ・運輸関連 0 4(100.0) 4(100)

非 鉄 金 属 3(42.9) 4(57.1)
1

7(100) 通 信 0 0 0

金 属 製 品 1(125) 7(875) 8(100) 電 気 ・ ガ ス 3(25.0) 9(75,0) 12(100)

機 械 2(&7) 21(913) 23(100) サ ー ビ ス 0 4(100.0) 4(100)

電 気 製 品 14(35,0) 26(65.0) 40(100) 合 計 114(27.6) 299(724) 413(100)
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2.4.2経 過 年 数 別

シ ス テ ム監 査 を受 け た こ とが あ るの は,す で に述 べ た よ うに27.6%で あ るが,

これ を コン ピ ュ ータ導 入経 過 年 数 別 に 見 る と,そ の 傾 向が は っき り して くる。

まず,経 過年 数 が5年 未 満 の ユ ーザで は,シ ス テム監査 を 受 け た こ とが あ るの

は1L5%で あ る。10年 ～15年 未 満 の ユ ーザ が26.5%で,ほ ぼ 平均 的 な実 施 率

を示 してい る。

さ らに,経 過 年数 が15年 ～20年 未満 に な る と,シ ス テ ム監 査 を受 け た ことが

あ るの は41.8%,20年 以上 で は44.0%で あ る。

この こ とか ら,わ が 国 コ ンピ ュ ー タ ・ユ ーザ にお け る シ ス テ ム監 査 の 実 施 は,

経 過 年 数10年 ～15年 の ユ ーザ を平均 として,10年 以 下 で は 実 施 率 が 低 く,逆 に

15年 以上 に な る と平 均 よ り15%以 上 も実施 率 が高 くな ってい るの が 注 目 され る 。

(第3.10図)

5年 未満
あ る

11.5%
な い88.5%

、
、
、
、

5年以 上 ～

10年 未満
20.8% 79.2%

、

、

10年 以上～

15年 未満
26.5% 73.5%

-

15年 以上～

20年 未満
41.8%5&2%

、

、

20年 以 上 440% 56.0%

第3.10図 経 過 年 数 別 ・シ ステ ム監 査 実施 率

2.4.3シ ス テ ム規 模 別

シ ス テム監 査 を受 け た こ とが あ るの は,小 型 ユ ーザ では7.7%,中 型 ユ ーザ で

14.0%と,全 体 比 率27.6%を 大 き く下 廻 って いる 。 大型 ユ ーザ では30.7%と ・わ
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ず か な が ら平 均 値 を上 廻 っ てお り,超 大型 ユ ー ザ にな る と55.2%と 過 半 数 を超 え

るユ ーザが シ ス テム監 査 を受 け て い る。(第3.11図)

小 型
ある

η% な い92.3%

、
、

、、

中 型 14.0% 86.0%

、 、
、 、
、 、
、 、
、

大 型 30.7% 69.3%

、 一
、 、

超 大 型 55.2% 44.8%

第3.11図 規模 別 ・シ ス テ ム監 査 実施 率

2.4.4シ ス テ ム ・モ ー ド別

シ ス テ・ム 監 査 を 受 け た こ と が あ る の は,オ ン ラ イ ン ・ユ ー ザ で35.8%,バ ッ チ

・ユ ー ザ で17 .1%と な っ て お り,オ ン ラ イ ン ・ユ ー ザ が バ ッ チ ・ユ ー ザ の 約2倍

の 比 率 を 示 し て い る 。(第3.12図)

ヒ ・ラ・・
ある 35.8% な い

・

64.2%

''

''

,"一'

バ ッ チ 17.1% 82.9%

第3.12図 モ ー ド別 ・シ ス テ ム監 査 実施 率

2.4.5内 部 監 査 部 門有 無 別

内部 監 査 部 門 が設 置 され て い るユ ーザで は,シ ス テム監 査 を受 け た こ とが あ る

の が37.7%,設 置 され てい な い ユ ーザで は16.1%で あ る。 そ して,後 者 の16.1%

は,ほ とん どが 公認 会 計 士 に よる シ ステ ム監 査 を受 け た とす る もの で あ る。(第

'
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3.13図)

有 あ る377% な い 623%

一=
第3.13図 内部 監 査 部 門有 無 別 ・シス テ ム監 査 実施 率

2.5シ ステ ム 監 査 の 実 施 主 体

シ ス テ ム監 査 の 実 施 主体 は,第3.12表 に示 す とお りであ る が,公 認 会 計 士 に よ

る シ ス テ ム監査 の み を受 け たの が42社(36.8%)と 圧 倒 的 に 多 い。 つ ぎ に内 部監

査 人 が21社(1&4%)と つ づ き,こ の両 者 で過 半 数 を 超 えて い る。

第3.12表 シ ス テ ム監 査 の 実施 主体

システム監 査人

内部監査人

監査 役

公認 会計 士

システム監査 人,内 部監 査人

システム監査人,公 認会計士

システム監査人,内 部監査人,公 認会計士

システム監査人,公 認会計 士,監 査役

シ ステム監査 人,内 部監査 人,公 認会計 士,監 査役

内部監査人,監 査 役

内部監査人,公 認会計士

公認会計 士,監 査役

内部監査人,公 認会計 士,監 査役

内部監査 人,公 認会計 士,そ の他

公認会計 士,そ の他

その他

8(7.0)

21(1&4)

6(5.3)

42(36.8)

1(o.9)

3(2.6)

2(1.8)

1(0.9)

1(09)

2(1.8)

9(7.9)

4(3.5)

1(O.9)

1(O.9)

3(2.6)

9(7.9)
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2.5.1シ ス テ ム監 査 人 に よ る監 査

本 調査 の 回答 企 業 で シス テム監 査 人 を置 い て い る のは16社 で,シ ス テム監 査 を

受 け た こ と が あ る114社 の 中 の14%で あ る 。 こ の16社 の うら,シ ス テム監

査 人 に よる シ ス テ ム監査 の み を 受 け た もの が8社 で あ る。

シ ス テ ム監 査 人 を置 い て シス テム監査 に あた って い る企 業 の 傾 向は,第1に,

コ ン ピ ュー タを 導 入 してか らの経 過 年 数 が10年 以 上 で あ り,第2に,シ ス テム の

規 模 が 中型 以 上 で あ り,第3に,オ ン ライ ン ・シ ス テ ムを採 用 してお り,第4に,

内 部 監査 部門 が設 置 され て お り,そ して 最後 に,業 種 としては 金 融機 関 に多 く見

受 け られ る とい え よ う。(第3.13表)

2.5.2そ の 他 の 監 査

内部 監 査 人,公 認 会 計 士,監 査 役等 に よ るシ ス テム監 査 に つ いて の 傾 向は,第

3.13表 を参 照 して い ただ くこ と とし割 愛 す る。 こ こで は,監 査 主 体 の 「その 他」

に 回 答 した13社 につ い て,そ の 内容 に ふれ て み た い。

まず,シ ス テム監 査 人,内 部 監 査 人,公 認 会計 士,監 査 役 以外 の監 査 人 に よる

シ ス テム監 査 を受 け た とす る13社 の う ち,国 税庁 に よる シ ス テム監 査 を受 け た と

す る ユ ーザ が4社 あ る。 これ は,会 計 が コ ン ピュ ー タ処理 され て い る企 業 に対 す

る,国 税 局の 税 務 調 査 へ の 姿 勢 として注 目 され る 。

つ ぎ に,親 会 社の シス テ ム監査 人 や 内 部監 査 人 に よ る シ ス テ ム監 査 を受 け たの

が3社 で あ る。 これ に つ い て は,ま さに 時 の流 れ とい え るの で は ない だ ろ うか 。

さ らに,社 内 の 者で 構 成 す る委 員 会 に よ るシ ス テ ム監 査 を受 け たの が2社 あ る。

この方 式 は,メ ンバ ーの 構 成 を うま くや れ ば,シ ス テ ム監 査 人 が 得 られ な い段 階

に お い て は有 効 な 手 段 に な り得 よ う。

他 に,コ ンピ ュ ー タ部 門 内で 実施 した とす るの が2社 等 と な って い る。
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第3.13表,経 過 年 数 別 ・規 模 別 ・モ ー ド別 ・内部 監 査部 門 有 無 別 ・シ ステ ム監 査 実 施 主体

⊥

8
1

回 答 項 目

区 分

内

部

監

査

人

膓

ζ
監
査
人

監

査

役

公

認

会

計

士

そ

の

他

内シ

部葦
監ム

曙
人人

内監

部

監査

査

人役

内公
臨
監会

査計

人士

シ公

≧認

覧

監公

認

齢

計

役士

公そ

認

会の

計

士他

内シ公

部5認ア
監ム会

査豊
人人士

内蓋公
部 認

鑑

査 計

人役士

内公そ

部認

盛会の

査計

人士他

シ監公

否 認
ム査会

馨 計
人役士

内シ監公

部ろ 認
ア

監ム査会

曙 計
人人役士

計

経

過

年

数

別

5年 未満 1 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3(2.6)

5年 以上～10年 未満 2 0 3 10 3 0 0 1 0 1 1 0 0 0 1 0 22(19.3)

10年 以上～15年 未満 8 3 3 21 3 0 1 4 2 2 1 1 0 1 0 0 50(439)

15年 以上～20年 未満 8 3 0 6 2 1 1 3 0 1 0 1 1 0 0 1 28(24.6)

20年 以上 2 2 0 4 0 0 0 1 1 0 1 0 0 0 0 0 11(9.6)

規

模

別

超 大 型 9 4 1 7 2 1 0 7 1 . 2 1 1 1 0 0 0 37(32.5)

大 型 8 3 3 27 3 0 1 1 0 0 1 0 0 1 0 0 48(42ユ)

中 型 3 1 2 8 4 0 1 1 2 2 1 1 0 0 1 1 28(246)

小 型 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1(0.9)

モード別

内部監査
部 門
有 無 別

オ ン ラ イ ン 16 8 4 27 6 1 1 8 3 3 1 2 1 0 1 1 83(128)

パ ッ チ 5 0 2 15 3 0 1 1 0 1 2 0 6 1 0 0 31(27,2)

有 21 8 2 20 6 1 2 9 3 4 1 2 1 1 1 1 83(12.8)

無 0 0 4 22 3 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 31(27.2)

合 計
21
(184)
8
(70)
6
(53)
42
(36.8)

9
(7.9)
1
(0.9)
2
(1.8)
9
(7.9)
3
(2.6)
4
(3.5)
3
(2.6)

2
(1.8)

1
(0.9)

1
(09)

1
(0.9)

1
(0.9)

114(100)



2.6シ ス テ ム監 査の 型

シ ス テム監 査 の 主 体 で,シ ス テム監 査 人 と内部 監 査 人 の双 方 あ る いは ど ららか

の監 査 を受 け てい る50社 に対 して,監 査 の パ ター ン を調 べ た。

まず,シ ス テ ム監 査 の パ ター ンを,独 立 型,部 門監 査 型,中 間型 の3つ に 分類

し,つ ぎ の とお りと した。

⑤ 独 立 型:監 査 人 が,監 査 部 な ど コ ン ピ ュータ部 門 か ら独 立 した部 門 に所属

して い る場 合 。

㊨ 部 門監 査型:シ ス テム監 査 人 が,コ ン ピ ュ ータ部 門 に 所 属 してい る場 合。

◎ 中 間型:監 査 人 が,監 査部 門 と コ ン ピ ュ ー タ部 門 とを 兼務 してい る場 合。

あ るいは 監 査 部 門 か らコ ン ピ ュ ー タ部 門 へ派 遣 され て い る場 合 等 。

この結 果,独 立 型 が39社(7&0%)で 多数 を占 め,部 門監 査 型 が7社(14.0%),

中 間型 が3社(6.0%),そ して独 立型 と部 門監 査 型 とを併せて実 施 しているの が

1社(2.0%)で あ る。(第3.14表)

第3.14表 シ ス テム監 査の 型

分 類 回 答 数

独 立 型 39(78.0)

部 門 監 査 型 7(14.0)

中 間 型 3(6.0)

独立型および部門監査型 1(2.0)

合 計 50(100)

2.7シ ス テ ム監 査 の観 点

シ ス テ ム監 査 の 観 点 は,当 協 会 報 告 書 「わ が 国 にお け る シ ス テ ム監 査 の あ り方」

(昭 和51年3月)で 明 らか に した 適用 基 準 を採 用 した。

つ ま り,シ ス テ ム監査 を実施 す る場 合 の,企 画 ・開発 ・稼動 レベ'レの全 体 の 業務
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に か か わ る一般 基 準 で あ る準 拠 性,採 算 性,適 時性,生 産 性 の4項 目。 さ らに,

コ ン ピ ュー タ ・シ ステ ムの 品 質 を保 証 す るた めの 品質 基 準 で あ る安 全 性,信 頼 性,

機 密 性 の3項 目で あ る。

そ して,こ れ らの各 項 目の 意 味 は つ ぎの とお りと した 。

⑤ 安 全 性:シ ス テムの 物 理 的安 全 性

⑥ 信 頼 性:ハ ー ド/ソ フ トの 正 確 さ に基 づ く信頼 性

◎ 機 密 性:デ ー タの権 限 者以 外 への 機 密

③ 準拠 性:法 律,規 則 等 へ の準 拠

⑤ 採 算 性:コ ス ト面 か らの 効 率

⑧ 適 時 性:開 発,導 入,ア ウ トプ ッ ト作 成 等 の タ イ ミング

⑧ 生 産 性:リ ソ ー ス面 か らの効 率

以 上 の7項 目を シ ス テ ム監 査 の観 点 と して 回答 を求 め た結 果,信 頼 性 の 観 点 か

ら シス テ ム監査 を実 施 した の が 最 も多 く,114社 の う ち85社(74.6%)で あ る。

つ ぎ に,安 全 性,準 拠 性 が そ れ ぞれ59社(51.8%)と つ づ い て い る。(第3.15表)

第3.15表 シス テ ム監 査 の観 点(多 重 回答)

監 査 の 観 点 回 答 数 %回 答数イ14

安 全 性 59 51.8

信 頼 性 85 74.6

機 密 性 55 4&2

準 拠 性 59 51.8

採 算 性 31 272

適 時 性 24 21.1

生 産 性 14 123

この結 果 か らい え る こ とは,コ ン ピ ュー タ ・シス テ ムの品 質 に か か わ る安 全 性,

信 頼 性,機 密 性等 の 観 点 に比 較 し て,採 算 性 や生産 性 等 の効 率 面 ・ お よび 適 時性

とい う観 点 か らの シ ス テ ム監 査 の 実施 が低 い とい うこ とで あ る。

最 近 の1つ の 傾 向 と して,コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ムの採 算 性,生 産 性 が きわ め
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て 重 視 され て きて い るが,そ れ に しては,こ れ らの 観 点 か らの シ ス テ ム監 査 の 実

施 が 低 い。 この 理 由の1つ として考 え られ る こ とは,採 算 性 や 生 産性 に つ い ての

評 価基準 ない しは尺度が設定 しに くいので はない かと考 えられ る。今後の課題の

1つ で あ ろ う。

2.7.1経 過 年 数 別

コ ン ピュ ータ を導 入 して5年 ～10年 未 満 の ユ ーザでは,準 拠 性 お よ び信頼 性 の

観 点 か らの 監 査 が 多 い。 つ ぎ に,10年 ～15年 未 満 の ユ ーザで は,信 頼 性 が圧 倒

的 に 多 い。 そ して,15年 以上 の ユ ーザ に な る と,安 全 性,信 頼 性i機 密 性,準 拠

性 等 の コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ ムの 品質 にか か わ る観 点 か ら,か な りバ ラ ンスが と

れ た監 査 が 行 わ れ て い る とい え よ う。(第3.14図)
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第3.14図 経 過 年 数 別 ・シ ステ ム監 査 の観 点
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2.7.2シ ス テ ム規 模 別

中 型 ユ ーザの 場 合 は,信 頼 性の 観 点か らの 監 査 が 非 常 に 多 い。 とこ ろ が,大 型,

超 大 型 ユ ーザ にな る と,信 頼 性,安 全 性,機 密 性,準 拠 性 等 の 観 点 が,全 体 的 に

多 くな ってい るの が わ か る。(第3.15図)
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第3.15図 規 模 別 ・シス テ ム監 査 の観 点

2.7.3シ ステ ム ・モ ー ド別

オ ン ラ イ ン ・ユ ーザ とバ ッチ ・ユ ーザ とを 比 較 した場 合,信 頼 性の 観 点 が 多 い

のは い ず れ も同 じで あ るが,安 全 性 につ い ては 著 し い差が 見 られ る。 す なわ ち,

オ ン ライ ン ・ユ ーザ では,安 全性 の 観 点 か ら60.2%が 監査 を 実施 してい るが,バ

ッチ ・ユ ーザで は29%と 半 分 以 下 で あ る。(第3.1'6図)
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第3.16図 モ ー ド別 ・シス テ ム監 査 の 観点

2.8シ ス テ ム 監査 の 対 象 段 階

シス テム監 査 の対 象 を,コ ン ピ ュー タ ・シ ス テムの 企画 ・開発 ・運 用 とい う段

階 に設 定 し,ど の 段 階 で シス テム監 査 を受 けた か を調 べ た 。

シス テム監 査 を受 け た こ とが あ る114社 の うち,運 用 段 階 で 受 け たのが82社

(71.9%)で 最 も多 い。 つ ぎ に,開 発 段 階 と運用 段 階の 双方 で 受 けた の が15社

(13.2%)で,そ の うち7社 は 金 融 機関 で あ る。 また,企 画 ・開 発 ・運用 すべ ての

段 階 で シ ス テ ム監 査 を受 けた ユ ーザ も10社(&8%)あ る。 この 中 で4社 は 金 融

機 関 で あ り,3社 が 商業 で,電 気 製 品,石 油 ・石 炭 製 品,建 設 が各1社 とな って

い る。

これ らの こ とか ら,現 段 階 にお け るわ が 国の シ ステ ム監 査 は,運 用 段 階 を中 心
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と して行 われ て い る と い うこ とがで きる。 し たが って,企 画 段 階 や開 発 段 階 にお

け る シ ス テ ム監 査 手 法 の 研究 が 今 後 進 め られ る必 要 が あ る とい え よ う。(第3.16

表)

第3.16表 シ ス テ ム監 査 の 対 象 段 階

対 象 段 階 回 答 数

企画段階 2(1.8)

関発段階 3(26)

運用段階 82(71.9)

企画 ・運用段階 2(1.8)

開発 ・運用段 階 15(132)

企 画 ・開発 ・運用 段 階 10(8.8)

合 計 114(100)

シ ステ ム 開 発 に つ い て

2.9シ ステ ム開 発 に つ い て の監 査

シ ステ ム開 発 につ い て の 監 査 に関 して,シ ス テ ム設 計,プ ログ ラ ミン グ ・テ ス

トの監 査 を どの 程 度 実施 して い るか を調 べ た。

この 質 問 へ の 回答 企 業は,前 述 の 開発 段 階 で シ ス テム監 査 を 受 け た とす る ユ ー

ザの みで は な く,運 用 段 階の 監査 を受 け た ユ ーザ も多数 回答 して い る。す なわ ち,

シ ス テ ム開 発 に関 しては,シ ス テ ム開発 中 にお け る監査 と,運 用 段 階 にお い て 開

発 段 階 の ドキ ュメ ン ト類 等 の監 査 を行 う場 合 との双 方 が含 まれ て い る。

まず,シ ス テ ム設計 の監 査 に つい ては,シ ス テ ム監 査 を 受 け た こ とが あ る114

社 の う ら60社(52.6%)で あ り,過 半数 を超 え てい る 。 そ して,こ の60社 の う

ら,34社 は 運 用 段 階 にお け る監 査 で あ る 。

つ ぎに,プ ロ グ ラ ミン グの 監査 に つ い ては,44社(3&6%)が 受 け て い る。 同
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様 に ・ この中 の26社 は,運 用 段 階 にお い て受 け た監 査 で あ る。

さ らに,テ ス トの監 査 を受けた ことがあ るの は,32社(2&1%)で あ る。この う

ち18社 は,運 用 段階 にお け る もの で あ る。

2.9.1経 過年 数 別

コ ン ピ ュー タを導 入 して か らの経 過 年 数 が長 くなれ ば な るほ ど,こ れ らの監 査

を 受 け る比 率 が 高 くな る傾 向 が あ るが,こ れ は 当然の こ とで あ ろ う。(第3ユ7図)
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第3.17図 経 過 年 数 別 ・システム開発 に関するシステム監査の 内容

2.9.2シ ス テ ム 規 模 別

コ ン ピュー タ ・シ ス テムの 規 模 につ い て は,大 き くなれ ば な るほ ど,こ れ らの

監 査 を受 け る比率 が高 くな る。

シス テム設 計 につ い て は,シ ス テ ムの 規 模 に左 右 され る こ とな く,約 半数 の ユ

ーザ が監 査 を受 けて い る。 しか し,プ ログ ラ ミングや テ ス トは,シ ス テ ム規模 に

比例 して監 査 を 受 け る比率 が 高 くな ってい る こ とがわ か る。(第3.18図)
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図3.18図 規模 別 ・システム開発 に関す るシステム監 査の内容

(%)
2.9.3シ ス テ ム ・モ ー ド別

これ らの 監査 を受 け た ユ ーザ は,バ

ッチ ・ユ ーザ よ りもオ ン ライ ン ・ユ ー

ザ に多 い。 シ ステ ム設 計 に関 しては 大

差 が 見 られ な い ものの,プ ロ グ ラ ミン

グお よび テ ス トに つい て監 査 を受 け た

ユ ーザ は,オ ン ライ ン ・ユ ーザ の方 が

20%以 上 も多 い。(第3.19図)
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第3.19図 モ ー ド別 ・システム開発 に関す

るシステム監査の 内容
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29.4内 部 監 査部 門 有 無 別

シス テ ム設計,プ ロ グ ラ ミン グ ・テ

ス ト,い つれに ついて も,内 部 監 査 部 門

が 設 置 され てい るユ ーザ の 方 が,設 置

され てい ない ユ ーザ よ り も,監 査 を受

け た比 率 が 約20%高 くな って い る。

(第3.20図)
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な わ ら,こ れ らの ユ ーザは,シ ス テ ム 第3.20図 内部監査部 門有無 別 ・ジステム

開 発 に 関 す る システム監査の内容開発 段 階
で,シ ス テ ム設計,プ ログ ラ

ミン グ ・テ ス トにつ い て監 査 を受 け た もの で あ る。

まず,シ ス テ ム開 発 段 階で 監 査 を 受 け た こ とがあ るユーザは,28社 であ る。 そ

して,シ ス テ ム設 計の 監査 を受 け た こ とが あ る のは,28社 中 の26社(92.9%)

で あ る。 同様 に,プ ロ グ ラ ミン グにつ いて監 査 を受 け た こ とが あ るの は,18社

(64.3%)で あ る。 テ ス トに つ い て監査 を受 け たの は,14社(50.O%)と な って

い る。

この こ とか らい える こ とは,ま ず,シ ス テ ム開発 段 階 で の 監査 は,シ ステ ム設

計 に 重点 が置 かれ て い る とい う こ とで あ る。 そ して,シ ス テ ムが 出来 上 り,間 違

い ない か ど うかの 確 認 過 程 と もい える テ ス トに つ い て は,そ の 半数 しか監 査 を受

け て い な い とい うこ とで あ る。
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シ ス テ ム運 用 に つい て

210入 力 プ ロセ ス にっ い て の監 査

入 力 プ ロセ スに つ い ての 監査 に つ い ては,現 場 に お け る手 処理 業務,帳 票 類 の

授 受,入 力 デ ー タへ の変 換,端 末 機 の4項 目 を設 定 し,監 査 を受 け た もの を調 べ

た。

ま ず ・ 入力 プ ロ セス で最 も多 くの ユ ーザ が監 査 を 受 け た もの は,帳 票 類 の 授受

で,シ ステ ム監 査 を受 け た こ とが あ る114社 の うら,69社(60 .5%)が 受 けてい

る。(第3.17表)

第3.17表 入力 プロセスに ついての システム監査 の内容

システム監査の 内容 回 答 数

現場 におけ る手処理業務 39(34.2)

帳票類の授受 69(605)

入力 デ ー タへ の変 換 52(45.6)

端 末 機 29(25.4)

2.10.1経 過年 数 別

コン ピ ュー タ を導 入 して か らの 経 過年 数 との 関 連 で は,現 場に お け る手 処 理 業

務 以 外 は い ず れ も・経 過 年 数 が 長 くなれ ば な るほ ど,監 査 を受 け る比 率 が 高 くな

る とい う傾 向 が 見受 け られ る。(第3.21図)

一179一



(%)

100

50

騒 令端 場齢 端 場翻 端 然;端
に 類 デ 末 に 類 デ 末 に 類 デ 末 に 類 デ 木

盃召援 ▲機 毒言裟 ↓機 赫 滉↓機 赫 窪 ▲機

翼る受1曇 る受1馨 る受1量 る受講

5聯 爾 霊 ま剴15㌫[
20年以上]

第3.21図 経 過年数別 ・入力 プロセスについての システム監査の 内容

2.10.2シ ス テ ム 規 模 別

シ ス テ ム規 模 で 見 た場 合 も,経 過 年 数 別 と同様 に,現 場 に お け る手 処 理業 務 以

外 は,規 模 が 大 き くな るに したが って,監 査 を受 け る比 率 が 高 くな る。 と くに ・

端 末 機 に つ いて は,中 型 ユ ーザ が4.5%で あ るのに 対 して,超 大型 ユ ー ザは32.4

%と な って い る。(第3.22図)
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第3.22図 規 模別 ・入力 プロセスにつ いての システム監査 の 内容
100

2.10.3シ ス テ ム ・ モ ー ド 別

オ ン ラ イ ン ・ユ ー ザ と バ ッ チ ・ユ ー

ザ とを比較 した場合は,全 般的にオ ン

ライ ン ・ユ ーザの 方 が これ らに つ い て

監 査 を受 け た比率 が 高 い。(第3.23

図)
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第3.23図 モード別 ・入力プロセスについて

の システム監 査の内 容
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2.10.4内 部監査部門有無別

内部監査部門 を設置 してい る場合 と

設置 していない場合 とでは,帳 票類の

授 受につ い て設 置 しているユ ーザの方

が高い比率を示 している以外,設 置 し

ていないユ ーザの方 が高 い比率を示 し

てい る。(第3.24図)

2.11オ ペ レ"シ ョ ン に つ い て の 監 査
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第・3.24図 内部監査部門有無別 ・入力 プロ

セスについての システム監査の 内容

オ ペ レ ー シ ョ ンに つ い て の 監 査 に つ い て は,オ ペ レ ー シ ョ ン手 順,マ ニ ュ ア ル

等,マ シ ン ・ス ケ ジ ュ ー ル,オ ペ レ ー シ ョ ン 管 理 の3つ に つ い て,監 査 を 受 け た

もの を 調 べ た。

ま ず,オ ペ レー シ ョ ン手 順 ・マ ニ ュ ア ル 等 に つ い て は,シ ス テ ム 監 査 を 受 け た

こ と が あ る114社 の う ち,59社(51.8%)が 監 査 を 受 け て い る。 オ ペ レ ー シ ョ ン

管 理 に つ い て は,57社(50,0%),マ シ ン ・スケ ジ ぞ 一 ル は41社(36.0%)が そ

れ ぞ れ 監 査 を 受 け て い る 。(第3.18表)
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第3.18表 オペ レー シ ョンについての システム監査の 内容

システ ム監 査の内容 回 答 数

オペ レー シ ョン手順 ・マニ ュ アル等 59(5『1.8)

マ シ ン ・ス ケ ジ ュ ー ル 41(3&0)

オ ペ レ ー シ ョ ン管 理 57(500)

211.1経 過 年 数別

経 過 年 数 別で 見 た場 合 は,15年 未 満 と15年 以 上 とに 分 け,15年 以上 の 方 が

よ くや ってい る とい え る。 と くに,今 回の調 査 に お い て は,15年 ～20年 未満 が

きわ め て高 い 比 率 を示 してい る。(第3.25図)
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第3.25図 経過年数別 ・オペ レーシ ョンについての シス テム監査の内容

1
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2.11.2シ ステ ム規 模 別

シ ス テム の規 模で 比 較 し た場 合 は,規 模 が 大 き くな るに した が って,こ れ らに

つ い て の監 査 を受 け る比 率 が 高 くな ってい る。 個 別 に は,中 型 ユ ーザで は 比 率 が

低 い もの の,超 大型 ユ ーザ の場 合 は か な り高い 比 率 を示 して い る。(第3.26図)

(%)

100

50

オ マ オ オ マ オ オ マ オ
ペ シ ペ ペ シ ペ ペ シ ペ

レ ン レ レ ン レ レ ン レ

1・ll・ll・1
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巨][]Eヨ
第3.26図 規模別 ・オペ レーシ ョンについての システム監査の内容
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2.11.3シ ス テ ム ・モ ー ド別

オ ン ライ ン ・ユ ー ザ と バ ッ チ ・ユ ー

ザ とで は,す べ て に お い て オ ン ラ イ ン

・ユ ー ザ の 方 が シ ス テ ム 監 査 を 受 け た

比 率 が 高 い 。(第3.27図)

2.11.4内 部 監 査 部 門有 無 別

内部 監 査 部 門 を 設置 してい る ユ ー ザ

の 方 が,設 置 し てい な い ユ ーザ よ り も

これ らの 点 につ い て監 査 を受 け てい る

比 率 が 高 い 。(第3.28図)
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ア 手 ユ 管 ア 手 ユ 管

ノレ川頁|理 ノレ川原!理

等 ・ ル 等 ・ ル

オンライン 口
第3.27図 モ ー ド制 ・オペ レーシ ョンについて

の シ ス テム 監 査 の 内 容
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一
第3.28図 内部監査部門有無別 ・オペレー

シ ョンについ ての シス テム監査の 内容
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2.12.ラ イ ブ ラ リに つ い て の 監 査

ライ ブ ラ リの監 査 に つ いて は,保 管 の 状 態,バ ッ クア ップ体 制,管 理 簿等 の記

録 の3項 目を設 定 した。

まず,ラ イ ブ ラ リの 保 管 の 状態 に つ い て監 査 を受 け た こ とが あ るの は,シ ス テ

ム監 査 を 受 け た こ とが あ る114社 の うち60社(52 .6%)で あ る。 つ ぎに,管 理 簿

等 の記 録に つ いて監 査 を受 け た こ とが あ るの は52社(45.6%)で あ る。 そ して,

バ ッ クア ップ体 制に つ き監 査 を受 け たの が44社(3&6%)と な っ てい る 。(第3.

19表)

第3.19表 ラ イ ブ ラ リに つ い ての シス テ ム監 査 の 内 容

システム監査の 内容 回 答 数

保管の状態 60(526)

バ ッ クア ップ体 制 44(3&6)

管理簿等の記録 52(45.6)

2.12.1経 過 年 数 別

経 過 年 数 に よる傾 向 と しては,コ ン ピ ュー タを導 入 して か ら15年 ～20年 未満

の ユ ー ザ が,こ れ らすべ てに つ い て監 査 を受 け て い る比 率 が 高 い のが 目 につ く。

'とくに
,保 管 の 状態 と管 理 簿 等 の 記 録 に つ いて は,80%近 くが監 査 を受 け てい る

の が 注 目 され る。(第3.29図)
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プ 記 プ 記
体 錘 体 録
制 制

5年以上
10年 末満

10年 以上

15年 末満

15年 以上

20年 末満 面
第3.29図 経 過 年数 別 ・ライ ブラ リについての システム監査の 内容

2.12.2シ ス テ ム 規 模 別

コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ム の 規 模 別 に

は,規 模 が大 き くな るに したが っ て監

査 を 受 け る比 率 が 高 くな る。 と くに,

管理簿等の記録 について監査 を受 けた

こ とが あ るの は,中 型 ユ ーザで は9.1%

に す ぎな い が,超 大 型 ユ ーザで は67.6

%と 非常 に 高 い 。 ま た,こ れ らの こ と

は,他 の 項 目 に つ い て もい える こ と

で あ り,た と えば,保 管 の状 態 は 中型

ユ ー ザ が22.7%,大 型 ユ ー ザ が51.9%,

超 大 型 ユ ーザ が73%と な ってい る。

(第3.30図)
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[超大型][⊃ 国 司
第3.30図 規模別 ・ライブ ラリについての

シス テ ム監 査 の 内容
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2.12.3シ ス テ ム ・ モ ー ド 別

オ ン ライ ン ・ユ ー ザ とバ ッ チ ・ユー

ザ とを 比較 した場 合 は,オ ン ライ ン ・

ユ ーザ の方 が 各 項 目 と もに,パ ッチ ・

ユ ー ザ よ り監 査 を受 け てい る比 率 が 高

い。(第3.31図)

212.4内 部監 査 部 門有 無 別

内部 監 査 部 門 が 設置 され てい る ユ ー

ザ に お い ては,保 管 の状 態,管 理 簿 等

の記 録 に つ い て,過 半 数 の ユ ーザ が監

査 を受 け て い る。(第3.32図)
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第3.31図 モー ド別 ・ライ ブラリについ

ての システム監査 の内容
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巨][]
第3.32図 内部監査部 門有無別 ・ライブラ

リにつ いての システム監査 の内容

一188一



2.13出 力 プ ロセ スに つ い て の監 査

出力 プ ロセ スの 監 査 に つ い ては,ア ウ トプ ッ ト用 の 帳票 類 の 管理,ア ウ トプ ッ

トの管 理,エ ラ ー等 異常 処理 の 管 理 とい う3項 目 を設 定 した。

ア ウ トプ ッ ト用 の 帳 票 類 の管 理 に つ いては,シ ス テム監 査 を受 け た こ とが あ る

114社 の うち47社(41.2%)が 監 査 を受 け て い る。 つ ぎに,ア ウ トプ ッ トの 管理

に つ い て監 査 を受 け た こ とが あ るのは53社(46.5%)で あ る。 そ して,エ ラー等

異 常 処 理 の管 理 に つ い ては,62社(54.4%)が 監査 を受 け て い る。(第3.20表)

第3.20表 出 力 プ ロセ スに つ い ての シ ス テム監 査 の 内 容

シス テム監査 の 内容 回 答 数

ア ウ トプ ッ ト用 の 帳 票類 の 管 理 47(41.2)

ア ウ トプ ッ トの 管理 53(465)

エ ラー等異常 処理 の管理 62(54.4)

2.13.1経 過 年 数 別

コ ン ピ ュー タを導 入 して か らの 経 過 年 数 別 に 見 る と,5年 ～10年 未 満 の ユーザ

で は,ア ウ トプ ッ トの 管 理 に つ い て最 も多 く監 査 を受 け て い る。 つ ぎ に,10年 ～

15年 未 満 の ユ ーザ では,異 常 処理 の管 理 に つ いて が 最 も高 い 比 率 を示 してい る。

そ して,15年 ～20年 未満 の ユ ーザに な る と,各 項 目 と もに,60%以 上 が監 査 を

受 け て い る。(第3.33図)
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第3.33図 経過年数 別 ・出力 プロセスに ついての システム監査の 内容

2.13.2シ ス テ ム 規 模 別

コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ムの 規 模 別 に

見 る と,規 模 が 大 き くな るほ ど,各 項

目 とも監 査 を受け る比 率が若 干高 くな

る。 超 大 型 ユ ー ザで は,各 項 目 と も過

半 数 が監 査 を受 け てい る。(第3.34図)
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第3.34図 規模別 ・出力 プ ロセスについ

ての システム監査の 内容
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2.13.3シ ス テ ム ・モ ー ド別

オ ン ライ ン ・ユ ーザの 方 が,バ ッチ

・ユ ーザ よ りも ,各 項 目 と もに監 査 を

受 け て い る比率 が高 い 。 これ は,他 の.

項 目に も共 通 してい る一 般 的傾 向 で あ

る。(第3.35図)

2.13.4内 部 監 査 部 門有 無 別

内部監 査部 門 を 設置 して い るユ ーザ

と,設 置 していないユ ー ザ とを比 較 す る

と,設 置 して い る ユ ーザの 方 が 各 項 目

と もに 監査 を受 け た比 率 が 高 い。 しか

し,こ の程 度 の 差は,内 部 監 査部 門 を

設置 し てい るユ ーザ と,設 置 して い な

い ユ ーザ との,一 般 的 な傾 向 の 範 囲内

にお け る差 とい うこ とがで きよ う。

(第3.36図)
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第3.35図 モー ド別 ・出力 プ ロセスにつ

い ての システム監 査の内容
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第3.36図 内部 監査部 門有無別 ・出力 プ
ロセスについての システム監査の 内容
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セ キ ュ リテ ィにつ い て

2.14コ ン ピ ュー タ 施設 に つい て の監 査

コ ン ピ ュー タ施設 に つ い ての 監 査 に つ い ては,建 物 へ の 入 出 館 管理,マ シ ン室

へ の 入 退 室 管理,緊 急 時 プ ラ ンの3項 目を 設定 した。

この3項 目の 中 では,マ シ ン室 へ の 入 退 室管 理 が最 も多 く監 査 の対 象 とな って

お り,シ ス テム監 査 を 受 け た こ とが あ る114社 の う ち,55社(48.2%)が 監査 を

受 け てい る。 つ ぎに 緊 急 時 プ ラ ンが31社,建 物 への 入 出館 管理 が30社(26.3%)

と な っ てい る。

この よ うに,コ ン ピュ ー タ施 設 に 関 す る監 査 で は,マ シ ン室 へ の入 退 室管 理が

最 も高 い 比率 を示 して い るが,そ れ で も50%以 下 しか監 査 を 受 けてい ない。(第

3.21表)

第3.21表 コンピュータ施設 についての シス テム監査の内容

システム監 査の内容 回 答 数

建物への入 出館管理 30(263)

マシ ン室への入退室管理 55(4&2)

緊急 時プ ラン 31(272)

2.141経 過 年 数 別

経 過 年 数 別 に は,15年 ～20年 未 満の ユ ー ザで は マ シン室 の 入退 室 管 理 につい

て75%が 監 査 を受 け て い るのが 注 目され る。 つ ぎに,緊 急 時 プ ラ ンにつ い て は,

5年 ～10年 未 満 の ユ ーザ で13.6%,そ して経 過 年 数 が 長 くな るに したが って比

率 が高 くな るが,し か し20年 以 上 で も45.5%と 過 半 数 に 満 たな い。(第3.37図)
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第3.37図 経 過 年数 別 ・コ ンteユ ・一'タ施 設 に つ い ての シ ス テム監 査 の 内容

2,14.2シ ス テ ム 規 模 別

コ.ン ピ ュ 一 夕 ・シ ス テ ムの 規 模 別 に

見 た場 合 に注 目 され る こ とは,中 型 ユ

(%)

100

一ザで は マ シ ン室 の 入 退 室管 理 に つ い50

て監 査 を受 け たの が わ ずか に4.5%に

す ぎな いが,大 型 ユ ーザで は46.3%,

そ して 超 大型 で は78.4%が 監 査 を 受 け

て い る 。

緊 急 時 プ ラ ンに つ いて は,中 型 ユ ー

ザで は9.1%,し か し超 大型 ユ ーザでは

40.5%と 比率 が 高 くな る。 そ れに して

も,超 大型 ユ ー ザで も過 半数 に 満 た な

い とい う点 が1つ の 問 題 点で あ ろ う。
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第3.38図 規模別 ・コンピュータ施 設に

つ いての システ ム監査の 内容
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(第3.38図)

2.143シ ス テム ・モ ー ド別

オ ン ライ ン ・ユ ーザ とバ ッチ ・ユ ー

ザ とを比 較 して み る と,バ ッチ ・ユ ー

'

ザの 場 合は,緊 急 時 プ ラ ンの 監 査 を受

け た ことが あ るの が わ ずか に6.5%で あ

る。 オ ン ライ ン ・ユ ーザで も34.9%で

あ る。

これ に つ い ては,緊 急 時 プ ラ ンを立

て てい るユ ー ザが少 な いの か,あ るい

は 緊 急 時 プ ラ ン を 持 っ て い るが 監査

の 対 象 と され てい な い の か明 確 で は な

い。

オ ン ライ ン ・ユ ーザで は,こ れ らの

項 目 の うち,マ シ ン室 の入 退 室管 理 が

比較 的 よ く行 わ れ てお り,過 半数 を超

え る55.4%が 監 査 を受 け て い る。(第

3.39図)

2.144内 部 監 査 部 門有 無 別

内部 監査 部 門 を設置 してい るユーザと,

設置 してい な い ユ ーザ とでは,若 干 の

差 が見 られ る。 マ シ ン室 へ の 入 退 室 管

理 や 緊急 時 プ ラ ンに つ い て は,他 の 項

目同 様 に 内部 監 査 部 門 を 設 置 し てい る

ユ ーザ の方 が比 率 が高 い。 しか し,建

(%)

100

50

霧蠣 陽埠
;諮 ㌶ 膓
入 の 一 入 の_

殿z搬1
管 室 管 室
理 管 理 管
理 理

・・…[三]

第3.39図 モー ド別 コンピュータ施設に
つい ての システム監 査の 内容
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第3.40図 内部監査部門有無別 ・コンピュ
ータ施設につ いての シス テム監査 の内容

一194一



物への入 出館管 理については,内 部監査部門 を設置 していないユーザの方が比率が

高 くな ってい る。(第3.40図)

2.15コ ン ピ ュー タ 関連 諸 設 備 につ い ての監 査

コ ン ピ ュー タ関 連 諸 設 備 に つ い て,監 査 の 対 象 と して設 定 し た項 目は つ ぎの と

お りで あ る。

o

o

o

o

o

o

o

o

o

建物の構造

金 庫

電 源

通 信 施 設

エ ア コ ン

モ ニ タ装置(熱 ・煙 検 出 等)

消 火 装 置

ハ ー ドウ エ ア

ソフ トウ ェ ア

これ らの うち,最 も多 く監 査 の 対 象 と な っ て い るの が消 火装 置 で32社(28 .1%),

つ いで 金庫 が30社(26 .3%)と な ってい る。 逆 に 監査 の対 象 とな る のが 最 も少 な

い の が 通 信 施設 で7社(6.1%)と な ってい る。(第3 .22表)

第3.22表 コン ピュータ関連諸設備elつ いての システム監査の 内容

システム監査の 内容 回 答 数

建 物 の 構 造 22(19.3)

金 庫 30(263)一
電 源 23(20.2)

通 信 施 設 7(6.1)

エ ア コ ン 17(149)

.モ ニ タ装置(熱 ・煙検 出等) 17(14.9)

消 火 装 置 32(28.1)

ハ ー ド ウ エ ア 19(16.7)

ソ フ ト ウ ェ ア 16(140)

一195一



2.15.1経 過 年 数 別

コ ン ピ ュー タを 導 入 してか らの経 過 年 数 別 に 見 る と,15年 未 満 と15年 以 上 と

で 格 差 が 見 られ る。 まず,15年 未満 の ユ ーザで,監 査 を 受 け た比 率の 高 い もの

は,5～10年 未 満 の 金 庫 の27.3%,10年 ～15年 未 満の 消 火装 置 の22%な ど が

あ る。 しか し,15年 以 上 に な る と,こ れ らの項 目の 大 部 分は'・監 査 を受 け た比 率

が20%を 超 え る。(第3.41図)
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第3.41図 経過年 数別 ・コ ン'reユ一夕関 連諸設備についての システム監査の内容

2.15.2シ ス テム 規 模別.

こ こで と りあ げ たセ キ ュ リ テ ィ関 連 の 項 目に つい ては,全 般 的 に消 火装 置 お よ

び金 庫 の 監査 を受 け た比率 が 高 い。 これ を コ ン ピュ ータ'シ ス テ ムの規 模 別 に見 .

た場 合 は,超 大型 ユ ーザで 金 庫 が43.2%,消 火装置 が35.1%と,大 型 ・中型 ユ ー

ザ よ りか な り高 い比 率 とな って い る。

つ ぎに,監 査 の 対 象 とされ る比率 が 低 い 項 目 を選 ん で,規 模 別に比較 して みたい。
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通 信 施 設

モ ニ タ 装 置

ソ フ トウ ェ ア

ハ ー ドウ エ ア

中 型 ユ ーザ

0

0

4.5%

0

大 型 ユ ーザ

3.7%

13.0%

148%

16.7%

超 大 型 ユ ー ザ

13.5%

27.0%

18.9%

27.0%

以上 の よ うに,各 項 目 と も,中 型 ユ ーザで は ほ とん ど監 査 の 対象 に な ってい な

い 。 大 型 ・超 大型 とな るに したが っ て,比 率 が 高 くは な って い る もの の,全 般 的

に は監 査 の 対 象 と され る傾 向が 少 ない とい え る。(第3.42図)

(%)

50

40

30

20

10

1羅 識週::1;識 週::鐸 藷
超 大 型 大 型1 中 型

第3.42図 規 模 別 ・コンeO=・一一タ関 連 諸 設 備 に つ い ての シ ス テ ム監 査 の 内容

2.15.3シ ス テ ム ・モ ー ド別

オ ン ラ イ ン ・ユ ー ザ と バ ッ チ ・ユ ー ザ と を 比 較 し た 場 合 の 特 長 は ・ ソ フ トウ ェ

ア 以 外 は す べ て オ ン ライ ン ・ユ ー ザ の 方 が 比 率 が 高 い が,ソ フ トウ ェ ア に 関 し て

は パ ッ チ ・ユ ー ザ が41.9%と,オ ン ラ イ ン ・ユ ー ザ の3.6%を 大 巾 に 上 廻 っ て い

る 。
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これ は,ソ フ トウ ェアに関 す る限 り,オ ン ライ ン ・シス テ ムの ソ フ トウ ェア監

査 よ り,バ ッチ ・シス テ ム の ソ フ トウ 三ア監 査 の方 が 容易 で あ る こ とを物 語 って

い る。 これ は あ る意 味で は 当 然 の ことで,た と えば テス ト手 法 を もらい て監査 を

す る場 合 で も,パ ッチ ・シ ス テ ムで あ れ ば随 時行 えるが,オ ン ラ イ ン ・シス テ ム

に な る と,実 稼動 中 の テ ス トが要 求 され た りす る た め技 術 的 に も簡 単で は な い。

(第3.43図)
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第3.43図 モー ド別 ・コン ピュ ータ関連 諸設備 についてのシステム監 査の 内容

2.15.4内 部 監 査部 門有 無 別

内部 監 査部 門 を設置 して い るか ど うか に よ る比 較 は,い ず れ の 項 目 も,設 置 し

てい る場 合 の方 が監 査 を受 け た比 率 が高 い 。 設置 して いな い場 合 は,と くに,監

査 を す るの に コ ン ピ ュー タ技 術 を必 要 とす る よ うな項 目が低 い とい え る。(第3.

44図)
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第3.44図 内部監 査 部 門有 無 別 ・コ ン ピ ュー タ関 連 諸 設 備
に つ い て の シ ス テム監 査 の 内容

2.16シ ステ ム監 査 で使 用 され た 技法

こ こで は,シ ス テム監 査 の技 法 と して,質 問 書方 式,ド キ ュメ ン ト方 式,イ ン

タ ビ ュー方 式,テ ス トデ ータ方 式,ITF(ミ ニ カ ンパ ニ ー)方 式,監 査 モ ジ ュ

ール方 式 ,監 査 ソ フ トウ ェ ア方 式,そ の 他の8項 目を設 定 した。

これ らの う ち,シ ス テ ム監 査 で 使用 され る比 率 の 高 い方 式 は ・ シス テム 監 査 を

受 け た こ とが あ る114社 の う ち,イ ンタ ビュ ー方 式 が79社(69.3%),質 問書 式

が47社(41.2%),ド キ ュメ ン ト方 式 が40社(35.1%)な どで あ る。

逆 に,シ ス テ ム監 査 で使 用 され る比 率 の低 い 方 式 は,監 査 モ ジ ュ ール方 式 が2

社(1.8%), .ITF方 式 が3社(2.6%)な ど とな ってお り,今 後 の 研究 課 題 では

な いか と思 わ れ る。

また,テ ス トデ ータ方 式 が19社(16.7%),監 査 ソ フ トウ ェ ア方 式 が21社
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(18.4%)な ど と な ってお り,こ れ らは,専 門 家 が い る場 合に は 実用 化が な され

て い る もの と思 わ れ る。

その 他の 具 体 的 な 内容 は,現 物照 合 や,直 接現 場 を 視 察 して監 査 した り,あ る

い は プqグ ラム を読 む等 で あ る。(第3.23表)

第3.23表 シ ステ ム監 査 で 使用 され た技 法

システム監査の技法 回 答 数
}

質問書方式 47(41.2)

ドキ ュメ ン ト方式

.

40(35.1)

イ ン タ ビ ュー方 式

1

79(69.3)

テ ス トデ ータ方 式 19(16.7)

ITF方 式

1

3(26)

監 査 モ ジ ュー ル方 式

1

2(1.8)

監査 ソ フ トウ ェア方 式

1

21(18.4)

そ の 他 6(53)

2.16.1経 過 年 数 別

コ ン ピ ュ ー タを導 入 して か らの 経 過 年 数 別 で比 較 してみ る と,各 経 過 年数 区分

と もに,イ ン タ ビ ュー方 式,質 問書 方 式,ド キ ュ メン ト方 式 とい う順 序で使 われ

て い る。 経 過 年 数 別 に よ る特 色 は と くに 見 られ な い。(第3.45図)
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第3.45図 経 過 年 数 別 ・シ ス テ ム監 査 で 使 用 さ れ た 技 法

2.16.2シ ス テ ム 規 模 別

コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ム の 規 模 別 に 比 較 し て み る と,い ず れ も イ ン タ ビ ュ ー 方

式 ・質 問書方式 ・ ドキ ュメ ン ト方式 が他 に くらべて高い比率 を示 してお り・規模

別に よる特 色等 は あ ま り見 られ な い。(第3.46図)
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ag3.46図 規 模 別 ・シ ス テ ム 監 査 で 使 用 さ れ た 技 法

2.16.3シ ス テ ム ・モ ー ド別

オ ン ライ ン ・ユ ーザ とバ ッチ ・ユ ーザ との 比較 にお いて も,著 しい 傾 向は 見 あ

た らな い。 た だ,イ ン タ ビ ュー方 式 や質 問書 方 式 な どの 比較 的 技 術 を必 要 と しな

い 方 式 に つ い ては,バ ッチ ・ユ ーザ の方 が比 率 が 高 く,そ の 他 の 技 術 を 必 要 とす

る方 式 に つ い ては オ ン ライ ン ・ユ ーザ の方 が 高 い比 率 を示 して い る。(第3.47図)
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難響 野饗
1・ ・ラ・・ 日 バ ッ チ1

第3.47図 モ ー ド別 ・シ ス テ ム監 査 で 使 用 さ れ た技 法

2.16.4内 部 監 査部 門 有 無 別

内部 監査 部 門 が 設置 され て い るか ど

うか で 比 較 して み る と,設 置 され て い

る場 合 の 方 が,イ ン タ ビュ ー方 式 と ド

キ ュメ ン ト方 式 で 若 干 高 い比 率 を示 し

て い る だ けで,傾 向 と しては ほぼ 同 じ

で あ る 。(第3.48図)
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第3.48図 内部監 査部 門有無 別 ・シス テ
ム 監査で使用 された技法
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2.17外 注 に つい て の監 査

今 回の ア ンケ ー ト調査 で,シ ス テ ム監 査 を受 けた こ とが あ る114社 の う ち,コ

ン ピュ ー タ関 連 業 務 を外 注 して い る のは94社(825%)で あ る。 これ ら94社 の

外 注 業務 は つ ぎの とお りで あ る。(第3.24表)

第3.24表 外 注 業務 の 内容

外 注 業 務 回 答 数

プ ロ グ ラ ミ ン グ 44(38.6)

オ ペ レ ー シ ョ ン

1

48(421)
.

カ ー ド パ ン チ 86(75.4)

そ の 他 16(140)

これ らの業 務 を外注 して い る94社 の う ち,外 注管 理 に つ い て監 査 を受 け た と回

答 し たの は26社(27.7%)で あ る。 この26社 は,金 融 機関9社,食 料 品 ・電 気

製品 が各3社,商 業 ・電 気 ガスが 各2社,こ れ ら以 外 が7業 種 で7社 とな って い

る。

つ ぎに,こ の26社 は,オ ン ライ ン ・ユ ー ザが21社,バ ッチ ・ユ ー ザが5社 で

あ る。 シス テ ムの規 模 で は,超 大 型 ユ ーザ14社,大 型 ユ ーザ10社,中 型 ユ ーザ

2社 で あ る。

2.17.1委 託 業務 に関 す る監 査

託託 業務 関 連の 監 査 で は,契 約 書 に つ いてが26社 中16社,委 託業 務 の 管 理に

つ い てが15社,事 故 対 策 につ い て が13社 等 とな って い る。(第3.25表)
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第3.25表 委 託 業務 に つ い ての シ ステ ム監 査 の 内容

システム監査の 内容 回 答 数

委託先の決定 について 4(15.4)

契約書に ついて

1

16(61.5)

契 約費用に ついて

.

10(38.5)

委託業務 の管理について 15(577)

事故対 策につ いて 13(50.0)

2.17.2プ ロ グ ラム外 注 に つ いて の監 査

プロ グ ラム外 注 に つ いて は,監 査 を実 施 して い る ケ ースが きわ め て少 ない 。外

注管 理 に つ い て監査 を受 け た26社 の うち4社 が プ ロ グ ラム外 注 の監 査 を受 け て

い る。(第3.26表)

第3.26表 プログ ラム外 注についての システム監 査の 内容

シス テム監査 の 内容 回 答 数

プログ ラム開発 状況 の管理 につ いて 3(11.5)

テ ス トに つ い て 1(3.8)
1

2(7.7)プ ロ グ ラム保 守 につ い て

2.17.3オ ペ レー シ ョン委 託 に つ い ての監 査

オ ペ レー シ ョン を外部 に 委 託 して い る場 合 に,そ れ に関 連 して どの程 度 監 査 を

受 け て い るか で あ るが,契 約 書 に つ い て が10社,オ ペ レー タの 管 理 状 況 に つ い

て が8社 等 とな って い る。(第3.27表)

一205一



第3.27表 オペ レーシ ョン委 託に ついての シス テム監 査 の 内容

システム監査の 内容
.

回 答 数

委託先の決定につい て 3(11.5)

契約書 について 10(3&5)

オペ レー タの 受 入 れ 体 制 に つ い て

1

1(38)

オペ レ ー タの 管 理 状 況 に つい て

1

8(308)
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付 表1.資 本金 の 分 布(1}

付表2資 本金分布②

.

資本金

業 種 50億 円未満

50億 円～

100億 円未満

100億 円～

500億 円未満

500億 円～

1000億 円未満
1000億 円以上 計

資本金

区 分 50億円未満

50億 円～

10〔}億円未満

100億 円～

50(臆 円未満

500遡 円～
1000億 円

未 満

1000億 円

以 上

計

水 産 ・農 林 0 0 2(100.0) 0 0 2(100)
'

総

従

業

員

数

別

経

過

年

数

別

10〔×500人 未満 8(100旬 0 0 0 0 8(100)
鉱 業 0 0 0 0 0 0

500ノ←1000人 未満 53(93ω 2(35) 2(35) 0 0 57(100)
建 設 19(559) 10(29.4) 5(14の 0 0 34(100)

1000ノ ぐ一5000人 未満 136(56.9) 70(293) 31(130) 2(08) 0 239(100)食 料 品 10(500) 7(350) .3(150) 0 0 20(100)

繊 維 11(52.4) 6(2&6) 3(143) 1(48) 0 21(100) 5000人 ～10.000人 未満 6(9.1) 22(333) 34(51.5) 4(6.1) 0 66(100)

パ ル プ ・ 紙 2(285) 4(57ユ) 1(143) 0 0 7(100) 10000人 ～5α000人 未満 0 1(鎚) 18(462) 10(25.6) 10(255) 39(100)

化 学 21(500) 9(2M) 11(262) 1(2.4) 0 42(100)
50の00人 以 上 0 0 1(250) 1(25.0) 2(50.0) 4(100)

石 油 ・石 炭製品 3(37.5) 2(250) ,3(375) 0 0 8(100)
5年 未満 22(84.6) 4(15.4) 0 0 0 26(100)

ゴ ム 製 品 0 1(10α0) 0 0 0 1(100)

5年 以 上～10年 未 満 76(717) 19(179) 10(9.4) 1(α9) 0 106(100)
ガラス・土石製 品 8(615) 0 5(3&5) 0 0 13(100)

10年 以 上～15年 未 満 96(508) 60(3t7) 33(17.5) 0 0 189(100)鉄 鋼 9(56.3) 3(188) 0 0 4(25.0) 16(100)

非 鉄 金 属 3(429) 2(28.6) 2(28.6) 0 0 7(100) 15年 以 上～20年 未 満 7(104) 10(149) 33(492) 10(149) 7(1α4) 67(100)

金 属 製 品 7(875) 1(12.5) 0 0 0 8(100) 20年 以上 2(8.0) 2(&0) 10(4α0) 6(24.0) 5(2α0) 25(100)

機 械 15(652) 6(26、1) 2(87) 0 0 23(100)
規

模

別

超 大 型 8(11⑨) 10(149) 25(373) 14(209) 10(149) 67(100)
電 気 製 品 26(65D) 6(150) 5(12.5) 1(25) 2(50) 40(100)

大 型 61(347) 60(341) 50(28.4) 3(1の 2(1.1) 176(100)
輸 送 用 機 器 9(45.0) 4(200) 3(150) 4(200) 0 20(100)

中 型 122(77の 24(153) 11(7n) 0 0 157(100)精 密 機 器 3(500) 3(500) 0 0 0 6(100)

そ の 他 製 造 10(833) 1(83) 1(8.3) 0 0 12(100) 小 型 12(923) 1(7の 0 0 0 13(100)

商 業 25(658) 7(18.4) 6(158) 0 0 38(100) 超 小 型 0 0 0 0 0 0(100)

金 融 11(220) 16(320) 16(320) 7(1↓0) 0 50(100)

モー ド別
オ ン ラ イ ン 84(362) 58(25、0) 62(26.7) 16(69) 12(52) 232(100)

証 券 2(500) 1(250) 1(250) 0 0 4(100)
パ ッ チ 119(65.7) 37(2α0) 24(133) 1(0.6) 0 181(100)

保 険 0 2(500) 2(5α0) 0 0 4(100)

内部監査

部門有無別

有 94(42の 48(21β) 59(2⑮8) 11(50) 8(36) 220(100)
不 動 産 0 0 1(1000) 0 0 1(100)

無 109(565) 47(244) 27(140) 6(3.1) 4(Z1) 193(100)陸 運 2(200) 0 8(8α0) 0 0 10(100)

海 運 ・ 空 運 0 2(333) 4〔66の 0 0 6(100) 合 計 203〔492) 95(230) 86(208) 17(4.1) 12(29) 413(100)

倉庫 ・運輸関連 3(750) 1(250) 0 0 0 4(100)

通 信 0 0 0 0 0 0

電 気 ・ ガ ス 1(83) 0 2(167) 3(2&0) 6(5α0) 12(100)

サ ー ビ ス 3(750) 1(250) 0 0 0 4(100)

合 計 203(492) 95(2&0) 86(208) 17(41) 12(29) 413(100)
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付表3.経 過年数の分布

経過年数
区 分 5年 未満

5年 以 上

～10年 未満

10年 以 上

～15年 未 満

15年 以上

～20年 未 満
20年 以上 計

規

模

別

超 大.型 0 5(7.5) 16(239) 33(493) 13(194) 67(100)

大 型 3(11) 34(193) 100(568) 29(165) 10(5の 176(100)

中 型 14(89) 63(40.1) 73(46.5) 5(Ω)
'

2(13) 157(100)

小 型 9(692) 4(308) 0 0 0 13(100)

超 小 型 0 0 0 0 0 0

モ ー ド別
オンラ イン 6(26) 40(172) 113(48の 52(22.4)

'21(9
.1) 232(100)

バ ッ チ 20(1LO) 66(365) 76(420) 15(&3) 4(2) 181(100)

内 部監 査

部門有無別

有 6(Z7) 52(236) 99(450) 47(21.4) 16(73) 220(100)

無 20(1α4) 54(280) 90(466) 20(104) 9(4.7) 193(100)

合 計 26(63) 106(25の 189(45B) 67(162) 25(6、1) 413(100)

付表4.規 模 の分 布

規模
区 分 超 大 型 大 型 中 型 小 型 超 小 型 計

モ ー ド別

オ ンライ ン 64(276) 125(539) 43(18.5) 0 0 232(100)

バ ッ チ 3(17) 51(282) 114(630) 13(72) 0 181(100)

内 部.監 査

部1弓有無別

有 46(209) 99(45の) 70(318) 5(幻) 0 220(100)

無 21(109) 77(399) 87(45.1) 8(↓1) 0 193(100)

合 計 67(162) 176(42.6) 157(380) 13(3.1) 0 孤3(100)

付表5.「 システム監 査 」 とい う言葉 にっ いて(1)

口答項 目

業 種 知 ってい る 知 らない 計

水 産 ・農 林 2(10α0) 0 2(100)

鉱 業 0 0 0

建 設 33(97.1) 1(z9) 34(100)

食 料 品 18(9α0) 2(1仙) 20(100)

繊 維 19(9α5) 2(9.5) 21(100)

パ ル プ ・紙 7(10α0) 0 7(100)

化 学 41(97,6) 1(24) 42(100)

石油 ・石炭製品 8(10α0) 0 8(100)

ゴ ム 製 品 1(100.0) 0 1(100)

ガラス・土 石製品 12(92.3) 1(7.7) 13(100)

鉄 鋼 16(10α0) 0 16(100)

非 鉄 金 属 7(10α0) 0 7(100)

金 属 製 品 8(10α0) 0 8(100)

機 械 22(957) 1(43) 23(100)

電 気 製 品 40(10α0) 0 40(100)

輸 送 用 機 器 20(1000) 0 20(100)

精 密 機 器 6(1000) 0 6《100)

そ の 他 製 造 10(833) 2(167) 12(100)

商 業 37(97.4) 1(26) 38(100)

金 融 50(10α0) 0 50(100)

証 券 4(10α0) 0 4(100)

保 険 4(10α0) 0 4(100)

不 動 産 1(10α0) 0 1(100)

陸 運 9(9α0) 1(1α0) 10(100)

海 運 ・空 運 6(10α0) 0 6(100)

倉庫 ・運輸関連 3(750) 1(250) 4(100)

通 信 0 0 0

電 気 ・ガ ス 12(10α0) 0 12(100)

サ ー ビ ス 4(10α0) 0 4(100)

合 計 400(96・9) 13(31) 413(100)

、
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付 表6.「 システム監 査」 とい う言葉 につ い て②

回答項目
区 分 知 って いる 知 らない 計

経

過

年

数

別

5年 未満 24(923) 2(7.7) 26(100)

5年 以 上～10年 未 満 102(ga2) 4(38) 106(100)

10年 以 上～15年 未満 184(97.4) 5(2.6) 189(100)

15年 以 上～20年 未満 65(97.0) 2(30) 67(100)

20年 以上 25(10α0) 0 25(100)

規

模

別

超 大 型 66(9&5) 1(L5) 67(100)

大 型 170(966) 6(34) 176(100)

中 型 151(962) 6(38) 157(100)

小 型 13(1000) 0 13(100)

超 小 型 0 0 0

モ ー ド 別
オ ン ラ イ ン 228(9&3) 4(L7) 232(100)

パ ッ チ 172(95.0) 9(5.0) 181(100)

内 部 監 査

部門有無別

有 215(97.7) 5(2.3) 220(100)

無 185(95.9) 8(4.1) 193(100)

合 計 400(9&9) 13(31) 413(100)

付表7.シ ステム監査 の 内容 に つ いて(1)

ロ答項目

業種 良 く知 って いる だいたい知っている 知 らない 計

水 産 ・農 林 0 2(100.0) 0 2(100)

鉱 業 0 0 0 0

建 設 4(118) 28(82.4) 2(5.9) 34(100)

食 料 品 4(2α0) 13(65.0) 3(15.0) 20(100)

繊 維 6(2&6) 13(61.9) 2(9.5) 21(100)

パ ル プ ・紙 1(143) 6(85.7) 0 7(100)

化 学 13(31.0) 26(6L9) 3(7.1) 42(100)

石油 ・石炭製品 3(37.5) 5(62.5) 0 8(100)

ゴ ム 製 品 0 0 1(1000) 1(100)

ガラス ・土石製品 1(7.7) 11(84.6) 1(7.7) ゴ3(100)

鉄 鋼 5(31.3) 11(6&8) 0 16(100)

非 鉄 金 属 3(42.9) .4(57.1) 0 7(100)

金 属 製 品 3(37.5) 5(625)
、

0 8(100)

機 械 4(17.4) 18(78.3) 1(43) 23(100)

電 気 製 品 10(25.0) 29(72.5). .1(2.5) 40{100)

輸 送 用 機 器 7(35.0) 13(65.0)' 0 20(100)

精 密 機 器 0 6(10●0) 0 6(100)

そ の 他 製 造 0 9(75.0) 3(25.0) 12(100)

商 業 8(21.1) 28(73.7) 2(53) 38(100)

金 融 32(6↓0) 18(36.0) 0 50(100)

証 券 1(25.0) 3(75.0) 0 4(100)

保 険 1(25.0) 3(75.0) 0 4(100)

不 動 産 0 1(10α0) 0 1(100)

陸 運 2(200) 7(70.0) 1(1α0) 10(100)

海 運 ・ 空 運 1(16、7) 5(833) 0 6(100)

倉庫 ・運輸関連 0 3(75.0) 1(25.0) 4(100)

通 信 0 0 0 0

電 気 ・ガ ス 7(5&3) 5(4L7)' 0 12(100)

サ ー ビ ス 1(250) 3(75.0) 0 4(100)

合 計 117(2&3) 275(66.6) 21(5.1) 413(100)|
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付表&シ ステ ム監 査 の 内容 に っ いて②

回答項目

区 分
良 く知 っている

だいたい

知 ってい る
知らない 計

経

過

年

数

別

5年 未満 4(154) 20(76⑨) 2(7の 26(100)

5年 以 上～10年 未 満 19(179) 80(75.5) 1(66) 106(100)

'0年 以 上～15年 未満 50(2底5) 130(68B) 9(姻) 189(100)

15年 以 上～20年 未 満 31(463) 34(507) 2(3」0) 67(100)

20年 以上 13(52.0) 11(440) 1(4ρ) 25(100)

規

模

別

超 大 型 36(537) 29(433) 2(&0) 67(100)

大 型 53(3α1)
.

113(64.2) 10(57) 176(100)

中 型 27(17.2) 121(77.1) 9(57) 157(100)

小 型 1(77) 12(923) 0 13(100)

超 小 型 0 0 0 0

モ ー ド 別
オ ン ラ イ ン 91(39.2) 135(582) 6(26) 232(100)

バ ッ チ 26(144) 140(77.3) 15(83) 181(100)

内部 監 査

部門有無別

有 76(345) 135(6L4) 9(4.1) 220(100)

無 41(212) 140(725) 12(6.2) 193(100)

合 計 117(2&3) 275(66.6) 21(5.1) 413(100)

付表9.シ ステム監 査 の 必要 性 に っ いて(1)

ロ答項目業種
認 め る 認 め な い わ か らな い 計

水 産 ・農 林 2(1000) 0 0 2(100)

鉱 業 0 0 0 0

建 設 20(5&8) 2(59) 12(353) 34(100)

食 料 品 11(550) 1(5.0) 8(40.0) 20(100)

繊 維 14(6航7) 2(9.5) 5(238) 21(100)

パ ル プ ・紙 4(57.1) 1(1↓3) 2(2&6) 7(100)

化 学 29(69.0) 2(48) 11(262) 42(100)

石油 ・石炭製品 5(625) 0 3(37.5) 8(100)

ゴ ム 製 品 0 0 1(1000) 1(100)

ガラス己 石製品 8(61.5) 1(7.7) 4(308) 13(100)

鉄 鋼 12(750) 1(6.3) 3(1&8) 16(100)

非 鉄 金 属 5(7L4) 0 2(2&6) 7(100)

金 属 製 品 5(625) 1(12.5) 2(250) 8(100)

機 械 17(739) 3(1ao) 3(130) 23(100)

電 気 製 品 28(7α0) 1(25) 11(27.5) 40(100)

輸 送 用 器 器 16(8α0) 0 4(200) 20(100)

精 密 機 器 2(333) 1(16.7) 3(5α0) 6(100)

そ の 他製 造 7(5&3) 1(&3) 4(333) 12(100)

商 業 26(6&4) 0 12(3L6) 38(100)

金 融 47(94.0) 0 3(⑤0) 50(100)
.

証 券 2(50、0) 0 2(5α0) 4(100)

『保 険
3(750) 0 1(250) 4(100)

不 動 産 1(100.0) 0 0 1(100)

陸 運 7(700) 0 3(300) 10(100)

海 運 ・ 空 運 4(667) 0 2(333) 6(100)

倉庫 ・運輸関連 2(5α0) 0 2(5α0) 4(100)

通 信 0 0 0 0

電 気 ・ ガ ス 10(833) 0 2(167) 12(100)

サ ー ビ ス 1(25.0) 1(250) 2(500) 4(100)

合 計 288(6駄7) 18(4.4) 107(25.0) 413(100)
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付表10.シ ステ ム監査 の 必要 性 に つ いて②

回答項目区分
認める 認めない わか らない 計

経

過

年

数

別

5年 未満 14(538) 1(鵠) 11(423) 26(100)

5年 以 上～10年 未満 65(6し3) 9(85) 32(30.2) 106(100)

10年 以 上⇔15年 未 満 137(725) 5(26) 47f24,9) 189(100)

15年 以 上～20年 未満 51(76.1) 3(4.5) 13(19.4) 67(100)

20年 以上 21(8↓0) 0 4(16.0) 25(100)

規

模

別

超 大 型 56(83β) 1(15) 10(14.9) 67(100)

大 型 130(739) 3(1.7) 43(244) 176(100)

中 型 94(599) 13(8.3) 50(318) 157(100)

小 型 8(6L5) 1(77) 4(308) 13(100)

超 小 型 0 0 0 0

モ ニ ド 別
オ ン ラ イ ン 171(737) 11(47) 50(21S) 232(100)

パ ッ チ 117(6↓6) 7(39) 57(315) 181(100)

内 部監 査

部門有無別

有 164(74.5) 5(23) 51(232) 220(100)

無 124(642) 13(67) 56(2敷0) 193(100)

合 計 288(69.7) 18(44) 107(259) 413(100)

付表11.シ ステム監 査の 実 施(1)

ロ答項目

業種
あ る な い 計

水 産 ・農 林 0 2(10α0)

1

2(100)

鉱 業 0 0

.

0

建 設 7(2α6) 27(79.4)

.

34(100)

食 料 品 5(25.0) 15(750)

.

20(100)

繊 維 7(333) 14(667)
1

21(100)

パ ル プ ・紙 1(143) 6(85.7)

1

7(100)

化 学 8(190) 34(810) 42(100)

石油 ・石炭製品 2(25』) 6(750)

.

8(100)

ゴ ム 製 品 0 1(10α0)

1

1(100)

ガラス ・土石製品 2(15.4) 11(846)

.

13(100)

鉄 鋼 4(25、0) 12(750)

1

16(100)

非 鉄 金 属 3(429) 4(57、1) 7(100)

金 属 製 品 1(125) 7(87.5) 8(100)

機 械 2(87) 21(913) 23(100)

電 気 製 品 14(350) 26(650) 40(100)

輸 送 用 機 器 4(2α0) 16(800)

1

20(100)

精 密 機 器 1(16フ) 5(833)

.

6(100)

そ の 他 製 造 2(167) 10(833)

.

12(100)

商 業 6(158) 32(842)

.

38(100)

金 融 35(70① 15(3α0) 50(100)

証 券 0 4(100.0) 4(100)

保 険 0 4(10●0) 4(100)

不 動 産 0 1(1000) 1(100)

陸 運 5(500) 5(50.0)

1

10(100)

海 運 ・ 空 連 2(333) 4(66.7) 6(100)

倉庫 ・運輸関連 0 4(10α0) 4(100)

通 信 0 0 0

電 気 ・ガ ス 3(250) 9(75.0) 12(100)

サ ー ビ ス 0 4(1000) 4(100)

合 計 114(27£) 299(72.4) 413(100)



付表12.シ ステ ム監 査 の 実 施 ②

回答項目

区 分
あ る な'い 計

経

過

年

数

別

5年 未満' 3(11.5) 23(88.5) 26(100)

5年 以 上～10年 未 満 22(2α8) 84(79.2) 106(100)

10年 以 上～15年 未 満 50(265) 139(735) 189(100)

15年 以上～ 加 年未満 28(4L8) 39(58.2) 67(100)

20年 以上 11(440) 14(56.0) 25(100)

規

模

別

超 大 型 37(552) 30(448) 67(100)

大 型 54(307) 122(693) 176(100)

中 型 22(140) 135(86.0) 157(100)

小 型 1(7.7) 12(92.3) 13(100)

超 小 型 0 0 0

モ ー ド 別

オ ン ラ イ ン 83(35.8) 149(642) 232(100)

パ ッ チ 31(17.1) 150(82.9) 181(100)

内 部監査

部門有無別

有 83(37.7) 137(62.3) 220(100)

無 31(16.1) 162(839) 193(100)

合 計 114(27.6) 299(724) 413(100)

一212一
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付表13シ ス テ ム監査 の 主 体(1}

回答項目

業 種'

内

部

監

査

人

;

芸
監
査
人

監

査

役

公

認

会

計

士

そ

の

他

内 シ
部:

監 ム

査 豊
人 人

内 蓋

部

監 査

査

人 役

内 公

部 認

盛 会

査 計

人 士

シ 公
ス 認

三 会
監 計

芙 士

監 公

認

査 会

計

役 士

公 そ

認

会 の

計

士 他

内 シ 公

部 う 認ア
監 ム 会

査 覧 詩

人 人 士

内 監 公

鄙 語

監 査 会

査 計

人 役 士

内 公 そ

部 認

監 会 の

査 計

人 士 他

シ 監 ・公
ス 認

テ
ム 査 会

監 計

莫 技 士

内シ監公

部う 認
ア
監 ム査会

曙 詩
人人役士

計

、

'

水 産 ・農 林 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

鉱 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

建 設 0 0 0 5 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 7

食 料 品 1 1 0 2 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 5

繊 維 2 1 0 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7

パ ル プ ・ 紙 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

化 学 0 0 1 3 2. 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8

石油 ・石炭製品 0 0 0 0 0 0 2 0 0 1 0 0 0 0 0 1 2

ゴ ム 製 品 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ガラス・土 石製品 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

鉄 鋼 1 0 0 2 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 4

非 鉄,金 属 1 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3

金 属 製 品 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

機 械 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

電 気 製 品 2 2 1 6 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 14

輸 送 用 機 器 2 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 4

精 密 機 器 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

そ の 他 製 造 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

商 業 0 0 0 3 0 0 0 0 1 1 1 0 0 0 0 0 6

金 融 5 3 0 11 2 1 0 6 2 1 0 2 1 0 1 0 35

証 券 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0. 0 0 0 0 0

保 険 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

不 動 産 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

陸.運 3 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0
'0

5

海 運 ・ 空 運 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0・ 0 0 0 0 2

倉庫 ・運輸関連 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

通 ・ 信 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

電 気 ・ ガ ス 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 3

サ ー ビ ス 0 0 0 0 .0 0 0 0 0 0 0 0 0` 0 0 0 0

合 計 21(1&4) 8(70) 6(53) 42(368) 9(7θ) 1(09) 2(18) 9(7⑨) 3(26) 4(35) 3(2.6) 2(18) .1(09) 1(09) 1(09) 1(09) 114(100。0)

「
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付 表14シ ス テ ム監査 の 主体t2)

回答項目

区 分

内

部

監

査

人

芸

文
監
査
人

監

査

役

公

認

会

計

士

そ

の

他

内 シ

部:
監 ム

査 豊

人 人

内 監

部

監 査

査

人 役

内 公

部 認

監 会

査 計

人 士

シ 公

:認
ム 会

豊 計
人 士

監 公

認

査 会

計

俊 士

公 そ

認

会 の

計

士 他

内 シ公

邸 う 認ア
監 ム会

疇 計
人 人 士

内 監 公

部 認

監 査 会

査 計

人 役 士

内 公 そ

都 留

盛 会 の

査 計

人 士他

シ監公

:認
ム査 会

墨 計
人役 士

内シ監公

田う 認
ア
監ム査会

査妻 計

人人役士

計

経

過

年

数

別

5年 未満 1 0 0 1 1
.

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3(ぴ)

5年 以上～10年 未満 2 0 3 10 3 0 0 1 q 1 1 0 0 0 1 0 22(193)

10年以上一15年 未満 8 3 3 21 3 0 1 4 2 2 1 1 0 1 0 0 50(439)

15年 以上～20年 未満 8 3 0 6 2 1 1 3 0 1 0 1 1 0 0 1 28(24、6)

20年 以上 2 2 0 4 0 0 0 1 1 0 1 0
,

0 0 0 0 11(9.1)

規

模

別

超 大 型 9 4 1 7 2 1 0 7 1 2 1 1 1 0 0 0 37(32声)

× 型 8 3 3 27 3 0 1 1 0 0 1 0 0 1 0 0 48(4Zl)

中 型 3 1 2 8 4 0 1 . 1 2 2 1 1 o 0 1 1 28(246)

小 型 1 0 0 . 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1(09)

ぷ 小 型 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

モ ー ド 別

オ ン ラ、 イ ン 16 8 4 27 6 1 1 8 3 3 1 2 1 0 1 1 83〈7鎚)

パ ッ チ 5 0 2 15 3 0 1 1 0 1 2 0 0 1 0 0 31(272)

内 部監 査

部門有無別

有 21 8 2 20 6 1 2 9 3 4 1 2 1 1 1 1 83(7a8)

無 「 0 0 4 22 3 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 31〔272)

合 計 21(18.4) 8(7の) 6(53) 42(36£) 9(79) 1(09) 2(18) 9(79) 3(2」6) 4(錨) 3(Z6) 2(1£) 1(ag) 1(09) 1(α9) 1(α9) 1M(100)
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付 表15.シ ス テ ム 監 査 の パ ター ン(1}

回答項目

業種
独 立 型 部門監査型 中 間 型

独立型 ・

部門監査型
計

水 産 ・農 林 0 0 0' 0 0

鉱 業 0 0 0 0 0

建 設 0 0 0 0 0

食 料 品 3 1 0 0 4

繊 維 3 0 0 0 3

パ ル プ ・紙 0 0 0 0 0

化 学 1 0 1 0 2

石油 ・石炭製品 0 0 0 1 1

ゴ ム 製 品 0 0 0 0 0

ガラス・土石 製品 0 0 0 0 0

鉄 鋼 2 0 0 0 2

非 鉄 金 属 1 0 0 0 1

金 属 製 品 1 0 0 0 1

機 械 1 0 0 0 1

電 気 製 品 2 2 0 0 4

輸 送 用 機 器 2 0 0 0 2

精 密 機 械 0 0 0 0 0

そ の 他 製 造 0 0 0 0 0

商 業 0 0 0 0 0

金 融 16 3 2 0 21

証 券 0 0 0 0 0

保 険 0 0 0 0 0

不 動 産 0 0 0 0 0

陸 運 4 0 0 0 4

海 運 ・空 運 1 1 0 0 2

倉庫 ・運輸関連 0 0 0 0 0

通 信 0 0 0 0 0

電 気 ・ ガ ス 2 0 0 0 2

サ ー ビ ス 0 0 0 0 0

合 計 39(7&0) 7(140) 3(6.0) 1(20) 50(100)

付 表16.シ ステム監 査 のパ ター ン②

回答項目

区 分
独 立 型 部門監査型 中 間 型

独立型 ・

部門監査型
計

経

過

年

数

別

`

5年 未満 1(1000) 0 0 0 1(100)

5年 以上～10年 未満 3(75.0) 0 1(250) 0 4(100)

10年 以上 ～15年 未 満 14(700) 4(200) 2(10.0) 0 20(100)

15年 以上～20年 未 満 15(789) 3(158) 0 1(53) 19(100)

a)年 以上 6(10α0) 0 0 0 6(100)

規

模

別

超 大 型 21(87.5) 3(125) 0 0 24(100)

大 型 12(667) 3(167) 2(1U) 1(56) 1(8(100)

中 型 5(714) 1(143) 1(14.3) 0
`

7(100)

小 型 1(1000) 0 0 0 1(100)

超 小 型 0 0 0 0 0

モ ー ド 別
オ ン ラ イ ン 31(73B) 7(167) 3(7ユ) 1(24) 42(100)

ハ ッ チ 8(100ゆ) 0 0 0 8(100)

内 部 監 査

部門有無別

有 39(7&0) 7(140) 3(⑤0) 1(2∴0). 50(100)

無 0 0 0 0 0

合 計 39(780) 7(14D) 3(60) 0(20) 50(100)
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付表17.シ ステ ム監査 の 観点{1}

目業皿
安 全 性 信 頼 性 機 密 性 準 拠 性 採 算 性 適 時 性 生 産 性

水 産 ・農 林 0 0 0 0 0 0 0

鉱 業 0 0 0 0 0 0 0

建 設 2 5 3 5 2 1 0

食 料 品 4 4 4 3 1 2 1

繊 維 3 4 5 3 1 2 2

パ ル プ ・ 紙 0 1 0 1 0 0 0

化 学・ 1 5 2 3 4 3 2

石油 ・石炭製品 2 2 2 2 1 1 0

ゴ ム 製 品 0 0 0 0 0 0 0

ガラス・土石製品 0 2 0 0 0 0 0

鉄 鋼 4 2 2 2 0 0 0

非 鉄 金 属 1 3 0 0 1 0 0

金 属 製 品 0 1 0 0 0 0 0

機 械 1 1 1 0 2 1 1

電 気 製 品 8 12 7 7 5 6 3

輸 送 用 機 器 1 3 1 1 1 0 1

精 密 機 器 1 0 1 0 0 0 0

そ の 他 製 造

1

0 1 0 2 0 0 0

商 業

.

4 5 5 3 1 2 1

金 融

.

23 27 19 22 7 4 2

証 券

.

0 0 0 0 0 0 0

保 険

1

0 0 0 0 0 0 0

不 動 産

.

0 0 0 0 0 0 0

陸 連

.

1 3 1 2 3 0 1

海 辺 ・ 空 運

1

0 1 0 0 1 1 0

倉庫 ・運輸関連

1

0 0 0 0 0 0 0

通 信

.

0 0 0 0 0 0 0

電 気 ・ ガ ス

.

3 3 2 3 1 1 0

サ ー ビ ス

.

0 0 0 9 0 0 0

合 計

1

59(518) 85(746) 55(482) 59(518) 31(272) 24(2L1) 14(123)

()内 は回答数114tc対 す るパ ーセ ン ト

付表1&シ ステム 監査 の観 点 ②

回答項目

区 分 安 全 性 信 頼 性 機 密 性 準 拠 性 採 算 性 適 時 性 生 産 性

経

過

年

数

別

5年 未満 0 2 0 1 1 0 0

5年 以上～10年 未満 8 13 9 14 7 6 4

10年 以上～15年 未満 25 42 22 20 14 10 5

15年 以上～20年 未満 20 21 17 19 6 7 3

加 年以上 6 7 7 5 3 1 2

規

模

別

超 大 型 24 27 21 25 8 4 2

大 型 31 43 31 25 15 15 9

中 型 4 14 3 9 8 5 3

小 型 0 1 0 0 0 0 0

超 小 型 0 0 0 0 0 0 0

モ ー ド 別
オ ン ラ イ ン 50 63 44 45 24 15 10

パ ッ チ 9 22 11 14 7 9 4

内部 監査

部門有無別

有 44 61 44 48 26 19 11

無 15 24 11 11 5 5 3

合 計 59(51.8) 85(746) 55(482) 59(5L8) 31(272) 24(21.1) 14(123)
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付表19.シ ステム監 査 を受 け た段 階(i)
付 表20.シ ステム監 査 を受 け た段 階②

回答項目

業 種
企画 段階 開 発 段 階 運 用 段 階 企画段階 ・

運 用 段 階
開発段階 ・
運 用 段 階

企画 段階 ・

豊翻臨
回答項 目

区 分
企画段階 開発段階 運用段階

企画段階 ・

運 用段 階

開発段階 ・

運 用 段 階

企画段階 ・
開発段階 ・
運用段階

水 産 ・農 林 0 0 0 0 0 0

経

過

年

数

別

5年 未満 0 0 3 0 0 0鉱 業 0 0 0 0 0 0

5年 以 上～10年 未満 1 0 17 1 0 3建 設 1 0 5 0 0 1

食 料 品 0 0 3 0 2 0 10年 以 上～15年 未満 1 3 36 0 7 3

繊 維 0 0 5 0 2 0 15年 以上～20年 未満 0 0 19 0 7 2

パ ル プ ・ 紙 0 0 1 0 0 0
20年 以上 0 0 7 1 1 2

化 学
一

〇 0 8 0 0 0

規

模

別

超 大 型 0 0 26 1 8 2
石 油 ・石 炭製品 0 0 1 0 0 1

大 型 2 1 38 0 6 7ゴ ム 製 品 0 0 0 0 0 0

中 型 0 2 17 1 1 1ガラス・土石 製品 0 0 2 0 0 0

鉄 鋼 0 1 3 0 0 0 小 型 0 0 1 0 0 0

非 鉄 金 属 0 0 3 0 0 0 超 小 型 0 0 0 0 0 0

金 属 製 品 0 0 1 0 0 0

モ ー ド 別

オ ン ラ イ ン 1 3 57 1 13 8
機 械 0 1 1 0 0 0

バ ッ チ 1 0 25 1 2 2
電 気 製 品 0 1 10 1 1 1

内 部 監 査

部門有無別

有 2 2 55 2 14 8運 送 用 機 器 0 0 4 0 0 0

無 0 1 27 0 1 2精 密 機 器 0 0 1 0 0 0

そ の 他 製 造 0 0 2 0 0 0 合 計 2(1B) 3(26) 82〔719) 2(18) 15(1&2) 10(額)

商 業 0 0 3 0 0 3

、

金 融 1 0 23 0 7 4

証 券 0 0 0 0 0 0

保 険 0 0 0 0' 0 0

不 動 産 0 0 0 0 0 0

陸 運 0 0 4 0 1 0

海 運 ・ 空 運 0 0 0 1 1 0

倉庫 ・運輸関連 0 0 0 0 0 0

通 信 0 0 0 0 0 0

電 気 ・ガ ス 0 0 2 0 1 0

サ ー ビ ス 0 0 0 0 0 0

合 計 2(1B) 3(26) 82(719) 2(L8) 15(132) 10(鎚)

( )内 は回答数114に 対す るパ ーセ ン ト
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付 表21.シ ステム開発 につ い ての システム監査 の 内容(D

口答項 目

薬 圃
シ ス テ ム 設 計 プ ログラ ミング テ ス ト

水 産 ・農 林 0 0 0

鉱 業 0 0 0

建 設 4 2 2'

食 料 品 2 1 2

繊 維 4 3 1

パ ル プ ・紙 1 0 0

化 学 3 2 1

石油 ・石炭製品 1 0 0

ゴ ム 製 品 0 0 0

ガラス土 石製品 1 0 0

鉄 鋼 2 0 0

非 鉄 金 属 1 2 1

金 属 製 品 1 0 0

機 械 2 0 0

電 気 製 品 9 5 5

運 送 用 機 器 1 1 0

(精 密 機 器
1 0 0

そ の 他 製 造 0 2 0

商 業 3 4 2

金 融 17 17 16

証 券 0 0 0

保 険 0 0 0

不 動 産 0 0 0

陸 運 3 2 1

海 運 ・空 運 1 1 0

倉庫 ・運輸関連 0 0 0

通 信 0 0 0

電 気 ・ ガ ス 3 2 1

サ ー ビ ス 0 0 0

合 計 60(526) 44(3&6) 32(2&1)

( )内 は 回答数114に 対 す るパ ーセ ン ト

付表22シ ステム開 発 に つ い'ての システム監 査 の 内容 ②

回答項目区 分
シ ス テ ム 設 計 プ ログラ ミング テ ス ト

経

過

年

数

別

5年 未満 2 0 0

5年 以上～10年 未満 11 10 7

10年 以上～15年 未満 22 16 15

15年 以上～20年 未 満 19 14 10

20年 以上 6 49 0

規

模

別

超 大 型 21 21 16

大 型 27 18 13

中 型 11 5 3

小 型 1 0 0

超 小 型 0 0 0

モ ー ド 別

オ ン ラ イ ン 44 38 28

パ ッ チ 16 6 4

内 部 監 査

部門有無別

有 48 37 28

無 12 7 4

合 計 60(526) 44(3&6) 32(2&1)
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付表23.入 力 プロセ スにつ いて の システ ム監査 の 内容(1)

口答項目

業 種
現 場 に お ける
手処理業務 帳 票類 の授受 入力 デー タへの

変換
端 末 機

水 産 ・農 林 0 0 0 0'

鉱 業 0 0 0 0

建 設 4 4 3 0

食 料 品 2 .4 2 0

繊 維 2 4 4 4

パ ル プ ・ 紙 1 0 0 0

化 学 4 3 2 0

石油 ・石炭製品 2 2 0 0

ゴ ム 製 品 0 0 0 0

ガラス・土石製 品 0 1 1 0

鉄 鋼 1 3 3 1

非 鉄 金 属 0 1 1 1

金 属 製 品 0 0 0 0
」

機 械 1 2 1 1

電 気 製 品 4 10 7 3

輸 送 用 機 器 1 2 2 1

精 密 機 器 0 0 0 0

そ の 他 製 造 0 0 0 0

商 業 4 6 3 2

金 融 11 21 19 14

証 券 0 0 0 0

保 険 0 0 0 0

不 動 産 0 0 0 0

陸 運 1 3 2 1

海 運 ・空 運 0 1 0 0

倉庫 ・運輸関連 0 0 0 0

通 信 0
.

0 0 0

電 気 ・ガ ス 1 2 2 1

サ ー ビ ス 0 0 0 0

合 計 39(342) 69(60.5) 52(456) 29(254)

( )内 は回答数114に 対 する パーセ ン ト

付表24.入 力 プロセス につ い ての システム監 査 の 内容 ②

回答項目
区 分

現場における
手処理業務 帳票類の授受

入力 デー タへ
の変 換 端 末 機

経

過

年

数

別

5年 未満 1 1 0 0

5年 以上～10年 未 満 9 12 9 7

10年 以上～15年 未 満 14 28 22 8

15年 以上～20年 末 満 11 21 14 9

20年 以上 4 7 7 5

規

模

別

超 大 型 13 26 22 12

大 型 19 32 26 16

中 型 7 11 4 1

小 型 0 0 0 0

超 小 型 0 0 0 0

モ ー ド別
オ ン ラ イ ン 30 52 40 28

一

パ ッ チ 9 17 12 1

内 部監 査

部門有無別

有 28 53 37 19

無 11 16 15 10

合 計 39(342)・ 69(605) 52(456) 29(254)
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付表25.オ ペ レー シ ョンにつ い ての システム監 査 の 内容{1)

'答 項目

業 棚

オペ レー シ・ン手順
マニ ュアル等

マ シン ・ス ケ ジ ュール オペ レーシ 冒ン管理

水 産 ・農 林 0 0 0

鉱 業 0 0 0

姐 股 4 2 3

食 料 品 2 2 4

繊 維 3 2 3

パ ル プ ・紙 0 0 0

化 学 2 0 1

石油 ・石 炭製品 1 1 0

ゴ ム 製 品 0 0 0

ガラス・土 石製品 1 0 0

鉄 鋼 2 2 1

非 鉄 金 属 1 0 .1

金 属 製 品 0 0 0

機 械 0 0 0

電 気 製 品 9 6 8

輸 送 用 機 器 1 1 1

精 密 機 器 0 0 1

そ の 他 製 造 0 0 0

商 業 4 1 4

金 融 24 20 26

証 券 0 0 0

保 険 0 0 0

不 動 産 0 0 0

陸 運 2 2 1

海 運 ・ 空 運 1 0 0

倉庫 ・運輸関連 0 0 0

通 僧 0 0 0

電 気 ・ ガ ス 2 2 3

サ ー ビ ス 0 0 0、

合 計 59(518) 41(36.0) 57(5α0)

()内 は回答 数114に 対す るパ ーセ ン ト

付 表26.オ ペ レ ーシ ョンに つい て の シ ス テム監 査 の 内容 ②

回答項目

区 分

i
オペ レーション手順

マニ ュアル等
マシン・スケジ亡 ル オペレーシ日ン管 理

経

過

年

数

別

5年 未満 0 0 0

5年 以 上 ～10年 未 満 11 7 9

10年 以上 ～15年 未満 21 13 21

15年 以 上 ～20年 未 満 21 16 21

20年 以上 6 5 6

規

模

別

超 大 型 27 22 29

大 型 26 17 23

中 型 6 2 5

小 型 0 0 0

超 小 型 0 0 0

モ ー ド別

オ ン ラ イ ン 45 35 47

パ ッ チ 14 6 10

工

内部監査

部門有無

別

有 45 33 45

無 14 8

.

12

41(36.0) 57(500)合 計 59(51.8)
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付 表27.ラ イ ブ ラ リに つい ての シス テ ム監 査の 内容(1)

口答項目

業 種 保 管 の 状 態 バ ックア ップ体制 管理 簿 等 の記録

水 産 ・ 農 林 0 0 0

鉱 業 0 0 0

建 設 2 2 3

食 料 品 3 3 4・

繊 維 6 3 .4

パ ル プ ・ 紙 0 0 0

化 学 3
'
0 1

石 油 ・石 炭 製 品 1 0 1

ゴ ム 製 品 0 0 0

ガ ラ ス ・土 石 製 品 0 0 0

鉄 鋼 2 1 1

非 鉄 金 属 2 1 0

金 属 製 品 0 0 0

機 械 0 0 0

電 気 製 品 6 8 6

輸 送 用 機 器 1 1 1

精 密 機 器 0 0 1

そ の 他 製 造
'0

0 0

商 業 3 3 3

金 融 26 19 24

証 券 0 0 0

保 険 0 0 0

不 動 産 O
I

0 0

陸 運 2 1 1

海 運 ・ 空 運 1
.

0 0

倉 庫 ・運 輸 関 連 0
.

0 0

通 信 0 0 0

電 気 ・ ガ ス 2 2 2

サ ー ビ ス 0 0 0

合 計 60(52.6) 44(38.6) 52(456)

()内 は回答数114に 対す るパ ーセ ン ト

付 表28.ラ イ ブラ リに つ いて の シス テム監 査 の 内容 ②

回答項目区 分
保 管 の 状 態 バックアップ体制 管理簿等の記録

経

過

年

数

別

5年 未満 0 0 0

5年 以上 ～10年 未満 12 9
.

10

10年 以上 ～15年 未満 20 15 16

15年 以 上 ～20年 未満 22 15 22

20年 以 上 6 5 4

規

模

別

超 大 型 27 18 25

大 型 28 21 25

中 型 5 5 2

小 型 0 0 0

超 小 型 0 0 0

モード別

オ ン ラ イ ン 48 37 42

バ ッ チ 12 7 10

内部監査

部門有無

別

有 48 33 42

無 12 i1 10

合 計 60(52.6) 44(38.6) 52(456)
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付 表29,出 力 プロセ スにつ い ての シス テ ム監 査の 内 容 ω

回答項目

薬 圃

ア ウ トプ ッ ト用 の

帳 票類 の管理
アウトプットの 管理
'

エラ ー等,異 常処

理 の管理

水 産 ・ 農 林 0 0 0

鉱 業 0 0 0

建 設 3 3 4

食 料 品 4 4 2

繊 維 4 4 5

パ ル プ ・ 紙 1 0 0

化 学 1 2 2

石 油 ・石 炭 製 品 1 1 1

ゴ ム 製 品 0 0 0

ガ ラス ・土 石 製 品 1 1 0

鉄 鋼 ・
1 0 3

非 鉄 金 属 2 1 3

金 属 製 品
'
0 0 1

機'械 0 0 1

電 気 製 品 4 7 9

輸 送 用 機 器 1 3 1

精 密 機 器 1 0 0

そ の 他 製 造 0 0 0

商 業 1 3 4

金 融 18 19 22

証 券 0 0 0

保 険 0 0 0

不 動 産 0 0 0

陸 運 3 3 2

海 運 ・ 空 運 0 1 0

倉 庫 ・運 輸 開 運 0 0 0

通 偶 0 0 0

電 気 ・ ガ ス 】 1 2

サ ー ビ ス 0 0 0

合 計 47(4L2) 53(46.5) 62(544)

()内 は回答 数114に 対 す るパ ーセン ト

付 表30,出 力 プ ロセ スtcつ い ての シス テ ム監 査の 内 容 ②

回答項目

区 分

ア ウ トプ ッ ト用 の

帳 票類 の管理
アウトププトの管理

エ ラー等,異 常処

理の管 理

経

過

年

数

別

5年未満 1 0 1

5年 以 上 ～10年 未満 8 10 8

10年 以上 ～15年 未満 18 21 28

15年 以上 ～20年 未満 17 17 18

20年 以上 3 5 7

規

模

別

超 大 型 19 21 23

大 型 23 23 29

中 型 5 9 9

小 型 0 0 1

超 小 型 0 0 0

モ ー ド別

オ ン ラ イ ン 37 40 46

バ ッ チ 10 13 16

内部監査

部門有無

別

有 35 43 49

無 12 10 13

合 計 47(41.2) 53(46.5) 62(54.4)
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付 表31.コ ン ピ ュー タ施 設 につ い ての シ ス テム監 査 の 内容 ω

回答項目

業 種

建物への入出館管

理

マシン室への入退

室管理
緊 急 時 プ ラ ン

水 産 ・ 農 林 0 0 0

鉱 業 0 0 0

建 設 1 2 0

食 料 品 0 2 2

繊 維 1 3 1

パ ル プ ・ 紙 0 0 0

化 学 1 1 1

石 油 ・石 炭 製 品 0 2 0

ゴ ム 製 品 0 0 0

ガ ラス ・土 石 製 品 0 0 0

鉄 鋼 1 1 1

非 鉄 金 属 0 0 1

金 属 製 品 0 0 0

機 械 0 0 1

電 気 製 品 2 9 6

輸 送 用 機 器 1 0 0

精 密 機 器 0 0 1

そ .の 他 製 造
0 0 0

商 業 3 4 2

金 融 18 27 12

証 券 0 0 0

保 険 0 0 0

不 動 産 0 0 0

陸 運 1 2 1

海 運 ・ 空 運 0 0 0

倉 庫 ・運 輸 関連 0 0 0

通 信 0 0 0

電 気 ・ ガ ス 1 2 2

サ ー ビ ス 0 0 0

合 計 30(26.3) 55(48.2) 31(27.2)

付 表32.コ ン ピュ ー タ施 設 に つ い ての シ ス テム監 査 の 内容 ②

回答項目

区 分

建物への入出館

管理

マシン室の入退室

管理
緊 急 時 プ ラ ン

経

過

年

数

別

5年 未満 0 0 0

5年 以 上 ～10年 未満 8 9 3

10年 以 上 ～15年 未満 8 20 ll

15年 以 上 ～20年 未満 9 21 12

20年 以 上 5 5 5

規

模

別

超 大 型 14 29 15

大 型 16 25 14

中 型 0 1 2

小 型 0 0 0

超 小 型 0 0 0

モー ド別

オ ン ラ イ ン 26 46 29

バ ッ チ 4 9 2

内部監査

部門有無

別

有 20 44 25

無 10 ・11 6

合 計 30(26.3) 55(4&2) 31(27.2)

()内 は回答数114に 対 す るパ ーセ ン ト



付 表33,コ ン ピュ ー タ関 連 諸設 備 につ い ての シス テム 監査 の 内容(1)

口答項目

業 種
建物の構造 金 庫 電 源 通信 施 設 エ ア コ ン

モニタ装置

(熱煙検出等) 消 火装 置
ハー ドウェア ソフ トウェア

水 産 ・ 農 林 0 0 0 0 0 0 0 0 0
鉱 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0
建 設 0 1 0 0 0 0 2 0 1
食 料 品 2 1 1 0 0 1 3 1 0
繊 維 3 2 2 1 1 1 2 2 1
パ ρレ プ ・ 紙 0 0 0 0 0 0 0 0 0
化 学 0 1 1 0 0 0 0 0 1
石 油 ・石 炭 製 品 2 1 2 0 1 1 1 1 1
ゴ ム 製 品 0 0 0 0 0 0 0 0 0
ガ ラ ス ・土 石 製 品 0 0 0 0 0 0 0 0 0
鉄 鋼 1 0 1 0 1 1 1 1 0
非 鉄 金 属 1 1 1 0 1 0 2 0 0
金 属 製 品 0 0 0 0 0 0 0 0 0
機 械 0 0 0 0 0 0 1 0 0
電 気 製 品 4 6 3 1 1 3 7 3 2
輸 送 用 機 器 0 1 0 0 0 0 0 0 1

精 密 機 器 1 0 0 0 0 0 1 0 0
そ の 他 製 造 0 0 0 0 0 0 0 0 0

商 業 1 1 1 1 1 2 2 1 2
金 融 5 14 9 3 8 5 7 8 6
証 券 0 0 0 0 0 0 0 0 0
保 険 0 0 0. 0 0 0 0 0 0

不 動 産 0 0 0 0 0 0 0 0 0
陸 運 0 0 0 0 0 0 0 0 0

海 運 ・ 空 運 0 0 0 0 0 0 0 0 0
倉 庫 ・運 輸 関 連 0 0 0 0 0 0 0 0 0

通 信 0 0 0 0 0 0 0 0 0
電 気 ・ ガ ス 2 1 2 1 3 . 3 3 2 1
サ ー ビ ス 0 0 0 0 0 0 0 0 0
合 計 22(19.3) 30(263) 23(2α2) 7(6、1) 17《149) 17(14.9) 32(28.1) 19(16.7) 16(14.0)

()内 は回答 数114に 対 する パ ーセン ト

付 表34コ ン ピュ ータ関連 諸設metCつ い て の シ ステ ム監 査の 内容 ②

回答項目

区 分

建 物 の

構 造
金 庫 電 源 通信麟 ヒ エ ア コ ン

モニタ装置

(熟睡検出等)
消火装置 ハー ドウェア ソフ トウェア

経
過
年
数
別

5年未満 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5年 以 上～10年 未 満 3 6 2 0 1 2 3 2 3

10年 以上 ～15年 未 満 7 8 7 1 4 2 11 4 6

15年 以上～20年 未 満 9 13 10 4 8 9 13 8 4

20年 以上 3 3 4 2 4 4 5 5 3

規

模

別

超 大 型 7 16 10 5 11 10 13 10 7

大 型 13 12 10 2 5 7 15 9 8

中 型 2 2 3 0 1 0 4 0 1

小 型 0 0 0 0 0 0 0 0 0

超 小 型 0 0 0 0 0 0 0 0 0

モー ド別

オ ン ラ イ ン 17 24 19 7 17 16 26 19 3

バ ッ チ 5 6 4 0 0 1 6 0 13

内部監査
部門有無

別

有 16 23 19 7 15 15 27 17 13

無 6 7 4 0 2 2 5 2 3

合 計 22(193) 30(263) 23(2α2) 7(6.1) 17(149) 17(149) 32(28.1) 19(16.7) 16(140)

一224一
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付表35.シ ス テ ム監査 で使 用 された 技法 〔1)

回答項目
業 種 質問書方式

ドキュメント

方 式

インタビュー

方 式

テストデータ

方 式
ITF方 式 監査 モ ジュ

ー ル 方 式
監査 ソフ ト
ウ エア方式 そ の 他

水 産 ・ 農 林 0 0 0 0 0 0 0 0
鉱 業 0 0 0 0 0 0

-0
0

建 設 4 2 4 1 0 0 1 0
食 料 品 3 .0 3 2 0 0 1 0
繊 維 2 1 4 1 0 0 2 1
パ ル プ ・ 紙 0 1 1 0 0 0 0 0
化 学 3 3 6 0 0 0 1 1
石 油 ・石 炭 製品 2 1 2 1 0 0 1 0
ゴ ム 製 品 0 0 0 0 0 0 0 0
ガ ラス ・土 石 製 品 0 0 2 1 0 0 0 0
鉄 鋼 1 2 4 0 0 0 0 0
非 鉄 金 属 3 1 2 1 0 0 1 0
金 属 製 品 1 0 1 0 0 0 0 0
機 械 0 1 1 1 0 0 0 0
電 気 製 品 5 2 13 3 0 1 2 0
輸 送 用 機 器 2 1 、2 0 0 0 0 1
精 密 機 器 1 0 0 0 0 0 0 0
そ の 他 製 造 0 1 0 0 0 1 0 0
商 業 2 0 4 0 1 0 2 1
金 融 14 19 22 8 2 0 10 2
証 券 0 0 0 0 0 0 0 0
保 険 0 0 0 0 0 0- 0 0
不 動 産 0 0 0 0 0 0 0 0
陸 運 1 3 5 0 0 0 0 0
海 運 ・ 空 運 0 2 1 0 0 0 0 0
倉 庫 ・運 輸 関 連 0 0 0 0 0 0 0 0
通 信 0 0 0 0 0 0 0 0
電 気 ・ ガ ス 3 0 2 0 0 0 0 0
サ ー ビ ス 0 0 0 0 0 0 0 0
合 計 47(41.2) 40(351) 79(69.3) 19(16.7) 3(2.6) 2(1.8) 21(18.4) 6(53)

()内 は回答数114に 対す るパ ーセン ト

付表36.シ ス テム監 査 で使用 され た技 法 ②

回答項目
区 分 質問書方式

ドキュメント

方 式

インタビュー

方 式

テストデータ

方 式
ITF方 式

監 査モ ジュ
ー ル 方 式

監査 ソフ ト

ウ ェア方式
そ の 他

経
過
年
数
別

5年 未満 1 1 2 8 0' 0 0 1

5年 以上 ～10年 未満 10 9 15 2 1 2 4 1

10年 以上 ～15年 未 満 18 15 36 10 1 0 12 1

15年 以上 ～20年 未 満 13 12 18 5 0 0 2 2

20年 以上 5 3 8 2 1 0 6 1

規

模

別

超 大 型 15 17 23 7 1 0 8 3

大 型 23 16 39 7 2 2 12 2

中 型 8 7 16 5 0 0 1 1

小 型 1 0 1 0 0 0 0 0

超 小 型 0 0 0 0 0 0 0 0

モ ー ド別
オ ン ラ イ ン 33 32 55 15 3 1 17 5

パ ッ チ 14 8 24 4 0 1 4 1

内部監査
部門有無
別

有 34 32 59 14 3 1 16 2

無 13 8 20 5 0 1 5 4

合 計 47(412) 40(35.1) 79(693) 19(167) 3(26) 2(1β) 21(18.4) 6(53)

一225一
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付 表37.コ ン ピュ ー タ関 連 業 務tCつ い ての 外 注 ω

口答項目

業 毬
い る い な い 計

水 産 ・ 農 林 0 0 0

鉱 業 0 0 0

題 股 6(75.0) 2(25.0) 8(100)

食 料 品 5(100.0) 0 5(100)

繊 維 6(857) 1(14.3) 7(100)

パ ル プ ・ 紙 1(100.0) 0 1(100)

化 学 4(57.1) 3(42.9) 7(100)

石 油 ・石 炭 製 品 2(100.0) 0 2〔100)

ゴ ム 製 品 0 0 0

ガ ラ ス ・土 石 製 品 2(100.0) 0 2(100)

鉄 鋼 3(75.0) 1(25.0) 4(100)

非 鉄 金 同 1(33.3) 2(66.7) 3(190)

金 属 製 品 0 1(100.0) 1(100)

機 械 2(100.0) 0 2(100)

電 気 製 品 11(78.6) 3(21.4) 14(100)

輸 送 用 機 器 3(75.0) 1(25.0) 4〔100)

精 密 機 器 1(100.0) 0 1(100)

そ の 他 製 造 2(100.0) 0 2(100)

商 業 6(1000) 0 6(100)

金 融 31(88.6) 4(11.4) 35(100)

証 券 0 0 0

保 険 0 0 0

不 動 産 0 0 0

陸 運 3(60.0) 2(400) 5(100)

海 運 ・ 空 運 2(100.0) 0 2(100)

倉 庫 ・運 輸 関 迎 0
,

0 0

通 伯 0 0 0

電 気 ・ ガ ス 3(100.0) 0 3(100)

サ ー ビ ス 0 0 0

合 計 94(825) 20(17.5) 114(100)

付 表3&コ ン ピ ュー タ関連 業 務icつ い ての 外注{2}

回答項 目
区 分

い る い な い 計

経

過

年

数

別

5年 未満 2(66.7) 1(333) 3(100)

5年 以上 ～10年 未満 16(72.7) 6(27.3) 22(100)

10年 以 上 ～15年 未満 40(8α0) 10(2α0) 50(100)

15年 以 上 ～20年 未満 26(929) 2(7.1) 28(100)

20年 以 上 10(90.9) 1(9.1) 11(100)

規

模

別

超 大 型 32(865) 5(1a5) 37(100)

大 型

c

48(88.9) 6(11.1) 54(100)

中 型 14(6&6) 8(36.4) 22(100)

小 型 0 1(1000) 1(100)

超 小 型 0 0 0

モ ー ド別

オ ン ラ イ ン 68(81.9) 15(18.1) 83(100)

バ プ チ 26(839) 5(16」) 31(100)

内部監査

部門有無

別

有 68(81.9) 15(1&1) 83(100)

無 26(83.9) 5(16.1) 31(100)

合 計 94(825) 20(17.5) 114(100)
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付 表39.外 注 してい る業務 ω

口答項 目

業 種 プ ログラ ミン グ オ ペ レ ー シ ョ ン カ ー ド パ ン チ そ の 他

水 産 ・ 農 林 0 0 0 0

鉱 業 0 0 0 0

建 設 0 1 5 0

食 料 品 3 2 4 1

繊 維 2 2 6 1

パ ル プ ・ 紙 0 0 1 0

化 学 4 3 3 2

石 油 ・石 炭 製 品 1 1 2 0

ゴ ム 製 品 0 0 0 0

ガ ラ ス ・土 石 製 品 0 1 1 1

鉄 鋼 3 3 3 1

非 鉄 金 属 0 1 1 0

金 属 製 品 0 0 0 0

機 械 2 2 2 0

電 気 製 品 5 7 10 2

輸 送 用 機 器 1 1 2 0

精 密 機 器 0 1 1 0

そ の 他 製 造
・

0 1 2 0

商 業 2 5 6 1

金 融 15 14 29 6

証 券 0 0 0 0

保 険 0 0 0' 0

不 動 産 0 0 0 0

陸 運 1 0 3 1

海 運 ・ 空 運 2 1 2 0

倉 庫 ・運 輸 関 連 0 0 0 0

通 信 0 0 0 0

電 気 ・ ガ ス 3 2 3 0

サ ー ビ ス 0 0 0 0

合 計 44(38.6) 48(42.1) 86(75.4) 16(14.0)

()内 は回 答数114ic対 す るパ ーセ ン ト

付 表40,外 注 して い る業務 ②

回答項目
区 分 プログラミング オペ レーシ ョン カ ー ドパ ンチ そ の 他

経

過

年

数

別

5年未満 1 0 2 1

5年 以 上 ～10年 未満 5 5' 12 2

10年 以 上～15年 未満 16 19 39 7

15年 以上 ～20年 未満 15 17 23 5

20年 以上 7 7 10 1

規

模

別

超 大 型 20 17 30 7

大 型 19 28 45 4

中 型 5 3 11 5

小 型 0 0 0 0

超 小 型 0 0 0 0

オ ン ラ イ ン 32 38 64 11

バ ッ チ 12 10 22 5

内部監査

部門有無

別

有 36 36 63 12

無 8 12 23 4

合 計 44(46.8) 48(51.1) 86(91.5) 16(17.0)

●
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付 表41,外 注 管 理 につ い ての 監 査の 実施 〔1}

回答項目
案 棚

あ る な い 計

水 産 ・ 農 林 0 0 0

鉱 業 0 0 0

.'

趣 設 0 6 6

食 料 品 3 2 5

繊 維 1 5 6

パ ル プ ・ 紙 0 1 1

化 学 1 3 4

石 油 ・石 炭 製 品 1 1 2

ゴ ム 製 品 0 0 0

ガ ラ ス ・土 石 製 品 0 2 2

鉄 鋼 1 2 3

非 鉄 金 属 0
.

1 1

金 属 製 品 0 0 0

機 械 0 2 2

電 気 製 品 3 8 11

輸 送 用 機 器 1 2 3

精 密 機 器 0 1 1

そ の 他 製 造 0 2 2

商 業 2 4 6

金 融 9 22 31

証 券 0 0 0

保 険 0 0 0

不 動 産 0 0 0

陸 運 1 2 3

海 運 ・ 空 運 1 1 2

倉 凪1・ 運 輸 関 連 0 0 0

通 信 0 0 0

電 気 ・ ガ ス 2 1 3

サ ー ビ ス 0 0 0

合 計 26(27.7) 68〔723) 94(100)

付表42外 注管理についての監査の実施②

回答項目区 分 あ る な い 計

経

過

年

数

別

5年未満 0 2(100.0) 2(100)

5年 以 上 ～10年 未満 1〔6.3) 15(93.8) 16(100)

10年 以 上 ～15年 未満 7(17.5) 33(82.6) 40(100)

15年 以 上 ～20年 未満 13(5α0) 13〔50.0) 26(100)

20年 以上 5(50.0) 5(50.0) 10(100)

規

模

別

超 大 型 14(43.8) 18(56.3) 32(100)

大 型 10(2α8) 38(79.2) 48(100)

中 型 2(143) 12(85.7) 14(100)

小 型 0 0 0

超 小 型 0 0 0

モー ド別

オ ン ラ イ ン 21(30.9) 47(69.1) 68(100)

パ ッ チ 5(19.2) 21(80.8) 26(100)

内部監査

部門有無

別

有 24(353) 44(64.7) 68(100)

無 2(7.7) 24(92、3) 26(100)

合 計 26(27.7) 68(72.3) 94(100)
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付表43.外 注 管 理 につ い て監 査 を受け た 内容(1}

回答項 目
業 種

委託先の決
定について

契約 書 につ
いて

契約費用に
ついて

委託業務の
管理について

事故対策に
ついて

水 産 ・ 農 林 0 0 0 0 0

鉱 業 0 0 0 0 0

建 設 0 0 0 0 0

食 料 品 0 2 1 0 0

繊 維 0 0 0 0 1

パ ル プ ・ 紙 0 0 0 0 0

化 学 0 1 0 0 0

石 油 ・石 炭 製 品 1 1 1 1 1

ゴ ム 製 品 0 0 0 0 0

ガ ラ ス ・土 石 製 品 0 0 0 0 0

鉄 鋼 0 1 1 1 0

非 鉄 金 属 0 0 0 0 0

金 属 製 品 0 0 0 0 0

機 械 0 0 0 0 0

電 気 製 品 o 1 0 0 1

輸 送 用 機 器 0 0 0 0 0

精 密 機 器 0 0 0 0 0

そ の 他 製 造 0 0 0 0 0

商 業 0 0 0 2 1

金 融 1 7 4 8 6

証 券 0、 0 0 0 0

保 険 0 0 0 0 0

不 動 産 0 0 0 0 0

陸 運 0 1 1 0 0

海 運 ・ 空 運 1 0 1 1 1

倉 庫 ・運 輸 関 連 0 0 0 0 0

通 信 0 0 0 0 0

電 気 ・ ガ ス 1 2 1 2 2

サ ー ビ ス 0 0 0 0 0

合 計 4(15.4) 16(6L5) 10(3&5) 15(57.7) 13(5α0)

()内 は回答数26に 対す るパ ーセン ト

付 表44.外 注 管理teつ い て監 査 を受 け た 内容(2)

回答項 目

区 分

委託先の決

定について

契約書につ

いて

契約費用に

ついて
委託業務の

管理について

事故対策に

ついて

経

過

年

数

別

55年未満 0 0 0 0 0

5年 以 上～10年 未満 1 1 1 1 1

10年 以 上～15年 未満 0 5 1 3 3

15年 以 上～20年 未満 2 8 5 8 7

20年 以 上 1 2 3 3 2

規

模

別

超 大 型 2 8 6 9 7

大 型 2 6 3 6 6

中 型 0 2 1' 6 0

小 型 0 0 0 0 0

超 小 型 0 0 0 0 0

モ ー ド別

オ ン ラ イ ン 3 13 8 13 11

バ ッ チ 1 3 2 2 2

内部監査

部門有無

別

有 4 16 10 13 12

無 0 0 0 2, 1

合 計 4(15.4) 16(61.5) 10(38.5) 15(57.7) 13(5.0.0)
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付 表45,プ ロ グラム外 注 に つ いて 監 査 を受 け た 内容(1)

回答項目

業 毬

プロ グラム開 発状

況 の管理 につい て
テ ス トに つ い て

プ ログラム保守 に

つ いて

水 産 ・ 農 林 0 0 0

鉱 業 0 0 0

建 設 0 0 0

食 料 品 0 0 1

繊 維 0 0 0

パ ル プ ・ 紙 0 0 0

化 学 0 0 0

石 油 ・石 炭 製 品 0
'

0 0

ゴ ム 製 品 0 0 0

ガ ラ ス ・土 石 製 品 0 0 0

鉄 鋼 0 0 0

非 鉄 金 属 0 0 0

金 屑 製 品 0 0 0

機 械 0 0 0

電 気 製 品 0 0 0

輸 送 用 機 器 0 0 0

精 密 機 器 0 0 0

そ の 他 製 造 0 0 0

商 業 0 0 0

金 融 2 0 0

証 券 0 0 0

保 険 0 0 0

不 動 産 0 0 0

陸 運 0 0 0

海 運 ・ 空 運 0 0 0

倉 庫 ・運 輸 開 運 0 0 0

通 但 0 0 0

電 気 ・ ガ ス 1 1 1

サ ー ビ ス 0 0 0

合 計 3(11.5) 1(3.8) 2(7.7)

()内 は回答 数26に 対す るパ ーセ ン ト

付 表46,プ ロ グ ラム外 注iCつ い て 監 査 を受 け た 内容(2}

回答項 目

区 分

プロ グラム開発状

況の 管理 につ いて
テ ス トに つ い て

プ ログ ラム保 守!ζ

つい て

経

過

年

数

別

5年 未満 0 0 0

5年 以 上一・10年 未満 0' 0 0

.

10年 以 上～15年 未満 0 0 1

15年 以 上 ～20年 未 満 3 1 1

20年 以上 0 0 0

規

模

別

超 大 型 3 1 1

大 型 0 0 0

中 型 0 0 1

小 型 0 0 0

超 小 型 0 0 0

モ ー ド別

オ ン ラ イ ン 3 1 2

バ ッ チ 0 0 0

内部監査

部門有無

別

有 3 1 2

無 0 0 0

合 計 3(16.7) 1(56) 2(11.1)
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付表47.オ ペ レー シ ョン委 託 に つい て監査 を受 け た内 容 ω

口答項目

業 種
委託先の決定に
ついて 契約書について オペ レータの受

入 れ体制 について

オペ レータの管

理状況 に ついて

水 産 ・ 農 林 0 0 0 0

鉱 業 0 0 0 0

建 設 0 0 0 0

食 料 品 0 2 0 0

繊 維 0 0 0 0

パ ル プ ・ 紙 0 0 0 0

化 学 0 0 0 0

石 油 ・石 炭 製 品 1 1 0 1

ゴ ム 製 品 0 0 0 0

ガ ラス ・土 石 製 品 0 0 0 0

鉄 鋼 0 1 0 1

非 鉄 金 属 0 0 0 0

金 属 製 品 0 0 0 0

機 械 0 1 0 1

電 気 製 品 0 1 0 0

輸 送 用 機 器 0 1 0 1

精 密 機 器 0 0 0 0

そ の 他 製 造 0 0 0 0

商 業 0 0 0 0

金 融 1 1 0 2

証 券 0 0 0 0

保 険 0 0 0 0

不 動 産 0 0 0 0

陸 運 0 0 0 0

海 運 ・ 空 運 0 0 0 0

倉 庫 ・運 輸 関 連 0 0 0 0

通 信 0 0 0 0

電 気 ・ ガ ス 1 2 1 2

サ ー ビ ス 0 0 0 0

合 計 3(11.5) 10(38.5) 1(3.8) 8(308)

()内 は回答数26に 対 す るパ ーセ ン ト

L

付 表48.オ ペ レ ー シ ョン委託 に つ い て監 査 を受 け た 内容 ②

回答項目

区 分

委託先の決

定について

契約書につ

いて

オペ レータ

の受 入れ体

制 に つい て

オペ レータ
の管理状況

につい て

経

過

年

数

別

5年未満 0 0 0 0

5年 以 上 ～10年 未 満 1 1 0 0

10年 以 上～15年 未満 0 2 0 1

15年 以上 ～20年 未満 2 5 1 5

20年 以上 0 2 0 2

規

模

別

超 大 型 1 4 1 5

大 型 2 6 0 3

中 型 0 0 0 0

小 型 0 0 0 0

超 小 型 O 0 , 0 0

モ ー ド別

オ ン ラ イ ン 2 8 1 6

パ7チ 1 2 0 2

内部監査

部門有無

別

「

有 3 9 1 7

無 0 1 0 1

合 計 3(2α0) 10(66.7) 1(67) 8(53.3)
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システム監査基準(試 案)

前 文

日本情 報処 理 開 発 協 会 で は,昭 和49年,情 報 化社 会 の基 盤 整 備 の 一環 と して シ

ステ ム 監査 を提 唱 した。 そ の 後,関 連 各 界 の 協 力 を得 て,そ のあ り方 ・手 続 き ・

方 法 論等 々につ き,調 査 研 究 を推 進 して き た。

シ ス テ ム監 査 は,元 来,コ ン ピ ュ ー タ を中心 とす る情報 処 理 シ ス テ ムを 活用 し

て い るす べ ての 組 織 体 に おい て 実 施 され な けれ ば な らな い。 ま た,そ の 方法 論 に

つ いて は,い か な る組 織体 で あ ろ う と も,基 本 的 に は 同 じで あ る と考 え られ て い

る 。 しか し,本 財 団 に お け る シ ス テ ム 監 査 の 調 査 研 究 は,一 応,民 間企 業/

を その 対 象 と想 定 して進 め て きた。 したが っ て,こ の 限 りに お い て は,企 業 が 内

部 的要 請 に 基 づ い て,内 部 監 査 の 一環 と して 実施 すべ きこ とで あ る とい える。

本 格 的 な調査 ・研 究 に取 り組 み,今 日 まで すで に6カ 年 が経 過 し,そ の 間,相

当 の 成果 を納 め る こ とが で きた と確 信 して い る。 したが って,こ こに,こ れ まで

の 調 査 研 究 を総 ま とめす る見地 か ら,現 段 階 で適 当 と考 え られ る シス テ ム監 査 に

関 す る基 本 的事 項 を,シ ス テ ム監査 基 準(試 案)と い う形 式 で 集 約 して みた。

この 試 案 が,関 連各 方 面 で シ ス テ ム監 査 に 取 り組 む方 々へ の 指 針 と し て参 考 に

資す る こ とが 出来 れ ば幸 いで あ る。

昭和55年3月
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システム監査基準(試 案)

1一 般 基 準

1.シ ス テ ム監 査 の意 義 ・目的

シス テ ム監 査 とは,監 査 対 象 か ら独 立 し た客 観 的 な立場 で,コ ン ピュ ー タ

を中 心 とす る情 報処 理 シ ステ ム を総 合 的 に 点検 ・評価 し,関 係 者 に助 言 ・勧

告 す る こ とを い い,シ ス テムの有 効 利 用 の 促 進 と弊 害 の 除去 とを 同 時 に 追求

して,シ ス テ ムの健 全 化 をは か る もの で あ る。

2.シ ス テム 監査 の 対 象

e

シ ス テム 監 査 は,シ ス テム の企 画 ・開 発 ・運用 等 の す べ て を対 象 とす る。

3.シ ステ ム監 査 人

シ ス テ ム監 査 人 とは,シ ス テム と監査 の知 識 ・経 験 を基 礎 として,シ ス テ

ム監 査 を行 う者 をい う。

4.シ ス テ ム監査 の 原則

4-1.シ ス テ ム監 査 の 独 立 性

(1)シ ス テ ム監 査 人 は,監 査 対 象か ら独立 してい な けれ ばな らない。

② シ ス テ ム監査 人 は,シ ス テム に 対 す る客 観 的 な 評価 者 で な け れ ば な ら

ない。

(3)シ ス テ ム監査 活 動 が 客 観 的 に行 わ れ た こ とを保 証す る た め,複 数 の シ

ス テ ム監 査 人 に よ り十 分 な評 価 ・検 討 を行 うこ とが望 ま しい。
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4-2.職 業倫理

システム監査 人は,監 査人に対す る倫理 的要請を 自覚 し,的 確かつ誠実

な監査の実践 を通 じて,内 外 におけ る信頼 と期待 に応 えなければな らない。

皿 実 施 基 準

1.体 制 の整 備

1-1、 シス テム監 査規 程

(1)シ ス テ ム監 査 を具 体 的に 実施 す る ため,規 程 を定 めな けれ ば な らな い。

(2)規 程 は,シ ス テム監 査 を十 分 に 実 施 で き る内容 で な けれ ば な らない。

(3)規 程 に は,原 則 と して シ ス テ ム監 査 人 の 責 任 ・権 限,他 監 査 との調 整,

監 査 手 続 き,報 告手 順 を定 め な けれ ば な らな い。

(4)規 程 は,最 高 経営 者の 承 認 を得 な けれ ば な らない 。

1-2.シ ス テム監 査 人の 員数

シ ス テ ム監 査 人 は,シ ス テム の規 模 に 応 じて複 数 人 置 かれ る ことが 望 ま

しい。

1-3.シ ス テ ム監 査 人 の能 力

(1)シ ス テ ム監 査 人 は,シ ス テ ムの 開 発 ・設 計 の経 験 が あ り,プ ロ グ ラ ミ

ン グ,ハ ー ドウ ェ ア,ソ フ トウ ェア,シ ス テ ム分 析等 に 関 し,基 本 的 知

識 を持 た な けれ ば な らない 。

(2)シ ス テム監 査 人 は,監 査 に つ いて の 専 門知 識 と実務 経験 を持 た な けれ

ば な らない。

㈲ シ ス テ ム監 査 人 は,情 報 処 理 内容 に 精 通 す る よ う努 力 しな けれ ば な ら

な い。

(4)シ ス テ ム監 査 人 は,常 に シ ス テ ム監 査 に 関 す る新 しい知 識 ・技 能 の習

得 に 努 め なけ れ ば な らな い。

㈲ シ ス テ ム監 査 人 は,的 確 な判 断 力 を養 うよ う努 め な けれ ばな らな い 。
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1-4シ ステム監査人の育成

(1)最 高経営者は,シ ステ ム監査人の育成に努 めなければな らない。

② シス テム監査人の育成に あた っては,情 報 処理業務 の経験 を有す る者

に,監 査業務 の知識を習 得せ しめることが望 ま しい。

2.シ ス テム監査 人 の 職務

2-1.シ ス テム監査 人 の任 務

シ ステ ム監 査 人 は,シ ステ ム監 査 を通 じて,つ ぎの 各 項の 実現 に 貢 献す

る よ う努 めな け れ ば な ら ない。

① シ ス テ ムの有 効 利用 を促 進 し,処 理 の正 確 性 を確 保 す る こ と。

② エ ラーの 発 生 を 防止 す る こ と。

③ 地 震 等 の 自然 災害 対 策 を十分 な らしめ,事 故 の 発生 を防 止 す る こと。

④ プ ライ バ シ ーの 侵害 を防 止 す る こ と。

⑤ コ ン ピ ュ ータ犯 罪 を防止 す る こ と。

⑥ そ の他,総 合 的 に シ ステ ムの健 全 化 をは か る こ,と。

2-2.シ ス テ ム監査 人 の権 限

(1)シ ス テ ム監 査 人 は,シ ス テ ム監査 の 実施 に あ た って,事 前 に被 監査 部

門 に対 して 資料 提 出 を求 める ことがで きる。

② 被 監 査 部 門 は,シ ス テ ム監 査 人の 資料 要 求 に対 し,正 当 な理 由が な い

限 りこば む こ とは で きな い。

(3)シ ステ ム監 査 人 が 必 要 と認 め た場 合,情 報 処理 の 専 門 家 を補 助 者 に加

えた シ ス テム監 査 チ ー ムを 編成 し,シ ス テム監 査 に あ た る ことがで きる。

(4)シ ス テム監 査 人 が と くに必 要 と認 め た場 合,被 監 査 部 門の 特定 者 を シ

ス テ ム監査 チ ームに 加 えて協 力 を求 め る こ とが で きる。

2-3.他 監 査 との 調 整 ・連 携

(1)シ ス テ ム監 査 人 は,シ ス テ ム監 査 業 務 に関 して,監 査 役 と連 携 を保 持

す る ことが 望 ま しい。
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(2)シ ス テ ム監 査 人は,会 計 シス テム に つ い て,公 認 会計 士 また は監 査 法

人(以 下 公認 会計 士 等 とい う)と の 意 思 疎 通 をは か り,公 認 会計 士等 の

意 図 を十 分理 解 し,調 整 をは か りな が ら監 査 に あ た る こ とが望 ま し い。

(3)シ ス テ ム監査 人が 実施 し たシ ス テ ム監 査 の 結 果 に つ い て,公 認 会 計 士

等 よ り要 請 が あ る場 合 に は,こ れ を提 示 しな けれ ば な らな い。

(4)シ ス テ ム監 査 人 が 実施 した シ ステ ム監 査 の結 果 に つ い て,公 認 会 計 士

等 が疑 問 を持 つ 場 合に は,シ ス テ ム監 査 人 は す み やか に調 整 を はか らな

けれ ば な らな い。

3.計 画 ・実 施

3-1.監 査 計 画

(1)シ ス テム 監 査 人は,シ ス テ ム監 査 の 実施 に あ た って,事 前 に シ ス テ ム

監 査 計 画 を策 定 し なけれ ば な らな い。

(2)シ ス テ ム監査 計 画 は,基 本計 画 と個 別 計 画 を策 定 し なけれ ば な らな い。

(3)基 本 計 画 に は,当 該 事 業年 度 の主 要 監 査 テ ーマ,監 査 対象 等 を明 記 し,

最 高経 営 者 の 承 認 を 得 な けれ ば な らな い。

(4)個 別 計 画 には,対 象,範 囲 と手続 き,時 期 と日程,責 任 者,事 務 分担,

報 告 時期 等 を明 記 しな けれ ば な らな い 。

㈲ 個別 計 画 で は,具 体 的 に チ ェ ックポ イ ン トを設 定 す る こ とが望 ま しい。

3-2.実 施

(1)シ ステ ム監 査 の 実 施 に あ た って は,監 査 対 象業 務,シ ス テ ムの規 模お

よび バ ッチ処 理 ・オ ン ライ ン処理 等 の 処理 形態 を十 分 考 慮 した 上で,監

査 手 続 き な らび に使 用 す る手 法 等 を選 択 しな けれ ば な らな い。

② 監 査 手法 に つ い ては,そ の 効用 な らびに 限界 を十 分認 識 の 上,使 用 に

あ た らな けれ ば な らな い。

(3)シ ス テム監 査 の 実 施 に あ た っては,必 要 に 応 じ,被 監 査部 門 へ 事 前 準

備 事項 等 を 文書 で 通知 しな けれ ば な らな い 。
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(4)シ ス テム監 査 の 実施 に あ た って は,被 監査 部 門の 業務 に 大 き な支 障 を

生 じさせ な い よ う留 意 し なけ れ ば な らな い。

4報 告

4-1.報 告体 制

(1)シ ス テ ム監 査 実 施の 効 果 を高 め るた めの 報 告 体 制 を 確立 してお か な け

れ ば な らな い。

(2)監 査 の結 果 につ い て は,被 監査 部 門 の関 係 者 に 対 して現 地 講 評 会 等 を

開 催 し,意 見 を聴取 しな けれ ばな らな い。

(3)監 査 報 告 は,文 書 で 行 う ことを 原 則 とす る。 た だ し,必 要 に応 じ,口

頭 に よる報 告 も出来 る 。

4-2.監 査 結 果

(1)企 画 ・開発 段 階 に つい ては,監 査 の結 果 が 出 次第,シ ステ ム監 査 人 と

企 画 ・開 発 担 当部 門 の 両 者で,直 ちに改 善方 法 を検 討す べ きで あ る。

② 運 用 段 階 に つ い ては,監 査 の 結 果 が 出次第,こ れ を被 監 査 部 門に 通知

す る と と もに,必 要 に応 じ,開 発 担 当部 門に も参 考 と して連 絡 す る こと

が望 ま しい 。

4-3.監 査 報 告 書

(1)シ ス テ ム監 査 人 は,監 査 結果 に つ い て 報告 書 を と りま と め,最 高 経営

者 に 報 告 しな けれ ば な らな い。

(2)報 告 書 には,作 成 者 名,作 成 日,監 査結 果,指 摘 事項,な らびに シス

テ ム改 善 に関 す る勧 告 が あ る場 合 は その 勧 告 等 が 記載 され なけ れ ばな ら

ない 。

(3)報 告 書 は,現 地 講評 会 の 検 討結 果 を勘 酌 して作 成 しな けれ ば な らない 。.

4-4フ ォ ロー ア ップ

(1)シ ス テ ム監 査 人 は,報 告書 に 記載 され た監 査 結 果 に もとつ く改 善 勧 告

等 を実現 させ る た めの 努力 を払 わ なけ れ ば な らない。
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② 被 監査 部 門 は ∫一 定 期 間 内に,指 摘 事項 等 に関 し て 実施 した 内容 を シ

ステム 監 査 人 に 回答 しな けれ ば な らな い。

(3)被 監 査 部 門 の 回答 は,次 回監 査 に お いて フ ォ ロ ー ア ップ しな けれ ば な

らない 。
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